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２－１－１ 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 年度評価 評価の概要 

 

１．評価対象に関する事項 

法人名 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 

評価対象事業年度 年度評価 令和２年度 

中長期目標期間 平成 28年度～令和４年度（第１期） 

 

２．評価の実施者に関する事項 

主務大臣 文部科学大臣 

 法人所管部局 科学技術・学術政策局 担当課、責任者 研究開発基盤課量子研究推進室、迫田健吉 

 評価点検部局 科学技術・学術政策局 担当課、責任者 企画評価課評価・研究開発法人支援室、佐野多紀子 

主務大臣 原子力規制委員会（法人の業務のうち放射線の人体への影響並びに放射線による人体の障害の予防、診断及び治療に係るものに関する事項について共管） 

 法人所管部局 原子力規制庁長官官房放射線防護グループ 担当課、責任者 放射線防護企画課、新田晃 

 評価点検部局 原子力規制庁長官官房 担当課、責任者 総務課、黒川陽一郎 

 

３．評価の実施に関する事項 

国立研究開発法人審議会（以下「審議会」という。）からの意見聴取、ヒアリング 

下記の手続きにより、文部科学省、原子力規制委員会の審議会において、国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構（以下「量研」という。）の令和２年度の業務の実績（以下「令和２年度業務実績」という。）

について量研からヒアリングを行い、評価についての意見を聴取した。 

令和３年６月 29 日 文部科学省の国立研究開発法人審議会量子科学技術研究開発機構部会（以下「部会」という。）を開催し、業務実績評価の実施方針について確認し、量研から令和２年度業務実績に関するヒア

リングを行った。 

令和３年７月 12日 原子力規制委員会の部会を開催し、業務実績評価の実施方針について確認し、令和２年度業務実績のうち放射線の人体への影響並びに放射線による人体の障害の予防、診断及び治療に係るもの

に関する事項について量研からのヒアリングを行った。 

令和３年７月 16日 文部科学省の部会において、令和２年度業務実績に関する評価についての意見を委員から聴取した。 

令和３年８月２～４日 原子力規制委員会の部会において、令和２年度業務実績のうち放射線の人体への影響並びに放射線による人体の障害の予防、診断及び治療に係るものに関する事項に関する評価についての

意見を委員から聴取した。 

令和３年８月４ 日 文部科学省国立研究開発法人審議会（第 21 回）において、令和２年度業務実績に関する評価について諮問した。 
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４．その他評価に関する重要事項 

令和元年 11月 29日 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構が達成すべき業務運営に関する目標（中長期目標）に、基幹高度被ばく医療支援センターの整備等に関する事項を追記。 

令和２年２月 27日 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構の中長期目標を達成するための計画（中長期計画）に、基幹高度被ばく医療支援センターの整備等に関する事項を追記。 

令和２年３月５日 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構が達成すべき業務運営に関する目標（中長期目標）に、量子生命科学に係る研究開発等に関する事項を追記。 

令和２年３月 31日 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構の中長期目標を達成するための計画（中長期計画）に、量子生命科学に係る研究開発等に関する事項を追記。 
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２－１－２ 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 年度評価 総合評定 

 

１．全体の評定 

評定 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ，

Ｄ） 

Ａ 平成 28

年度 

平成 29

年度 

平成 30

年度 

令和元年

度 

令和２年

度 

令和３年

度 

令和４年

度 

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ   

評定に至った理由 法人全体に対する評価に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、

効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 

 

２．法人全体に対する評価 

QSTの発足以来、理事長の見識と強力なリーダーシップに応える形で職員らが進めてきた活動が具体的な研究開発成果や社会貢献につながり、組織としても良い形になったことは高く評価できる。また、従来か

らの活動（核融合、量子ビーム、重粒子線治療、放射線影響など）の実績のある分野を育てつつ、QSTとして独自性のある新しい活動も着実に実績を上げてきたことは評価できる。また、社会的意義が極めて大き

い放射線影響・被ばく医療研究を年度計画に沿って着実に実施し成果を創出していることを評価する。新型コロナウイルス禍という困難な状況にもかかわらず、QST全体として年度計画を上回り、以下に示すとお

り、顕著な成果の創出や将来的な成果の期待も多く認められるとともに、着実な業務運営がなされている。自己評価は妥当である。 

・ 萌芽・創成的研究から新たな領域が継続して生み出されることを期待している。特に、世界の関連領域の動向を見ていく必要があると思われる。量子生命領域を開始したように、新たに世界に誇る領域を生み

出してほしい。（p.12参照） 

・ 量子生命科学技術分野に関して、新しい研究成果とともに、研究推進体制も充実してきており、顕著な成果を上げており、自己評価は妥当。（p.20参照） 

・ タウ病変を可視化するプローブを用いることで認知症を高精度に診断できるということを実証するとともに、ベンチャー企業との連携により、日本では第Ⅰ相臨床試験を開始し第Ⅱ相にまで至り、米国と台湾

では第Ⅱ相臨床試験を着実に推し進めたことは、顕著な成果といえる。（p.29参照） 

・ 重粒子線がん治療においては、臨床線量を変えずに腫瘍内の重粒子線の生物効果（LET）を一様に高くすることにより、正常組織への影響を抑制しつつ治療効果のみを高められる可能性を軟骨肉腫と子宮癌の

臨床データ解析により示し、マルチイオン治療により生物効果（LET）を制御することの有用性を示した。さらに、重粒子線治療法と免疫療法の併用による遠隔転移抑制効果を実証するなど優れた研究開発が進

んでいる。（p.29参照） 

・ AIによる染色体線量評価について、染色体画像判定アルゴリズムの改良を行い、その有用性や判定時間の短縮を確認した。安全保障上、重要な被ばく医療の分野で重要な成果であり、先進的な取組が進められ

ている点を高く評価する。染色体画像評価の従来法が抱える問題点（結果が解析者の熟練度に依存すること、解析に時間を要すること、人材不足である事など）を解決する技術革新となりえることから、社会

実装に向け、精度を向上し、汎用性あるツールとして確立することを期待する。（p.40参照） 

・ 過酷な宇宙放射線環境である月での被ばく線量について、月面上の地形特性を利用することで減少できることを示し、さらに企業との共同研究により、複合材料が宇宙機用遮へい材料として効果的な遮へい機

能を有することを見出したことは高く評価する。国際宇宙ステーション軌道よりも過酷な放射線環境である月や火星等の深宇宙へと有人探査が移行しつつある現状に鑑みて、宇宙環境における放射線防護研究

は重要であり、また本研究分野に人材を引き付けえることから、今後の研究の発展を期待する。（p.40参照） 
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・ 量子ビーム応用研究に関して、未知の化学反応プロセスの可視化・実証に成功する等、高い水準の研究成果が創出されるとともに、成果の社会実装も適切に進められていると考えられる。（p.51参照） 

・ 新型コロナウイルス感染症の影響下においてイタリアでの現地試験に参加できない状況でも遠隔での試験管理方法を確立する等の対応により、予定通り年度計画を達成した。この成果は国際的なプロジェクト

の着実な実施に我が国が大きく貢献したと言える。また、国際協議でテストブランケットモジュール（TBM）の初期４計画の１つとして、我が国が提案する TBMが採択されたことは、高く評価できる。（p.69参

照） 

・ 成果普及やアウトリーチ活動のため、コロナ禍においても、オンラインでサイエンスアゴラを開催したことや Twitterおよび Instagramの新設、オンラインでの公開シンポジウムを開催したことは、意義があ

ったと考える。（p.94参照） 

・ 甲状腺モニタリングに関する顕著な研究成果創出や高度被ばく医療線量評価棟の運用開始による将来的な成果創出が期待される。（p.106参照） 

・ 医学物理士への資格取得に向けて認定機構より承認された教育研修コースを開催するなど、次世代育成へ向け令和２年度より具体的取り組みを始めたことを評価する。（p.113参照） 

・ コロナ禍の中であるにも関わらず、実現の困難度が高いとされていた４分割 APPLE型挿入光源について、詳細設計を完了した上で製作に着手する等、重要な技術開発要素に一定の目処をつけることに成功した。

（p.122参照） 

・ 女性研究者の積極的採用を進めていることを評価する。女性研究者を対象としたダイバーシティ推進連携研究助成制度も評価したい。（p.145参照） 

 

３．項目別評価の主な課題、改善事項等 

・ 萌芽的・創成的研究開発の個々の成果は顕著な成果が認められる。しかし、各事業の制度の位置づけと運用方法を明示的に行う必要がある。（p.11参照） 

・ 現在、個々の研究成果について非常に素晴らしい実績を創出しているものの、どう社会実装につなげるのか、その道筋をもっと明確にしたうえで対外的な発信を行っていただきたい。（p.20参照） 

・ 光・量子イメージング技術を用いた脳疾患診断や治療のための薬剤開発について、臨床試験から保険収載までを見込んだ長期的な観点を踏まえた研究開発も望まれる。（p.31参照） 

・ 放射線影響・被ばく医療研究は安全保障の点で特に重要な科学技術であり、長期的な研究に係わることのできる人材の確保や目的にあった人材配置が望まれる。（p.41参照） 

・ 量子ビーム応用研究について著名な学術誌での論文発表等、これまでよりも高い成果の創出が認められるものの、社会実装への成果が乏しい。過去と比べての相対評価ではなく絶対評価としてＳとなるよう、

組織的なマネジメントも含めロードマップを検討してほしい。（p.50参照） 

・ ITER及び JT-60SAで原型炉自主開発に繋がる技術を漏れなく獲得できる計画となっており評価できるが、開発期間が極めて長期に亘っているため、短期的な経営判断や株主の意向により大幅に経営戦略が変化

する可能性のある民間企業を繋ぎ止めることが重要である。2050年までのカーボン・ニュートラルの実現等、長期的な取組の重要性をアピールするなどの工夫を検討・実施していく必要がある。（p.70参照） 

・ コロナにより国際研修を中止したとのことだが、この状況はしばらく継続すると思われるため中止については十分な検討が必要なのではないか。QST の任務として非常に重要であることから、来年度以降は、

実施に向けてどのような手段が取れるかどうかも含め検討し、実施いただきたい。（p.104参照） 

・ 人材育成について、原子力規制委員会所掌の業務は QSTの使命を持っていると感じられるが、文科省所掌の業務についても同様に全体的なビジョンを示してほしい。（p.112参照） 

・ 施設共用について、現在、新型コロナウイルス感染症の拡大によりリモート化や遠隔化を行うことが推奨されているが、QST の施設においてもこれらのインフラを整備し、共用率を向上していくことを期待す

る。（p.117参照） 

・ 学術、産業ともに高い利用が見込まれる次世代放射光施設における国の運用主体として、我が国の産学の研究力強化・国際競争力強化に向けたビジョンや戦略の策定が必要。（p.122参照） 

・ 女性比率と外国籍の多様性の向上は職員全体のワークライフバランスの改善にもつながる。さらに強化を図られたい。（p.144参照） 

 



5 

 

４．その他事項 

研究開発に関する審議

会の主な意見 

本評価書における法人の業務実績の評価について、妥当であると考えられる。（詳細については項目別評価調書の主務大臣による評価を参照） 

監事の主な意見 法人の業務は、法令等に従い適正に実施され、また、中長期目標の着実な達成に向け効果的かつ効率的に実施されているものと認められる。 

※評定区分は以下のとおりとする。（「文部科学省所管の独立行政法人の評価に関する基準（平成 27 年 6 月 30日文部科学大臣決定、平成 29 年 4 月 1 日一部改定、以降「旧評価基準」とする）」p28） 

Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成

果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の

創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、

着実な業務運営がなされている。 

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の

工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見

直しを含め特段の工夫、改善等を求める。 
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２－１－３ 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 年度評価 項目別評定総括表 

 

中長期目標 年度評価 項目別調

書№ 

備

考  平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

 １．量子科学技術及び放射線に係る医学に関する研究開発          

 （１）量子科学技術に関する萌芽・

創成的研究開発 

量子生命科学研究に係る事項 

Ａ Ａ Ａ Ａ 
(Ａ) 

Ｂ   Ｎｏ．１  

量子生命科学研究以外に係る事項 (Ｂ) 

（２）量子生命科学に関する研究開発     Ａ   Ｎｏ．２  

（３）放射線の革新的医学利用等のための研究開発 Ａ Ｓ Ｓ Ａ Ａ   Ｎｏ．３  

（４）放射線影響・被ばく医療研究 Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ   Ｎｏ．４  

（５）量子ビームの応用に関する研究開発 

（最先端量子ビーム技術開発と量子ビーム科学研究） 
Ｓ Ａ Ａ Ａ Ａ   Ｎｏ．５  

（６）核融合に関する研究開発 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ   Ｎｏ．６  

２．研究開発成果のわかりやすい普及及び成果活用の促進 

Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 

(Ｂ) 

Ｂ 

(Ｂ) 
  

Ｎｏ．７ 

 

３．国際協力や産学官の連携による研究開発の推進    

４．公的研究機関として担うべき機能      

 （１）原子力災害対策・放射線防護等における中核機関としての機能 (Ａ) (Ａ)    

（２）福島復興再生への貢献 (Ａ) (Ａ)    

（３）人材育成業務 (Ｂ) (Ｂ)    

（４）施設及び設備等の活用促進 (Ｂ) (Ｂ)    

（５）官民地域パートナーシップによる次世代放射光施設の整備等 (Ｂ) (Ａ)    

Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 

Ａ 

Ｂ Ａ Ｂ Ｂ   Ｎｏ．８  

Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ   Ｎｏ．９  

Ⅳ．その他業務運営に関する重要事項 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ   Ｎｏ．10  

 

※１ 重要度を「高」と設定している項目については、各評語の横に「○」を付す。 

※２ 難易度を「高」と設定している項目については、各評語に下線を引く。 



7 

 

※３ 重点化の対象とした項目については、各標語の横に「重」を付す。 

※４ 「項目別調書 No.」欄には、本評価書の項目別調書 No.を記載。 

※５ 評定区分は以下のとおりとする。 

【研究開発に係る事務及び事業（Ⅰ）】（旧評価基準 p24～25） 

Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な

成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果

の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認めら

れ、着実な業務運営がなされている。 

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層

の工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な

見直しを含め特段の工夫、改善等が求められる。 

 

【研究開発に係る事務及び事業以外（Ⅱ以降）】（旧評価基準 p25） 

Ｓ：国立研究開発法人の活動により、中長期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 120％以上で、かつ質的に顕著な成

果が得られていると認められる場合）。 

Ａ：国立研究開発法人の活動により、中長期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 120％以上とする。）。 

Ｂ：中長期計画における所期の目標を達成していると認められる（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 100％以上 120％未満）。 

Ｃ：中長期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 80％以上 100％未満）。 

Ｄ：中長期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 80％未満、又は主務大臣が業務運営の改善その他の必要な措置を講ずるこ

とを命ずる必要があると認めた場合）。 

 

なお、「財務内容の改善に関する事項」及び「その他業務運営に関する重要事項」のうち、内部統制に関する評価等、定性的な指標に基づき評価せざるを得ない場合や、一定の条件を満たすことを目標としている場合など、業務実績を定

量的に測定し難い場合には、以下の要領で上記の評定に当てはめることも可能とする。 

Ｓ：－ 

Ａ：難易度を高く設定した目標について、目標の水準を満たしている。 

Ｂ：目標の水準を満たしている（「Ａ」に該当する事項を除く。）。 

Ｃ：目標の水準を満たしていない（「Ｄ」に該当する事項を除く。）。 

Ｄ：目標の水準を満たしておらず、主務大臣が業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合を含む、抜本的な業務の見直しが必要。 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ｎｏ．１ 量子科学技術に関する萌芽・創成的研究開発 

関連する政策・施策 ＜文部科学省＞ 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への

対応 

施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠（個別

法条文など） 

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構法第 16 条 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する研究開発評価、政策評

価・行政事業レビュー 

令和３年度行政事業レビューシート番号 0249 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準

値等 

平 成 28

年度 

平 成 29

年度 

平 成 30

年度 

令和元年

度 

令和２年

度 

令和３

年度 

令和４

年度 

 平成 28 年

度 

平成 29 年

度 

平成 30 年

度 

令 和 元 年

度 

令 和 ２ 年

度 

令和３

年度 

令和４

年度 

 

論文数 － ３報  

(３報) 

０報  

(18報) 

５報 

(115報) 

44報 

（138報） 

０報 

(59報) 

  予算額（千

円） 

200,012 805,490 1,052,391 1,098,100 324,759   

TOP10％論文

数 

－ ０報  

(０報) 

０報  

(０報) 

０報 

(１報) 

０報 

（５報） 

０報 

（２報） 

  決算額（千

円） 

194,572 1,035,723 1,387,480 1,664,170 495,697   

知的財産の

創出・確保・

活用の質的

量的状況 

－ 出願０件 

登録０件 

出願０件 

登録０件 

出願３件 

登録０件 

出願０件 

登録０件 

出願０件 

登録０件 

  経常費用

（千円） 

180,279 761,254 980,568 1,625,389 591,195   

優れたテー

マ設定がな

された課題

の存在 

－ ６件 ６件 ８件 18件 ８件   経常利益

（千円） 

5,299 87,674 276,089 △176,271 △107,802   

優れた研究・ － ６件 ６件 ６件 16件 22件   行政サー 110,098 662,168 504,202 ― ―   
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技術シーズ

の創出成果

の存在 

ビス実施

コスト（千

円） 

         行政コス

ト（千円） 

― ― ― 1,786,528 597,017   

         従事人員

数 

10 11 13 62 13   

（※）括弧内は他の評価単位計上分と重複するものを含んだ論文数（参考値）。 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標、中長期計画、年度計画 

主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

【評価軸】 

①国際動向や社会的

ニーズを見据え、量

子科学技術の進歩を

牽引する可能性のあ

る研究開発を実施

し、優れた研究・技術

シーズを生み出して

いるか 

 

②研究開発成果を最

大化するための研究

開発マネジメントは

適切に図られている

か 

 

 

【評価指標】 

①研究開発マネジメ

ントの取組の実績 

 

 

【モニタリング指

標】 

①優れたテーマ設定

がなされた課題の存

在 

 

1）拠点横断的研究開発 

○ 各拠点が有するノウハウや知見を相互に活用し、拠点横断的な研究開発を理事長のリーダ

ーシップによって実施すべく、厳選された研究計画に基づき、重点的に資金を投入し、部

門・拠点横断による融合的な２つの研究開発及び QST 革新プロジェクトによる研究開発を

実施した。 

○ 融合促進研究（TRT）に関し、放医研と高崎研が協働してアルファ線放出核種である 211At

等の放射性核種を使用した新たな薬剤 211At-MABG の開発や効果の確認等の研究を引き続

き進展させた。具体的には、同薬剤 211At-MABGの福島県立医科大学との共同研究に関し、

独立行政法人医薬品医療機器総合機構（PMDA）とレギュラトリーサイエンス戦略相談を実

施し、第Ⅰ相臨床試験に必要な非臨床開発の全体計画について合意し、国産アルファ線が

ん治療薬の臨床導入に資する成果を創出した。また、放医研、高崎研との共同で令和元年

度に設立した国内初の学会である「標的アイソトープ治療線量評価研究会」（略称：TRTdose、

会長:量研職員）の第１回 Web大会を開催（令和２年 11月 21日）し、線量評価研究分野に

おける産学官連携によるオールジャパン体制の構築を推進した。これらは、国産アルファ

線がん治療薬の臨床展開を推進するに貢献する成果である。また、企業や大学等と協力し

て、継続中の外部資金による研究を活発化させた。（評価軸①） 

○ 融合促進研究（脳機能）においては、関西研と放医研の連携を、新型コロナウイルス感染

症の感染拡大の影響の中、Web 会議等による研究開発進捗管理などによってより密に推進

し、これにより広視野かつ深部の観察を可能とする二光子及び三光子顕微鏡用の開発が進

展した。また、放医研と関西研との共同開発（特定の光で作動する光遺伝学操作技術）が

新たな技術（ミクロとマクロの両面からの脳活動への制御）の可能性への発展に導くなど、

融合効果を発揮した。（評価軸①） 

○ また、融合促進研究（脳機能）で開発した二光子レーザー蛍光顕微鏡を用いた展開として、

国内外の複数の大学と共同研究が促進されることで、脳機能解明に有効な新たな薬剤候補

の開発へと繋がり、脳機能や精神・神経疾患の基礎研究から応用まで幅広く期待されるも

のとなった。（評価軸①） 

○ 理事長のリーダーシップの下、機動的な資源配分により研究業務の効率を高めるべく、QST

未来ラボの発展型として理事長細則により令和元年度に制定した「QST革新プロジェクト」

評定：Ｂ 

【評定の根拠】 

「融合促進研究（TRT）」においては、

年度計画に定められた「理事長のリーダ

ーシップによる機構内各拠点横断的研究

の実施」の中で、量研が目指す「がん死

ゼロ健康長寿社会」を確立するため、放

医研と高崎研が協働して開発した薬剤に

よる臨床試験への準備及び非臨床開発計

画に着手するなど、社会ニーズに指向し

た対応を行った。（評価軸①） 

「融合促進研究（脳機能）」においては、

関西研と放医研との融合促進研究で独自

開発した、広視野かつ深部の観察を可能

とする多光子レーザー蛍光顕微鏡や量研

が開発した多光子顕微鏡による光遺伝学

操作技術と組み合わせて、新たな技術の

進展に繋げた。（評価軸①） 

 年度計画に定められた「理事長のリー

ダーシップによる機構内各拠点横断的研

究の実施（QST未来ラボ等）」に加え、量

研が目指す「がん死ゼロ健康長寿社会」

を確立するための中核事業である「量子

メス」の技術開発を QST 革新プロジェク

トにおいて、重電企業との令和２年度ま

での包括協定に基づき、着実な進展を図

ることができた。これにより、当該協定

の下で協調的に推進してきた要素技術開

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目

的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動

による成果、取組等について諸事情を踏まえ

て総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最

大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の

創出の期待等が認められ、着実な業務運営が

なされているため。 

研究内容等において定性的に着実な成果の

創出が認められるため、これらを総合的に検

討し、Ｂ評定が妥当と判断した。 

 

（判断の根拠となる実績） 

・ 戦略的理事長ファンド「創成的研究」におい

て、当該研究によるフィージビリティが、

AMED 次世代がん医療創成研究事業（応用研

究タイプ・研究領域 D) (38百万円)、JST大

学発新産業創出プログラム(90百万円)、JST

共創の場形成支援プログラム(育成型)(50

百万円)、JSTさきがけ(40百万円)、科学研

究費補助金(基盤研究(S))(152 百万円)な

ど、比較的規模の大きな競争的資金の獲得

に繋がっており、当該研究制度が競争的資

金獲得の「呼び水」となり、投資した以上の

金額を獲得する研究課題が複数創出されて

いる。 
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②優れた研究・技術

シーズの創出成果の

存在 

 

③論文数 

 

④TOP10％論文数 

 

⑤知的財産の創出・

確保・活用の質的量

的状況 

制度に基づき、量研が目指す「がん死ゼロ健康長寿社会」の中核を担う「量子メス」の技

術開発を当該プロジェクトにおいて継続した。QST革新プロジェクトの特徴は、①QST未来

ラボと同様、バーチャル組織であること（機動性が高い）、②技術開発テーマとプロジェク

トマネージャーをセットで理事長が選定（理事長のリーダーシップの強化）、③年度末の課

題評価による資源配分ではなく、他の本来研究と同様に、理事長ヒアリングや随時の役員

会等により PDCAサイクルを回す制度（経営と一体となった組織運営）としたものである。

その結果、令和２年度においては、レーザー加速入射器開発、超伝導シンクロトロン開発、

マルチイオン治療研究開発の各要素技術開発が着実に進展した。このため、平成 28年度か

ら令和２年度までにおいて重電企業３社との包括的協定に基づき協調的に推進してきた量

子メスの技術開発については、当該協定の期間満了により、実機開発の社会実装に向けた

新たな研究開発段階へ移行した。さらには、当該協定に基づく最後の量子メス運営委員会

（令和３年３月 24 日）において研究開発に関わった民間企業とともに令和３年度でのシ

ンポジウムの開催方針等の決定を行った。（評価軸①、②、評価指標①） 

○ 融合促進研究及び QST 革新プロジェクトについては、年度途中及び年度末の理事長ヒアリ

ングを通じて、理事長他役員が各研究課題の成果を確認し、その後の研究開発にフィード

バックした。（評価軸②） 

○ 複数の部門・拠点との横断的連携では、六ヶ所核融合研究所（以下「六ヶ所研」という。）

において開発を計画している核融合中性子源 A-FNS の開発に資することを目的に、令和２

年 12 月 14～15 日に次世代放射光施設の開発を進めている播磨地区（SPring-８）を中心

に、現地のほか量研内関係拠点をオンラインで繋いでのハイブリッドにより、量研の加速

器関係者が一堂に会する「加速器施設の利用と運用に関する QST 意見交換会」を開催し、

部門間交流を推進した。（評価軸②） 

○ 理事長主導による QST 未来ラボ事業については、令和２年度において当該事業の目的に、

従来の「拠点横断型研究」に外部資金の獲得を強く意識した「拠点形成型研究」を新たに

追加し、拠点横断的研究２件、拠点形成型研究１件を新たに採択し研究を開始した。 

・ 拠点横断的研究： 

量子情報処理研究のための新しいイオントラップ量子ビットエレメントの探索を図る

「イオントラップ量子ビットエレメント探索研究」 

仙台に整備中の次世代放射光施設における軟 X 線向け高輝 度３GeV 級放射光源の活

用を念頭に、次期中長期計画を見据えつつ次世代放射光利用研究の基礎を築くことを

目指す「次世代放射光利用研究」 

・ 拠点形成型研究：脳疾患量子バイオマーカー創薬拠点の構築を目指す「脳量子バイオ

発の段階から社会実装に向けた量子メス

の新たな研究開発段階への移行を果たし

た。（評価軸①、②、評価指標①） 

複数の部門・拠点との横断的連携におい

ては、核融合中性子源 A-FNS の開発に資

するべく、量研内の加速器関係者が一堂

に会する部門間交流を推進した。（評価軸

②） 

また、QST未来ラボ事業については、理

事長の強力なリーダーシップにより、従

来の「拠点横断型研究」に、外部資金の

獲得を強く意識した「拠点形成型研究」

を新たに追加し、社会実装へ繋がる研究

の発掘・加速を推進できるよう、制度の

改善や戦略的理事長ファンドにおける令

和３年度理事長執行方針について、既存

のアイディアに捉われない斬新な研究を

支援する制度を創出した。（評価軸②、評

価指標①） 

特に戦略的理事長ファンドにおける研

究課題として採択された研究者が比較的

規模の大きな競争的資金を獲得するな

ど、当該研究制度が競争的資金獲得の「呼

び水」となった。（評価軸①、モニタリン

グ指標①、②） 

 これらの研究について、融合促進研究

及び QST 革新プロジェクトについては理

事長ヒアリング等で、QST 未来ラボ等の

戦略的理事長ファンドについては未来研

究推進委員会でのチェック＆レビューに

より PDCAを行いながら、研究開発成果の

最大化を図った。 

・ QST未来ラボ事業については、令和２年度か

ら当該事業の目的に、従来の「拠点横断型研

究」に外部資金の獲得を強く意識した「拠点

形成型研究」を新たに追加し、社会実装へ繋

がる研究の発掘･加速を理事長の強力なリ

ーダーシップにより推進できるよう制度の

改善を図った。 

 

＜今後の課題＞ 

・ 萌芽的・創成的研究開発の個々の成果は顕

著な成果が認められる。しかし、各事業の制

度の位置づけと運用方法を明示的に行う必

要がある。 

・ 着実な実績が見込まれるものの、さらなる

戦略的な運用を期待したい。 

・ 本評価単位については、理事長のリーダー

シップを評価する項目ではあるが、来年度

以降さらなる向上を期待する。 

・ 量子メスの成果については理事長によるマ

ネジメントについてさらなる向上を期待し

たい。 

 

＜その他の事項＞ 

（部会からの意見） 

・ マネジメントという観点から成果をアピー

ルする視点を整理いただきたい。 

・ 創成的研究については、そこから発展して

外部資金が獲得できるテーマとなったとい

う点で成果と認められる。 

・ 継続的に新規研究テーマが出てくるよう、

他分野との交流をさらに広げて頂きたい。 

・ 着実に事業を進め、若手研究者のやる気を
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マーカー拠点形成」 

○ また、令和２年度に採択された３課題については、令和３年２月にオンライン開催した未

来研究推進委員会において成果報告を行い、令和３年度以降の研究継続を決定した。（評価

軸②、評価指標①） 

【論文数、TOP10％論文数、知的財産の創出・確保・活用の質的量的状況（モニタリング指標

③～⑤）】 

○ 論文数：０報（21報） 

○ TOP10％論文数：０報（０報） 

○ 知的財産の創出・活用の質的量的状況：０件 

※（ ）内は他の評価単位を含む 

2）その他の萌芽的・創成的研究開発 

○ その他の戦略的理事長ファンドに関しては、量研の発足年度である平成 28 年度に開始し

たボトムアップによる研究開発課題を提案する萌芽的研究及び創成的研究を継続し、機構

全体から公募を行い、研究資源の配分を行った。令和２年度においても、萌芽的研究は募

集対象を 40 歳以下の職員による提案に限定し、若手研究者等の斬新なアイディアを比較

的少額（１百万円以下）の研究資金で実証するものとして、研究期間を１事業年度内と定

めて公募を行った。他方、創成的研究（10百万円/１課題・年度）では年齢制限を設けず、

原則機構内外との連携による提案とし、研究期間を最長３年間とする研究を公募した。令

和２年度は萌芽的研究 52課題、創成的研究 30課題の応募があり、審査の結果、それぞれ

22課題と５課題を採択した。萌芽的研究からは、新しい事象に対して新たな理論構築を見

出だしたり、創成的研究においては経済性向上に資する既存技術を確立したりなど、新た

な研究成果や技術シーズを生み出した。 

○ また、令和元年度に続き、令和２年度に採択された萌芽的研究、創成的研究の課題につい

て、令和２年 11月から令和３年１月にかけて、事務局による研究代表者からの課題の進捗

状況等についてのヒアリングを行った。創成的研究については、QST 未来ラボ事業と同様

に、理事長を委員長とする未来研究推進委員会において成果報告を Web会議により実施し、

各課題に対し、研究継続の可否判断、今後研究展開へのアドバイス等を、グリップを効か

せて行った。（評価軸①、②、評価指標①、モニタリング指標①、②） 

○ 令和３年度戦略的理事長ファンド執行について、リサーチアシスタントを対象に、既存の

アイディアに捉われない斬新な研究を支援し、将来有望な人材育成を図る新たな研究支援

制度（黎明的研究）を創設した。（評価軸②） 

○ 創成的研究においては、当該研究によるフィージビリティが、AMED次世代がん医療創成研

 以上の取組により、年度計画を達成し

たと言える。 

 

【課題と対応】 

 研究・技術の創出及び新たな段階への

発展には量研内外における、より強固な

連携が肝要であり、第２期中長期計画に

向けて、量研内において組織横断的検討

を進めるとともに、各組織との効率的な

コミュニケーションツールを構築する。

また、社会実装を念頭においての、量研

外との産学による協力関係を増大させて

いく。 

引き出しつつ、新たな研究課題の探索を継

続している。 

・ マネジメント分野となると、Ｂより上の評

価は難しいが、新たな方法論の探索を継続

していただきたい。 

・ 自己評価は妥当。自己評価がＢであるが、量

子生命領域を生み出した後であることか

ら、立派なＢであると考える。 

・ 本項目においては、量子生命領域を生み出

したことが顕著な成果である。 

・ 萌芽・創成的研究から新たな領域が継続し

て生み出されることを期待している。特に、

世界の関連領域の動向を見ていく必要があ

ると思われる。量子生命領域を開始したよ

うに、新たに世界に誇る領域を生み出して

ほしい。期待できる。 
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究事業（応用研究タイプ・研究領域 D）（38百万円）、JST大学発新産業創出プログラム（90

百万円）、JST共創の場形成支援プログラム（育成型）（50百万円）、JSTさきがけ（40百万

円）、科学研究費補助金（基盤研究（S））（152百万円）等の比較的規模の大きな競争的資金

の獲得に繋がっており、当該研究制度が競争的資金獲得の「呼び水」となり、投資した以

上の金額を獲得する課題が複数創出された。（評価軸①、モニタリング指標①、②） 

【論文数、TOP10％論文数、知的財産の創出・確保・活用の質的量的状況（モニタリング指標

③～⑤）】 

○ 論文数：０報（38報） 

○ TOP10％論文数：０報（２報） 

○ 知的財産の創出・活用の質的量的状況：０件 

※（ ）内は他の評価単位を含む 

【前年度主務大臣に

おける指摘事項等へ

の対応状況】 

・今年４月に中長期

目標を変更し、「量

子科学技術に関する

萌芽・創成的研究開

発」から「量子生命

科学研究」を分離し

たことにより、来年

度評価より当該評価

単位は今年度の「量

子生命科学研究以外

に係る事項」のみで

評価することとな

る。引き続き、量研

の将来の柱となり得

るシーズを生み出す

ため、理事長のトッ

プマネジメントのも

と、研究成果の最大

【前年度主務大臣評価における指摘事項等への対応状況】 

 

 

・当該評価単位（量子生命科学研究以外に係る事項）の柱となる事業である、戦略的理事長

ファンドにおいては、量研の次期中長期計画等を見据え、量子科学技術の新たなシーズを掘

り起こし、裾野を広げるための挑戦的な研究を実施している。量子生命科学領域も戦略的理

事長ファンドによる研究からその中核を担う研究が創出されており、今後とも新たな研究分

野・領域を切り拓くための研究を理事長の強いリーダーシップの下で推進していく。 
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化に向けた取組を進

めていただきたい。 

・本評価単位は、理

事長のリーダーシッ

プによるマネジメン

トが特に重要な観点

であると考えられ

る。来年度は量子生

命科学研究が切り離

され、それ以外の萌

芽的・創成的研究開

発等の活動指標によ

る評価が主な事項と

なることから、年度

計画やそれぞれの研

究の目標等をしっか

りと定め、研究開発

成果を最大化するた

めのマネジメントを

行っていくことが重

要と考えられる。 

・萌芽的・創成的研

究開発は挑戦的な課

題を取り扱うもので

あることから、科研

費の獲得目標を掲げ

る等の、さらなる目

標の定量化・明確化

を図ることが重要と

考えられる。 

・量子メス研究につ

いては、理事長のリ

 

 

・当該評価単位の柱の事業の一つである、戦略的理事長ファンドにおいては、萌芽的研究（若

手による基礎的研究）、創成的研究（中堅職員等による基盤的研究）、QST未来ラボ（拠点間、

組織間連携による融合研究）、QST国際リサーチイニシアティブ（国際連携研究）による個々

の研究を、理事長の強いリーダーシップの下、厳正かつ効率的に評価し、当該制度を引き続

き適切にマネジメントを行う。また、上記制度による基礎から社会実装・新学術領域創出に

至る研究展開をシームレスに進めるため、今後は、各制度間における研究及び研究者のマッ

チングなど、新しい仕組みを作る事が重要であり、これらの方策の検討を更に進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・萌芽的・創成的研究の実施者に対し、科研費の獲得状況調査を実施するとともに、上記研

究が機構内公募で実施している状況を鑑み、課題採択者のみならず、不採択者に対して、科

研費の審査経験を有する職員による科研費申請のブラッシュアップを実施したが、より効果

的な対策を執りつつ更なる獲得拡大を目指す。当該制度の効果を定量的に把握し、把握結果

を今後の目標の定量化・明確化に資する。 

 

 

 

 

・量子メス研究については、当該評価単位（評価単位１）においては、理事長のリーダーシ

ップによるマネジメントについて評価いただきたいと考えている。具体的には、機構内にお
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ーダーシップによる

マネジメント等本評

価単位において評価

する事項と、研究開

発の進捗等他の評価

単位で評価する事項

の差別化を図ること

が必要である。 

ける研究実施体制の見直し（QST革新プロジェクト制度の新設）等による、社会実装に向けた

事業の大規模化、年度評価から経営層による随時の研究進捗確認によるプロジェクトの迅速

化や都度の軌道修正を図った。研究進捗については、そうした組織マネジメントの結果とし

ての概略を説明するに留め、詳細については各評価単位において説明を行うよう差別化を図

っていくこととしたい。 

 

【研究開発に対する

外部評価結果、意見

等】 

【研究開発に対する外部評価結果、意見等】 

対象事項なし。 

 

４．その他参考情報 

 決算額が予算額を上回った理由は、受託や共同研究及び自己収入等の収入の増額によるものであり、これらの資金を有効に活用することで、着実な成果の創出がなされたと認められる。 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ｎｏ．２ 量子生命科学に関する研究開発 

関連する政策・施策 ＜文部科学省＞ 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への

対応 

施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

施策目標９－２ 環境・エネルギーに関する課題への対応 

当該事業実施に係る根拠（個別

法条文など） 

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構法第 16 条 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する研究開発評価、政策評

価・行政事業レビュー 

令和３年度行政事業レビューシート番号 0249, 0265 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準

値等 

平成 28

年度 

平成 29

年度 

平成 30

年度 

令和元年

度 

令和２年

度 

令和３年

度 

令 和 ４

年度 

 平成 28

年度 

平成 29

年度 

平成 30

年度 

令 和 元

年度 

令和２年

度 

令 和 ３

年度 

令 和 ４

年度 

 

論文数 
－ － － － － 52報 

（52報） 

  予算額（千円） ― ― ― ― 592,044   

TOP10％論文数 － － － － － ３報 

（３報） 

  決算額（千円） ― ― ― ― 4,164,308   

知的財産の創

出・確保・活用の

質的量的状況 

－ － － － － 出願１件 

登録０件 

  経常費用（千円） ― ― ― ― 1,297,982   

優れたテーマ設

定がなされた課

題の存在 

－ － － － － 14件   経常利益（千円） ― ― ― ― 41,498   

優れた成果を創

出した課題の存

－ － － － － ９件   行政サービス実

施コスト（千円） 

― ― ― ― ―   



17 

 

在 

企業からの共同

研究の受入金

額・共同研究件

数 

－ － － － － 受入金額

50万円 

件数４件 

  行政コスト（千

円） 

― ― ― ― 1,412,082   

クロスアポイン

トメント制度の

適用者数 

－ － － － － ３人   従事人員数 ― ― ― ― 51   
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標、中長期計画、年度計画 

主な評価軸（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

【評価軸】 

①量子生命科学に関する

基礎的研究開発及び経

済・社会的インパクトの

高い革新に至る可能性の

ある先進的な研究開発を

実施し、優れた成果を生

み出しているか 

 

②研究開発成果を最大化

するための研究開発マネ

ジメントは適切に図られ

ているか 

 

③国際協力や産学官の連

携による研究開発の推進

ができているか 

 

④産学官の共創を誘発す

る場を形成しているか 

 

 

【評価指標】 

①研究開発マネジメント

の取組の実績 

 

②産学官連携の質的量的

状況 

下記に列挙するように、各研究テーマにおいて定量的な解析等を実施し、それにより生

命現象のメカニズムの解明等に踏み込む結果等を得た。 

○ ナノレベルの回転運動の３次元計測、細胞の粘弾性計測、高精度のナノ温度計測、ナノ

領域の pHイメージングなどを実現する新しいナノ量子センサ技術を開発し、いくつか

の薬剤の単一細胞への影響を定量的に実証し、インパクトの高い論文発表（J Am Chem 

Soc誌、IF=14.6、令和２年５月プレス発表）にまで至った。（評価軸①、評価指標①） 

○ 相分離現象等の先端的細胞生物学研究へのナノ量子センサ技術の応用において、年度

計画では条件検討に着手するに留まるところ、ALS原因タンパク質の相分離液滴へナノ

ダイヤモンドセンサを導入し、試験管内の相分離液滴の粘性と温度の同時測定に成功

した。この成果は ALS発症メカニズムの解明に繋がるものと期待される。（評価軸①、

評価指標①） 

○ ナノ量子センサによる温度計測技術の再生医療研究への応用に向けて、幹細胞に対す

る量子温度計測技術を開発し、培養条件下での幹細胞温度計測に成功した。この成果

は、幹細胞温度が再生成因子産生や多分化能に大きく影響することを明らかにしたも

のであり、今後の再生医療研究に大きく貢献する成果といえる。（評価軸①、評価指標

①） 

○ 蛍光ナノダイヤモンドを用いた ODMR測定により、生体（線虫）内のリアルタイム温度

モニタリングに成功し、ミトコンドリア脱共役剤を用いた熱産生による温度上昇を確

認し、インパクトの高い論文発表（Sci Adv誌、IF=13.1）を行った。（評価軸①、評価

指標①） 

○ 発がん機序解明研究のためのナノ量子センサのマウスへの投与法の最適化を進め、生

体内でのナノ量子センサの正常乳腺組織・腸腫瘍組織における局在を解明するに至っ

た。この成果は、生体ナノ量子センサを発がん研究に応用するための重要な技術課題

の解決に繋がるものと期待される。（評価軸①、評価指標①） 

○ 長寿命超偏極・低毒性代謝プローブの候補物質の探索とその物性評価に必要な計測系

を構築するため、年度計画では MRI/NMR 装置において偏極寿命や代謝反応等を評価す

る技術を確立するに留まるところ、NV センターでの室温超偏極技術の開発にまで至っ

た（Magn Reson誌、IF=2.1）。この成果は、室温超偏極技術と長寿命分子技術による新

評定：Ａ 

【評定の根拠】 

中長期計画達成に向けて、年度計画で

設定した業務を適正、効果的かつ効率的

に実施するとともに、量子生命科学研究

に関する業務において、顕著な成果の創

出や将来的な特別な成果の創出が認めら

れる。（評価軸①） 

 

○ ナノ量子センサについては、計測情報

の多項目化や各種生命現象解明研究へ

の応用に向けた条件検討に着手しただ

けでなく、実際に細胞内相分離現象に

おいては複数項目の同時計測を達成

し、再生医療研究においては幹細胞に

おける再生機能発現に対する温度の影

響評価を実施、発がん機序解明研究に

おいては、マウスへのナノ量子センサ

の投与法を確立し、正常組織と腫瘍組

織におけるナノ量子センサの局在を解

明するなど、計測システムとしての技

術開発に留まらず、生命現象の解明に

資する基礎科学的にインパクトの高い

研究成果を創出した。（評価軸①、③） 

○ 量子イメージング研究については、超

高感度 MRI 技術の開発に向けて、偏極

寿命や代謝反応等を評価する技術を確

立しただけでなく、NVセンターによる

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目

的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動

による成果、取組等について諸事情を踏まえ

て総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効

率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大

化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成

果の創出の期待等が認められるため。 

論文数において定量的に顕著な成果が見ら

れるほか、研究内容等において定性的に顕著

な成果の創出が認められる。また、拠点の形成

や研究体制の構築、当該分野における主導的

役割の推進等、マネジメント面も評価できる。

これらを総合的に検討し、Ａ評定が妥当と判

断した。 

ただし、研究成果の中には、計画範囲内にと

どまる成果もあり、課題として指摘されてい

る事項について留意が必要である。 

 

（判断の根拠となる実績） 

・ インパクトの高い量子生命科学に関する成

果を挙げ、プレスリリースを実施し、量子生

命科学研究成果の普及に貢献している。 

・ 量子技術イノベーション戦略を推進する体

制を整備した。 

・ 量子生命科学推進に資する基盤施設を整
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【モニタリング指標】 

①優れたテーマ設定がな

された課題の存在 

 

②優れた成果を創出した

課題の存在 

 

③企業からの共同研究の

受入金額・共同研究件数 

 

④クロスアポイントメン

ト制度の適用者数 

 

⑤論文数 

 

⑥TOP10％論文数 

 

⑦知的財産の創出・確保・

活用の質的量的状況 

 

規医療診断法の開発に繋がるものと期待される。（評価軸①、評価指標①） 

○ 年度計画では、量子コヒーレンスを観測するためのフェムト秒極短パルスレーザー源

を利用した広帯域光源の調整と、予備的実験で使用する天然の光合成光捕集タンパク

質調整技術の確立に留まるところ、今後のタンパク質の量子コヒーレンス観測に向け

て、人工光捕集タンパク質調製系の開発を行い、色素が結合した状態の光捕集タンパ

ク質の作製に成功した。この成果は、これまでに例のない高効率の機能性分子の創製

を通じて、タンパク質の量子ダイナミクス発現機構の分子論的解明に繋がるものと期

待される。（評価軸①、評価指標①） 

○ 電子伝達タンパク質の一つである高電位鉄硫黄タンパク質について、反応開始以降の

状態の全原子構造解析を達成しただけでなく、1.2Å という高い分解能にて中性子結晶

構造解析を実施したことにより、世界で初めてアミドプロトンの座標精密化に成功す

るとともに共鳴構造の崩れを捉え、インパクトの高い論文発表（PNAS 誌、IF=9.4）を

行った。（評価軸①、評価指標①） 

○ タンパク質や核酸のシミュレーション計算により、基質結合や溶媒分子との相互作用

様式の変化がもたらす量子状態の変化を定量的に捉えた。具体的には、構造解析と量

子化学及び古典分子動力学シミュレーションにより、植物ホルモン代謝酵素が植物の

成長を調整する機構を解明し、インパクトの高い論文発表（Nat Commun誌、IF=11.9）

を行った。さらに大規模分子動力学計算により、溶媒中でのヌクレオソームの外力（ト

ルク）に対する応答を解明し、遺伝子発現メカニズムにまで迫るインパクトの高い論

文発表（PNAS誌、IF=9.4、令和３年２月プレス発表）に至った。（評価軸①、評価指標

①） 

○ 臨床／心理実験データに基づく神経回路と個体状態を繋ぐ開発を行い、脳の３階層（認

知-神経回路-分子動態)を結ぶ機械学習予測に成功するとともに、神経回路指標に基づ

き､機械学習から個人の精神疾患状態の予測に成功し、インパクトの高い論文発表

（Schizophr Bull誌、IF=7.3）（PLoS Biol誌、IF=8.4）を行った。（評価軸①、評価指

標①） 

○ 年度計画では、局所的にエネルギーが付与された領域間の相互作用を計算により求め

るとするところ、エネルギー付与過程の計算を実施し、水に照射するプロトンの個数

が増えるにつれて、水分子の電離に由来するトラックポテンシャルにより二次電子が

捕獲されやすくなることを定量的に見出すことに成功した。この成果は、突然変異生

成メカニズム解明に繋がるものと期待される。（評価軸①、評価指標①） 

○ 年度計画では、原子間力顕微鏡を用いた DNA 二本鎖切断末端構造の微視的観測技術を

室温超偏極を実現し、ペンタセンを用

いた超偏極法と最適条件を比較するな

どの成果を創出した。（評価軸①） 

○ 量子論的生命現象の解明については、

タンパク質の量子コヒーレンスの観測

に向けて、天然の光合成光補修タンパ

ク質の調整に留まらず、色素が結合し

た状態の人工光補修タンパク質の調整

に成功するなど、年度計画を超える取

組を実施した。また、中性子を用い、

高分解能にて全原子構造解析を実施し

たことにより、アミドプロトンの座標

精密化という世界初の成果を創出し、

インパクトの高い論文発表を行った。

構造解析と量子化学及び古典分子動力

学シミュレーションにより、植物研究

分野において極めて重要な植物の成長

調整機構を解明し、インパクトの高い

論文発表を行った。大規模分子動力学

計算により、生命の根本的機構と言え

る遺伝子発現メカニズムにまで迫るイ

ンパクトの高い論文発表に至った。さ

らに、脳のデータから認知の傾向や精

神疾患状態を機械学習予測するに至

り、インパクトの高い論文発表を行っ

た。（評価軸①） 

○ 放射線応答の解明研究については、着

実に年度計画を推進することに加え、

突然変異生成のメカニズムや複雑な

DNA 損傷部位と DNA 修復タンパク質の

相互作用、さらにはがん治療における

新規放射線増感剤の開発を見据えた研

備、オープンイノベーションの為の施設を

共用開始した。 

・ 発がん機序解明研究のためのナノ量子セン

サのマウスへの投与法の最適化を進め、生

体内でのナノ量子センサの正常乳腺組織・

腸腫瘍組織における局在を解明するに至っ

た。 

・ ナノ量子センサによる温度計測技術の再生

医療研究への応用に向けて、幹細胞に対す

る量子温度計測技術を開発し、培養条件下

での幹細胞温度計測に成功した。 

・ ナノレベルの回転運動の３次元計測、細胞

の粘弾性計測、高精度のナノ温度計測、ナノ

領域の pHイメージングなどを実現する新し

いナノ量子センサ技術を開発し、いくつか

の薬剤の単一細胞への影響を定量的に実証

し、インパクトの高い論文発表（令和２年５

月プレス発表）にまで至った。 

 

＜今後の課題＞ 

・ TOP10％論文数の増加、有用な知的財産の創

出等、更なる研究の質の向上が求められる。 

・ PRISM等外部資金の成果については、マネジ

メント等の取組について、法人本部の支援

が必要と思われるため、来年度の取組で行

われることを期待する。 

・ 一部、研究の進捗が遅れている事項がある

ので、全体計画に影響しないことは理解で

きるが、しっかりと取り組んでいただきた

い。 

・ 量子生命科学研究拠点が発足し、本格な研

究が行われることは大変喜ばしいことであ
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確立するとされるところ、実際に DNA二本鎖切断末端に DNA修復タンパク質 Kuが結合

する様子のリアルタイムかつ一分子レベルでの観察に成功した。この成果は、複雑 DNA

損傷の構造と修復性の関係の解明に繋がるものと期待される。（評価軸①、評価指標①） 

○ 年度計画では、円二色性分光と X 線回折を併用した DNA 修復タンパク質の活性化構造

の解析技術の確立に留まるところ、円二色性分光と X 線小角散乱法を併用した構造解

析により、DNA 二本鎖切断部位における DNA 修復タンパク質（XRCC4）の存在状態から

XRCC4 のフィラメント複合体と DNA との相互作用モデルの提唱にまで至った。（評価軸

①、評価指標①） 

○ 年度計画では、放射光 X 線吸収分光と光電子分光の併用による DNA の電子状態解析技

術を確立するとされるところ、その技術を用いて実際に DNA の電子状態を解析し、Br

分子の存在により DNA の放射線感受性が増大するという知見を得た。この成果は、が

ん治療の新規放射線増感剤の開発に繋がるものと期待される。（評価軸①、評価指標①） 

○ クロスアポイントメント制度により国内外からグループリーダークラスの研究者を登

用、外部連携ラボを３グループ拡充し、合計 15研究グループにて外部機関と連携した

形で研究を推進した。（評価軸②、③、評価指標①） 

 量子イメージング技術を用いた再生医療研究を専門とする名古屋大学特任准教授が

クロスアポイントメント契約により令和２年４月１日付で、量子再生医工学研究グ

ループリーダーとして着任 

 液－液相分離研究の第一人者であるテキサス大学教授がクロスアポイントメント契

約により令和２年４月１日付で、相転移生命科学研究グループリーダーとして着任 

 室温超偏極研究の第一人者である大阪大学先導的学際研究機構特任准教授がクロス

アポイントメント契約により令和２年８月１日付で、量子超偏極 MRI グループリー

ダーとして着任 

○ 量子生命科学領域執行部により全グループリーダーのヒアリングを行い、研究の方向

性、領域内外の連携、人員配置等の優先順位を考慮して、予算の重点的配賦を実施し

た。（評価軸②、評価指標①） 

○ 光・量子飛躍フラッグシッププログラム（Q-LEAP）量子計測・センシング（量子生命）

に採択され、研究を開始するとともに、産学官の連携による研究開発を推進する体制

を構築した。（評価軸②、評価指標①） 

研究課題名：量子生命技術の創製と医学・生命科学の革新 

研究代表者：量研量子生命科学領域長 

○ 内閣府官民研究開発投資拡大プログラム（PRISM）「量子技術領域」にて、量子生命科学

究開発が実施された。（評価軸①） 

○ Q-LEAPや PRISM等の外部資金獲得によ

り研究開発成果の最大化と産学官の連

携による研究開発の推進と産学官の共

創誘発の場の形成を行った。また、ク

ロスアポイントメントにより国内外の

優秀なグループリーダークラスの研究

者の招へいに成功し、国際連携を含め

た外部機関との連携研究を推進した。

さらに、量子生命科学研究拠点センタ

ーを設置し、研究環境を整備するにと

どまらず、拠点機能として量子生命基

盤施設の共用を開始し、量研内外で進

められる量子生命科学研究への研究支

援を実施するとともに、基礎研究から

技術実証、ニーズとシーズのマッチン

グや知財管理、若手リーダーの育成等

を一元的に実施する体制を整備した。

（評価軸②、③、④） 

 

【課題と対応】 

○ Q-LEAPの獲得により、大学・国立研究

開発法人・企業等の 25の研究機関との

共同研究を進めることができたが、知

財創出を見据えた企業との連携につい

ては、今後の課題である。各企業とさ

らに相談を重ね、出口を見据えた戦略

的な研究を推進する。 

○ 明確な社会実装の出口を設定した研究

開発がある一方で、研究成果から出口

までの距離の大きな基礎研究テーマに

ついても、明確な目標を設定すべく、

り、拠点による成果の創出を期待したい。ま

た、拠点内の成果だけでなく、他の量子拠点

との融合効果による成果も大切であり、オ

ールジャパンでの取り組みに期待したい。 

・ 現在、個々の研究成果について非常に素晴

らしい実績を創出しているものの、どう社

会実装につなげるのか、その道筋をもっと

明確にしたうえで対外的な発信を行ってい

ただきたい。なお、企業の関心も多くあるこ

とが予想されるが、そういった声を集約す

る手法をぜひ検討していただきたい。 

・ クロスアポイントメントで有力な研究者を

呼び込むことには成功しており、マネジメ

ントにおいて顕著な成果を創出していると

言える。QSTの職員とのコラボレーションに

よるさらなる相乗効果を期待したい。 

・ 来年度以降、量子生命研究棟が完成するが、

機器の集約や人員の集約等課題が多いこと

から一筋縄ではいかない部分も多くあるこ

とは想像に難くない。拠点のマネジメント

に大いに期待したい。 

 

＜その他の事項＞ 

（部会からの意見） 

 量子生命科学技術分野に関して、新しい研

究成果とともに、研究推進体制も充実して

きており、顕著な成果を上げており、自己評

価は妥当。 

 量子生命科学技術に関する研究成果（ナノ

量子センサーなど）とともに、本領域のハブ

としての研究体制の構築の成果は顕著な成

果として認められる。 
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研究を加速した。（評価軸②、④、評価指標①、②） 

・ 革新的 MRI診断技術開発の加速 

・ 生体ナノ量子センサの機能化加速 

○ 国が定める量子技術イノベーション拠点としての対応に加え、Q-LEAP におけるヘッド

クォーター機能を担うため、理事長直轄組織として、量子生命科学研究拠点センター

を設置（令和３年２月１日）した。これにより、基礎研究から技術実証、ニーズとシー

ズのマッチングや知財管理、若手リーダーの育成等を一元的に実施する体制を整備し

た。（評価軸③、評価指標①、②） 

○ 量子技術イノベーション拠点（国内８拠点）が発足し、量研は量子生命拠点に指定され

た。量子生命科学研究拠点センターが一元的に対応し、量子技術イノベーション戦略

を推進する体制を整備した。（評価軸③、評価指標①） 

○ 量子生命科学の推進のための基盤施設を整備するだけでなく、オープンプラットフォ

ームとして、量子生命科学研究拠点センターより研究基盤施設の共用を開始した。（評

価軸②、③、④、評価指標①、②） 

○ 研究成果の発信のため、２件のプレスリリースや記者懇談会に加え、３回の取材対応

を行い、誌上掲載された。（評価軸②、評価指標①） 

 令和２年６月１日：日経新聞 11面 科学技術欄掲載：「量子技術 8テーマで拠点 政

府、今年度内に司令塔組織 海外に対抗 実用化挑む」 

 令和２年 12 月 28 日：日経電子版：「『リンダ問題』を解く 脳といのちに挑む量子

生命科学」 

 令和３年１月 14 日：日経産業新聞５面 科学記者の目：「量子から生命に挑む 認

知の錯誤に迫る」 

○ 量子生命科学の普及のため、３件の特集号等の企画及び５件の講演を行った。（評価軸

②、評価指標①） 

 月刊オプトロニクス８月号特集「量子光と量子生命」 

 実験医学 11月号特集「生体ナノ量子センサーで細胞観察が変わる」 

 「量子センシングハンドブック」 

 CRDS主催のナノテクノロジー・材料分野区分別分科会「ナノテク・材料研究が実現

する新興感染症対策能力の持続的強化～ポストコロナ時代を見据えて～」にて、「量

子技術・ナノテクノロジーによるポストコロナに向けた未来医療開拓」を講演（オ

ンライン） 

 一般社団法人バイオインダストリー協会主催「未来へのバイオ技術勉強会」にて「量

量研内外で情報共有や連携を図ってい

く。人材育成については、「量子生命科

学ネイティブ」を養成することが重要

である。クロスアポイントメントのグ

ループリーダーあるいは Q-LEAP 参画

研究者を通じた学生の呼び込み、連携

大学における量子生命カリキュラムの

作成、「さきがけ」を卒業する優秀な若

手人材の採用などを進める。 

○ 生命の根幹にかかわる研究に一層注力

すべく、生体ナノ量子センサによる正

常細胞とがん化した細胞の違いといっ

た計測・解析を、より総合的に進める。

常温超偏極技術の将来的な臨床応用ま

での高いハードルを克服すべく、医療

現場からのニーズの吸い上げを行うと

ともに、動物 MRI などの経験を有する

他機関と連携した多角的なアプローチ

を行う。 

 

 全日本の当領域のハブとしての充実は素晴

らしいと思う。と同時に QST の中からも良

いシーズを見出す努力を引き続き継続して

いただきたい。 

 社会課題については、非常に幅広い課題が

あり、そのための道筋を描いていただきた

い。 

 生命科学の課題に量子レベルから取り組こ

とを可能とするナノ量子センサなどの革新

的な要素技術が、QST独自の技術を基盤とし

て開発されている。量子生命科学研究拠点

センターにより研究の組織的な加速がはか

られてきていることは高く評価できる。NV

センターを用いたナノスケールでの回転運

動の計測や MD シミュレーションによる DNA

のねじれの同定など世界初の成果が認めら

れる。超偏極 MRI の臨床応用などの量子科

学の医学展開をクロスアポイントメントに

よる若手グループリーダーの配置の取組も

特筆される。 

 QSTの取り組みは政府による「量子技術イノ

ベーション戦略」における量子生命科学を

位置付けにつながり、この新しい分野にお

いて主導的役割をしている。 

 室温における核スピン偏極に基づいた MRI

感度の 5000倍向上は、今後、さまざまな進

展が見込まれる重要な成果である。年度計

画では数値目標は特にないが、顕著な成果

と認められる。 

 行われている研究課題は、企業も大いに関

心を持ちそうである。現在は、（金額から判

断する限り）関心を持つ企業からの共同研
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子生命科学は生命全般の根本原理を明らかにし革新的応用を目指す」を講演 

 感染研学友会シンポジウム「量子生命科学に革新をもたらす生体ナノ量子センサ技

術」にて講演 

 一般社団法人バイオインダストリー協会主催、バイオインダストリー奨励賞受賞者

企画講演会「生命現象の根本的解明を目指す量子生命科学について」にて講演 

 量子技術イノベーション拠点発足式典・シンポジウムにて｢量子生命拠点｣を講演 

○ 量子生命科学領域は機構内４拠点（千葉・高崎・東海・木津）にまたがる組織であるた

め、令和元年度に当領域が発足した当初より Web 会議システムを導入し、執行部と研

究現場との情報共有に努めてきた。コロナ禍においても、同システムを最大限に活用

し、研究の進捗の状況を共有するとともに、研究現場での問題等を遅滞なく執行部に

て把握し、研究遂行に支障を来さない体制の維持に努めた。（評価軸②、評価指標①） 

○ Q-LEAPにおいて、国内 26機関が連携して研究を推進するためには、本来は対面でのデ

ィスカッションや資料及び実験データの共有が必要であるが、コロナ禍において直接

の交流はままならなかった。そのため、チャット機能を備えたファイル共有システム

を活用し、研究者同士の連携やディスカッションが滞らないよう努めた。（評価軸②、

評価指標①） 

究はない、という状況であるが、今後は、研

究成果の社会還元についても積極的に行わ

れることを期待したい。 

 ナノダイヤモンド NVC によるたんぱく質の

運動という具体的で実用的な成果に結び付

けた点が高く評価できる。 

 高尚な基礎科学を追求する事も良いが、社

会が直接的なメリットを感じられる応用分

野についても着実に成果を出していく事が

「量子生命科学」という新規学問領域の発

展に役立つと考える。また、「量子」と言う

だけで民間企業にとってはとっつき難く

「生命学」でもっと難度が上がって社会実

装が遅れる原因にもなるため、「発展戦略」

をまとめる等、種々の工夫を期待する。 

 分子 1 個の回転運動の観察に成功したこと

は、今後の成果に結びつき、今回の成果に基

づき領域内における素晴らしい成果が生ま

れると考えられ、顕著な成果である。また、

DNA のねじれ方のシミュレーションは研究

指針を与えるものであると考えられる。 

 若手の育成が今後の発展のカギとなると考

えられる。今後の進展を期待している。 

【前年度主務大臣におけ

る指摘事項等への対応状

況】 

・TOP10％論文数の増加、

有用な知的財産の創出

等、更なる研究の質の向

上が求められる。 

・量子生命科学会の活動

を成果として上げている

が、学会は一般社団法人

化されており、量研のミ

ッションとは異なるもの

と考えられる。学会への

貢献は有意義であるとし

ても、学会の活動と量研

の業務をしっかりと切り

【前年度主務大臣評価における指摘事項等への対応状況】 

 

 

○ 知的財産の創出に関し、１件の特許出願を行った。 

 

 

 

○ 一般社団法人化された量子生命科学会への関与については、量研の業務と学会活動の

差別化をしっかりと行った上で、人材育成等の観点から量子生命科学会第２回大会の

共催を実施した。 
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分けたマネジメントを期

待する。 

・Q-LEAPについては、課

題への応募ではなく研究

成果をもって評価される

べきであり、来年度以降

の成果の創出を期待す

る。 

・研究成果については、

ダイヤモンド NV センタ

ーを用いた成果が多く創

出されているものの、も

う一つの主力である超高

感度 MRI については、具

体的な成果の創出が見ら

れていないため、来年度

以降の取組に期待する。 

 

 

○ Q-LEAP課題の応募については、令和２年度に採択され、研究を開始した。 

 

 

 

 

 

○ 超高感度 MRIについて、ペンタセンの超偏極法で NVセンターの室温超偏極を実現し、

最適条件を比較するなどの成果を創出した。（Magn Reson誌に掲載） 

 

【研究開発に対する外部

評価結果、意見等】 

【研究開発に対する外部評価結果、意見等】 

○ 医学・生命科学に関する応用を視野に入れており、今後の発展が期待できる。 

○ 組織構築、マネジメントの面では、Q-LEAP などに代表される外部資金獲得が順調に進

み、外部からクロスアポイントメントで新たに３グループリーダーの招聘にも成功し

た。また研究開発面では、ナノダイヤモンドを基軸とした量子センシング／計測が、細

胞レベルでの受容体タンパク質の配向検出や温度、粘度センシングから線虫のような

インビボでも実現し、そのポテンシャルの高さを実証することに成功している。これ

らは、当初の想定を超える優れた成果と評価できる。 

○ 特に研究面でこの新しい領域の画期的な研究がコロナ禍にもかかわらず、計画を越え

て進んでおり、今後も発展が期待できると考えられ、推進していくべきと考えた。QST

内の医学領域との連携や産学連携などはまさにコロナ禍でもっとも進みにくい部分で

あり、今後の課題で、今回はコロナ禍においても素晴らしい研究が多くでたというこ

とで S評価が妥当と考える。 

○ 学術的には数多くのインパクトのある成果が出ており、Q-LEAP や PRISM など大型予算

の獲得でも著しい成果が得られており、今後の継続的な発展が大いに期待できる。産
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学官連携に関しては、特許出願など知的財産権の獲得、および目に見える形での企業

との共同研究の成果の創出を加速することが今後の課題と思われる。また、大学など

研究教育機関との学術的な共同研究や外部連携を積極的に進める中で、若手人材育成

に関しても連携を強化し、「量子生命」の拠点としての活性化も期待される。 

○ 量子生命科学研究の特色を活かした研究計画が着実に実行されており、今後高いイン

パクトの研究へ発展が予想される。今後も量子の力を最大限に発揮して量子生命研究

の意義の確立により当領域の牽引を期待する。また、量子科学研究の発展には、臨床・

医学研究への応用に加えて、基礎生物学的検討も重要になる。 

○ 「量子から個体まで」の階層性を意識しつつ生命活動の根幹に関わる解析が進められ

ている。例えばナノセンサーの場合には、微少な領域で指標を単に測定するレベルを

越えて、生理学的に意味のある変化の測定・分析を可能にするなど、技術の高度化の成

果を評価したい。さらに、複数の指標の同時解析を実現できる状況を達成した点等、高

く評価できる。研究グループによっては、階層間の橋渡しが見えにくい場合もあり一

層の明確化を期待したい。また、階層性に加え、同じ階層における属性の違い（正常の

細胞とがん化した細胞、生存する細胞と死に至る細胞など）に伴う変化へのアプロー

チを期待したい。 

○ 前年度までの下地作りから発展して、ナノ量子センサや量子イメージングなどの分野

で科学的・社会的にインパクトの高い研究成果が得られ始めている。また組織作りの

点においても、Q-LEAP、PRISM、量子生命科学研究拠点センター、量子技術イノベーシ

ョン拠点等の立ち上げや推進など、積極的に展開されており、量子生命科学研究の国

際的な拠点としての地歩を固めつつある。 

○ 令和２年度の研究計画を「多様な量子技術と医学・生命科学に関する知見を活かし、複

雑な生命現象に関する先端的研究開発に着手する」とし、ナノ量子センサによる生命

科学の革新、量子技術を用いた超高感度 MRI/NMR の実現、量子論的生命現象の解明・

模倣の 3 点の研究開発を実施した。年度計画を上回る成果を含む多くの研究成果が得

られた。外部の量子生命科学研究領域の若手リーダー研究者とのクロスアポイントメ

ント契約による連携グループの立ち上げ、研究開発成果を最大化するために予算の重

点的配賦の実施、大型競争的外部資金の獲得、多くの国内外研究機関、民間企業との共

同研究体制の構築、量子生命科学研究拠点センター設置による研究推進力強化、量子

技術イノベーション拠点の発足、オープンイノベーション型施設共用の開始など、量

子生命科学の中核的な研究開発拠点の形成が行われた。国際協力や産学官の連携体制

の構築など、研究開発マネジメントがしっかり行われていることから、今後、量子生命
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科学に関する基礎的研究開発および先進的な研究開発で優れた成果の創出が期待でき

る点を特に評価したい。 

○ 生命現象を解明するための世界最先端の量子技術が数多く開発されている。その成果

を最大化するためのマネジメントや国際協力体制、産学官共同研究体制も計画を上回

るスピードで適切に達成されている。 

○ ナノダイヤを大量生産して国内外に広く供与し、「使える技術」であることを世界に認

識させ、本ナノ量子センサが世界標準技術にまで成長することを期待している。開発

された各種革新量子技術についての特許戦略も重要である。ぜひとも強い特許申請を

期待する。 

 

４．その他参考情報 

 決算額が予算額を上回った理由は、受託や共同研究及び自己収入等の収入の増額によるものであり、これらの資金を有効に活用することで、着実な成果の創出がなされたと認められる。 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ｎｏ．３ 放射線の革新的医学利用等のための研究開発 

関連する政策・施策 ＜文部科学省＞ 

政策９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

施策９－３ 健康・医療・ライフサイエンスに関する課題への対応 

当該事業実施に係る根拠（個別

法条文など） 

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構法第 16 条 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する研究開発評価、政策評

価・行政事業レビュー 

令和３年度行政事業レビューシート番号 0249 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基 準

値等 

平 成 28

年度 

平 成 29

年度 

平 成 30

年度 

令和元年

度 

令和２年

度 

令和３

年度 

令和４

年度 

 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３

年度 

令和４

年度 

 

論文数 － 180報 

(180報) 

163報 

(163報) 

227報 

(227報) 

190報 

(190報) 

229報 

(229報) 

  予算額（千

円） 

7,922,446 7,344,333 7,411,235 7,507,161 7,982,864   

TOP10 ％

論文数 

－ 11報 

(11報) 

８報  

(８報) 

７報 

(７報) 

13報 

(13報) 

17報 

(17報) 

  決算額（千

円） 

8,291,547 8,255,390 7,998,669 9,769,683 8,205,245   

知的財産

の創出・

確保・活

用の質的

量的状況 

－ 出 願 31

件 

登 録 33

件 

出 願 30

件 

登 録 22

件 

出 願 30

件 

登 録 27

件 

出 願 53

件 

登 録 24

件 

出 願 49

件 

登 録 14

件 

  経 常 費 用

（千円） 

11,252,136 8,867,563 8,852,804 8,516,888 8,141,901   

優れた成

果を創出

した課題

の存在 

－ 研究領域

ごとに記

載 

研究領域

ごとに記

載 

研究領域

ごとに記

載 

研究領域

ごとに記

載 

研究領域

ごとに記

載 

  経 常 利 益

（千円） 

201,807 143,024 326,535 447,460 307,553   
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新規薬剤

等開発と

応用の質

的量的状

況 

－ 新規放射

性薬剤の

開発：４

種 類 以

上、うち

治療法の

評価：３

種類 

新規放射

性薬剤の

開発：８

種 類 以

上、うち

治療法の

評価：４

種類 

新規放射

性薬剤の

開発：８

種 類 以

上、うち

治療法の

評価：４

種類 

新規放射

性薬剤の

開発：15

種 類 以

上、うち

治療法の

評価：９

種類 

新規放射

性薬剤の

開発：22

種類以上 

うち治療

法 の 評

価：６種

類 

  行 政 サ ー

ビ ス 実 施

コスト（千

円） 

9,270,654 7,064,795 6,512,676 ― ―   

臨床研究

データの

質的量的

収集状況 

－ 重粒子治

療症例：

362例、さ

らに疾患

別症例：

887例 

全 2,276

例、うち

先進医療

A：1,861

例 

うち先進

医療 B：30

例、 

うち保険

診療：273

例 

全 4,331

例、うち

先進医療

A：1,196

例 

うち先進

医療 

B：170例、

放医研の

治療例：

830例 

全 7,435

例、うち

先進医療

A：3,859

例 

うち先進

医療 

B：188例、

放医研の

治療例：

917例 

全 11,090

例、うち

先進医療

A：4,516

例 

先進医療

B：231例、 

量研の治

療例：866

例 

  行 政 コ ス

ト（千円） 

― ― ― 11,376,250 9,516,013   

         従 事 人 員

数 

304 312 322 310 311   
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標、中長期計画、年度計画 

主な評価軸（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

【評価軸】 

①経済・社会的インパク

トの高い革新に至る可能

性のある先進的な研究開

発を実施し、優れた成果

を生み出しているか。 

 

②実用化への橋渡しとな

る研究開発に取り組み、

橋渡しが進んでいるか。 

 

③研究開発成果を最大化

するための研究開発マネ

ジメントは適切に図られ

ているか。 

 

④重粒子線がん治療の普

及・定着に向けた取組を

行い、保険収載に係る科

学的・合理的判断に寄与

しているか。 

 

Ⅰ.1.(3) 放射線の革新的医学利用等のための研究開発 

1）光・量子イメージング技術を用いた疾患診断研究 

 タウ病変 PET プローブ PM-PBB3 の有用性を各種認知症患者の画像病理相関解析により

実証し（Neuron 2021, IF=14.4）、認知症の診断・鑑別や重症度評価、経時変化追跡に

おける有用性を示した。（評価軸①、モニタリング指標①） 

 高齢発症うつ病において、脳内タウ沈着が背景病態として重要であり、精神症状の出

現に関連することを、患者の PET イメージングにより明らかにした（Mol Psychiatry 

2020, IF=12.4）。（評価軸①、モニタリング指標①） 

 パーキンソン病・レビー小体型認知症などで脳内に形成される αシヌクレイン病変の

PETプローブ C05-05の有用性をモデル動物で証明し（bioRxiv 2020）、ヒトで同プロー

ブを評価するための準備が完了した。（評価軸①、モニタリング指標①、⑥） 

 人工受容体 DREADDのリガンドとして有効性の高い化合物を独自開発し（Nat Neurosci 

2020, IF=20.1) 、サルの記憶、意思決定、運動や感覚などを担う様々な神経回路を

DREADD により選択的に操作することで、特定の脳活動と行動を制御することに成功し

た。（評価軸①、モニタリング指標①） 

 不安情動の脳機能ネットワークとセロトニン受容体との関連を明らかにするととも

に、ニューロフィードバックによる情動制御への適性度を、安静時脳活動から予測す

ることを可能とした（bioRxiv 2021）。（評価軸①、モニタリング指標①） 

 肺癌の PET テクスチャー画像解析では数十のテクスチャー画像因子から複数の画像特

徴量を見出した。脈絡膜悪性黒色腫や肝腫瘍の重粒子線治療における新規診断法開発

では、予後予測に有望な新規診断法を見出した。肺腫瘍における 11C4DST の取り込み

が腫瘍の増殖活性と相関し、DNA 合成の非侵襲的 PET イメージングが腫瘍評価法とし

評定：Ａ 

【評定の根拠】 

令和２年度計画をすべて達成し、順調

に成果を挙げた。具体的な成果として、

タウ病変 PET プローブが高精度の認知症

診断を可能にすることを示した成果は、

ブレークスルーとして高い評価を受け

た。既存の研究開発で達成されなかった

大きな進歩といえる。（評価軸①）α シヌ

クレイン病変 PET プローブ開発も、２種

類の有望な化合物が開発され、特許の共

同出願に至ったことは、研究の顕著な進

展と連携マネジメントの成功によるとこ

ろが大きい。（評価軸③）DREADDによる化

学遺伝学的な神経回路の操作に関して

は、記憶・情動・運動など様々な脳機能

を司る回路を可視化しながら操作するこ

とが可能となったことにより、新たな領

域を築きつつある。（評価軸①）バイオマ

ーカー開発の多施設連携体制 MABB の構

築に成功し、画像と血液、バイオマーカ

ーとして相互の価値を高め合う形で開発

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目

的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動

による成果、取組等について諸事情を踏まえ

て総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効

率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大

化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成

果の創出の期待等が認められるため。 

 

（定量的な実績） 

・ Top10%論文が前年度より着実に増加し（13

報→17 報）、複数の研究において質の高い論

文成果の創出が認められる。 

・ 新規放射性薬剤の開発数が前年度実績に対

して大きく上回っている（15 種類→22 種

類）。 
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【評価指標】 

①研究開発マネジメント

の取組の実績 

 

 

【モニタリング指標】 

①優れた成果を創出した

課題の存在 

 

②新規薬剤等開発と応用

の質的量的状況（光・量

子イメージング技術を用

いた疾患診断研究及び放

射性薬剤を用いた次世代

がん治療研究） 

 

③臨床研究データの質的

量的収集状況（重粒子線

を用いたがん治療研究） 

 

④論文数 

 

⑤TOP10％論文数 

 

⑥知的財産の創出・確保・

活用の質的量的状況 

 

て有望であることを示した（Ann Nucl Med 2021, IF=2.6） 。（評価軸①、モニタリン

グ指標①） 

 新規放射性薬剤２種の臨床安定供給に向けた製造・分析技術を確立し、新規自動合成

装置を製作して、薬剤の臨床使用を可能にした。興奮性シナプスのグルタミン酸受容

体を可視化する PETプローブ２種（J Med Chem 2020, IF=6.2; Theranostics 2020, 

IF=8.6）と腫瘍の光量子治療とイメージングを可能にするナノ薬剤１種 （Nat Commun 

2020, IF=12.1）の有用性を非臨床評価により実証した。全国 120 の PET 施設より約

400 件の PET 薬剤分析を受託した。炎症プローブ開発が AMED ムーンショット採択に貢

献した。（評価軸②、モニタリング指標②） 

 製作した高磁場 MRIにより従来の４倍以上の 3D高速撮像及び複数定量画像が取得でき

る撮像法を開発し、マウス脳腫瘍モデルでの撮像に成功した。（評価軸①） 

 ミクログリアとマクロファージを減少させる薬剤やプロバイオティクスを用いた免疫

細胞の活性化制御により、認知症モデルマウスにおける神経細胞死とそれに伴う脳萎

縮が抑制されることを実証した（bioRxiv 2020）。関西研より導入した試作レーザー発

振器を用いて生体脳イメージングを実施し、三光子顕微鏡活用のための基盤データを

取得した。脳表マクロファージが異常タンパク沈着や神経細胞脱落などの脳内病態を

反映することを明らかにするとともに、量子生命科学領域で開発されたナノダイヤモ

ンドや量子ドットを脳表マクロファージに取り込ませて、貪食能の生体顕微鏡評価を

可能とした。（評価軸①） 

 体軸視野 25 ㎝の動物全身 PET 装置と１mm 以下の超高解像度のマウス脳専用 PET 装置

を開発することに成功した。(評価軸①） 

 認知症のタウ病変 PET プローブである PM-PBB3 の臨床試験第Ⅱ・Ⅲ相を、企業との連

携により米国、日本、台湾、中国で推進し、診断薬としての実用化に見通しを立てた。

（評価軸②、評価指標①、モニタリング指標①、②） 

 製薬３企業、食品３企業との共同研究で、認知症モデル動物のイメージングによる治

療薬候補の評価を実施し、有望な抗認知症薬を複数見出した。食品３企業の薬剤につ

いては、イメージングによる臨床評価の準備を完了した。さらに製薬１企業と治療薬

候補をイメージングで評価する臨床研究を開始した。（評価軸②、評価指標①、モニタ

リング指標①、②） 

 量子イメージング創薬アライアンス「脳とこころ」では、３企業との同時連携による α

シヌクレイン病変 PETプローブの非臨床開発で有望な化合物 SPAL-Xを見出して、特許

共同出願（令和２年８月 25日）を行い、同化合物を評価する臨床研究の準備が完了し

推進が可能になったことも、目立った進

展といえる。（評価軸①） 

64Cu 標識 EGFR 抗体の腹腔内投与にて

早期膵がんの PET 診断が可能となること

及び組織修復因子テネイシン C に対する

抗体治療についても、64Cu 標識 EGFR 抗

体は重粒子線治療と、テネイシン C に対

する抗体治療は抗癌剤・標的アイソトー

プ治療などとの組み合わせにより、診断

と治療の融合 theranostics の実現につ

ながることが期待される画期的な成果で

ある。（評価軸①）また、国内初 64Cu-ATSM

の医師主導治験の実施は順調に進展して

おり、実施体制では神奈川県がんセンタ

ー、薬剤製造体制では国立がん研究セン

ター病院が新たに加わり、多施設共同臨

床研究のさらなる進展として計画を上回

る成果である。（評価軸②） 

 先進医療 B 臨床試験は前立腺癌に続き

直腸癌で予定より早く症例登録を終了し

た。膵癌、軟骨肉腫で線量平均 LET が腫

瘍制御に影響していること、直腸障害で

は影響がないことを論文発表し、マルチ

イオン照射の開発に資する成果を得た。

加えて、機器開発においてもコイルの最

適化による蓄積電流の増大を実現する技

術が開発され、量子メス開発に向けた重

要な成果となった。また、重粒子線照射

による HLA 発現効果についての細胞実

験、臨床検体解析なども実施し、計画中

の医師主導治験の背景となる成果を得る

ことができた。（評価軸④、評価指標①） 

 （定性的な実績） 

・ 重粒子線がん治療においては、臨床線量を

変えずに腫瘍内の重粒子線の生物効果

（LET）を一様に高くすることにより、正常

組織への影響を抑制しつつ治療効果のみを

高められる可能性を軟骨肉腫と子宮癌の臨

床データ解析により示し、マルチイオン治

療により生物効果（LET）を制御することの

有用性を示した。さらに、重粒子線治療法と

免疫療法の併用による遠隔転移抑制効果を

実証するなど優れた研究開発が進んでい

る。 

・ 重粒子線治療における先進医療Ｂについ

て、直腸癌での登録が予定より早く終了す

るなど、保険適用拡大に向け、臨床試験も着

実に進行している。また次世代重粒子がん

治療に向け、超電導電磁石の製造技術の確

立、コイル成形技術の開発などの基盤技術

の開発も進んでおり、顕著な成果といえる。 

・ タウ病変を可視化するプローブを用いるこ

とで認知症を高精度に診断できるというこ

とを実証するとともに、ベンチャー企業と

の連携により、日本では第Ⅰ相臨床試験を

開始し第Ⅱ相にまで至り、米国と台湾では

第Ⅱ相臨床試験を着実に推し進めたこと

は、顕著な成果といえる。 

・ 運動機能障害に関係するαシヌクレイン病

変を検出する PET プローブの有用性をモデ

ル動物で証明し、連携企業とともに特許を

共同出願した。プローブの毒性試験及び品

質試験、並びに臨床用の放射薬剤合成系の

構築が終了し、PET薬剤審査委員会での承認
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た。同様にアライアンス企業との連携により、前頭側頭型認知症の一部や運動ニュー

ロン疾患で脳内に沈着する TDP43 を可視化する PET プローブ開発を進め、標的への親

和性が高い化合物を複数獲得した。（評価軸②、③、評価指標①、モニタリング指標①、

②） 

 量子イメージング創薬アライアンス「次世代 MRI/造影剤」では、外部からの直接収入

が 19,625千円となった。２件の共同研究契約を行い、１件は毒性試験通過後に実施し

た非臨床試験で良好な結果を得て、大量合成法の開発段階に移行、別の１件では特許

出願に必要な主なデータが集まり、出願に向けた協議を開始した。第５回 MRI アライ

アンス・シンポジウム 2020 をオンライン開催（令和２年 11 月６日）し、国内外の企

業・大学から 88名の参加を得た。（評価軸②、評価指標①、モニタリング指標②） 

 QST 未来ラボで国内 10 以上の研究機関が認知症の画像と血液バイオマーカーを共進化

させる多施設連携体制 Multicenter Alliance for Brain Biomarkers（MABB）を構築し

た。MABBを組み込んだ研究計画が、AMEDムーンショット及び JSTムーンショットに採

択された。 

【モニタリング指標以外の参考指標状況）】 

 IF>５論文：15報 

 プレス発表：５件 

 学会等受賞：２件（日本放射線技術学会総会学術大会・Webディスカッション賞など） 

 研究協力等：共同研究契約（授受あり）15 件、連携大学院制度による学位研究指導５

名、実習生の学位取得２名 

 外部資金：合計 721,952千円 

受託 20件：336,915千円（AMED 革新脳 121,925千円等） 

共同研究費 15件：178,154千円（SPAL 33,409千円等） 

科研費 51件：151,068千円（学術変革 A 36,000千円等） 

自己収入３件：55,815千円 

 

2）放射性薬剤を用いた次世代がん治療研究 

 211At-MABG の臨床試験実施に向け福島県立医科大学と共同研究体制で非臨床開発を進

め、非臨床予備試験を終了した。PMDA RS戦略相談（医薬品）を実施し、第Ⅰ相試験の

開始に必要な非臨床開発の全体計画について PMDAと合意し、臨床治験の開始の準備を

進めた。（評価軸②） 

 グルノーブル・アルプス大学と共同開発したインテグリン標的薬剤の腹腔内投与によ

これら優れた研究的成果に加え、部門・

拠点横断的研究（統合効果）の創出、産

業界との連携の推進、大型予算の獲得、

大学・研究機関等との共同研究・人材の

育成、国際協力・技術移転でも優れた成

果を挙げており、（評価軸③）自己評価と

して Aの水準にあるものと考えられる。 

 

【課題と対応】 

光・量子イメージング技術を用いた疾

患診断研究においては、企業との連携並

びに MABBによる非臨床及び臨床評価が、

今後更に増加することが見込まれる。そ

のため動物用 PET 装置の刷新、既設装置

老朽化に対応するとともに、イメージン

グ評価系の高度化を実現することが求め

られる。多目的放射薬剤合成装置の拡充

や、病態の超早期診断と治療介入を可能

にするためのヒト頭部専用ヘルメット型

PET の高感度化も必要となる。企業との

共同研究やムーンショット等による外部

資金プロジェクトを円滑に遂行して成果

を挙げるためには、アライアンス事業や

MABB（未来ラボ）の内部予算面での強化

も重要視される。 

放射性薬剤を用いた次世代がん治療研

究においては、211At-MABG開発における

非臨床試験では、福島県立医科大学との

連携を深めて、令和３年度中の臨床試験

を目指して引き続き準備を進める。64Cu-

ATSM医師主導治験では、第Ⅰ相試験にお

ける薬剤安全性の確認を進め、早期に第

が得られるなど、臨床応用へ向けた準備が

完了したことは、脳疾患診断という重要度

の高い分野において、実用化への橋渡しが

着実に進んでいると評価できる。 

・ 人工受容体 DREADD と独自開発のリガンド

DCZを利用し、化学遺伝学的な手法により、

特定回路の活動を選択的に操作し、サルの

作業記憶の制御に成功するとともに、同技

術を応用し霊長類で体性感覚、情動、運動な

ど多種多様な脳活動回路を可視化し、操作

することに成功したことは科学的に顕著な

成果である。 

・ 低分子アルファ線薬剤の 211At-MABG の非臨

床予備試験を終了するとともに、第Ⅰ相試

験開始に向け非臨床研究の全体計画につい

て PMDA と合意したことや、中分子薬剤の

64Cu-ATSMの第Ⅰ相医師主導治験のレベル２

まで終了したことなど種々放射性プローブ

の開発・臨床試験を推し進め、RI 内用療法

を大きく進展させたことは顕著な成果であ

る。 

・ 64Cu 標識抗体と画像診断技術の精度化によ

り早期微小すい臓がんの検出に成功し、臨

床試験に向けて他機関と共同でサルでの非

臨床試験を開始し、安全に腹腔投与できる

ことを確認できたことは、すい臓がんの早

期発見治療という重要な医療技術の創出が

期待され、高く評価できる。 

 

（研究開発マネジメントの取組） 

・ 国際的に評価の高い学術雑誌への論文掲

載数が多く、プレス発表・マスコミ発表な



31 

 

り、卵巣がんモデルで高い治療効果を示した。（評価軸①、③） 

 滑膜肉腫治療法開発として、民間企業と共同で研究開発を進めている 225Ac 標識抗

FZD10抗体で腫瘍が消失するほど高い治療効果を得た。（評価軸①、③） 

 悪性中皮腫治療法開発として、研究開発中の抗ポドプラニン抗体においては、令和元

年度担癌マウス実験で 90Y 標識抗体よる著名な抗腫瘍効果を得たが、令和２年度には

アルファ線 225Ac標識抗体において、それをさらに上回る抗腫瘍効果を示した。（評価

軸①、③） 

 64Cu 標識 EGFR 抗体の腹腔内投与による早期膵がんの PET 診断法開発は、大阪大学と

共同で、サルにおいて安全に投与できることを確認した。（評価軸①、③） 

 先行薬剤 64Cu-ATSMに関しては、第 I相医師主導治験を実施中、毒性兆候は見られず、

順調に症例を重ねた。実施体制では神奈川県がんセンター、薬剤製造体制では国立が

ん研究センター病院が新たに加わり、多施設共同臨床研究の体制がさらに整備された。

（評価軸②、③） 

 組織修復因子テネイシン C に対する抗体を使うと、損傷修復中のがん組織に２倍の放

射性同位元素を送達することを示し、真に追加治療が必要な領域を集中して治療する

可能性を示した。（評価軸①、モニタリング指標①） 

 開発した MRI 解析技術の社会実装に向け、公開用のソフトウェアプロトタイプを作成

した。MRI 画像信号源推定のためのシミュレーションソフトを開発公開した。（評価軸

①、②、③） 

 ナノ薬剤送達技術の活用について、組織の酸化還元状態を検出することで酸化ストレ

スに対するナノ量子センサーを開発し、プレスリリースを行った（令和３年１月 29日）。

（評価軸①、③） 

 ナノ粒子が腫瘍に高濃度に送達するための課題は肝類洞壁による捕捉であり、その課

題解決のため捕捉が生じない肝臓のコーティング技術を開発した。（評価軸①） 

 難治性のがんでは間質系が発達し、ナノ粒子が送達しない課題がある。その課題解決

のために、低分子の「分子ブロック」を作成し、腫瘍の低 pHに応答してがん細胞膜上

で自己組織化する新しい基盤技術を大阪大学と共同開発した。（評価軸①、③） 

 放医研と高崎研の共同で、放射線架橋による超微小のゼラチン・ナノ粒子造影剤の開

発に成功した。（評価軸①、③） 

 ナノ粒子による微小血管 MRI などのがん環境の評価技術に関して、難治がんモデルと

の比較評価を進めるとともに、複数の企業と共同研究を進めた。（評価軸①、③） 

 WGI 試作機の感度が 1.5 倍となるように一部検出器を改良し、治療核種 225Ac をイメ

Ⅱ相実施へと研究を進める。診断と治療

の融合 theranostics の実現につながる

64Cu 標識 EGFR 抗体の腹腔内投与による

膵臓がん診断や組織修復因子テネイシン

C に対する抗体治療の研究開発を引き続

き進める。MRI画像解析、ナノ薬剤送達、

WGI では、次世代がん治療研究に資する

基礎データの収集を継続する。線量評価

研究では、ミクロレベルでの局所線量分

布の実測を進め、マクロでは臨床に対応

可能な線量評価技術の確立を目指し、統

合化要素技術の開発を進める。治療用 RI

製造では、引き続き 64Cu-ATSM 医師主導

治験に対応した薬剤の GMP 製造を進め、

新規治療用 RI 製造でも安定的な製造開

発を進める。部門・拠点横断的研究をさ

らに深化させ、産業界との連携の推進、

大型予算の獲得を進める。大学・研究機

関等との共同研究、人材の育成、国際協

力・技術移転などの活動も引き続き行う。 

重粒子線を用いたがん治療研究におい

ては、令和４年度の診療報酬見直しで確

実に保険適応の拡大を達成するため、J-

CROSの活動を主導して成果を発信する。

その上で、保険適応拡大後の臨床研究と

して、量子メス時代の治療に向けた治療

高度化研究や免疫チェックポイント阻害

剤併用などの治療戦略高度化研究を推進

する必要がある。同時に量子メス開発そ

のものの推進、新たな適応の拡大に向け

た取り組み、さらに国際共同研究やラン

ダム化比較試験などエビデンスレベルの

ども十分に行われ、科学界や一般社会に

向けて研究成果が広く公開されており、

組織として研究成果の周知に取り組んで

いる。また、機構内他部門や、国内の一般

企業、学術機関との連携、バイオマーカー

開発のための多施設連携体制の構築、海

外と協力しての臨床試験など、幅広い協

力・連携を QSTが主導的に進めている。更

に機構の医学利用分野で開発したマルチ

イオン照射を、他部門で生み出された超

電導技術やレーザー加速技術と合わせ、

小型化・高性能化した次世代重粒子がん

治療装置を開発するといった研究成果の

集約や普及に向けた取組が進み、かつ、実

を結んでいることから、研究開発マネジ

メントについては顕著な成果を上げてい

る。 

 

＜今後の課題＞ 

・ 光・量子イメージング技術を用いた脳疾

患診断や治療のための薬剤開発につい

て、臨床試験から保険収載までを見込ん

だ長期的な観点を踏まえた研究開発も望

まれる。 

・ 光・量子イメージング技術・RI内用療法・

重粒子線がん治療の相互の利点を生かし

た総合的・集学的な医学利用について、

中・長期的な展望の明確化も望まれる。 

・ 重粒子線治療以外にも QST 病院との協働

によりニーズとシーズの好循環をはか

り、社会実装の加速が更に進むことを期

待する。 
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ージングできることを実証した。（評価軸①、③） 

 CR-39固体飛跡検出器を用いたアルファ線トラック計測技術を用いて、臓器内の腫瘍組

織の不均一性の可視化とそれを考慮した線量を評価した。マクロな臓器レベルでの放

射能平均値では評価しきれていない腫瘍部を含む組織切片にはミクロなアルファ線が

局在しており、細胞レベルでの線量分布は非常に不均一であることが分かった。（評価

軸①） 

 肝機能を評価する放射性医薬品 99mTc-GSA について、排泄経路（尿中及び便中）を含

む体内動態モデルを提案し、臨床で観察される心臓及び肝臓における計数率（cps）の

変化を再現し、個人の代謝を考慮した線量評価手法の検討を継続した。（評価軸①） 

 226Raをターゲット物質にした 225Acの生産技術を確立した。（評価軸①） 

 次世代の TRT 戦略とされるオージェ電子に着目し、当該オージェ電子を放出する候補

RI・薬剤（191Pt-cisplatin）を安定的に製造する方法を開発した。（評価軸①） 

 作業者へ過大な被ばく線量を与える傾向にある 226Ra ターゲットを安全に扱うべく、

遠隔的な方法により当該ターゲットを調製するための要素技術を考案し、225Ac製造量

のスケールアップに資する試作機を開発した。（評価軸①、②、③） 

【モニタリング指標以外の参考指標状況】 

 IF＞10論文：６報、IF＞５論文：８報 

 プレス発表・プレス報道：５件、マスコミ発表：４件 

 受賞：３件（日本オープンイノベーション大賞日本学術会議会長賞、QST理事長表彰・

研究開発功績賞特賞、米国核医学会 SNM2020First Place Poster賞） 

 

3）重粒子線を用いたがん治療研究 

 先進医療 B臨床試験は、前立腺癌に続き直腸癌で予定より早く登録終了した。肝臓癌、

肺癌については、先進医療会議で登録期間の延長が承認された。保険診療、先進医療 A

の適応疾患では予定通り国内全例登録を継続し、先進医療 A については、全例登録に

基づく先進医療会議への定期報告を実施した。保険診療報酬の次期見直しでの保険適

応拡大に向けて、重粒子線治療の優位性を示すため重要な資料となる疾患毎のシステ

マティックレビュー作成作業、全例登録症例の治療成績解析を開始した。（評価軸④、

モニタリング指標③） 

 品質管理のための線量監査用の線量分布測定法の研究では、物理線量測定結果から逆

畳み込み処理という数学的手法で生物線量の測定が可能であるフィルム型炭素線生物

線量測定装置の設計製作が完了した。重粒子線治療の普及にも寄与する。（評価軸④） 

高い臨床研究にも取り組む必要がある。 

 

・ ヒトでの脳科学研究を行う際、倫理的な

検討を国内有識者間で進めるとともに、

国際的な動向を踏まえた観点からの検討

も望まれる。 

・ 重粒子線がん治療について、QSTが主導的

に国内の他重粒子線治療施設と連携し、

保険収載に必要となる臨床データを収集

してきたことは（多施設共同臨床研究グ

ループ（J-CROS））、評価できる。しかし、

重粒子線がん治療の研究開発が順調に進

行し、保険収載も進んだ今、QSTの役割は

変化している。従来の評価基準ではなく、

中長期的な観点で重粒子線がん治療の更

なる進展や普及を踏まえた観点からの評

価について検討することが望まれる。 

 

＜その他の事項＞ 

（部会からの意見） 

・ 機構の持つ高いポテンシャルが社会でよ

り広く活用され始めており、高く評価で

きる。 

・ 複数の研究において、優れた論文が出て

おり、さらにこれらの研究は学術的な成

果だけでなく、実際の治療に発展すると

いう観点からも重要な成果であり、顕著

な成果と認められる。 

・ より信頼性の高い医療技術を目指して、

他大学や産業界との連携が望まれる。 

・ 認知症は日本社会を根幹から揺るがしか

ねない重大な疾病となっており、「放射線

の利用」という QST 独自の強みを十分に

活かして、診断―治療の分野を統合的に
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 米国 Mayo Clinic とのマッチドペア研究で、直腸癌術後再発における生存率について

手術＋術中照射群に対して重粒子線治療群の優位性を確認し、仙骨脊索腫においては

解析を継続した。韓国延世大学と直腸癌術後再発に対する重粒子線と X 線の比較解析

を終了し、重粒子線治療の優位性を明らかにした。交際動向にも対応した成果の最大

化に資する実績である。（評価軸①、③） 

 消化管高度近接例に対する重粒子線治療後に関する研究を、共同研究機関とともに開

始した。さらに消化管高度近接例に対する腸管切除術の第 I 相試験の準備も IRB 承認

等順調に進捗した。新たな治療技術開発に資する成果である。（評価軸①） 

 回転ガントリーを用いた重粒子線治療高度化として、炭素線単独の線量 LET 増加試験

を頭頸部癌・膵癌において計画し、治療計画シミュレーション及びコミッショニング

を開始した。治療技術の高度化として新たな技術の開発に資する。（評価軸①） 

 超伝導電磁石試作機については、磁石全体の組み立てが完了した。小さい超伝導電磁

石の製造技術を確立しシンクロトロンの設計に反映させた。またコイルの最適化によ

り蓄積電流の増大を実現する技術を開発した。量子メス開発に向けた新たな技術開発

であり治療の普及に貢献する。（評価軸①、④、モニタリング指標①） 

 動物実験による LET と正常組織障害のデータ取得、マウス担癌モデルによる LET と腫

瘍抑制のデータ取得を終了した。また、マルチイオン治療計画装置に低酸素影響等を

組み込むための開発を実施した。基礎研究から臨床への橋渡しとなる実績である。（評

価軸②） 

 開放型 PET については、腫瘍モデルラットに RI ビーム（PET 核種）照射する実験を行

い、腫瘍と正常組織で異なる生体内洗い出し速度の微細な差を観測した。画像誘導粒

子線治療の開発に資する実績である。（評価軸①） 

 倫理委員会の承認を得て症例登録待ちとなっていた膵臓がんに対する国際的ランダマ

イズ試験は、患者受入のための体制構築や整備、データ登録のためのデータベースシ

ステムの準備を継続し、また国際的人材育成として、２名の外国人医師（台湾、中国）

の受け入れ、研修も実施した。日本人を対象とするランダマイズ比較試験について、日

本臨床腫瘍研究グループ（JCOG）と検討会を行うなど、順調に進捗した。（評価軸③） 

 寡分割マルチイオン治療に向けて、幅広い LET 域・線量域に適用可能な生物効果予測

モデルを開発し、論文発表（Phys Med Biol. 2020）を行った。磁気効果については、

機序解明に向けた基礎研究と、臨床応用に向けたマウスでの研究を平行して進めた。

既存臨床データの解析により、膵癌（令和元年度既報告 Clin Transl Radiat Oncol. 

2019）、軟骨肉腫（Anticancer Res. 2020）で線量平均 LETが腫瘍制御に影響している

発展させ、社会的ニーズに対応した研究

開発を世界の先端を切って進めることを

期待する。 

・ 重粒子線治療については、成果が定常的

に出ており、保険適用拡大への貢献を評

価する。今後も QSTらしい、がん治療法の

開発研究を進めることを期待する。 
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こと、直腸障害（Radiother Oncol. 2020）では線量平均 LETが影響ないことを明らか

にし、マルチイオン治療の臨床応用に必要な臨床データを論文発表した。新たな照射

技術の開発に資する成果である。（評価軸①、モニタリング指標①） 

 免疫療法との併用では、免疫チェックポイント阻害剤と重粒子線治療の併用によりマ

ウス由来の骨肉腫細胞株モデルで X 線との併用より顕著な遠隔転移抑制を認め、論文

発表した（Int J Radiat Oncol Biol Phys 2021）。重粒子線照射による HLA発現効果

についての細胞実験、臨床検体解析なども実施し、臨床試験の背景となる成果を得た。

その上で、医師主導治験として①進行子宮頸癌に対するデュルバルマブとシスプラチ

ン併用重粒子線治療の第 I 相試験及び②進行肝細胞癌に対するデュルバルマブ・トレ

メリムマブ療法と重粒子線照射の併用の第Ⅰ相臨床試験の準備が順調に進めた。基礎

研究成果から臨床試験へ橋渡しする成果である。（評価軸②、モニタリング指標①） 

 メディカルデータバンクの検体収集を令和２年９月１日から再開し、登録数は 2,570

例となった。頭頸部粘膜悪性黒色腫の重粒子線治療効果と血中 miRNA との関連を調べ

る研究に血液試料を提供した。膵癌患者から治療前、中、後の血液を収集し、がん遺伝

子情報の解析を行う研究体制について検討した。同一患者を追跡するための匿名化・

採血方法等の手続を明確にした。（評価軸③） 

 

【前年度主務大臣評価に

おける指摘事項等への対

応状況】 

・腫瘍診断研究の成果は

重粒子線治療と組み合わ

せるなど量研の強みを活

かした放射線治療へのア

【前年度主務大臣評価における指摘事項等への対応状況】 

 

 

 腫瘍診断研究の成果を重粒子線治療の評価や治療範囲設定に利用する試みは従来実施

しており、眼球腫瘍の SPECT画像に関する論文も掲載（Yamazaki, et al. Ann Nucl 

Med 2020, Epub 2020. Sep 9. IF=2.6）されている。さらに今後の研究についてイメ

ージング担当者と重粒子線治療担当者の共同研究に関する定期会合を開催している。 
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プローチが必要である。

また、令和元年度計画内

に記載のあった免疫療法

と重粒子線治療の組み合

わせも引き続き推進が必

要である。 

 

・内用療法では効果をさ

らに高めるため、副作用

の評価・低減を計画的に

進め、社会実装を目指し

た一層の推進が必要であ

る。 

 

・重粒子線治療の更なる

普及を目指して、国内の

みならず国際的な連携を

進めるとともに、量子メ

ス技術開発の加速を期待

する。 

 

 

 免疫療法との併用では、論文化された基礎研究、臨床検体解析の結果などを背景とし

て、それぞれ子宮頸癌と肝細胞癌を対象とする２つの医師主導治験の準備が順調に進

み、令和３年度第一四半期の登録開始を目指している。 

 内用療法では効果を更に高めるため、既存のベータ線放出核種のみでなく、効果が高

く体内飛程が短いため副作用が少ないとされるアルファ線放出核種 211At、225Ac製剤

の利用を更に進めている。副作用の評価に必須の線量評価研究を着実に進め、量研が

中心となり、部門間・拠点間横断的な取組として高崎研と共同で「標的アイソトープ線

量評価研究会」を立ち上げ、オールジャパンでの線量評価研究の推進を進めている。ま

た、部門間・拠点間横断研究として高崎研と共同で 211At-MABG治療における副作用の

低減研究を計画的に進めており、着実に成果を上げている。さらに、社会実装を目指し

た推進として①211At-MABG 治療では福島県立医科大学との共同での臨床治験では令和

３年度の臨床治験開始を目指して、PMDA との戦略相談を進めている。また、②64Cu-

ATSM の医師主導治験では第Ⅰ相医師主導治験レベル３を順調に実施し、量研から技術

移転により、国立がん研究センター中央病院でも新たに治験薬製造を可能にするなど、

第Ⅱ相さらに薬剤承認を視野において、薬剤製造体制を強化し、さらには JSTの START

研究に採択され、QSTベンチャーの設立・薬剤製造を目指すなど、着実に薬剤承認に向

けの推進体制を整えている。 

 重粒子線治療の普及に向けて、保険適応の拡大を目指して、先進医療 B 臨床試験の継

続に加え、先進医療 A多少症例の全例登録に基づく先進医療会議への定期報告の実施、

重粒子線治療の優位性を示すための疾患毎のシステマティックレビュー作成作業、全

例登録症例の治療成績解析を開始している。量子メス技術開発としては、超伝導電磁

石試作機について磁石全体の組み立てが完了した。またコイルの最適化により蓄積電

流の増大を実現する技術を開発した。 

【研究開発に対する外部

評価結果、意見】 

【研究開発に対する外部評価結果、意見等】 

 病理学的な変性の解析に加え、機能面での分析も進み、治療的介入への道筋が見出さ

れつつある。一方、DREADDによるサルの脳神経回路操作など先進的な取組も進んでい

る。PETプローブ開発ではアライアンスを形成して産学連携を推進し、橋渡しも進ん

でいると評価できる。新たに開始した MABBも大きな社会貢献が期待できる。研究の

最前線で世界と互角以上に競争し優れた論文を多く発表していることは、マネジメン

トの適切さを証明するもので高く評価できる。次年度以降も優れた成果を上げ続けて

いくものと期待する。 
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 部門・拠点や産業界との連携が円滑かつ効果的に実施され、核種の製造法から標識薬

剤開発、基盤整備、また生物学的評価と安全評価が進展している。[211At]MABG臨床

試験の実施も近く、マネジメントの適切さがうかがえる。高 IF、高引用数の論文が複

数あり、特許出願などの実績も十分である。海外受賞などの成果も挙がっているが、

特に、非常に困難と予想された 225Acの製造法を開発・確立したことは高く評価でき

る。我が国のリーダーとしての役割を果たすことを期待する。 

 がん治療の保険適用の拡大を目指し、がんの種類による治療成績の分析が進められ、

他放射線治療と比較して重粒子線治療の優位性を実証する成果を出している。また量

子メス装置に関する技術開発が企業との強力な連携のもとで進められていることは、

我が国の重粒子線がん治療装置の世界における優位性を更に高める点で高く評価され

る。マルチイオン照射に向けた生物効果とそのメカニズムに関する研究、免疫療法と

重粒子線治療の併用なども年次計画を上回る成果を上げている。今後も本分野におけ

る主導的役割を期待する。 

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ｎｏ．４ 放射線影響・被ばく医療研究 

関連する政策・施策 ＜文部科学省＞ 

政策９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

施策９－３ 健康・医療・ライフサイエンスに関する課題への対応 

当該事業実施に係る根拠（個別

法条文など） 

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構法第 16 条 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する研究開発評価、政策評

価・行政事業レビュー 

令和３年度行政事業レビューシート番号 ＜文部科学省＞0249 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基 準

値等 

平成 28

年度 

平成 29

年度 

平成 30

年度 

令和元

年度 

令和２

年度 

令和３

年度 

令和４

年度 

 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３

年度 

令和４

年度 

 

論文数 
－ 86報  

(86報) 

54報  

(54報) 

92報  

（92報） 

82報  

(82報) 

89報  

（89報） 

  予算額（千

円） 

1,765,603 1,709,333 1,500,069 1,506,934 1,238,027   

TOP10 ％

論文数 

－ ３報  

(３報) 

２報  

(２報) 

３報  

（３報） 

３報  

(３報) 

２報  

（２報） 

  決算額（千

円） 

1,860,130 2,066,622 1,899,445 2,041,428 2,225,826   

知的財産

の創出・

確保・活

用の質的

量的状況 

－ 出願０件 

登録４件 

出願２件 

登録１件 

出願２件 

登録０件 

出願３件 

登録０件 

出願４件 

登録０件 

  経常費用

（千円） 

2,314,847 2,123,168 2,080,486 1,997,029 1,980,037   

         経常利益

（千円） 

28,624 10,311 △53,357 △57,457 △33,636   

         行政サー

ビス実施

2,459,761 2,239,644 2,089,953 ― ―   
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コスト（千

円） 

         行政コス

ト（千円） 

― ― ― 2,691,402 2,168,616   

         従事人員

数 

60 79 83 74 74   
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標、中長期計画、年度計画 

主な評価軸（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

【評価軸】 

①放射線影響研究の成果

が国際的に高い水準を達

成し、公表されている

か。 

 

 

【評価指標】 

①国際水準に照らした放

射線影響研究成果の創出

状況 

 

 

【モニタリング指標】 

①論文数 

 

②TOP10％論文数 

 

③知的財産の創出・確

保・活用の質的量的状況 

 

Ⅰ.1.(4) 放射線影響・被ばく医療研究 

1）放射線影響研究 

 被ばく時年齢依存性に関して、動物実験で得られた腫瘍の病理解析を行い、リンパ腫・

甲状腺がん・肝がんの被ばく時年齢依存性の評価を進めた。リンパ腫のリスク解析の

論文を公表し（J Radiat Res IF 2.0）、一部のがんで原因遺伝子を明らかにした（日

本放射線影響学会優秀演題発表賞 令和２年 10月）。 

 線質に関しては、炭素線、中性子線によるマウスの寿命短縮の年齢別の生物学的効果

比、肺がん誘発の生物学的効果比の評価を計画通りに進めた。 

 放射線発がん影響の修飾の効果については、他分野でも有用で汎用性の高い腸腫瘍悪

性化のマウスモデルの開発に成功し、小児期の被ばくによる腸腫瘍の悪性化をカロリ

ー制限が予防すること、カロリー制限は成人期からでも有効であることも解明した

（Anticancer Res IF 2.0、プレス発表令和３年３月５日）。妊娠経験による放射線誘

発乳がん低減効果に関して機構解析を継続し、母親の高脂肪摂取の子世代への影響に

関して、腫瘍以外による死亡率の増加の再現性を確認し、死因の病理解析を継続した。 

 生活リズムの乱れや心理的ストレスの短期影響を明らかにし、さらに放射線発がん影

響に対する修飾及び低減効果を明らかにするため長期飼育を継続し、順次、病理解析

を実施した。 

 低線量率放射線の影響については、復興特別会計終了後も文科省、環境省の外部資金

を獲得して、甲状腺がん、消化管腫瘍リスクの解析、被ばく中の組織応答の解析を継続

した。 

 次世代ゲノム・エピゲノム技術等により、放射線誘発マウス胸腺リンパ腫のエピゲノ

ム異常の年齢依存性、消化管腫瘍の放射線に起因するゲノム異常の評価手法開発、リ

ンパ腫・肝がん・乳がん・肺がん等のゲノム異常を探索した。その結果、中性子線及び

γ 線被ばく後のラット乳がんの亜型及び変異遺伝子がヒト乳がんのそれと共通してい

ることを解明したが、これは動物での影響をヒトに適用する参考となる知見である。

さらに、令和元年度の遺伝子改変モデルでの報告に続き、野生型の乳がんモデルでも

介在欠失変異が放射線の特徴であることを発見して、介在欠失変異が放射線誘発がん

に特徴的であるという法則性を示した（Anticancer Res IF2.0）。 

評定：Ｂ 

【評定の根拠】 

以下のとおり、年度計画を達成する成

果を創出した。 

他分野でも有用なマウスモデルの開発

に成功し、放射線影響に対するカロリー

制限の予防効果を解明して、被ばく後の

不安解消に繋がる成果を得た。また、放

射線誘発ラット乳がんのヒト乳がんとの

共通性を解明して、動物での影響をヒト

に適用する参考となる知見を得た。さら

に野生型ラットの乳がんでも介在欠失変

異を発見し、この変異が放射線誘発がん

に特徴的であるという法則性を示した。

また、ラット乳腺幹細胞の応答評価と抵

抗性増殖細胞の発見は、発がんの起源解

明につながる知見である。（評価軸①） 

月面上の地形特性の利用や使用する材

料によって、宇宙において現実的な放射

線防護が可能であることを示した。水等

価線量評価手法を開発し、RBE に代わる

新たな指標を提案した。さらにこの解析

法により、超高線量率での障害が少なく

なる機序の一端を解明した。加えて、重

粒子線治療の二次がんリスク評価に活用

できる遡及的線量評価システムを完成し

た。さらに、魚介類の放射性ストロンチ

ウム濃縮係数のデータベースを公開し、

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目

的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動

による成果、取組等について諸事情を踏まえ

て総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最

大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の

創出の期待等が認められ、着実な業務運営が

なされているため。 

一部においては顕著な成果の創出がみられ

た研究もあったが、総合的にみて自己評価通

りのＢと判断した。 

 

■文部科学大臣が所掌する事項に関する評価 

（定量的な実績） 

・ 論文数（82 報→89 報）、TOP10％論文数（3

報→2 報）、知的財産の創出・確保・活用数

（出願 3 件→出願４件）について、すべて

前年並みであり、着実な成果創出といえる。 

 

（定性的な実績） 

・ QSTの責務でもあり、社会的意義が極めて大

きい放射線影響・被ばく医療研究について、

年度計画に沿った成果を着実に上げている

ことは評価できる。 

 

（顕著な成果） 
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 ラット乳腺幹細胞の放射線応答が細胞の種類（基底細胞･内腔細胞）により大きく違う

ことを示し、これを通してモデル解析に使用できるパラメータを取得した（Radiat Res 

IF2.0）。関連した実験で、乳腺にごく少数の放射線抵抗性増殖細胞が存在することを

発見し、発がんの起源解明に繋がる知見となった （Radiat Environ Biophys IF1.3）。

また、マウス髄芽腫の幹細胞を評価する実験、遺伝子改変ラットモデルの発がん実験

を継続し、遺伝子変異によるリスクの違いを確認した（日本放射線影響学会優秀演題

発表賞 令和２年 10 月）。さらに、様々な組織の幹細胞を長期に追跡できる遺伝子改

変マウスの実験系を立ち上げ、実験を開始した。 

 肺がんリスク評価に重要な屋内ラドン濃度について、環境パラメータに依存した屋内

への流入・流出に関するモデルを開発したことにより、屋内の空気品質評価や国民線

量の推定に利用可能になった。 

 国際宇宙ステーション軌道上よりも過酷な放射線環境である月や火星等の深宇宙へと

有人探査が移行しつつある現状に鑑みて、令和元年度の宇宙環境における線量計測の

成果をさらに発展させ、月面上の地形特性を利用すること（J Radiol Prot IF 1.3, プ

レス発表令和２年 10月１日）や、効果的な遮へい機能を有する宇宙機材料（Life Sci 

Space Res IF 2.5）によって、現実的な放射線防護が可能であることを示した。 

 蛍光プローブを用いた OH ラジカル定量測定により水等価線量評価手法を開発した

（Radiat Phys Chem IF 2.2）。これを基盤として、異なる線質の放射線の生物効果を

統一的に記述可能な、直接作用と間接作用の比を基準とした RBE に代わる新たな指標

を提案した（J Radiat Res IF 2.0)。さらに、この解析法を用いて、超高線量率放射

線治療（FLASH）において、陽子線の線量率に対するラジカル生成率の変化を実測した

結果、放射線の飛跡近傍の急激な低酸素化を実験的に示し、正常組織障害が少なくな

る機序の一端を解明した（RSC Adv IF 3.1, プレス発表令和２年 10月 27日）。 

 医療現場や原子力災害事故等での内部被ばく線量評価の精度向上のため、大気中放射

性核種測定装置のトロンガスの影響を明らかにした。これまでに開発した患者被ばく

線量の評価システムに、患者の BMI 値を用いて臓器被ばく線量評価の精度を向上する

機能や、患者体厚を考慮した線量指標を算出する機能を追加する開発を進めた。これ

までに検査の線量評価のために開発した DICOM からのデータ収集技術を応用し、重粒

子線治療の２次がん発生リスク評価に活用できる遡及的線量評価システムを完成した

（J Radiat Res IF 2.0）。（評価軸①、評価指標①） 

 放射線リスク・防護研究基盤（PLANET）運営委員会で検討した重点研究課題について、

「動物実験データを利用した線量率効果係数の解析（Radiat Res IF2.7）」に続き、「動

その解析によって現実的な生活圏安全評

価に貢献することが期待される。（評価軸

①、評価指標①） 

副作用が少なく、高い修復能を有する

治療候補薬の開発に関して、企業と共同

で国際特許を出願した。放射線障害治療

薬の開発につながる成果である。（評価軸

①） 

放射性核種の生体内化学形解析に加

え、微量尿試料のウラン定量化手法を確

立した。この技術を用いて多価アクチニ

ドの移行特性を示した。また、ウラン体

内動態研究では腎臓尿細管の一細胞イメ

ージングを確立した。効率的な除染法の

開発に大きく貢献するデータである。（評

価指標①） 

人工知能を導入した迅速染色体画像解

析法に関し、同一細胞の PNA-FISH・ギム

ザ染色画像作成技術を構築し、ギムザ染

色画像の判定精度の向上のための教師デ

ータを作成した。さらに、染色体断片が

線量評価の指標として使用できることを

実証し、その使用条件を明らかにした。

従来３日間を要していた解析を 10 分間

で行えるようになるこのシステムは被ば

く事故現場の対応状況を劇的に改善する

可能性を有している。（評価軸①、評価指

標①） 

これら多くの成果が高い水準の国際誌

に発表され、ヒトの影響評価に繋がる基

礎的発見や放射線誘発がんの特徴の法則

性の解明等、様々な環境や治療に応用で

・ 腸腫瘍の悪性化を評価できるモデルマウス

の開発に成功するとともに、小児期の被ば

く後の腸腫瘍の悪性化に対するカロリー制

限の予防効果をモデルマウスを用いて証明

したことは、被ばく医療の点で価値が高い

と判断する。 

・ AI による染色体線量評価について、染色体

画像判定アルゴリズムの改良を行い、その

有用性や判定時間の短縮を確認した。安全

保障上、重要な被ばく医療の分野で重要な

成果であり、先進的な取組が進められてい

る点を高く評価する。染色体画像評価の従

来法が抱える問題点（結果が解析者の熟練

度に依存すること、解析に時間を要するこ

と、人材不足である事など）を解決する技術

革新となりえることから、社会実装に向け、

精度を向上し、汎用性あるツールとして確

立することを期待する。 

・ 魚介類における放射線の濃縮係数に関する

データベースの構築・公表は国際的にも高

く評価されており、貴重で卓越した成果で

あると認められる。不確実性の小さいデー

タによる現実的な生活圏安全評価への貢献

が期待され、社会的な意義も高く重要であ

る。 

・ 過酷な宇宙放射線環境である月での被ばく

線量について、月面上の地形特性を利用す

ることで減少できることを示し、さらに企

業との共同研究により、複合材料が宇宙機

用遮へい材料として効果的な遮へい機能を

有することを見出したことは高く評価す

る。国際宇宙ステーション軌道よりも過酷
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物実験における線量率効果検討の基盤となる生物学的メカニズムに係わる論文レビュ

ー」の論文を投稿準備や、新たに早期発症モデルの検討を開始し､日本保健物理学会で

取組を発表した。 

 国外機関連携として、経済協力開発機構／原子力機関（OECD/NEA）の低線量放射線リス

クに関する専門家グループの会合（令和２年７月、Web 会議）や､Radiation/Chemical 

AOP Workshop に参加（令和２年 10月、Web会議）した。 

 放射線影響アーカイブ「J-SHARE」の利活用促進に向け、外部有識者を含む運営組織委

員会を設立し､第１回会議を開催した（令和３年２月２日）。J-SHAREを利用した共同研

究４報が採択された。 

 生活圏に放出された放射性核種の土壌-土壌溶液間分配係数（Kd）に関し、我が国で初

めて実環境中でのプルトニウム等のデータを取得など移行挙動の解明を進めた。さら

に、これまで蓄積された生息水から魚介類への放射性ストロンチウムの濃縮係数のデ

ータを収集し、データベース化して公開した。これまでの不確実性の原因が明らかに

なり（Env Sci Technol IF 7.8）、現実的な生活圏安全評価に貢献する。（評価軸①、

評価指標①） 

2）被ばく医療研究 

 副作用が少なく、高い小腸放射線障害修復能を有する新規糖鎖治療候補薬の開発に関

して、企業と共同で国際特許を出願した（令和２年８月７日）。 

 がんや疾病との関係が示唆されつつもこれまで困難だったマイクロサテライトのゲノ

ムワイド解析を可能にし、iPS 細胞でこれらが不安定であることを見出した。 

 がん治療分野では、がん細胞の中でも特に浸潤リスクが高い「高浸潤性がん細胞」を標

的とし、細胞生存率に影響のない低濃度で「浸潤能を効率よく阻害」できる薬剤を見出

した（BMC Cancer IF 3.2）。副作用の少ない浸潤抑制剤の開発に貢献する可能性があ

る。  

 放射線により水中にクラスター状に生成する高濃度過酸化水素の検出とその距離の測

定に成功し（Free Radic Res IF2.8）、またアスコルビン酸によるニトロニルニトロキ

シルラジカル消去反応に量子トンネル効果が関与していることを明らかにした（Chem 

Commun IF 6.0）。 

 原子力規制庁からの委託研究（平成 29～令和元年度）において開発した小児用甲状腺

モニタの軽量化を行うとともに、同様に原子力規制庁の委託研究により行った先行研

究（平成 30～令和元年度）の成果をもとに AIによる染色体画像判定アルゴリズムの改

良を行った。後者では、同一細胞の PNA-FISH・ギムザ染色画像作成技術を構築し、汎

きる成果を創出し、放射線防護・放射線

障害治療への貢献が期待されることから

自己評価 Bとした。 

 

【課題と対応】 

研究は計画通り着実に進んでいるもの

の、定年制職員の減少に伴う人材不足が

予想されるため、長期的な研究に係わる

ことのできる人材の確保が急務である。 

低線量被ばく分野・放射線障害治療の研

究は、社会的ニーズも強く、今後も長期

的な視野で取り組んでいく必要のある研

究であることから、継続的に取り組んで

いく。低線量率発がんリスクに関しては

外部資金によって研究を継続する。研究

費の確保が課題である。 

いくつかの具体的成果に関しては、今

中長期計画内で高度化、そして実際の利

用へ向けた取組を加速させる。同じく、

他のプログラムに関しても、観察・発見

及び分子メカニズムの理解から、最後の

２年間でその「制御」に向けた取組を加

速させ、効率的除染法等へ繋げたい。 

中長期計画のまとめに向けて、これまで

の成果の総括と次期中長期計画に向けた

研究計画の立案を積極的に行っていく。 

な放射線環境である月や火星等の深宇宙へ

と有人探査が移行しつつある現状に鑑み

て、宇宙環境における放射線防護研究は重

要であり、また本研究分野に人材を引き付

けえることから、今後の研究の発展を期待

する。 

 

（研究開発マネジメントの取組） 

・ 国際的に一定の評価のある学術雑誌へ着実

に成果が発表され、また、企業、大学、他機

関との連携も行われている。地道で堅実な

研究活動に加え、独自性があり、かつ、意義

深い研究も進められており、適切な研究開

発マネジメントが行われていると評価でき

る。 

 

＜今後の課題＞ 

・ 放射線影響・被ばく医療研究は安全保障の

点で特に重要な科学技術であり、長期的な

研究に係わることのできる人材の確保や目

的にあった人材配置が望まれる。 

・ 宇宙環境における放射線防護研究（特に宇

宙線の人体影響評価）については、この分野

に人材を引き付ける要素にもなるため、今

後注力が望まれる。 

 

＜その他の事項＞ 

（部会からの意見） 

・ QSTならではの貴重な活動である。Bの自己

評価であるが、地味な活動を着実に進めて

いる。 

・ 社会的な要請が非常に高く、QSTへの期待も
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用性は高いが判定には経験を要するギムザ染色画像の判定精度の向上のための教師デ

ータを作成した。さらに、染色体断片が線量評価の指標として使用できることを実証

し、その使用条件を明らかにした。また、Pu と U による創傷汚染に対するモニタリン

グ手法として、創傷部の血液を採取したろ紙を蛍光 X 線分析する方法を先行研究によ

り提案したが、開発したピークフィッティング手法により、Uが Puの 500 倍程度存在

する場合においても両者が弁別できることを確認した。 

 除染剤と配位した放射性核種の動物体内における移行速度解析を進め、多価アクチニ

ドの移行特性を示した。 

 量子ビーム技術を積極的に取り入れ、放射性核種の生体内化学形解析に加え、微量尿

試料のウラン定量化手法を確立した（Minerals, IF 2.4）。 

 ウラン体内動態研究では分布解析の精細化を進め、マイクロ PIXEによる腎臓尿細管の

一細胞イメージングを確立した（Minerals, IF 2.4）。 

 平成 29年６月に原子力機構大洗研究開発センターで発生した核燃料物質による内部被

ばく事故に被災した作業員から得られた線量計測値について、体内除染剤の効果を考

慮した体内動態モデルを用いた解析を継続した。アクチニドバイオアッセイに関して、

令和元年度参加した国際間相互比較試験（PROCORAD）において分析精度が良好に維持

されていることを確認するとともに、Pu と Np が混在した試料を対象として質量分析

法を用いた手法を提案した。 

大きいところであり、期待に沿った成果で

ある。 

・ 放射線影響に関して対象としている研究テ

ーマがやや広い印象（焦点が絞られていな

い）で、被ばく医療に関連した研究テーマ、

治療開発を視野に入れた研究テーマなどに

区分けしてはどうか。 

 

■原子力規制委員会が所掌する事項に関する

評価 

原子力規制委員会国立研究開発法人審議会に

おいて以下の意見が示されており、成果の創

出や将来的な成果の創出の期待等が認めら

れ、着実な業務運営がなされていると評価し

た。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 放射線影響研究では、従来の良性腸腫瘍モ

デルマウスを改良して、悪性化を評価する

ことが可能な、汎用性の高い実験系を開発

することに成功した。開発された高い汎用

性の実験系によって、影響評価研究がさら

に進展することが期待される。 

 放射線誘発ラット乳がんと人乳がんとの共

通性の解明、魚介類の放射性ストロンチウ

ム濃縮係数のデータベースの公開、微量尿

試料のウラン定量化手法の確立など単なる

基礎研究にとどまることなく、社会に還元

できる可能性の高い研究であると評価でき

る。 

 被ばく医療研究では、新規糖鎖による放射

【前年度主務大臣におけ

る指摘事項等への対応状

況】 

・放射線被ばくに特徴的

な「欠失変異」を明らか

にしたことは、低線量・

低線量率放射線の発がん

影響についての重要な成

果と言えるが、今後、別

種のがんでも類似の変異

等を探索し、一般性を確

認していくことが必要で

ある。 

【前年度主務大臣評価における指摘事項等への対応状況】 

 

 

 これまでに、発がんの原因であるがん抑制遺伝子の片方が改変された動物モデルを用

い、マウス髄芽腫及びラット腎がんにおける放射線被ばくに特徴的な「欠失変異」を同

定した。令和２年度は、遺伝子改変されていない野生型ラットの乳がんにおいて、原因

遺伝子に対応するゲノム領域の欠失変異を明らかにした。今後は、腸管がんについて

検証を進める。これらの検証を通じて、「被ばくに特徴的な欠失変異」という法則を適

応できるがんと、出来ないがんを明らかにし、その発がんメカニズムの違いについて

の解明を進め、一般性の確認を進める。 
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・今後も社会的なニーズ

に沿った研究開発を継続

し、被ばく医療をはじめ

とする医療と放射線に関

係する課題に応用可能な

成果を創出することが期

待される。特に内用療法

や PET 検査等、放射線を

用いた治療・診断におけ

る「副作用」の評価や軽

減など、社会的インパク

トの大きい課題解決のた

め、関連分野との情報共

有と連携を望みたい。 

・放射線影響や被ばく医

療の研究分野では今後の

研究人材不足が課題であ

るため、研究人材確保に

取り組むとともに、AI を

利用した省人化や遠隔化

などの ICT活用も検討し

ていくことが重要であ

る。 

・低線量・低線量率の放

射線影響研究とその防護

につながる評価手法・技

術・データバース構築な

どは、学術的成果だけで

なく国際的な動きに対応

することでより大きなイ

ンパクトをもたらす可能

性がある。とくに、ゲノ

 重粒子などの放射線治療後の正常組織における二次がんリスクについて、量研内で情

報交換を行った。また、重粒子線治療の二次がんリスク推定に活用できる線量評価シ

ステムを開発した。今後も、動物実験から得られるリスクの生物効果比と治療中の線

量分布データ、及び被ばく線量推定モデルなどの量研内の情報共有と連携を更に進め

る。また、被ばく医療研究では、企業と連携して、放射線治療で問題となる腸管障害の

副作用を軽減する治療薬の開発を進めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 研究人材の確保のため、連携大学院や共同研究機関から若手研究者を受け入れ、人材

育成に努めている。J-SHARE を活用して、共同研究者とのデータ共有及び遠隔病理診

断を推進する。令和３年度からは、J-SHARE に保存された病理組織標本のデジタルデ

ータについて AI を利用した解析を開始する予定であり、令和２年度はその準備を実施

した。（放射線影響） 

 AI（深層学習）を導入することで迅速染色体画像解析法の開発に取り組んできた。こ

の結果、従来熟練者が３日間を要していた解析を 10 分間で行えるようになった。この

システムは被ばく事故現場の対応状況を劇的に改善する。（被ばく医療） 

 国際的な動きへの対応については、低線量・低線量率被ばく後の長期動物実験による

リスク評価は国際的にも数機関しか実施できず、令和２年度に開催された OECD/NEA 

High-level Group 会議において各研究機関の長期動物実験条件の情報共有の必要性が

提言された。今後、PLANET 及びアーカイブ等を通じて、引き続きこの動きに対応す

る。ゲノム技術に関しては、放射線被ばくで真にリスクのある臓器に関して、ゲノム技

術等による放射線発がんメカニズムを解析しており、今後も継続して取り組む。放射

線影響研究の戦略と研究進捗の社会への説明については、令和２年度に複数のプレス

発表等を通じて実施し、今後も広報活動を継続する。これらを通して、令和２年度の環

境省・文部科学省等の研究費獲得に続いて、更なる研究費の獲得につなげる。 

 

線障害治療効果の作用機序を解明した。こ

れは、適用する医療効果への信頼性を増す

とともに、さまざまな医療応用につながる

成果である。 

 月面上の地形特性の利用による月で生活す

るための放射線防護の研究は、未来に向け

た不可欠な研究として高く評価したい。 

 染色体による線量評価法として AIを導入し

短時間で人と同じ精度の評価が可能なこと

を示した今後の実用化に大きな期待がかか

る成果である。 

 

＜今後の課題・改善事項等＞ 

 被ばく医療研究でのがん治療法の研究（が

ん細胞の浸潤抑制剤の開発）は優れた成果

ではあるが、中長期計画及び年度計画に沿

った研究とは判断できないため、被ばく医

療研究の顕著な実績と認めることはできな

い。 

 定年制職員の減少に伴う人材不足が予想さ

れている。福島事故を経験し、放射線影響研

究と被ばく医療研究では世界をリードして

いくべき我が国の基幹研究機関として長期

的な研究に従事する人材の確保が急務であ

る。放射線影響研究も医療被ばく研究の全

体戦略の中でどこまで進展しているかがわ

かるようなロードマップを示すことが社会

から理解され高い評価を得るために不可欠

である。 

 前年度以前からの研究継続によって科学的

知見が蓄積されてきている。社会的ニーズ

も強く、今後も長期的な視野で取り組んで



44 

 

ム技術などによるメカニ

ズム解析は顕著な成果を

毎年創出している。低線

量・低線量率の放射線影

響研究は社会的にも高い

関心を持って注目されて

いることから、全体の放

射線影響研究の戦略の中

で研究進捗のわかりやす

い社会への説明が行われ

ることで国の研究費の獲

得にもつながると期待さ

れる。 

・被ばく医療研究では、

大規模災害時のトリアー

ジ線量評価法の開発、甲

状腺被ばく測定に関する

技術開発などの実用的な

成果は社会への発信が重

要となる。高線量の放射

線障害治療法に関する基

礎研究は、放射線事故や

放射線治療に伴う障害な

どの研究が放射線障害治

療法の全体戦略の点から

どこまで進展しているの

かを示すことが社会の理

解にとって必要であろ

う。 

・低線量・低線量率被ば

くに於けるリスク評価研

究では、大規模で長期的

 

 

 

 

 

 

 

 原子力規制庁安全規制研究（平成 29～令和元年度）で開発した甲状腺モニタについて

は、引き続き改良を進め、軽量化・小型化を行っている。同じく規制庁研究で進めてい

た染色体 AI については、令和元年度にフィジビリティスタディは終了し、令和２年度

から実用化研究に移行し、令和２年度成果発表において A 評価を受けた。これらは原

子力災害時などの大規模放射線事故時の多数の被ばくモニタリングの状況を激変させ

得るものと考えている。いずれも規制庁の成果報告会で発表し、その模様は動画配信

により社会へ発信されている。また、数値シミュレーションを用いた被ばく事故時の

線量再構築や XRF を用いたアクチニド傷汚染モニタリングの開発などを進めた。 

 高線量の放射線障害治療法に関する基礎研究については、より実際の医療に向かう研

究に取り組んだ。皮膚や消化管障害への応用を目的とした高硫酸化ヒアルロン酸は特

許出願を終え、企業と共同で放射線治療を含む多くの分野への展開を始めた。また放

射線がん治療においても、浸潤細胞の活性を正常細胞に害を与えない低濃度で抑える

薬剤を見出した。さらに、iPS 細胞に関しては、放射線障害後の急性骨髄障害治療にお

いて iPS 細胞から作製される血液細胞を用いることを想定し、iPS 細胞の高品質化を

進めている。これらの成果は論文、学会等で発表した。今中長期計画終了に向けてより

出口に近い研究を意識し、この流れを加速する。 

 この分野の限られた研究人材を活用するため、国内外の大学や研究機関との連携研究

をこれまで以上に推進する。国内連携では､PLANET に参画している国内の放射線研

究機関（大学・研究所など）と、低線量・低線量率被ばくの課題抽出や過去のデータの

再解析やレビューなどを進めている。国外連携については、OECD/NEA や MELODI

と情報共有しながら進めている。競争的資金は、外部の大学や研究機関と共同して獲

得しており、量研が動物実験、解析サンプル供与、J-SHARE による病理組織標本デジ

タルデータ共有を担当し、複数の連携機関の特性を生かした連携を可能にしてきた。

J-SHARE については、データの登録を継続するとともに、連携を進めるための外部利

用委員会を立ち上げた（令和３年２月）。今後も、データの公開を順次進めるとともに、

行く必要のある研究である。低線量率被ば

くの発がん影響研究が外部資金確保で遂行

されているが、短期間で成果を出せない基

礎的な研究には定常的な研究費が確保され

る必要がある。 

 低線量・低線量率被ばくにおけるリスク評

価研究は、社会のニーズが高く研究の進捗

が期待されるところであるが、長期間の研

究継続が必要である。しかし、非常に地味な

研究であり、QST の努力だけでは限界があ

り、オールジャパンの関係者の理解と協力

が必要である。そのための戦略と実践活動

を QSTに期待したい。 
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な視野に立った研究が必

要で、短期間で成果の出

せない基礎的な研究は安

定的な研究資金と研究人

材の確保が不可欠であ

る。しかし、現在の我が

国の研究環境では、資金

は競争的資金に頼らざる

を得ない。一方、この分

野の研究人材も限られて

おり、国内外での連携研

究を推進する必要があ

る。量研は、国立研究開

発法人の特徴を活かし、

安定的な資金の確保を目

指すと共に、現在整備を

進めている PLANET や

J-SHARE の活動をさら

に一歩進め、将来的には

実際の連携研究のネット

ワークの構築等を視野に

入れた活動も期待され

る。 

遠隔病理診断を推進する。これらの取組を通して、放射線影響研究のネットワークの

構築を目指す。 

 

【研究開発に対する外部

評価結果、意見等】 

【研究開発に対する外部評価結果、意見等】 

線量評価と影響評価の両面において、分子・細胞、および動物個体レベルの研究が的確に

進められている。線量評価に関しては様々な「場」（環境、宇宙、医療現場）での測定技

術の開発と実態調査が挙げられている。それぞれの場における「影響」と関連付けた線量

評価が期待される。影響評価では、放射線発がんの修飾要因に関する情報が取りまとめら

れており、メカニズム解明への展開が期待される。適切なマネジメントのもと、戦略的研

究推進のための研究基盤（PLANET）形成、放射線影響アーカイブ「J-SHARE」の利活用促

進に取り組んでいる一方、B リンパ腫の発がんなど多くの科学論文、研究発表の受賞な

ど、インパクトのある研究も進んでいる。 
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原子力災害等、緊急の対応が必要な状況における迅速かつ効率的な線量評価手法と、生

体内アクチニドの分布の解析と排出促進、並びに放射線障害修復薬の開発の分野におい

て進展が認められる。それぞれメカニズムの解明から制御の方向へ展開しつつあること

は適切である。多くの企業、大学等との共同研究に取り組み、研究テーマ毎にユニークか

つ興味深い研究成果が報告されており、研究開発マネジメントは適切に行われていると

評価する。 

 

４．その他参考情報 

 決算額が予算額を上回った理由は、受託や共同研究及び自己収入等の収入の増額によるものであり、これらの資金を有効に活用することで、着実な成果の創出がなされたと認められる。 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ｎｏ．５ 量子ビームの応用に関する研究開発 

関連する政策・施策 ＜文部科学省＞ 

政策９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

政策８ 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 

施策８－３ 研究開発活動を支える研究基盤の戦略的強化 

＜復興庁＞ 

政策 復興施策の推進 

施策 東日本大震災からの復興に係る施策の推進 

当該事業実施に係る根拠（個別

法条文など） 

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構法第 16 条 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する研究開発評価、政策評

価・行政事業レビュー 

令和３年度行政事業レビューシート番号 ＜文部科学省＞0249, 0234 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準

値等 

平成 28

年度 

平成 29

年度 

平成 30

年度 

令 和 元

年度 

令 和 ２

年度 

令和３

年度 

令和４

年度 

 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年

度 

令和３

年度 

令和４

年度 

 

論 文 数

（※） 

― 240報  

(243報) 

267報  

(267報) 

250報 

(250報) 

264 報 

（264 報） 

271報 

（271報） 

  予算額（千

円） 

4,738,374 5,040,154 5,115,730 5,132,901 4,691,849   

TOP10％論

文数 

― ８報  

(８報) 

12報  

(12報) 

９報 

(９報) 

12報 

(12報) 

９報 

(９報) 

  決算額（千

円） 

5,698,795 5,724,075 6,801,270 5,702,293 5,587,012   

知的財産

の創出・確

保・活用の

質的量的

状況 

― 出願 7件 

登録 13件 

出願 23件 

登録 6件 

出願 36件 

登録 13件 

出願 48件 

登録 18件 

出願 37件 

登録 15件 

  経 常 費 用

（千円） 

5,964,546 6,082,492 5,832,791 5,306,391 5,432,442   
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学協会賞

等受賞数 

― 26件 18件 19件 24件 11件   経 常 利 益

（千円） 

110,877 △156,875 92,825 △19,896 △85,534   

研究成果

関連プレ

ス発表数 

― 11件 25件 15件 21件 20件   行政サービ

ス実施コス

ト（千円） 

4,682,180 6,526,820 5,686,346 ― ―   

共同研究

数（大学・

公的機関・

民間） 

― 142 件

（ 重 複

案 件 あ

り）（大

学71件、

公 的 機

関59件、

民間 21

件） 

153 件

（ 重 複

案 件 あ

り）（大

学84件、

公 的 機

関55件、

民間 28

件） 

169 件

（ 重 複

案 件 あ

り） 

（ 大 学

93件、公

的 機 関

55件、民

間39件） 

158 件

（ 重 複

案 件 あ

り） 

（ 大 学

88件、公

的 機 関

53件、民

間36件） 

157 件

（ 重 複

案 件 あ

り） 

（ 大 学

93件、公

的 機 関

40件、民

間40件） 

  行政コスト

（千円） 

― ― ― 10,427,474 5,994,325   

施設共用

利用課題

数（年間課

題数） 

― 178件 183件 211件 185 件 162件   従事人員数 286 290 307 268 274   

施設利用

収入額 

― 70,168

千円 

77,189

千円 

85,524

千円 

78,804

千円 

55,284

千円 

          

優れたテ

ーマ設定

がなされ

た課題の

存在 

― ９件 ８件 ８件 ９件 ８件           

優れた成

果を創出

した課題

の存在 

― ８件 10件 13件 ９件 ９件           

※括弧内は他の評価単位計上分と重複するものを含んだ論文数（参考値）。 



49 

 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標、中長期計画、年度計画 

主な評価軸（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

【評価軸】 

①様々な分野の本質的な

課題を解決すべく、経済・

社会的インパクトが高

い、革新に至る可能性の

ある先進的研究を実施

し、優れた成果を生み出

しているか。 

 

②高輝度 3GeV 級放射光

源（次世代放射光施設）

の整備等に係る研究開発

に着実に取り組んでいる

か。 

 

③研究開発成果を最大化

するための研究開発マネ

ジメントは適切に図られ

ているか。 

 

 

【評価指標】 

①研究開発マネジメント

の取組の実績 

 

 

【モニタリング指標】 

Ⅰ.1.(5) 量子ビームの応用に関する研究開発 

＜最先端量子ビーム技術開発＞ 

 MeV 級クラスターイオンビームを用いた材料や細胞などのイメージングや分析に向け

て、クラスターイオンマイクロビーム形成のためのビーム集束光学系機器を作製し、

C60 イオンビームをイメージングに必要な数 μm 径まで集束できることを実証して、

年度計画を達成。 

 単結晶シリコンに C60 イオンを照射することにより、理論的エネルギー閾値よりも一

桁以上低い１ MeVというエネルギーでイオントラックが形成されることを世界で初め

て見出した。これは、低エネルギーの小型汎用加速器による新規材料改質の可能性を

示した成果である。（H. Amekura,（３番：K. Narumi） et al., Sci. Rep.誌, IF=4.0）

（評価軸①） 

 J-KARENレーザーの高強度化・高安定化に向けて、システム前段部にあるフェムト秒パ

ルスレーザー増幅器用励起レーザーの最適化を行い、30 フェムト秒以下の超短パルス

の安定生成に成功するとともに、更なる高品質化を目指したプラズマミラーシステム

を独自に設計するとともに設置に着手し、年度計画を達成。（モニタリング指標①） 

 レーザーを安定に運用するための制御・自動化技術として、超短パルスのパルスコン

トラストを制御するための偏光回転波手法を用いたシステムの整備、レーザーショッ

ト毎の空間プロファイルを自動診断するビームプロファイラや遠隔減光システムを導

入することにより省力化・安定化・効率化を行い、年度計画を達成。（モニタリング指

標①） 

 極短パルス発生に向けた赤外光増幅用のフェムト秒パルスレーザー増幅器を構築し、

波長２ μm帯において、パルスエネルギー１ mJ以上の出力を確認した。また、種光

の広帯域化について最適化を行い、25 fs 以下までパルス圧縮できることを確認し、

極短パルス軟 X線高次高調波発生に使用可能な性能を得て、年度計画を達成。 

 「レーザー打音検査装置」を完成させるとともに、当該技術が国土交通省の点検支援

技術性能カタログに非破壊検査技術（トンネル）として掲載。さらに、民間企業と共同

で実際の道路トンネルの定期点検業務において国内で初めて診断支援に活用され、道

評定：Ｓ 

【評定の根拠】 

〇成果の創出（評価軸①） 

国内外研究機関や産業界との密接な連

携のもと、トップダウンで進める系統的

研究と、将来展開の芽となるボトムアッ

プ研究をバランスよく展開し、学術や産

業応用上インパクトが高い顕著な成果を

複数創出した。著名学術誌（Science 主

著・共著各１報、Nat. Mater.、Phys. Rev. 

Lett.等）で論文発表するとともに、実用

技術として社会実装に結び付けた。 

特に顕著な成果として、学術面では、

基礎科学として重要な未知の化学反応プ

ロセスの可視化・実証に成功（Science）、

独創的放射光メスバウアー分光分析技術

による鉄表面の特異な磁場変動の謎の解

明（Phys. Rev. Lett.）がある。 

産業応用面では、開発したレーザー打

音検査技術が、国交省点検支援技術性能

カタログに掲載された上、道路トンネル

で初めて実用に供され、社会実装と技術

移転を完遂している。 

 

〇次世代放射光施設整備・開発（評価軸

②） 

次世代放射光施設の整備等に係る研究

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目

的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動

による成果、取組等について諸事情を踏まえ

て総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効

率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大

化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成

果の創出の期待等が認められるため。 

自己評価ではＳ評定であるが、以下のとお

り法人が根拠として示す、「著名な学術誌での

論文発表」、「社会実装」、「研究開発マネジメン

ト」の限られた成果では、論文数や特許出願・

登録件数等の指標も含め全体を総合的に見

て、特に顕著な成果の創出や将来的な特別な

成果創出の期待があったとまでは言えないた

め、Ａ評定が妥当であると判断した。 

 

（判断の根拠となる実績） 

・ 基礎科学として重要な未知の化学反応プロ

セスの可視化・実証に成功するとともに、独

創的放射光メスバウアー分光分析技術によ

る鉄表面の特異な磁場変動の謎を解明する

など、著名なジャーナルで論文を発表した。 

・ 産業応用面では、レーザー打音検査装置が

国土交通省の点検支援技術性能カタログに
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①優れたテーマ設定がな

された課題の存在 

 

②優れた成果を創出した

課題の存在 

 

③論文数 

 

④TOP10％論文数 

 

⑤知的財産の創出・確保・

活用の質的量的状況 

路トンネル点検への社会実装と技術移転を完遂。屋外で運用可能な高平均出力レーザ

ー技術の完成を評価され、日本のレーザー科学の発展に貢献した成果に授与される大

阪大学の国際賞である第 14回 大阪大学近藤賞（技術貢献賞）を受賞。これは、人の手

に頼らない新しいロボット点検技術へのイノベーションとして期待される成果であ

る。（令和３年３月プレス発表）（評価軸①、モニタリング指標②） 

 高輝度３GeV級放射光源の具体化に向けて、加速器の高度化に係る技術開発として、運

転の信頼性と容易な維持管理性を兼ね備えた高性能電子銃システムを開発し、プロト

タイプ機による性能検証実験の結果、0.6 ナノクーロンの有効電荷において、1.7 mm 

mrad の規格化エミッタンスを達成することで次世代放射光施設の電子入射器に適用可

能であることを実証。（T. Asaka, （４番：N. Nishimori） et al., Phys. Rev. Acc. 

Beams誌, IF=1.6、令和２年６月プレス発表）これにより年度計画を達成。（評価軸②、

モニタリング指標①） 

 蓄積リング加速器空胴の開発において、有害高次モード（HOM）吸収体を導入すること

で HOMを減衰する、独自開発の薄型の加速空胴により 0.9 MV加速に必要な 120 kWを

達成するなど、第一フェーズのユーザー運転に必要な３ MV 加速電圧へ確かな見通し

を立て、年度計画を達成。（モニタリング指標①） 

 運転開始当初に整備する各ビームラインの要素技術開発として、目標とするエネルギ

ー分解能性能を得るために、軟 X 線分光器の機械的安定性の向上に取り組み、回折格

子を表面で固定することで、変動を 93 nrad（側面で固定）から 63 nradに向上するな

ど、年度計画を達成。（モニタリング指標①） 

 次世代放射光施設に要求される高性能電子銃システムの実証に成功するなど、加速器

の高度化に係る技術開発を実施するとともに、ビームラインにおいては、世界で最も

高いエネルギー分解能を達成するための軟 X 線分光器の機械的安定性の向上を目指し

た要素技術開発を実施するなど、次世代放射光施設の整備等に係る研究開発に着実に

取り組んだ。さらに、ビームラインへ提供可能な磁石セルの長直線部の本数を最大化

するために薄型の大電力加速空胴を独自開発した。これは、将来的な利用研究の最大

化に繋がる成果である。（評価軸②、モニタリング指標①） 

【マネジメント】 

 コロナ禍におけるマネジメントして、地区間の密接な情報共有、意思疎通のために、オ

ンライン会議システムやスケジュール管理・ファイル共有システム等を積極的に活用

して円滑な組織運営や研究開発の進捗管理を実施するとともに、各拠点では、量研対

策本部及び自治体の要請等を踏まえ、それぞれの現地対策本部の決定に従いつつ、播

開発に着実に取り組むとともに、蓄積リ

ング加速器空胴の開発において薄型の大

電力加速空胴を独自開発した。 

 

〇研究開発マネジメント（評価軸③） 

若手・中堅研究者を対象とした外部資

金応募支援制度を構築して本格運用し、

JST「創発的研究支援事業」、「さきがけ」、

「ACT-X」、NEDO「未到チャレンジ 2050」

の採択に繋げた。 

部門内連携や若手への研究指導・支援

を積極的に推進し、顕著な成果創出に結

び付けた。 

量子技術イノベーション戦略に併せ、

Q-LEAPの枠組みを活用して「量子計測・

センシング」研究開発を精力的に推進し

た。「量子マテリアル」研究加速のため、

国内外の研究機関との連携強化、外部資

金獲得の取組等を進め、「量子コンピュー

タ」開発に向けた新プロジェクトを立ち

上げ、イオントラップ冷却イオン方式の

量子ビット研究に着手するなど、量子科

学技術の推進に組織的に取り組んだ。 

 

以上から、幅広い分野で、量子ビーム

による経済・社会的インパクトが高い特

に顕著な成果を複数創出するとともに、

成果最大化のための研究開発マネジメン

トを適切に行ったと自己評価した。 

 

【課題と対応】 

【課題】 第２期中長期計画に向け、量

認定・掲載されるとともに、民間企業と共同

で実際の道路トンネル点検業務で初めて診

断支援が実施され、社会実装と技術移転を

完遂した。 

・ 研究開発マネジメントにより、若手・中堅研

究者を対象とした外部資金応募支援制度を

構築して本格運用し、JST「創発的研究支援

事業」、「さきがけ」、「ACT-X」、NEDO「未到チ

ャレンジ 2050」の採択に繋げた。 

・ 発表論文数、特許出願・登録件数、共同研究

件数、施設利用件数、外部資金獲得件数は例

年と同程度の水準であった。 

 

＜今後の課題＞ 

・ 量子ビーム応用研究について著名な学術誌

での論文発表等、これまでよりも高い成果

の創出が認められるものの、社会実装への

成果が乏しい。過去と比べての相対評価で

はなく絶対評価としてＳとなるよう、組織

的なマネジメントも含めロードマップを検

討してほしい。 

・ 学術的にインパクトの高い成果が出てい

る。これらの成果をイノベーション創出・社

会実装に結び付けるための計画的・戦略的

な取り組みを期待する。 

・ 競争的資金獲得の組織的・戦略的活動は評

価できるが、QSTの中では民間産業に最も近

い領域であるので、民間外部資金について

も、その取り組みを活用して引き続き獲得

に努めるとともに、獲得状況を評価すべき

である。 

・ TOP10％論文数の増加、有用な知的財産の創
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磨地区では理研、東海地区については原子力機構、目黒ラボでは東京工業大学の対策

も考慮して、「新しい生活様式」に示される感染予防対策を徹底しながら業務を遂行し

た。この活動は、最先端量子ビーム技術開発のみならず、量子ビーム応用研究において

も共通的に行った。 

 領域等会議を定期的にオンライン開催し、研究進捗状況の把握や課題への早期対処に

努めた。成果最大化に向けて、機構内外・産学官との連携、人材・資金確保、成果発信・

普及等に係る方策を検討し、組織的に対応する等の取組を進めた。また、プロジェクト

レビューや毎月開催の研究発表会等を通して、研究成果の共有、連携協力の推進、人材

の育成に注力している。（評価軸③）この活動は、最先端量子ビーム技術開発のみなら

ず、量子ビーム応用研究においても共通的に行った。 

 外部資金応募支援による第２期中長期計画を担う若手・中堅研究者の人材育成を目的

として、「さきがけ」等の競争的資金獲得に向けた部門内の支援制度を令和元年度に構

築し、令和２年度において運用を本格的に開始した。この制度では、応募支援者として

各地区副所長と研究企画部外部資金担当者がチームとなり、公募内容の調査と対象者

の選出、対象者との事前面談及びチェックシートに基づく応募内容の明確化、資料作

成時のブラッシュアップを行うとともに、応募までのスケジュール管理も実施。その

結果、令和２年度募集開始の JSTの「創発的研究支援事業」２件、「さきがけ」２件、

「ACT-X」２件、NEDOの「未踏チャレンジ 2050」１件の課題が書類審査を通過し、「創

発的研究支援事業」１件、「さきがけ」１件、「ACT-X」２件、「未踏チャレンジ 2050」

１件の課題が採択された。また、不採択課題については不採択理由を検討し、令和３年

度に向けた支援を実施した。さらに、拠点間の若手研究者の交流促進のため、採用から

２年以内の若手研究者を対象に研究交流会を実施（令和３年２月）。（評価軸③、評価指

標①）この活動は、最先端量子ビーム技術開発のみならず、量子ビーム応用研究におい

ても共通的に行った。 

 高崎研では、プロジェクト制の活用により若手研究員をチーフに登用するとともに、

拠点長表彰を実施して有益かつ顕著な業績等をあげた個人、団体を顕彰し、所員の士

気高揚や能力資質の向上に努めた。心理学的アプローチによる講習等を定期的に開催

し、所員の潜在能力の活性化、コミュニケーション力の向上、組織力の強化を図った。

（評価軸③）この活動は、最先端量子ビーム技術開発のみならず、量子ビーム応用研究

においても共通的に行った。 

 関西研では、所内表彰や他機関との合同シンポジウムにおいて若手研究員を対象とし

たベストポスター賞表彰などを設ける等、職員のモチベーション向上を図った。また、

子科学技術を推進する組織を目指すとと

もに、そのコアとなる量子ビーム施設・

設備の高度化を推進する。 

 

【対応】 量子ビームを総合的に活用す

るとともに、産学官連携の強化や大型外

部資金の獲得等を通して光量子・量子材

料等の研究開発を強力に推進できる光・

量子機能材料研究拠点の構築を進める。 

量研の特色ある量子ビーム技術・施設を、

量子技術イノベーションを支える「基盤

技術」として位置付け、QST未来ラボや高

崎研プロジェクトなどを通してイオント

ラップ型の量子コンピュータ研究を推進

する。また、次世代放射光利用研究の将

来展開に向け、QST 未来ラボの枠組み等

を活用して、国が整備する３本の最先端

共用ビームラインの利用基盤の構築を図

る。 

量研全体の量子技術の成果最大化に寄

与するため、引き続き先端量子ビーム・

材料技術の提供を行い、量子生命科学領

域との連携によるタンパク質分子内・分

子間の量子コヒーレンス計測に係る研究

開発等を進める。 

量子ビーム施設・設備について、ポス

トコロナにおける国際・国内共同実験等

を見据えた自動化・遠隔化整備等を推進

する。 

造や活用等、より一層の研究成果創出が求

められる。 

・ 量子ビーム施設の高度化、自動化、遠隔化等

の研究開発や整備も計画的に実施する必要

がある。 

 

＜その他の事項＞ 

（部会からの意見） 

・ 基礎研究として優れた成果が創出されたこ

とは評価できるが、社会実装を見据えて多

面的な視点で活動することは大変重要であ

る。研究成果がスモールサイエンスの発展

のみに留まることなく、産業界のみならず

アカデミアにおいても高いインパクトや波

及をもたらすものであるとよい。 

・ 量子ビーム応用研究に関して、未知の化学

反応プロセスの可視化・実証に成功する等、

高い水準の研究成果が創出されるととも

に、成果の社会実装も適切に進められてい

ると考えられる。 

・ 道路トンネルにおける「レーザー打音検査

装置の社会実装と技術移転」については、今

後のトンネルの老朽化による事故防止に非

常に貢献できる技術である。 

・ ポンプ-プローブ計測の時間分解能向上、レ

ーザーコンプトンガンマ線発生技術の原子

核物理への利用、貴金属回収の実用化に係

る要素技術、スピントロニクス材料開発な

どにおいて、計画の達成度が不明である。 

・ 量子コンピュータ関連技術については、海

外グループが圧倒的な資金力で実機の開発

と検証を進めている中、特に優れた成果の
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光量子レーザー関連技術情報交換会等の定期的に開催する研究発表会を通して、研究

成果の共有、若手人材の育成に注力した。（評価軸③）この活動は、最先端量子ビーム

技術開発のみならず、量子ビーム応用研究においても共通的に行った。 

 コロナ禍における施設利用促進対策の一環として、高崎研の電子・ガンマ施設におい

て配線等の共通化や遠隔モニターを可能とする設備整備計画を立案。この計画が内閣

府 PRISMに採択され、コロナ禍における照射・計測の効率化・遠隔化・自動化の整備を

実施した。（評価軸③、評価指標①） 

 コロナ禍における超高強度レーザー装置の施設利用者の利用促進を図るため、光量子

科学研究施設においてレーザー装置や計測・調整装置の自動化（DX 化）に係る整備計

画を立案し、その一部を文科省先端研究設備整備補助事業に応募した結果、量研とし

て唯一の対象施設として採択に繋げた。（評価軸③、評価指標①） 

 優れた研究成果を積極的にプレス発表するとともに、QST高崎サイエンスフェスタ 2020

（令和２年 12月８～９日）をオンライン開催した。また、学会・地域等が開催するオ

ンラインの各種研究会、講演会などへの参画を通じて、コロナ禍においても研究成果

を幅広く発信して社会に橋渡しする取組を実施した。これらの活動を通じて量研のプ

レゼンス向上、量子ビーム科学研究の認知度向上に貢献した。（評価軸③、評価指標①）

この活動は、最先端量子ビーム技術開発のみならず、量子ビーム応用研究においても

共通的に行った。 

 量子光学研究推進のため、大阪大学レーザー科学研究所とは、例年実施している光・量

子ビーム科学合同シンポジウムを令和２年度はオンライン開催して連携強化を図っ

た。（評価軸③、評価指標①）この活動は、最先端量子ビーム技術開発のみならず、量

子ビーム応用研究においても共通的に行った。 

 J-KARENの国際競争力を更に高めるために、高コントラスト化のためのプラズマミラー

システムの導入を、拠点間連携で実現した。令和３年度から性能実証実験を開始する

ために、装置の設置及び各コンポーネント光学素子の性能評価や装置試験に取り組ん

だ。（評価軸③） 

 海外機関（チェコ ELI-Beamlines、ルーマニア ELI-NP、ドイツ HZDR、ロシア IAP、韓国

CoLERS 等）との連携協力において、コロナ禍で共同実験は１件のみであったが、これ

までの実験結果を共同で論文化（５報）した。また、関西研として独自に、コロナ禍に

おける外国人受入マニュアルを定め、ロシア、インド、フランスから各１人を受け入れ

た。（評価軸③、評価指標①） 

 阪大レーザー研、理研 SACLA との三機関連携を促進し、研究開発や施設の共用促進な

創出に至るロードマップが描けているのか

どうか不安である。 

・ 若手研究者の研究費取得が増加しており、

その結果の基礎となった体制強化も成果の

一つとして評価できる。研究費取得が研究

成果に繋がることを期待する。 

・ 若手のモチベーションが上がるような運営

は重要であり、そのような運営を心掛けて

いることは大変良い。今後大いに期待する。 

・ 民間外部資金の獲得状況をモニタリング指

標に加える必要がある。 

・ 次世代放射光施設では外部共用のための整

備を図ることは QSTの責務である。一方、こ

の新しいプラットフォームの稼働に照らし

て、この評価項目において QST 独自あるい

は主導する研究を示していっていただきた

い。 
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どの文科省への提案を三機関共同で実施した。理研光量子工学研究センターとの定例

合同セミナー等を通じた連携促進と研究員のモチベーション向上を図った。（評価軸

③） 

 次世代放射光施設の具体化を着実に進めるため、クロスアポイントメント制度を最大

限に活用し、JASRI からの加速器の専門家 13 名に加え、KEK からビームラインの専門

家１名、放射線技術の専門家１名を加えるなど、人員の拡充を実施した。（評価軸②、

評価軸③） 

 産学官連携として、「イオンマイクロビームイメージング技術の高機能化（群馬大学）」

などの 21 件の大学との共同研究、「レーザー誘起振動波計測技術によるコンクリート

診断の高度化に関する研究（レーザー技術総合技術）」などの５件の国立研究開発法人

等との共同研究、８件の民間企業との共同研究を実施した。（評価指標①） 

 各種学会や研究会等において、６件の国内会議招待講演、１件の国際会議招待講演（オ

ンライン開催）を通じて、量子ビーム科学研究及び量研の認知度向上に貢献した。（評

価指標①） 

 群馬大学大学院、同志社大学大学院の２件の連携大学院協定に基づき量子ビーム科学

に係る講義・教育を実施するとともに、連携大学院生として１名、実習生として３名の

学生を受け入れ、研究開発に係る実習などを通じて、次世代を担う人材育成に貢献し

た。（評価指標①） 

 

【モニタリング指標③～⑤ 論文数・TOP10％論文数・知的財産の創出・確保・活用の質

的量的状況】 

 論文数：55報（55）報【39報】（モニタリング指標③） 

 TOP10％論文数：２報【０報】（モニタリング指標④） 

 特許等出願数：６【３】、登録数：０【０】（モニタリング指標⑤） 

※【〇】は令和元年度数値※（〇）は他の評価単位含む 

 

＜量子ビーム科学研究＞ 

 窒素含有炭素触媒の触媒活性と耐久性の向上技術の詳細検討を進め、触媒活性が向上

すると予測されている炭素微細構造を常温電子線照射によって形成する技術を確立

し、年度計画を達成。 

 新規電解質膜及び電極用電解質に適したグラフト重合技術の詳細検討を進め、燃料電

池セルの出力密度と耐久性の向上に必要な化学組成・高次構造を有する電解質膜のグ
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ラフト重合技術を開発し、年度計画を達成。 

 アニオン伝導性のイミダゾリウム基が疎水性スチレンと直列に配置した新規モノマー

電解質膜・バインダーからなる燃料電池セルを組み上げ、性能評価を行い、実用化の目

安として目標とした出力密度（500 mW/cm2）を 40％凌ぐ、710 mW/cm2を達成。非白金

燃料電池への適用が期待される成果。（A. Mahmoud, et al., J. Membr. Sci.誌, 

IF=7.2）（評価軸①） 

 量子ビームグラフト・架橋技術により新たな陽イオン交換膜を開発し、熱利用水素製

造プロセスの主反応の大幅な省エネルギー化に成功。国家プロジェクトの目標値であ

り技術的成立性の指標となる水素製造効率 40％の達成が見込まれる成果。（S. Sawada, 

et al., Int. J. Hydrog. Energy 誌, IF=4.9、令和２年４月プレス発表）（評価軸①） 

 単一フォトン源集合体による高感度量子センシング技術の開発について、ダイヤモン

ド窒素-欠陥中心（NVC）による磁性ナノ薄膜の磁化検出に成功し、年度計画を達成。

（モニタリング指標①） 

 ワイドバンドギャップ半導体である窒化ガリウム中に導入した希土類の発光につい

て、生体透過性が高い近赤外領域の高輝度で鋭い発光ピークを 60 nm 角の微小領域に

おいて室温で観察することに成功。生体など深部の量子センシングへの応用に繋がる

成果。（S. Sato, et al., Opt. Mater. Express 誌, IF=3.1）（評価軸①、モニタリン

グ指標①、②） 

 環境磁場計測用と対象磁場計測用の２つの NVC ダイヤモンド量子センサを組み合わせ

たグラジオメータを開発し、その信号の差分を取ることで磁気シールド無しで 50 nT

レベルの高感度での磁場計測を実証。これは、量子センシングの磁場計測応用におい

て重要な環境磁場キャンセル技術の確立に繋がる成果である。（Y. Masuyama, et al., 

Sensors誌, IF=3.3）（評価軸①、モニタリング指標①、②） 

 量子センシングの更なる高感度化を目指し、電子線照射により炭化ケイ素（SiC）中に

形成した単一の複空孔（VSiVC）に対して２つの高周波を精度よく印加することで電子

スピンの高確度制御に成功し、従来のスピンコヒーレンス時間より４桁長い 64ミリ秒

を達成。（K. C. Miao,（７番：H. Abe）et al., Science 誌, IF=41.8）（評価軸①、モ

ニタリング指標①） 

 量子ビットへの応用が期待される SiC中の VSiVCの電子スピンと近接する 29Siの核ス

ピンとのエンタングルメントに成功し、29Si の核スピンに VSiVC の電子スピンの情報

を保存することで、単一 Qビットで世界最高の忠実度での電子スピン操作を達成。（A. 

Bourassa, （７番目：H. Abe） et al., Nat. Mater.誌, IF=38.7）（評価軸①、モニ
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タリング指標①） 

 量子センシングによる局所温度測定応用として、SiCダイオードの任意位置に形成した

VSi を用い、印加電圧変化に伴う SiC ダイオード内の局所温度変化の計測に成功。（T. 

M. Hoang, et al., Appl. Phys. Lett.誌, IF=3.6）（評価軸①、モニタリング指標①） 

 二次元物質のスピン観測・制御技術の開発について、スピン偏極 He顕微鏡の開発を進

め、年度計画を達成。（モニタリング指標①） 

 スピン偏極陽電子・ポジトロニウム分光法による物性解析では、飛行時間法によるス

ピン・エネルギー分解ポジトロニウム分光技術を用いて磁性半導体の物性解析を進め、

年度計画を達成。（モニタリング指標①） 

 単一フォトン源と二次元物質を融合させたスピンフォトニクス材料の研究について、

新規単一フォトン源として注目される窒化ホウ素と、スピン流の担体である遷移金属

ダイカルコゲナイドからなる二次元物質積層材料の作製法を開発し、年度計画を達成。

（モニタリング指標①） 

 再生医療用デバイスの開発では、タンパク質と糖の分子間距離を最適化することで、

生体に近い濃度のタンパク質と糖で構成された複合ゲルの作製技術を開発し、年度計

画を達成。（モニタリング指標①） 

 量子ビーム架橋技術により、診断や創薬分野での応用が期待されるマイクロ流路チッ

プの形状歪みや薬剤吸着などの課題を克服し、性能を飛躍的に向上させる技術を開発。

（T. G. Oyama, et al., Lab Chip 誌, IF=6.8）令和元年度に引き続き民間企業１社

と実施権許諾を締結中。（モニタリング指標①）また、量子ビーム架橋技術により作製

した粒径 1-20 nm のゼラチンナノ粒子にガドリニウム（Gd）を担持し、放医研と連携

してマウスにおける MRI 計測を実施した結果、Gdがマウスの脳質に移行せず脳組織に

沈着しないこと、１時間以内で体外排出できることを明らかにした。より安全な MRI造

影剤実現への道筋を付けた成果。（A. Kimura, et al., Acta Biomaterialia 誌, 

IF=7.2）（評価軸①） 

 レーザーコンプトンガンマ線発生技術の原子核物理への利用研究では、高エネルギー

ガンマ線の影響で測定が困難であったデルブリュック散乱について、制動放射等のバ

ックグラウンド除去により計測可能であることを見出し、年度計画を達成。 

 京都大学 FEL 施設において装置改良と運転条件最適化を行い、共振器型 FEL における

変換効率の世界最高記録を更新。これまで未開拓の長波長赤外領域における強光子場

科学の研究やアト秒 X線源の開発に寄与。（H. Zen, （３番：R. Hajima）et al., Appl. 

Phys. Exp.誌、IF=3.1、令和２年 10月プレス発表、日刊工業新聞等に掲載。）（評価軸
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①） 

 レーザー照射による元素の分離・分析技術を用いた高効率貴金属回収装置の開発に着

手するとともに、レーザー照射条件等を最適化して、従来に比べ高効率に貴金属を微

粒子化することにより、王水系酸性溶液中の残存貴金属濃度を実用化の目安となる数

ppmレベル以下に抑えることに成功し、年度計画を達成。 

 J-KARENレーザー等を用いたイオン加速では、外部連携等を活用した高純度イオンビー

ムの開発に着手した。また、電子加速では、外部と密接に連携してプラズマターゲット

を用いた電子加速実験を行い、GeV 級の電子ビームの発生に成功して、年度計画を達

成。（モニタリング指標①） 

 連続発振（CW）レーザーを用いた局所加熱による不純物の除去手法と炭素系グラフェ

ンターゲットを用いて高純度な炭素イオンビーム生成に有効な新規技術の開発に成

功。量子メスインジェクター実現に向けた重要な基盤技術となる成果。（K. Kondo, et 

al., Crystals誌, IF=2.4、炭素イオン発生装置として国内出願（特願 2020-183098））

（評価軸①、モニタリング指標①、②） 

 J-KAREN レーザーを使って、イオン線形加速器の１千万倍に相当する１m 当たり 83 兆

Vの加速電場発生を実証するとともに、陽子などの軽元素と重元素の加速機構の違いを

明らかにした。重イオン加速器の飛躍的な小型化に繋がる成果。（M. Nishiuchi, et 

al., Phy. Rev. Res.誌, IF未発表、令和２年７月プレス発表）（評価軸①、モニタリ

ング指標①） 

 X線レーザーによる加工技術として、理研播磨の SACLAや EUV高次高調波を用いた EUV

リソグラフィ基板材料の評価に着手し、アブレーション閾値及び露光閾値がナノ秒 EUV

光源に対して１～２桁程度低いことを確認し、年度計画を達成。 

 フェムト秒レーザー光の極端紫外光高次高調波を回折限界にまで集光し、サブマイク

ロメートルスケールで微細加工を実現。高次高調波光源の精密加工への利用を切り拓

く第一歩となる成果。（K.Sakaue （８番: M. Ishino） et al., Opt. Lett.誌, IF=3.7、

令和２年５月プレス発表）（評価軸①） 

 X 線レーザーのショット毎のエネルギー及びアブレーション閾値を導出することによ

り、EUVレジスト材料の露光感度を評価する技術を開発。EUVレジスト材料開発の加速

が期待できる成果。（M. Ishino, et al.、Appl. Opt.誌, IF=2.0）（評価軸①） 

 強レーザー励起電子ダイナミクス計測においては、水溶液中の電子ダイナミクス計測

に向けて、これまでの５分の１以下のパルス幅である 10フェムト秒の超短パルス発生

に成功し、水の液膜をターゲットとした時間分解反射分光実験を実施し、年度計画を
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達成。 

 独自に編み出した実験技術「時間分解クーロン爆発イメージング法」を活用して国際

共同実験で取得したデータを、量研の量子化学計算技術を駆使して解析することで、

ホルムアルデヒド分子内を歩き回る水素原子の時間分解計測を成し遂げ、分子内で起

こる化学反応の新しいルートである「ローミング過程」の可視化・実証に世界で初めて

成功。今後、燃焼反応の素過程解明による反応速度の理論予測精度向上等を通じて温

室効果ガス低減に繋がる技術への展開が期待される成果。（T. Endo, et al., Science

誌、IF=41.8、令和２年 11月プレス発表）（評価軸①、モニタリング指標②） 

 テラヘルツ光を水面に照射することで水中に指向性の高い光音響波が発生することを

発見するとともに、それを利用した生体高分子の操作に成功。医療診断や材料開発等

への応用に繋がる成果。（S. Yamazaki,（４番:M. Tsubouchi）et al., Sci. Rep.誌, 

IF=4.0、令和２年５月プレス発表、M. Tsubouchi, et al., Sci. Rep.誌, IF=4.0、令

和２年 10月プレス発表）（評価軸①） 

 波長の異なる強い近赤外のレーザー光パルスを用いて、レーザーの光電場の周期とい

う極めて短い時間内で固体中の電子運動を操作できることを実験的及び理論的に発

見。レーザー光の電場で制御する次世代の光制御スイッチング素子の実現に繋がる成

果。（Y. Sanari, T. Otobe, et al., Nat. Commun.誌, IF=12.1、 令和２年６月プレ

ス発表）（評価軸①） 

 拠点横断的な融合研究では、三光子顕微鏡光源のためのソリトンシフトを用いた高効

率波長変換技術を開発し、ファイバー径を大きくすることによって４倍程度の強度向

上を確認し、年度計画を達成。 

 非侵襲生体センシングのための小型・波長可変中赤外レーザーを用いた腫瘍組織識別

技術の開発では、空間分解能について、これまでの半分以下（15 μm 程度）の大幅な

向上を達成。 

 X線磁気円偏光発光のスペクトル計算コードの開発では、結晶モデルに基づいた基盤計

算コードを開発し、年度計画を達成。 

 量研で平成 29年９月に発見した X線磁気円偏光発光について、複数の電子の振る舞い

を扱うことができる多体量子論に基づく理論を構築するとともに、その理論に基づい

た計算コードにより実験で得られた発光スペクトルの再現に成功。X線磁気円偏光発光

による磁区顕微鏡の実用化の加速に繋がる成果。（A. Koide, et al., Phys. Rev. B

誌、IF= 3.6、Editors’Suggestion に選出、令和２年 12月プレス発表、令和３年１月

特許出願（特願 2021-2445））（評価軸①、モニタリング指標①、②） 
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 不均質材料のナノ構造の計測技術の開発では、不均質の薄膜状材料に対して放射光二

体分布関数を用いたナノ構造計測技術を開発し、マグネシウム（Mg）・チタン（Ti）合

金（Mg0.7Ti0.3）薄膜について、薄膜内に点在する Tiナノクラスターを起点に水素化

が進行する水素吸蔵過程を明らかにし、年度計画を達成。 

 放射光メスバウアー線源を利用して、鉄表面の磁力を原子１層毎に計測できる技術を

開発することで、鉄表面付近の磁力が原子１層毎に増減する現象を世界で初めて発見。

この増減が約 40年前に理論的に提案された「磁気フリーデル振動」であることを突き

止めた成果。（T. Mitsui, et al., Phys. Rev. Lett.誌, IF=8.4、令和２年 12月プレ

ス発表、特に重要な成果として Editors’ Suggestion に選出されるとともに米国物理

学会のオンライン誌 Physicsの記事に選定（Phys. Rev. Lett.誌論文の Top約６％）

（評価軸①、モニタリング指標①、②） 

 拠点横断的な融合研究として、標的アイソトープ治療を目指し、脂肪族化合物やアミ

ノ酸誘導体等、標識反応メカニズムの異なる複数のアルファ線放出核種[211At]標識母

体に対しそれぞれの最適な標識条件を見出すなど、年度計画を達成。 

 腫瘍特異的な L 型アミノ酸トランスポーター１（LAT1）を標的とする新規 211At 標識

アミノ酸誘導体を開発。LAT1 を高発現するがんの種類は幅広く、多様ながんに対して

有効な治療薬となることが期待される成果。（Y. Ohshima, et al., Nucl. Med. Biol.

誌, IF=2.4）（評価軸①、モニタリング指標①）また、加速器を利用した新規有用アイ

ソトープの製造とライフサイエンス分野への応用研究に対して、2020 年日本アイソト

ープ協会奨励賞を受賞（令和２年６月）。 

 類似した体内挙動を示す薬剤の動態パラメータを用いて、最小限の測定回数に抑えて

211At 標識薬剤の線量を推定する新手法を開発。臨床時の患者負担を減らすことがで

き、広範な普及が期待される成果。（T. Sakashita, et al., Ann. Nucl. Med.誌, 

IF=2.6）（評価軸①、モニタリング指標①） 

 放射線の生物作用機構解明のため、標的認識ビーム走査技術の性能評価を行うことで、

細胞やモデル生物に高速で正確な重イオンシングルヒットを行う技術を確立。 

 マイクロビーム照射技術を活用し、生物における脳神経系の発生や運動機能を解明。

将来、本技術を用いて未知の生命現象を解明することが期待される成果。（M. Suzuki, 

et al., Biology 誌、及び T. Yasuda, T. Funayama, et al., Biology 誌, IF=3.8、

令和２年 12月プレス発表）（評価軸①、モニタリング指標②） 

 TIARAサイクロトロンのカクテルビーム技術を利用して、異なるイオンの混合照射を行

ったヒト正常細胞の損傷の生成と修復を評価。混合照射試料の修復速度に複合照射効
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果が認められないことを解明。宇宙滞在における健康影響の生物学的評価に役立つ成

果。（T. Oizumi, （４番目: T. Funayama） et al., Life誌, IF=3.0）（評価軸①、モ

ニタリング指標②） 

 有用生物資源の創出等に向け、照射したイオンビームのエネルギーによって遺伝子変

異の特徴が異なることを、ゲノム解析技術を用いて実証し、年度計画を達成。 

 ゲノム解析技術を用いて、シロイヌナズナの変異株を解析し、生命共通の修復機能の

１つである非相同末端結合（NHEJ）経路が、重篤な変異の発生を最小限に抑え、遺伝情

報保護に重要な役割を果たしていることを解明。有用生物資源創成のための変異制御

技術開発に貢献する成果。（Y. Du, et al., J. Radiat. Res.誌,  IF= 2.0）（評価軸

①） 

 群馬産業技術センターとの共同研究によりイオンビーム（TIARA)を利用して開発した

海外輸出に適した清酒酵母について、２箇所の酒造会社で実地醸造試験が実施され、

清酒の販売が開始。（令和２年４月 17より販売開始）（評価軸①） 

 周辺環境に応答した植物体内の物質動態を撮像する RIイメージング技術を開発し、高

湿度条件下でイチゴ果実への炭素栄養の転流が促進される様子を可視化することに成

功。 

 127Csトレーサを開発することで、生きた動物体内におけるセシウムの動きをイメージ

ングすることに世界で初めて成功。放射性セシウムによる内部被ばく評価研究や、セ

シウムの生体内移行メカニズムの解明研究に繋がる成果。（N. Suzui, et al., Sci. 

Rep.誌, IF=4.0、令和２年 10月プレス発表、日刊工業新聞（１面）等６紙掲載）（評価

軸①、モニタリング指標①、②） 

 深層学習アルゴリズムを活用し、独自に考案した手法（制動放射線イメージング法）で

得られる粒子線治療ビームの飛跡を示す画像データから線量分布を推定できる技術を

創出。より精確な粒子線治療技術の発展に繋がる成果。（M. Yamaguchi, et al., Med. 

Phys.誌, IF=3.3、令和２年６月プレス発表）（評価軸①） 

 福島復興に資するため、吸着動態観察用装置と吸着材フィルターを装着した連続水処

理システムを構築し、それを用いたフィールド試験により環境水中の放射性セシウム

をその場で観察できること、長期間安定に動作して水処理可能なことを実証して、年

度計画を達成するとともに本事業の当初目的を達成。 

【マネジメント】 

 令和元年度後半から量子技術イノベーション戦略に併せた部門の対応を継続。 

 主要技術領域の「量子計測・センシング」では、Q-LEAPの枠組みで量研独自の欠陥
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形成技術を活かして引き続き研究開発を着実に推進。 

 また、「量子マテリアル」では、量子機能材料研究拠点化の一環として、高崎研直轄

の「量子センシング・情報材料連携研究グループ」が中心となり超高速・低消費電

力を実現するスピンフォトニクスを提唱。令和２年６月に物材機構と量研との間で

包括協定を締結するとともに、東北大学、東工大からクロスアポイントメントで各

１名ずつ招へい。加えて、東京大学、シュトゥットガルト大学、民間企業等とも連

携体制を構築。またこの連携を活かして、外部資金獲得の取組を実施。（評価軸③、

評価指標①） 

 量研のイニシアティブを示すために、第４回 QST国際シンポジウム「量子マテリア

ル科学によるイノベーション創出」をオンラインで開催（令和２年 11月４～６日）。

コロナ禍にもかかわらずドイツ、アメリカなど海外６カ国からの参加者 29 名を含

む、総勢 288名の参加があり、当該研究分野における国際連携強化と量研のプレゼ

ンス向上に寄与。（評価軸③、評価指標①） 

 「量子コンピュータ」等の量子情報技術の進展に資するため、イオントラップ冷却

イオンを用いた新たな量子ビット研究を立案。令和２年度に立ち上げた QST未来ラ

ボの枠組や科研費基盤研究 Aの資金の活用に加え、沖縄科学技術大学院大学、大阪

大学、東京大学、広島大学、情報通信研究機構、民間企業等との連携を強化し、さ

らに新プロジェクト「レーザー冷却単一イオン制御技術研究」を立ち上げ（令和３

年２月）、定年制職員１名を採用するなど人員体制を強化して、研究開発を推進。

（評価軸③、評価指標①） 

 量子技術イノベーション戦略を支える次世代放射光利用研究の一環として、関西

研、高崎研、次世代放射光施設整備開発センター、及び量子生命科学領域等のメン

バーによる QST未来ラボを立ち上げ、国が整備する３本の最先端共用ビームライン

の利活用を通して磁性・スピントロニクス研究、量子生命科学研究等の新たな展開

の検討を開始。（評価軸③） 

 量研全体の量子技術の成果最大化のため、Q-LEAPで進めているタンパク質分子内・

分子間の量子コヒーレンス計測のための２次元電子分光計測装置の構築などを通

じて、量子生命科学領域との連携を深化。（評価軸③） 

 令和２年度施設整備案件である量子生命科学拠点施設・設備の整備の一環として、

SPring-8 の量研専用ビームラインに設置する生体高分子等の構造解析機器等の仕様検

討、整備に着手。 

 先端高分子機能性材料アライアンスでは、高崎研オープンセミナーにおいて、先端高
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分子機能性材料研究アライアンスセミナ－（令和２年 10月）をオンラインで開催し、

機械学習による機能予測に関する最新の研究成果の発表や討論を実施。また、アライ

アンス会員企業を対象とした勉強会（令和３年３月）をオンラインで実施し、産業界と

の情報共有や連携強化を図り、ロードマップに基づく計画の着実な遂行と成果創出に

注力。（評価軸③） 

 北陸先端科学技術大学院大学と連携協力に関する協定を締結。双方の先端研究施設・

設備や研究開発力を総合的に活用することで、物質・材料・生物科学等の分野における

先導的研究を推進。 

 標的アイソトープ治療の線量評価に関わる研究と情報交換を促進し、標的アイソトー

プ治療の発展に寄与することを目的としたオールジャパン体制を築くことを目指し

て、令和元年度に「標的アイソトープ治療線量評価研究会」を立ち上げ、高崎研が事務

局として令和２年度に第１回標的アイソトープ治療線量評価研究会 Web 大会を計画・

実施（参加者 113名）。（評価軸③、評価指標①） 

 加速器中性子を利用した RI医薬品の研究開発に関して、DATEプロジェクトに参画し、

東北大学、（株）千代田テクノル、住友重機械工業（株）と共同で、高強度加速器中性

子源利用 RI製造施設の整備に着手。（令和２年 10月プレス発表）。（評価軸③） 

 連携重点研究制度を活用し、東北大学、筑波大学、京都府立大学、東京農業大学、農研

機構、(株)フジタとの RIイメージングの共同研究を推進。また、群馬県農政部へのレ

クチャーや群馬県農業技術センターとの共同研究に向けたセミナーを開催するなど自

治体との連携を強化。（評価軸③） 

 アジア原子力協力フォーラム（FNCA）において、放射線育種プロジェクトリーダー及び

放射線加工・高分子改質プロジェクト国内委員として運営に貢献。放射線育種プロジ

ェクトにおいては、イオンビ―ム照射による育種開発を実施し、ベトナムでは、多収・

良食味・病害抵抗性のイネ新品種「DT99」を開発。（評価軸③、評価指標①） 

 バングラデシュ原子力委員会（耐塩性等の新規遺伝子同定研究、信州大学を含む３機

関連携）との覚書（平成 30年度締結）に基づいた連携協力を継続。また、中国科学院

近代物理研究所（イオンビーム変異誘発作用に関する研究）と令和２年度に覚書を締

結し連携を開始。（評価軸③） 

 産学官連携として、「細胞機能発現とその計測を可能にするバイオデバイスの開発（東

京都立大学）」などの 72件の大学との共同研究、「量子ビームによるワイドギャップ半

導体へのカラーセンター形成に関する研究（物材機構）」などの 35 件の国立研究開発

法人等との共同研究、32件の民間企業との共同研究を実施。（評価軸③、評価指標①） 
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 各種学会や研究会等において、30件の国内会議招待講演、23件の国際会議招待講演（う

ち２件が国内開催、21 件がオンライン開催）を通じて、量子ビーム科学研究及び量研

の認知度向上に貢献。（評価指標①） 

 群馬大学大学院、兵庫県立大学大学院、関西学院大学大学院の３件の連携大学院協定

に基づき量子ビーム科学に係る講義・教育を実施するとともに、連携大学院生として

８名、リサーチアシスタントとして 13 名、実習生として 75 名の学生を受け入れて、

研究開発に係る実習などを通じて、次世代を担う人材育成に貢献。このうち、リサーチ

アシスタント１名については、顕著な業績が評価され、所属大学における専攻内１位

の九州大学総合理工学府賞を受賞するとともに日本原子力学会フェロー賞も受賞、ま

た、兵庫県立大学からの実習生１名が同大学理学部同窓会優秀学生賞を受賞し、量研

における優れた若手人材育成を裏付け。（評価指標①） 

【モニタリング指標③～⑤ 論文数・TOP10％論文数・知的財産の創出・確保・活用の質

的量的状況】 

 論文数：216報（216）報【225報】（モニタリング指標③） 

 TOP10％論文数：７報【12報】（モニタリング指標④） 

 特許等出願数：31【45】、登録数：15【18】（モニタリング指標⑤） 

※【〇】は令和元年度数値※（〇）は他の評価単位含む 

【前年度主務大臣評価に

おける指摘事項等への対

応状況】 

・量子センシングや量子

マテリアル等、国の量子

技術イノベーション戦略

に沿った研究開発を機能

的に進めることが課題で

ある。特色のある成果を

創出できるよう、（次世代

放射光も含めて）量研が

保有する多様な量子ビー

ムプラットフォームを有

効に活用することを期待

する。 

【前年度主務大臣評価における指摘事項等への対応状況】 

 

量研の特色ある量子ビーム技術・施設を、量子技術イノベーションを支える「基盤技

術」として位置付け、量子センシング、量子マテリアルや量子コンピュータ開発に資する

量子ビーム技術を開発し、先導的に利活用することにより量子ビームプラットフォーム

の有効活用を進める。 

 具体的には、量子センシング研究における重要な量子ビームツールである電子線やイ

オンビーム技術を高度化するとともに、QST未来ラボ等の枠組みを活用してレーザーイオ

ン冷却研究を推進し、これをベースに大学、国研、企業との連携により量子センサの高度

化等に繋がるナノメートル照準精度の単一イオン注入技術による NVセンターの多量子ビ

ット化や、量子コンピュータ開発に繋がる冷却イオンの量子状態操作の実現を目指す。さ

らに、SPring-8 と高輝度放射光の硬・軟 X 線の相補利用による表面・界面領域の電子構

造、磁性・スピン状態等の解析を通じて量子マテリアル研究を推進するなど、多様な量子

ビームプラットフォームの有効活用を図る。 
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・一方で、従来からの量

子ビームに関する研究開

発については、量子技術

の新しい枠組みに現在直

ぐに当てはまらないもの

であっても、その取組が

継続されるよう配慮が必

要である。 

量研が保有する多様な量子ビームプラットフォームの有効活用の観点から、量子技術

の新しい枠組みに現在すぐに当てはまらない従来からの量子ビーム研究でも、各研究領

域や分野の主要研究の一つとして定め、研究開発評価委員会からの評価や助言等を踏ま

えつつ、競争的研究資金の獲得支援、若手の人材育成、外部委員を含めた課題審査による

透明性・公平性のある各施設のビームタイムの付与などを通じて、従来からの量子ビーム

研究の取組が今後も継続される部門内マネジメントを実施する。 

【研究開発に対する外部

評価結果、意見等】 

【研究開発に対する外部評価結果、意見等】 

≪量子ビーム科学研究開発評価委員会≫ 

【総評】 

複数の拠点に跨がるいずれの領域・分野においても、現場の研究者のモチベーション向

上を意識した運営がなされており、それが各領域・分野における研究成果の創出に繋がっ

ていると評価できる。また、コロナ禍においても、これまでに比べて遜色のない研究成果

が創出されており高く評価できる。特に、令和２年度は量子技術イノベーション戦略に沿

って研究開発を展開し、外部資金も活用しつつ量子センサ技術について独自の研究成果

を挙げるなど目に見える成果が早期に創出されていること、量子生命科学領域とも連携

し成果の最大化に努めていること、さらに将来に向けて重要な若手研究者育成の取り組

みを実施していることは評価できる。今後も、これまで通り、量子科学技術を推進する組

織を目指し、適切なマネジメントが行われることを期待する。さらに、６名のトピックス

研究講演者（発表タイトル「ナノ構造形成による窒化ガリウム中プラセオジムの発光収集

効率向上」、「金属磁性体における X 線磁気円偏光発光の理論」、「化学反応の新しいルー

ト「ローミング過程」の可視化に成功」、「高純度炭素イオン生成のためのレーザー駆動イ

オン加速手法の開発」、「レーザー打音検査装置の道路トンネルにおける点検支援技術認

定」、「体内に取り込まれたセシウムの動きが見える！」）は、それぞれの分野での重要な

課題に取り組み、顕著な成果を挙げており、今後益々の発展が期待される。この他、次世

代放射光施設整備開発センターは、施設の建設フェーズにあり、整備開発を着実に進めて

いることに加え、将来の利用実験開始に向けて着実に準備を進めており、特に高く評価で

きる。 

一方、順調に伸びてきていた特許出願数が大きく低下しており、量子ビーム科学の特徴

を活かした先端研究、基礎研究を応用した社会実装を目指す研究開発などを更に展開し、

成果の最大化をより推進することが望まれる。また、研究所及びセンターを跨いだ連携強



64 

 

化は重要であり、部門として目指す分かり易い目標を明確に示して部門全体に浸透させ

ることが必要と思われる。 

アフターコロナでは、メンタル面などにおいてコロナ禍中での隠れた負の影響が現れ

る可能性があり、今後、きめ細かなマネジメント等の配慮が必要と思われる。 

 

【評価軸①：様々な分野の本質的な課題を解決すべく、経済・社会的インパクトが高い、

革新に至る可能性のある先進的研究を実施し、優れた成果を生み出しているか】 

各領域・分野において、基礎科学としての重要な発見に加え、産業応用で革新をもたら

す先端機能材料やレーザー技術の開発など、インパクトの高い革新に至る可能性のある

優れた研究成果を創出し、コロナ禍においても積極的に成果を発信しており、総じて高く

評価できる。例えば、量子材料・物質科学領域では、SiC中複空孔のスピン制御、量子計

測・センシングの高性能化に向けた新しい量子ビット創製など学術的インパクトが大き

い成果を生み出しており、その存在感を高めている。また、超高感度放射光メスバウアー

分光法による鉄磁石表面の解析とそれに基づく磁気フリーデル振動の解明、福島復興再

生に関連した大容量セシウム捕集装置による集中管理型水処理システムの構築など、そ

れぞれ優れた特徴ある先進的研究の成果を創出している。また、量子光学領域では高強度

テラヘルツ光誘起の水中光音響波発生の発見とそれを利用した細胞内タンパク質重合の

断片化の解明、イオン加速における軽元素と重元素の加速機構の違いの解明、トンネルの

ロボット点検のための新規レーザー打音検査装置の開発・実装化、量子ビーム生物応用分

野では農業や環境に有効な RIイメージング技術を活用したセシウムの動物及び植物の生

体内動態解析、より広範ながんへの適用を目指す核医学治療用α線放出核種 211At 標識

新規アミノ酸の開発、127Csによるセシウム体内動態の PETイメージング、マイクロビー

ム生物照射技術の確立とそれによる突然変異誘発機構解明など、それぞれの研究分野を

先導する成果が創出されている。特に、レーザー打音検査という実用化が近いプロジェク

トはベンチャー事業を立ち上げ社会実装を目に見える形で推進しており、インフラ検査

という社会的インパクトの高い研究開発を進めていることは極めて高い評価に値する。 

一方、産業連携を進めているが、特許出願数が伸び悩んでおり、特徴ある先端研究に基

づく知的財産の創出を推進することが望まれる。特許出願を積極的に行うためには研究

者の意識付けと同時に何らかのインセンティブも必要である。また、査読付き論文総数が

220 報（令和３.２.15 現在）を越えたものの、そのうち TOP10％論文数が約５%、インパ

クトファクターが５以上の論文数が 8%に止まっているのが残念である。より高みを目指

してほしい。さらに、我が国の量子技術イノベーション戦略を担う中心機関として国の施
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策に参加するのみならず、研究テーマを提案し先導することを期待する。QSTの施設はそ

の存在自体で特異な立ち位置を持っているとの共通認識のもと、それを活かして QST な

らではの成果が創出されることを期待したい。 

 

【評価軸②：次世代放射光施設の整備やそれに必要な研究開発に着実に取り組んでいる

か】 

基本建屋の設計が、光科学イノベーションセンターや業者との協議に基づき、順調に行

われており、評価できる。電子銃システムの開発、蓄積リング加速器空胴の開発、軟 X線

分光器の技術開発が、いずれも順調に進んでおり、高く評価できる。実験ホールを非管理

区域にしようとする取り組みは実に素晴らしく、ユーザーにとって大きなメリットがあ

る。 

 

【評価軸③：研究開発成果を最大化するための研究開発マネジメントは適切に図られて

いるか】 

量子科学技術を推進する組織を目指し、コロナ禍においても適切なマネジメントが行

われている。現場の研究者のモチベーション向上を意識した組織運営もなされていて、そ

のことが各領域・分野における研究成果創出に繋がっていると評価できる。また、若手研

究者育成の一環として、「さきがけ」、「ACT-X」、「創発的研究支援事業」、科研費等の外部

資金の獲得推進、さらに研究成果の社会実装の推進など、研究開発成果を最大化するため

の研究開発マネジメントは総じて適切に図られている。さらに、運営交付金が低迷する

中、外部資金獲得によって研究費を確保されていることは評価に値する。 

量子ビーム科学部門の内部予算の運営費交付金のほぼ全てが、拠点の運営費（拠点を維

持する固定経費と量子ビーム施設の運転経費で構成）に充てられていることを考えると、

外部資金を中心にした研究推進の現状もさることながら、拠点運営の現状と将来計画に

ついても外部メンバーを交えた議論が必要と考える。また、発足当初に比べ各組織間の連

携に対する意識が薄れているように感じられるので、組織一体感の醸成に常に留意して

ほしい。さらに、研究成果の最大化を図る上で、個々の研究者のキャリアパスを明示する

ことは重要であり、研究者のモチベーション向上にも結び付くと思われる。 

 

【その他】 

 全体として非常に良い研究機関に発展している。研究組織としての使命を果たすこと

と、現場研究者のモチベーションの向上が可能な限り多くの一致点を見いだせるよう
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な取り組み（トップダウンとボトムアップのバランスを考慮した運営）に引き続き注

力してほしい。 

 ６人の若手研究者の発表は特に印象に残った。ダイバーシティの観点からは女性研究

者の発表を含めた方がよい。また、部門全体として、成果の最大化に向けて AI、MIを

どう組み込むか、その体制をどう構築するかなど戦略的なビジョンや取り組みが必要

である。 

 研究費当たりの成果という観点を研究者に浸透させることは重要である。国の大きな

予算を使っているという責任感を研究者が認識することで、研究者個々のキャリアア

ップのみならず、組織全体の発展にもつながると思われる。 

 量子ビーム科学を支えているのは粒子加速器や放射光施設の存在が大きい。これら施

設を維持・拡充していくのはもちろんであるが、高強度レーザーによる粒子加速器を

軸にした研究開発は、その応用展開の裾野の広さや実用化、事業化が比較的早期に立

ち上がる可能性が高く、しっかりと進める必要がある。また、次世代の高強度レーザー

の開発ロードマップを描き、これを実現化する方策を積極的に検討してほしい。 

 企業との連携を進めるための仕組みに関する記述（企業にはどのように働きかけてい

るのか等）が不足している。国費を費やしているのだから、産業応用による国力向上に

向けた取り組みを積極的に進める必要がある。 

 高度な専門性は独自かつ強力な武器であるとともに、一方で広く普及する成果を創出

するという観点では工夫を要する可能性がある。創出成果の普及では、本格的な社会

実装のフェーズに入り始めたとき、そのマネジメントは極めて難しくなることから、

組織のトップだけでなく、中堅の研究員も含めて対応体制について検討すべきである。 

 

４．その他参考情報 

 決算額が予算額を上回った理由は、受託や共同研究及び自己収入等の収入の増額によるものであり、これらの資金を有効に活用することで、着実な成果の創出がなされたと認められる。 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ｎｏ．６ 核融合に関する研究開発 

関連する政策・施策 ＜文部科学省＞ 

政策９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策９－２ 環境・エネルギーに関する課題への対応 

当該事業実施に係る根拠（個別

法条文など） 

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構法第 16 条 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する研究開発評価、政策評

価・行政事業レビュー 

令和３年度行政事業レビューシート番号 0249, 0250, 0262, 0263 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基 準

値等 

平成 28

年度 

平成 29

年度 

平成 30

年度 

令和元

年度 

令和２

年度 

令和３

年度 

令和４

年度 

 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 令和３

年度 

令和４

年度 

 

論 文 数

（※） 

― 169報  

(169報) 

167報  

(167報) 

146報 

(146報) 

130報 

(130報) 

115報 

(115報) 

  予算額（千円） 34,659,391 26,063,621 24,686,344 24,186,416 23,559,595   

TOP10％論

文数（※） 

― ３報  

(３報) 

７報  

(７報) 

４報 

(４報) 

２報 

(２報) 

２報 

(２報) 

  決算額（千円） 40,432,807 29,172,511 27,679,257 30,881,075 34,850,251   

知的財産

の創出・確

保・活用の

質的量的

状況 

― 出願３

件 

登録３

件 

出願２

件 

登録４

件 

出願７

件 

登録４

件 

出願 11

件 

登録５

件 

出願８

件 

登録４

件 

  経常費用（千

円） 

19,908,312 19,781,339 36,284,248 52,341,351 42,164,804   

我が国分

担機器の

調達達成

度 

― 全て計

画どお

り達成 

全て計

画どお

り達成 

全て計

画どお

り達成 

全て計

画どお

り達成 

全て計

画どお

り達成 

  経常利益（千

円） 

1,991 △61,541 △87,915 △60,019 △107,327   

受賞数 ― 17件 12件 14件 ９件 22件   行政サービス 16,656,710 18,478,803 15,650,359 ― ―   
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実 施 コ ス ト

（千円） 

         行 政 コ ス ト

（千円） 

― ― ― 59,053,231 46,401,518 
 

 

         従事人員数 376 370 354 359 365   

（※）括弧内は他の評価単位計上分と重複するものを含んだ論文数（参考値）。 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標、中長期計画、年度計画 

主な評価軸（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

【評価軸】 

①国際約束に基づき、必

要な研究開発に着実に取

り組んでいるか。 

 

②先進研究開発を実施

し、国際的な研究開発プ

ロジェクトを主導できる

人材育成に取り組んでい

るか。 

 

 

【評価指標】 

①ITER 計画及び BA 活動

の進捗管理の状況 

 

②先進研究開発及び人材

育成の取組の実績 

 

 

【モニタリング指標】 

①我が国分担機器の調達

達成度 

 

②論文数 

 

③TOP10％論文数 

 

Ⅰ.1.(6) 核融合に関する研究開発 

1）ITER計画の推進 

ITER協定に基づく国内機関として、国際的に合意した事業計画に基づき我が国が調達責任

を有する機器の製作や設計を着実に進めるとともに、ITER機構の建設統合活動を支援した。

また、各種技術会合や共同プロジェクト調整会議（JPC）を通じて、ITER計画の円滑な運営に

貢献した。加えて、核融合エネルギーフォーラムを活用して国内意見の集約を行うとともに、

我が国の人的貢献の窓口及び ITER 機構からの業務委託の連絡窓口としての役割を果たした。 

特にコロナ禍で作業や国外機関間の移動に大きな制約が発生したが、遠隔による新たな技

術管理体制の確立などにより、困難を克服した。その結果、特にトロイダル磁場コイルの製

作ではサイトまでコイルを輸送し（計３機）、予定どおりに ITERの組立て開始が可能となり、

また、中性粒子入射加熱装置用高電圧電源の調達では技術的最難関の 100 万ボルト出力試験

の開始を可能とするなど、計画どおり遂行し、日本の突出した貢献度の高さを国際的に示し

た。同時に、予期しない危機が発生した場合にプロジェクト遂行を可能とする対応策を導出

することができた。（評価軸①、②、評価指標①、②、モニタリング指標①） 

 

a. ITER建設活動 

 トロイダル磁場（TF）コイルの製作では、全ての号機の製作を継続し、第１号機の ITERサ

イトへの輸送を完了し、２機目の製作及び ITERサイトへの輸送を完了した。また、３機目

の製作も完了し ITERサイトへ出荷し、４機目の巻線部とコイル容器の一体化を完了した。

コロナ禍においても、遠隔で行う試験検査体制を構築して製作工程を維持、人類初で唯一

無二の機器（FOAK機器：First Of A Kind）についての量産技術を確立した。物流混乱の

中、サイトまで輸送し、予定どおりに ITERの組立て開始が可能となり、式典の開催を可能

にし、日本の突出した貢献度の高さを国際的に示した。これらは、想定外の困難を克服し

た成果である。（評価軸①、評価指標①、モニタリング指標①） 

 TF コイル構造物の製作では、令和元年度までに製作を完了した 10 機分を除く９機の製作

を継続し、欧州向け３機分、日本向け２機分の製作が完了した。（評価軸①、評価指標①、

モニタリング指標①） 

 中性粒子入射加熱装置（NB）用高電圧電源の調達では、イタリアに建設中の実機試験施設

評定：Ａ 

【評定の根拠】 

評価軸①：年度計画で設定した業

務を着実に実施し、中長期計画の達

成に向け順調に進んでいる。さらに、

以下に示す年度計画を上回る顕著な

成果の創出や将来的な特別な成果の

創出の期待等を認める。 

○ITER 計画：コロナ禍において、重

要機器の国際調達を完遂 

FOAK（First of a kind：世界初、

唯一無二）機器の困難な開発に加え

て、コロナ禍において日欧間での移

動の制限により工程に大幅な遅延が

生じ ITER計画に重大な障害が発生す

る恐れがあったが、遠隔での技術管

理体制を構築し、遅れを取り戻し計

画通りに遂行した。他の研究開発の

遠隔技術管理にも適用可能な方法論

を提示しており、大きな意義を有す

る成果である。（評価指標①） 

○JT-60SA計画：コロナ禍での、初 ECR

プラズマを達成 

コロナ禍において、狭隘箇所での

密集作業を避ける綿密な工程計画や

個別／都度の試験で手戻りを防ぐ品

質管理、欧州製機器の調整において

は、迅速に遠隔での技術支援体制を

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目

的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動

による成果、取組等について諸事情を踏まえ

て総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効

率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大

化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成

果の創出の期待等が認められるため。 

 

（判断の根拠となる実績） 

 アウトプットとしては年度計画において定

めた通りであるものの、新型コロナウイル

ス感染症の影響下においてイタリアでの現

地試験に参加できない状況でも遠隔での試

験管理方法を確立する等の対応により、予

定通り年度計画を達成した。この成果は国

際的なプロジェクトの着実な実施に我が国

が大きく貢献したと言える。また、国際協議

でテストブランケットモジュール（TBM）の

初期４計画の１つとして、我が国が提案す

る TBM が採択されたことは、高く評価でき

る。 

 JT-60SAについては、ECRプラズマの発生に

成功したことを高く評価する一方、試験中

断に至った原因解明と今後の事業への確実

な反映が必要である。また、人材育成やアウ
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④知的財産の創出・確保・

活用の質的量的状況 

（NBTF）において、本調達の技術的最難関である日本調達の高電圧部機器と欧州調達のイ

ンバータと制御機器を全て接続し、全３段階の統合試験のうち最終段階となる 100 万ボル

ト出力試験を開始した。令和２年度中の試験開始を順守するため、コロナ禍で現地出張が

制限される中、遠隔指示によるイタリアのスタッフの技術指導体制を構築し、新たな技術

管理体制を確立した（想定外の困難を克服した成果）。また、ITER 用高電圧電源部の構成

機器に必要な品質を分析・検討し、機器ごとに品質クラスを設定することを提案し ITER機

構の合意を得た。これにより、圧力容器製作において、第三者認証が不要となり、製作時

の品質管理軽減とコスト削減に繋がる大きな成果を得た（計画以上の成果）。（評価軸①、

評価指標①、モニタリング指標①） 

 高周波加熱装置の製作では、ジャイロトロン３機目及び４機目の性能確認試験を行い、定

格運転条件での長パルス動作試験、繰返し動作試験、電力変調運転試験に成功し、要求条

件を全て満足することを確認して、ITER 機構への輸送準備が完了した。（評価軸①、評価

指標①、モニタリング指標①） 

 ブランケット遠隔保守機器では、ITER機構から提示された保守時の真空容器内環境を湿潤

化（従来乾燥空気環境であったところ、最大相対湿度 25％）する新たな要求条件に基づき、

影響を受ける機器の成立性を確認するための基本設計を進め、大きな設計条件変更にも関

わらず設計条件を満たす設計案を当初計画どおりに令和２年度内に確立した。この設計案

について、平成 30年度に ITER機構長が設置した事業チーム（ITER機構、量研、調達メー

カーから構成）においてレビューを行い、今後この設計案に基づいて最終設計を開始でき

るとの共通理解を得た。ITER機構による大きな要求条件変更であり、材料の大幅変更を伴

う設計変更ながら調達を進めることができることを計画どおり示した。（評価軸①、評価指

標①、モニタリング指標①） 

 計測装置の開発では、マイクロフィッションチェンバー真空容器内機器の最終設計レビュ

ーの技術課題を全て解決し、ポロイダル偏光計は回帰反射鏡の最終設計レビュー会合を開

催し、周辺トムソン散乱計測装置はビームダンプの設計を最終化し、ダイバータ不純物モ

ニターは ITER 環境における光学素子の耐熱性や耐放射線性に関する試験等を実施し、ダ

イバータ IR サーモグラフィーは測定精度を向上させる新手法を開発し、それぞれ設計活

動を計画どおりに進めた。さらに、当初計画を上回る成果として、マイクロフィッション

チェンバーで開発した高精度な「銅コーティング技術」は特許出願（特願 2020-137794、令

和２年８月 18 日出願）を行い、ポロイダル偏光計用遠赤外線レーザーは必要値 0.6W を上

回る世界最高レベルの 0.9W の高出力発振を達成し、ダイバータ温度を ITER ダイバータ赤

外サーモグラフィー装置によって高精度で計測するための新手法（２重２波長法）を考案

整える等の様々な創意工夫により機

器整備を完了するとともに、精緻な

機器の大規模集合体であるトカマク

装置に対して、リーク試験や超伝導

コイル冷却試験を通して無事超伝導

状態を実現するとともに、初 ECR プ

ラズマ生成を実現した。（評価指標

①） 

○炉心プラズマ研究 

乱流揺動に関する可視化に関わる

研究では、他のモデリング、シミュレ

ーションに広く応用が期待できる新

しい発想の手法に基づいており、特

に顕著な成果を創出した。（評価指標

②） 

○リチウム回収及びベリリウム精

製：脱炭素社会や資源リサイクルに

繋がるスピンオフ 

ベリリウム精製やリチウム回収に

関する技術開発の成果は核融合技術

への貢献のみならず、他分野への波

及効果も非常に大きく、極めて顕著

な成果である。（評価指標②、モニタ

リング指標④） 

○IFMIF-EVEDA計画 

コロナ禍に対応し、欧州からの加

速器の運転への遠隔参加を可能とす

るシステムを構築して、長パルス重

陽子ビーム試験を開始した。（評価指

標①） 

○テストブランケット計画 

割当ポート削減時においても、日

トリーチ等の前年度の主務大臣評価におけ

る指摘事項については、前年度の取組が継

続されているが、更なる積極的な改善への

取組が見られないことから、引き続き改善

を要する。 

 効率的なリチウム回収技術の確立は、将来

の電気自動車の普及等、様々なものの電動

化が進んでいく中で、リチウム資源の活用

という持続可能性の観点で社会的インパク

トが大きく、高く評価できる。 

 

＜今後の課題＞ 

 職員公募に関する登録制度の登録者は昨年

同様の伸び率である一方、ITER 機構職員数

は昨年度より新規数が少なく、全体の邦人

職員数も令和元年 32 名から令和２年 31 名

と大きく変化しておらず、日本人職員の割

合は７極において依然下位に属している。

職員増は単年度で劇的に改善を図れるもの

ではなく、ITER の認知度向上や説明会の開

催といった活動を長期的に続けていく必要

がある。加えて、国際機関やプロジェクトで

活躍できる高いマネジメント能力を持った

人材の育成も含め、長期的な人材育成を行

うとともに、職員増に向けた取組をなお一

層進める必要がある。 

 ITER 及び JT-60SA で原型炉自主開発に繋が

る技術を漏れなく獲得できる計画となって

おり評価できるが、開発期間が極めて長期

に亘っているため、短期的な経営判断や株

主の意向により大幅に経営戦略が変化する

可能性のある民間企業を繋ぎ止めることが
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した。２重２波長法は、ITERのみならず、今後世界の多くの装置に適用でき、核融合以外

の分野（溶鉱炉、火力発電所の燃焼監視）にも広く高温物体の温度測定に応用できる画期

的な新手法であり、この成果は、プラズマ・核融合学会 第 37 回年会「若手学会発表賞」

を受賞した。（評価軸①、評価指標①、モニタリング指標①） 

 ダイバータの製作では、外側垂直ターゲット製作に使用する実機用材料の調達に計画どお

り着手するとともに、実規模プロトタイプ支持構造体に使用する鍛造ブロック（２カセッ

ト相当分）の製作を計画どおり完了した。また、実規模プロトタイプの製作に計画どおり

着手するとともに、外側垂直ターゲット製作に必要な認証試験及び製作精度確認試験を進

めた。また、高熱負荷試験でのタングステン表面の損傷と材料データ（結晶粒度番号、硬

さ）との関係を製造ロット別に明らかにした。今後の量産化を見据え、材料段階からスク

リーニングして品質を確保したうえで試験検査工程を合理化しうる見通しを得たことは計

画を上回る成果である。（プラズマ・核融合学会 第 37回年会「若手学会発表賞」を受賞） 

（評価軸①、評価指標①、モニタリング指標①） 

 トリチウム除去システム（DS）の開発では、ITER機構と量研の共同調達チームによる設計

活動を継続するとともに、DS を IO と日本が共同調達するための規定修正・追加のための

調達取決めの３回目の改正を令和２年 12 月に実施した。また、８年間にわたって DS 性能

確証試験として、フランス規制当局の求めに応じて実施してきた湿式スクラバ塔のトリチ

ウム水蒸気回収性能の長期健全性を計画どおりに確認するとともに、令和３年度の統合性

能確証試験開始に向けて試験装置の整備を進めた。（評価軸①、評価指標①、モニタリング

指標①） 

 32.4 人月を ITER 機構に派遣するとともに、829 件の会合に延べ 3,014 人を遠隔参加させ

ることにより、ITER全体工程を最適化する戦略の構築や、プロジェクト構成管理の構築に

貢献した。（評価軸②、評価指標②） 

 ITER機構のプロジェクト管理部門と密接に連携して、組立方法の最適化手法などの議論に

参加し、ITER 機構と一体化した ITER 計画の推進に貢献するために、ITER 機構へ 32.4 人

月のリエゾン派遣を行い、ITER 機構と国内機関との共同作業の改善・促進を図った。（評

価軸②、評価指標②） 

＜特記事項＞ 

 外部表彰：４件 

 令和２年度 科学技術分野の文部科学大臣表彰科学技術賞 開発部門[令和２年４月] 

 「イーター中心ソレノイド用超伝導導体の開発」により、令和２年度 科学技術分野の文

部科学大臣表彰科学技術賞 開発部門を受賞した。  

本が唯一提案する 水冷却固体増殖

方式の TBM 計画が国際的にも認めら

れ、初期の４つの計画の１つとして

そのまま公式に選択された。（評価指

標①） 

○IFERC計画：炉内トリチウム蓄積量

の根拠データの取得等（評価指標①） 

 

評価軸②：人材育成では、「国際トカ

マク物理活動（ITPA）」について、令

和２年度、量研は３名の職員を議長

として送り出した。後に続く人材の

育成やポジションの継承が期待され

る。（評価指標②） 

 

【課題と対応】 

コロナ禍の不測の事態においても

ITER 計画のスケジュールの達成及び

ITER 機構への人材派遣のための支援

強化が急務であり、これに継続して

取り組む。具体的には、引き続き、遠

隔での検査や作業指示等の工夫を重

ね、我が国が責任を有する機器の調

達を ITERのスケジュールどおりに進

めるとともに、SNSや人材探索等の一

層の活用等を通じて ITER機構の更な

る日本人職員増強を図る。 

日欧間の人的移動が制限される

中、引き続き BA活動を着実に実施す

ることが課題であり、具体的には、令

和２年度から開始した BAフェーズⅡ

において、日欧実施機関で密接に協

重要である。2050 年までのカーボン・ニュ

ートラルの実現等、長期的な取組の重要性

をアピールするなどの工夫を検討・実施し

ていく必要がある。 

 JT-60SAの試験中断の原因究明を踏まえ、今

後の再発防止対策として、設計段階でシス

テマティックに問題が検知できるような仕

組みや体制を構築していくことが望まれ

る。 

 研究開発基盤をさらに盤石なものとするた

めにも、次世代教育、アウトリーチ、理解増

進への活動も更なる強化を進める必要があ

る。これら活動においては、大学・研究機関

等との連携だけでなく、産業界における啓

発や連携にも一層取り組む必要がある。 

 遠隔での国際協力を成功させた経験をはじ

めとする障害を克服した経験は、形式知、グ

ッドプラクティスとして共有できるもので

あり、今後、様々な分野で水平展開し、活か

していく必要がある。 

 核融合エネルギー部門においては、ITER 計

画における国内機関としての機器開発や、

BA 活動における装置開発など、国際研究開

発プロジェクトへの主導的な役割を担い、

大きな貢献がなされた。引き続き主導的な

貢献をすることが望まれる。また、論文とし

ての研究開発成果の発信の重要性は言うま

でもないとして、民間企業多数が入る国際

プロジェクトである関係上、論文になじま

ない成果も多いことから、総合的な成果の

発信が引き続き求められる。 
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 NIBS2020 award [令和２年９月]  

 第７回 負イオン源・ビーム源国際シンポジウム NIBS2020にて、「核融合炉用長パルス大強

度負イオンビーム加速器の開発」の業績により NIBS2020賞を受賞した。 

 日本原子力学会核融合工学部会賞 [令和２年９月] 

 日本原子力学会秋の大会における核融合工学部会全体会議にて、「ITER 遠隔保守装置にお

ける故障事象の特定及びレスキュー技術の確立」により、核融合工学部会賞を受賞した。 

 プラズマ・核融合学会 2020年度 若手学会発表賞 ［令和２年 12月］ 

 「２重２波長法:ITER ダイバータ赤外サーモグラフィーのための超広温度範囲サーモグラ

フィーの新手法」、「ITERダイバータ外側垂直タングステンの量産化に向けた性能評価」に

より、若手学会発表賞を受賞した。 

b. ITER計画の運営への貢献 

 ITER理事会、運営諮問委員会、科学技術諮問委員会に出席し、ITER計画の方針決定等に参

画・貢献し、さらに、各種技術会合に延べ 3,014人参加させた。ITER機構と一体化した ITER

計画の推進に貢献するために、JT-60SA の経験を有する量研及び我が国産業界の専門家等

を ITER 機構へ 32.4人月のリエゾン派遣と、ITERプロジェクト・アソシエイツ制度（IPA）

を活用し、ITER 機構へ令和元年度の 36 人月を超える 90.5 人月の IPA 派遣を行った。（評

価軸②、評価指標②） 

 ITER計画に対する我が国の人的貢献の窓口として、令和元年度に引き続き、日本国内での

ITER機構の職員公募の事務手続きを行い、邦人専門職員として新たに２人が着任し、合計

31人となった。職員公募情報の効果的な周知と転職支援を目的とした、職員公募に関する

登録制度については、オンラインターゲット広告や核融合フォーラムを積極的に活用し、

新たに 361名の登録者を得て 992名となり、大きく増えた。（評価軸②、評価指標②） 

 国民の理解をより深めるため、ITER機構職員を目指す邦人に向けて説明会の開催、学会等

での ITER計画の説明展示、学会発表、雑誌及び学会誌等への発表及び SNSによる情報発信

や Google広告、Youtube広告等により、ITERの建設に関する情報の積極的な公開・発信を

行った。（評価軸②、評価指標②） 

 ITER機構にて開催された、組立開始式典のライブ中継に合わせて、東京事務所にてプレス

説明会及び上映会を開催し、NHK やテレビ朝日にてニュースや ITERの解説として放映され

るとともに、毎日新聞、読売新聞等の新聞各紙に取り上げられた。（評価軸②、評価指標②） 

 ITER機構からの業務委託の連絡窓口として、ITER機構が研究機関及び企業に対して募集し

た 33 件の業務委託について、それぞれ国内向けに情報を発信した。（評価軸②、評価指標

②） 

力して、JT-60SAの統合試験運転と装

置増強、原型炉設計・R＆D 活動及び

原型加速器の長パルス運転を推進す

る。 

重要な課題である人材育成やアウ

トリーチ活動については、継続的に

取り組んでいく。具体的には、人材育

成については、共同研究、オンサイト

ラボや日欧共同での JT-60SA 国際ス

クールを活用して、国際協力プロジ

ェクトを先導する人材を育成する。

アウトリーチ活動については、プレ

ス発表等の情報発信数の増加に取り

組むとともに、全日本で進める核融

合エネルギーに関するアウトリーチ

ヘッドクォーターと密に連携して理

解増進活動の強化を図る。 

＜その他の事項＞ 

 ブランケットは核融合炉における工学的炉

心となるコア技術である。テストブランケ

ットモジュールにおける我が国の設計案は

原型炉における標準技術となりえることか

ら、周到な計画実行を期待する。 

 JT-60SA の試験運転の着実な進展を期待す

ると共に、試験運転過程で得られた知見が

関係コミュニティの間で広く情報共有さ

れ、今後の教訓となるようにしていただき

たい。 

 今後、DX が進むと、デジタルデータを握る

組織が有利になることが想定されるため、

デジタル時代にふさわしい研究開発への転

換が図られることを期待する。 
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c. オールジャパン体制の構築 

 オールジャパン体制での ITERの建設活動として、調達活動を通じて、組立・据付などの建

設作業に関する ITER機構からの情報を産業界に周知するとともに、ITER関連企業説明会、

国内機関企画の職員募集説明会、国内機関企画の那珂核融合研究所（以下「那珂研」とい

う。）見学会を開催した。また、産業界及び国際機関から新たに３名（含む内定者）の ITER

機構職員採用を支援した。さらに、産業界から新たに４名の IPA を派遣し、統合作業に関

する産業界との情報・経験の蓄積の強化を図った。（評価軸②、評価指標②） 

 核融合エネルギーフォーラムを活用して、ITER に関わる産官学に跨る意見集約として、

ITER理事会（IC）の諮問組織である科学技術諮問委員会（STAC）に係わる技術的案件につ

いて、国内機関の技術検討を踏まえ、国内専門家や産業界などの意見を集約して、第 26回

STAC での議論へ効果的に反映した。また、傘下の ITER 科学・技術意見交換会を通じて、

幅広い国内専門家からの意見聴取を積極的に実施した。（評価軸②、評価指標②） 

 

2）幅広いアプローチ活動を活用して進める先進プラズマ研究開発 

 サテライト・トカマク計画事業の作業計画に基づき、実施機関としての活動を行うととも

に、国際約束履行に不可欠なトカマク国内重点化装置計画を推進し、両計画の合同計画で

ある JT-60SA計画等を進めた。（評価軸①、評価指標①） 

 JT-60SA計画を進める中で得られた研究成果については、５件の招待講演を行うなど国内・

国際学会等において積極的に公表した（36件の外部発表、うち原著論文７編）。また、JT-

60SA 計画に関する進捗についても国民に向けて広く広報しており、令和２年４月 22 日に

報道機関に JT-60SA を公開した際に６社で報道されるとともに、令和２年 10月 25 日の一

般向け施設公開の模様が NHKで報道された。（評価軸①、モニタリング指標②） 

a. JT-60SA計画 

①JT-60SAの機器製作及び組立 

 欧州との会合や製作現場での調整の下、実験運転に向けた装置増強のための調達機器の設

計・協議を進め、計画どおり整備に着手した。JT-60SA本体付帯設備の整備については、新

型コロナウイルス感染対策により狭い空間での作業効率が低下し、さらに欧州専門家の来

日が困難になる中で、量研職員立会いの下で３直体制による 24時間作業を継続し、欧州と

の遠隔情報交換手段を工夫することで、令和２年 10月末に完了させた。作業者への安全教

育を徹底するとともに、JT-60改修作業部会、作業安全担当者会議、部長巡視、所長巡視等

の機会を通して安全文化の醸成に努め、人身事故無く作業を完遂した。（評価軸①、評価指

標①） 
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②JT-60SA運転のための保守・整備及び調整 

 JT-60SAで再使用する電源、本体、加熱、計測等既存設備の点検・保守・改修を実施すると

ともに、電源、本体、加熱、計測等の設備に含まれる再利用機器の保守・整備を実施した。

（評価軸①、評価指標①） 

 電源システムでは、電動発電機の点検整備、操作用配電設備・非常用電源の点検・保守、

ブースター電源用直流電源の点検整備、加熱用電動発電機用遮断器の整備等を実施した。

本体システムでは、圧縮空気供給設備第２種圧力容器の法令点検、真空排気設備・一次冷

却設備チラーユニットの法令点検、電気工作物の法令点検、二次冷却設備水処理フィルタ

の点検、ガス循環設備非常用ブロワ駆動冷却水の整備、P1共通架台の整備、一次冷却設備

の整備、一次冷却設備用配管の改造等を実施した。加熱システムでは、RF電源設備の定期

点検、RF用超伝導マグネットの保守、RF一次冷却設備循環系の保守、NBI用真空系の点検、

冷媒循環設備の He 液化冷凍機の各設備備品の健全性確認、RF 用導波管機器の敷設・調整

や計測等を実施した。計測システムでは、計測分電盤の点検保守、YAG レーザーの点検保

守、可視・赤外カメラの整備等を実施した。（評価軸①、評価指標①） 

 加熱及び計測機器等を JT-60SA に適合させるための開発・整備では、RF一次冷却設備の設

計検討、RFデータ収集系の構築、長パルス・高密度負イオン生成試験、正イオン源の整備、

中性子計測の整備等を実施した。（評価軸①、評価指標①） 

③JT-60SAの運転 

 統合試験運転では、真空容器とクライオスタットが予測どおりに排気できることを確認す

るとともに、当初予定より６日間短い期間で計 530ヵ所のリーク試験を完了した。その後、

真空容器を 50℃に維持するベーキングと超伝導コイルの冷却試験を開始し、令和２年 11

月末に全ての超伝導コイルが超伝導状態に転移した。この時、機器の冷却収縮が計画どお

りであることを確認し、トカマク全体設計の妥当性を確証した。コロナ禍のために欧州専

門家の来日が困難になる中で、欧州からの遠隔サポートを得ることにより超伝導コイルの

通電試験を進め、当初計画どおり、令和３年３月に ECRプラズマ生成に成功した。その後、

超伝導コイルの電路に不具合が生じ、統合試験運転を中断した（令和３年３月 31日時点に

おいても中断中）。また、ITER 機構との協力を積極的に進め、ITER 機構からの専門家を受

け入れるとともに定期的にテレビ会議を開催し、組立で得た具体的知見・教訓に加え、統

合試験運転の要領や結果の情報を提供した。（評価軸①、評価指標②） 

 JT-60SA の物理研究に関して、定期的なテレビ会議を活用した議論や日欧研究者で構成さ

れる実験チームの発足準備により議論を深め、日欧の研究協力を推し進めた。実験チーム

に関しては JT-60SA 品質保証システム文書を日欧で基本合意した。（評価軸①、評価指標
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②） 

b. 炉心プラズマ研究開発 

 JT-60 を主とする実験データ解析とモデリング研究を有機的に連携させつつ、ITER や JT-

60SAに関する中心的な検討課題や JT-60SAにおけるプラズマ着火や制御等の研究開発に取

り組み、ITER の燃焼プラズマ実現や JT-60SA の定常高ベータ化に必要な輸送特性や安定

性、原型炉に向けたプラズマ最適化に関して、世界の研究をリードする成果を挙げること

ができた（61件の外部発表、うち原著論文 23編）。（評価軸②、モニタリング指標②） 

 物理モデルの精緻化及びコードの改良に関しては、従来、計算結果の数値の変化から研究

者が経験に基づき飽和状態か否かを判断していた乱流飽和過程を視覚的に捉えるという全

く新しいアプローチに着手した。基本モデル検討を目指した当初の想定を超え、乱流状態

の特徴を 99.9％の正答率で捉えることができる機械学習モデルを得たことは、顕著な成果

である。（評価軸②、評価指標②） 

 不純物が主プラズマ中心部に蓄積する物理機構は「新古典輸送」によって引き起こされて

いると考えられてきた。これまでの研究では、電子の粒子束は無視できるほど小さく、不

純物の内向き輸送とバルクイオン（水素イオン）の外向き輸送が釣り合う、との仮定の下

にモデル化が行われてきた。プラズマと電磁場を自己無撞着に扱うことが可能な TASK/TX

コードを不純物を含めて計算できるよう拡張し、詳細に検証した。その結果、電子の粒子

束は無視できるどころか支配的であると示し、従来の仮定を覆す結果を得た。この電子の

粒子束の影響でバルクイオンの向きも内向きになるなど、粒子束バランスの理解を塗り替

えた。炉心プラズマにおける重要課題である不純物蓄積の機構のより深い理解に繋がり、

JT-60SAや ITER・原型炉の性能予測の精緻化に大きく貢献する成果を得た。（評価軸②、評

価指標②） 

 他装置における研究については、DIII-D（米）、KSTAR（韓）、等のデータ解析や実験参加の

議論を行った。KSTAR 実験については、高周波を用いた壁洗浄データ実験及び外乱磁場を

用いた MHD実験に遠隔で参加した。（評価軸②、評価指標②） 

c. 人材育成 

 トカマク炉心プラズマ共同研究等の実施を通して大学等との連携・協力を継続するととも

に、国際協力等を活用したデータ解析等を行うことにより人材育成を行った。東京大学を

はじめとする５大学が設置したオンサイトラボで 86 人日の利用実績を得るとともに、新

たに核融合科学研究所と協定を締結した。JT-60SA 国際核融合スクール開設の議論を進め

た。ITER機構が主催する国際トカマク物理活動では、７つのトピカルグループのうち３ト

ピカルグループの議長を量研職員が担うなど、国際的な研究活動を主導した。（評価軸②、
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評価指標②） 

 

3）幅広いアプローチ活動等による核融合理工学研究開発 

BA協定の下、国際的に合意した事業計画に基づき、BA活動における実施機関として着実に

事業を推進した。また、原型炉建設判断に必要な技術基盤構築に向けて、技術の蓄積を行っ

た。 

a. 国際核融合エネルギー研究センター（IFERC）事業並びに国際核融合材料照射施設（IFMIF）

に関する工学実証及び工学設計活動（EVEDA）事業 

①IFERC事業 

○原型炉設計対応の R＆D 

原型炉 R＆Dでは、低放射化フェライト鋼のデータベース整備、核融合中性子照射小効果予

測技術開発、ベリリウム金属間化合物及びリチウム化合物の共存性評価を進めるとともに、

原型炉構造材料、機能材料に関するデータ整理を継続した。欧州核融合実験装置における

ITER模擬壁（JET-ILW: JET ITER-like wall）実験のトリチウム滞留量評価に注力し、日

欧共同でのプレスリリースを行った。これらの成果により、年度計画を上回る成果を達成

した。（評価軸①、評価指標①） 

 低放射化フェライト鋼 

原型炉設計用材料特性ハンドブック整備のため、BA フェーズ II 計画を立ち上げ、日欧共

通の課題整理に基づき詳細作業計画を定めた。また、材料試験を継続し、材料基準値の設

定を進めた。特に、線形摩擦接合法による継手強度が母材相当であることを初めて明らか

にし、構造設計への新たな選択肢を得た。さらに、銅合金の高温高圧水腐食データを新た

に取得し、原型炉ダイバータ用冷却水条件の絞り込みが進展した。 

 中性子増倍材、トリチウム増殖材 

増殖機能材である中性子増倍材とトリチウム増殖材の微小球混合充填の原型炉ブランケッ

ト設計における増殖機能材の両立性評価を実施した。令和２年度は、中性子増倍材は既存

材のベリリウム（Be）と先進材の Be12Vと、先進トリチウム増殖材の LTZO（Li添加型チタ

ン酸リチウム（Li2+xTiO3+y）にジルコン酸リチウム（Li2ZrO3）を 20％混合した材料）の

両立性試験を実施し、５年のブランケット交換時に、1173Kでは反応層厚さがBeでは2000µm

になるが、Be12Vでは数十 µm 程度と予想され、Be12Vの優れた両立性を明らかにした。 

 トリチウム安全取扱技術 

トリチウムとベリリウムの同時取扱いが可能な世界有数の施設である六ヶ所研原型炉 R＆

D 棟の特徴を生かし、欧州の核融合実験装置 JET の真空容器保護タイル試料や JET 炉内金
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属ダストの分析を、日本及び欧州の研究機関・大学との共同研究により核融合炉内のトリ

チウム滞留量の評価を進めた。JET 炉内ダスト粒子中のトリチウムの滞留に関し、電子マ

イクロプローブによって決定されるダスト元素組成分析画像とイメージングプレート法に

より分析したトリチウムの濃度画像を重ね合わせる新たな微量分析法により、トリチウム

の滞留量は、ダスト元素の組成により大きく異なり、炭素、ベリリウム、タングステンの

順に低下することを明らかとした。これまでの研究結果の総括に関するプレス発表を日欧

共同で実施した。本成果は、ITER の炉内でのトリチウムの蓄積に関する計算モデルの改良

や評価値の信頼性の向上に繋がり、ITERの安全管理に大きく貢献するものであり、この間

の成果の一部は、ITERの炉内トリチウム含有ダストの蓄積量制御手法の検討で参照されて

いる。 

○原型炉設計活動 

原型炉設計では、原型炉概念設計を継続して実施し、令和２年度は特に冷却水漏洩事象に

対する安全性解析コードのベンチマーク、トロイダル磁場コイル設計、増殖ブランケット

冷却管での圧損評価、中性粒子ビーム入射システムのビーム偏向特性、発電系の改善等に

おいて重要な成果を得た。（評価軸①、評価指標①） 

 安全性解析コードのベンチマーク 

冷却水漏洩事象を対象として安全性解析コード（MELCOR と TRAC）のベンチマークを実施

し、タプチャーディスク破断後の高温蒸気の排出過程の違いが真空容器ピーク圧力の到達

時間に影響していることを同定した。 

 矩形導体を用いた TFコイル概念の検討 

現在の原型炉超伝導 TF コイルでは、ITER で得られる技術基盤を最大限に活かすという観

点から、ITER-TF コイルと同様にラジアルプレート（RP）を用いた設計を主案としている

が、ITERより大型化する原型炉では製作コストに課題があった。令和２年度は製作性簡略

化やコスト低減を考慮した矩形導体方式の検討に着手し、コイルケース最適化や長方形ジ

ャケットの採用により同方式の課題であったターン絶縁の層間剪断応力を 63.3MPa から

47.2MPaへ大幅に低減できることを明らかにし、応力最大値を ITER程度まで低減すること

に見通しを得た。 

 TFコイル用極低温構造材料の開発 

現在設計中の原型炉超伝導コイルでは、ITERでの技術開発をベースとして、液体ヘリウム

温度（４K）における 0.2％耐力を 1,200 MPa（ITERでは 1,000 MPa）として設計を進めて

いるが、TF コイル容器の肉厚は ITER の約２倍であり、さらなる高強度化が必要である。

令和２年度は、候補材料の一つである XM-19材に対して、室温、77 K、４ K においてそれ
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ぞれ 16 本の引張試験を行った。４ K での 0.2％耐力の平均値は 1,340 MPa（標準偏差 54 

MPa）となり、現在設計で使用している 0.2％耐力 1,200 MPa は、既存鋼種でも達成可能で

あることを示した。 

 増殖ブランケットモジュールへの流配の検討 

原型炉では主にプラズマ周りに配置するブランケットモジュール（BM）の内部を流れる冷

却水で熱を回収して発電する。各 BM での発熱量はプラズマを見込む立体角の違いにより

分布を持つため、異なる発熱量を回収するために各 BM へ接続する枝管の径を調整し必要

流量を分配するように設計する必要がある。令和２年度は、マニフォールド配管及び枝管

の圧力損失を抵抗値に見立てた１次元回路方程式により、各 BM に必要流量を分配するた

めに枝管部で負荷する圧力損失を評価した。 

 原型炉 NBIに向けたコイルによるビーム偏向入射の検討 

原型炉 NBIシステムでは、負イオン源での中性子線量が高くなり磁石や絶縁材の性能劣化、

SF6 絶縁ガスの電離による絶縁不良などが課題であるため、偏向磁場により大面積の負イ

オンビームを一様に曲げて入射するシステムを検討した。扇形に近いコイル形状を採用す

ることで 70kAT の起磁力によりイオンを 26.5°の角度で曲げ、コイルから 20m 先で 0.49m 

x 0.36m の範囲に集束できることを明らかにした。これにより負イオン源への高速中性子

入射の抑制の可能性を示した。 

 ダイバータ銅合金配管系の排熱を有効利用し総発電量を改善 

原型炉ではブランケットとダイバータ F82H（低放射化フェライト鋼）配管系を発電（～

300℃）に利用するが、ダイバータ銅合金配管系は熱（～200℃）の有効利用が未検討であ

った。そこで発電量の改善を目指し、抽気タービン各段の抽気によるタービンの給水加熱

の代わりにダイバータ銅合金配管系の熱を利用する方式を発案し、原型炉の総発電量を従

来の 674MWから 711MWへ増大できる概念を構築した。 

 原型炉の着火シナリオの検討 

検討中の原型炉は、ITERよりも大きいため周回電場が小さく、導体シェル導入による渦電

流の影響があるためプラズマ着火が困難になる。原型炉の超伝導コイル設計と整合するオ

ーミック着火シナリオとして初期励磁から breakdown、burnthroughを経てリミタ配位の初

期平衡形成までの検討を行った。典型的なシナリオ（時刻 0.3 秒までに breakdown と

burnthroughを経て時刻１秒に Ip=0.24MAのリミタ配位）において、CSコイルと PFコイル

の電流値と電圧値は全て設定した許容値以内に収まっていることを確認した。 

○ITER遠隔実験センター（REC） 

ITER遠隔実験センターでは、ITER 機構と協力の手続きを進めるとともに、IFMIF/EVEDA事
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業と協力し、原型加速器の実験・運転データを安全に欧州の研究機関へ転送するシステム

を構築するなどの目標を上回る成果を達成するとともに、新型コロナウイルスによる

IFMIF/EVEDA事業の遅延の回避を支援した。また、サテライト・トカマク計画事業でのデー

タ共有システムに対して IFERC-REC によるレビューを行い、セキュリティ対策の改善のた

めのコメントを行った。さらに、情報研及び核融合研との共同研究により、LHD データス

トレージ（岐阜）から高速データ読み出し、高速転送（欧州、米国経由の世界一周経路）

し、RECストレージ（青森）へ高速書き込みまでの一連の処理（約８Gbpsのスループット）

を国際ネットワークの実環境での試験に成功し、初期の ITER 全データの REC への複製の

実行可能性を示した。（評価軸①、評価指標①） 

○計算機シミュレーションセンター（CSC） 

スーパーコンピュータシステム Japan Fusion Reactor Simulator 1（JFRS-1）の計算機資

源の 50％を日欧による CSC 活動のために提供した。IFERC 事業の下の合同配分委員会で日

欧の 31 のシミュレーションプロジェクトに JFRS-1 の計算機資源を配分し、シミュレーシ

ョンプロジェクトを推進した。また、日欧で開発を進めているトカマク周辺プラズマシミ

ュレーションコードについて、ダイバータ配位において乱流抑制効果のある電場成分を精

密に計算できるよう拡張を行った。欧州実施機関と高性能計算機フォローアップ会合を４

回開催し、最新の計算機技術、研究活動等に関する情報交換を行うとともに、加速演算器

（GPU）の利用に重点を置いた日欧ワークショップ開催した。（評価軸①、評価指標①） 

②IFMIF-EVEDA事業 

 加速器のビーム損失を最小限（目標：１W/m）に抑えるため、0.2mmの高精度の調整を行い、

大電力ビームダンプまでのビームラインを構築した。原子力規制庁の施設検査の合格を得

て連続ビーム試験が可能となり、重陽子引き出し試験を開始した。（評価軸①、評価指標①、

モニタリング指標①） 

 コロナ禍で欧州スタッフが来日できない中、IFERC 事業のスタッフと協力し、量研主導で

国際タスクフォースを立ち上げ、短期間で ITER遠隔実験センターのシステム・技術を活用

した欧州への実時間データ転送システムを構築し、欧州からの遠隔実験参加を可能とした。

これは、データ転送用サーバを途中に介すことで外部から実験装置側には一切入れない高

いセキュリティを持っており、一方向に大量のデータを実時間で転送する方式の実用化で

ある。数か国にわたる国際協力において共有すべきデータを高速転送可能とし、ITERなど

の他施設のへの適用も視野に入る先駆的なシステムである。（令和２年 10 月 23 日プレス

発表、２誌掲載）。これは当初計画になく、目標を上回る成果である。（評価軸①、評価指

標①） 
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 小型リチウムループの設計を行い、純化系・純度監視系の R＆Dとして、リチウム中の水素

同位体定量分析法の開発と、実験による断熱材とリチウムとの共存性評価を開始した。（評

価軸①、評価指標①） 

③実施機関活動 

 地元自治体等が主催するイベントに、講演、展示、実験教室等により協力参加するととも

に、学生や一般見学者、研究者等の施設見学希望者を積極的に受け入れたほか（623人、61

件）、六ヶ所村近隣住民を対象に施設公開を実施し、理解促進を図った。（評価指標①） 

 ユーティリティ施設及び機械室設備について、運転保守管理、補修工事等を着実に行い、

研究活動に支障を来さないよう滞りなく六ヶ所研の維持・管理を継続した。さらに、令和

２年度は令和３年度に竣工が計画されているブランケット工学試験棟の建設工事を継続し

た。（評価軸①、評価指標①、モニタリング指標①） 

 また、アウトリーチ活動としては、全日本で進める核融合エネルギーに関するアウトリー

チヘッドクォーターの中核を務め、我が国における核融合に関する理解増進活動を推進し

た。 

b. BA活動で整備した施設を活用・拡充した研究開発 

①原型炉設計研究開発活動 

 原型炉設計特別チーム（特別チーム）による活動 

特別チーム活動では、産学共創の場の構築に努めつつオールジャパン体制で原型炉設計活

動を継続し、メンバー数は総勢 117 名に拡大した。Web 形式での技術会合や調整会合を 46

回開催し、延べ 880 名が参加し、これまでの設計検討を報告書案にまとめた。また、量研

と核融合研究所が連携して実施する原型炉研究開発共同研究を継続し(量研: 36件、NIFS: 

８件)、令和３年度新規公募（量研: 17件、NIFS: ６件）を実施した。また、トリチウムの

閉じ込め境界である真空容器に遠隔機器用のガイド構造を設置して構造解析を実施し、主

要な単一荷重下で設計応力を超える箇所を同定した。さらに、炉内機器であるブランケッ

トとダイバータのプラズマ対向面におけるトリチウム挙動評価コードを開発した。（評価軸

②、評価指標②） 

 炉内構造物材料の中性子重照射後の材料試験及び評価 

低放射化フェライト鋼について、これまでの引張に加え、新たに破壊靭性・微細組織デー

タを整備し、第一回中間チェックアンドレビューの達成目標である 80dpa レベルまでの原

子炉照射データの取得を完了した。（評価軸②、評価指標②） 

 リチウム回収及び濃縮技術 

アライアンス事業等を含めリチウム回収技術開発を継続し、イオン伝導体分離法による使
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用済リチウムイオン電池からの高純度原料生成に関するコスト実証試験により回収条件の

最適条件を見出すとともに参画企業と使用済リチウム電池の解体手法、回収プラントシス

テムの検討を行った。結果、原料である水酸化リチウム 2000トン製造時のコストが輸入価

格（1287 円/kg：2020 年貿易統計）を大幅に下回る 541 円/kg と評価できるなど、低コス

トでの製造技術実証を成し遂げたことは年度計画を大きく上回る成果を達成したもので、

実用化への事業化戦略に目処を得た。（評価軸②、評価指標②、モニタリング指標④） 

 ベリリウム精製技術開発 

湿式工程を主とする新たなベリリウム精製技術の開発を継続し、効率の向上を達成して外

国特許出願するとともに、本技術を省エネルギー精製技術としてベリリウム以外のレアメ

タル鉱石などの精製やさらにはリサイクル技術にも適用する提案が、JSTの令和２年度「共

創の場形成支援プログラム（COI-NEXT）（共創分野・育成型）」採択された。これらは特に

顕著な成果である。（評価軸②、評価指標②、モニタリング指標④） 

 トリチウム工学技術開発 

田中貴金属工業株式会社との共同研究により、核融合施設において燃料として使用される

放射性物質トリチウムの閉じ込め技術として、トリチウムの室温酸化を実現させるための

触媒として疎水性貴金属触媒を開発した。触媒の土台となる担体に熱や放射線に強い無機

物を使用し、それに疎水基を付与することにより耐熱性と疎水性の両特性をもたせること

で触媒反応の維持を図った。この担体に白金をコーティングした貴金属触媒は、450℃で 24

時間の間、疎水性を維持できることを確認した。本技術は国内外で多くの特許を取得して

おり、疎水性貴金属触媒は田中貴金属工業株式会社より販売されている。本成果は、既に

実用化している一般産業への応用が期待される優れた触媒関連の先進技術として、一般社

団法人触媒工業協会より「令和２年度触媒工業協会技術賞」を受賞した。また、日本原子

力研究開発機構においては放射性気体廃棄物の管理技術への本触媒の適用などの研究開発

の成果も報告されている。（評価軸②、評価指標②、モニタリング指標④） 

②テストブランケット計画 

 テストブランケット計画は、ITER を利用して原型炉に向けた各極独自のブランケット概念

を同時に試験するもので、最も性能が良い概念が国際標準となり得る国際競争計画である。

近年、着実な計画実施のため試験用の割当ポートが 2/3 に削減される中、２年に渡る国際

協議を経て、日本が提案する水冷却固体増殖方式が、その着実な進捗（水冷却の実績と異

常時の高温高圧水の安全実証計画など）が認められ、令和２年度の ITER理事会で初期の４

計画の１つとして公式に選択された。これは、目標を大きく上回る成果である。（評価軸②、

評価指標②） 
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 ITER 機構との取合い調整では、特にテストブランケットモジュール（TBM）の水冷却シス

テムの排水と系統乾燥について、多くの関連部署との具体的な調整手順を作成し、日本の

TBMチームの現地駐在者が調整責任者となり、欧州の水冷却リチウム鉛（WCLL）TBMチーム

を交えて協議を主導した。（評価軸②、評価指標②） 

 TBM の詳細設計では、特に高温高圧水に関連し、トリチウムと真空の閉じ込め境界の一部

である TBM シールド後端のフランジ貫通部について、TBM Frame 内での配管破断を想定し

た際に生じる応力を評価し、異常時にも健全性を確保するための構造変更方針を明らかに

した。製作性と両立させつつ配置や径を最適化し、全ての配管貫通部について異常時にも

健全性を確保できる見通しを得た。（評価軸②、評価指標②） 

 TBMの構造材料である F82Hのクリープ疲労損傷の予測式を提案し、本来多くの実験データ

を必要とするところ、クリープ疲労の損傷制限の効率的な作成に見通しを得た。（評価軸②、

評価指標②） 

 高温高圧水に関連する安全実証試験データの取得のための装置の製作設計を完了し、装置

製作を開始した。また、同装置を設置するブランケット工学試験棟の建設を着実に進めた。

（評価軸②、評価指標②） 

③理論・シミュレーション研究及び情報集約拠点活動 

 理論・シミュレーション研究 

核燃焼プラズマ予測確度の向上のためのモデルの高度化を継続するとともに、開発したコ

ードによる実験予測を実施した。モデルの高度化に関してはダイバータ統合コードのイオ

ン熱伝導過程に関する物理モデルの高度化、非構造格子に基づく３次元磁気流体シミュレ

ーションコード開発を行うとともに、Fokker-Planck 非線形衝突計算の異種粒子間エネル

ギー保存スキームを世界で初めて実現した。実験予測に関してはディスラプション緩和装

置の設計検証のためのシミュレーション研究により ITER計画に貢献するとともに、JETで

計画中の DT 実験に対し核融合反応で生成したアルファ粒子が励起する可能性のある電磁

流体モードとして楕円度駆動型アルフヴェン固有モード（EAE）を同定し、モード励起のた

めの実験条件を理論的に提示した。（評価軸②、評価指標②） 

 情報集約拠点活動 

核融合研究専用スパコン JFRS-1 の安定運用を継続し、JFRS-1 を利用する研究課題の公募

を行い、応募のあった 31の研究課題に対し、原型炉開発のためのアクションプランの推進

や ITER計画等に対する貢献に配慮した計算資源の配分を実施した。これらにより、年度計

画を達成した。また、ITERなどの核融合装置で発生する大容量データの六ヶ所研への高速

転送、大容量データの機械学習を利用した効率的な利用、それを可能とするネットワーク、
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コンピューティングインフラの検討などを目指した協力協定を民間企業との間で締結し

た。（評価軸②、評価指標②） 

④核融合中性子源開発 

 概念設計書に基づき、核融合中性子源 A-FNS の工学設計活動計画の検討を行い、A-FNS 工

学設計活動計画書を作成した。ここでは、A-FNS の工学設計活動時における課題を明確に

し、その実施体制、実施スケジュール、マイルストーンを定め、具体的な活動計画を記述

した。これは、2025年までに工学設計を完了し、中性子源施設建設の移行判断を行う重要

な基盤を与えるものである。(評価軸②、評価指標②) 

 欧州における核融合中性子源開発の動向について情報収集し、第１回核融合中性子源に関

する日欧技術調整会議を IFMIF/EVEDA 事業の下でリモートにて開催し情報交換を実施し

た。これにより、日欧の共通課題として実施すべき事項について共通理解を得た。（評価軸

②、評価指標②） 

【前年度主務大臣評価に

おける指摘事項等への対

応状況】 

・人材育成については、

本年度は新たに 8 名の

ITER機構職員が着任し、

また、公募情報の広報活

動の強化により登録者数

が3月末時点で 631名（平

成 30年度末 261名）と大

幅に向上している点は評

価できるものの、日本人

職員の割合は 7 極におい

て下位に属している。引

き続き、長期的な人材育

成と並行して職員増に向

けた取組を継続して進め

ていくべきである。また、

人材育成に当たっては、

大学・研究機関等との連

【前年度主務大臣評価における指摘事項等への対応状況】 

 

 

長期的な人材育成と並行して職員増に向けた取組みに加え、産業界における啓発や連携にも

一層取り組むため、令和２年度は以下に取り組んだ。 

 産業界及び国際機関から新たに３名（含む内定者）の ITER機構職員採用を支援した。さら

に、産業界から新たに４名の IPAを派遣し、令和元年度の 36人月を超える 90.5人月の IPA

派遣を行った。 

 邦人専門職員として新たに２人が着任し、合計 31人となった。職員公募情報の効果的な周

知と転職支援を目的とした、職員公募に関する登録制度については、オンラインターゲッ

ト広告や核融合フォーラムを積極的に活用し、新たに 361名の登録者を得て 992名となり、

大きく増えた。 

 国民の理解をより深めるため、ITER機構職員を目指す邦人に向けて説明会の開催、学会等

での ITER計画の説明展示、学会発表、雑誌及び学会誌等への発表及び SNSによる情報発信

や Google広告、Youtube広告等により、ITERの建設に関する情報の積極的な公開・発信を

行った。 

 産業界に向けては、調達活動を通じて、組立・据付などの建設作業に関する ITER機構から

の情報を周知するとともに、ITER 関連企業説明会、国内機関企画の職員募集説明会、国内

機関企画の那珂研見学会を開催し、産業界との連携に努めた。 
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携だけでなく、産業界に

おける啓発や連携にも一

層取り組む必要がある。 

・ITER機構側のインテグ

レーションマネジメント

の問題を日本側の努力で

吸収するのではなく、

ITER 機構側に入り込ん

でインテグレーションマ

ネジメントを推進するよ

う努力をするべきであ

る。 

・核融合研究開発は長期

にわたるものであり、将

来的に研究開発活動を担

う人材の育成と並行し、

将来的に基幹的エネルギ

ーを目指すためには国民

の理解を得る必要があ

る。このため、アウトリ

ーチのための取組を引き

続き強化しつつ進めてい

くべきである。 

 

・論文数や TOP10%論文数

の低迷がさらに進んでい

る。ITER計画、BA活動の

担当機器の製作や装置の

建設も当然重要ではある

が、研究開発成果を外部

へ発信することが将来の

核融合研究の発展にも繋

 

 

 

ITER機構と一体化して ITER計画の推進に貢献することが重要との認識の下、JT-60SAのイン

テグレーション経験を有する量研の専門家等を ITER 機構へ 32.4人月のリエゾン派遣を行う

とともに、ITER プロジェクト・アソシエイツ制度（IPA）も活用し、ITER 機構へ令和元年度

の 36人月を超える 90.5人月の IPA 派遣を行った。 

 

 

 

 

 

アウトリーチ活動としては、全日本で進める核融合エネルギーに関するアウトリーチヘッド

クォーターの中核を務め、我が国における核融合に関する理解増進活動を推進した。加えて、

国民の理解をより深めるため、学会等での ITER計画の説明展示、学会発表、雑誌及び学会誌

等への発表及び SNSによる情報発信や Google広告、Youtube広告等により、ITERの建設に関

する情報の積極的な公開・発信を行った。今後一層、プレス発表等の情報発信数の増加に取

り組む。 

 

 

 

 

 

 

論文数の増加に努めているが、人員の不足により、担当機器の製作や装置の建設に研究者・

技術者の多くの時間を割かざるを得ない状況が続くとともに、令和２年度はコロナ禍での計

画遂行のため、遠隔での試験検査体制の構築やより海外とのより緊密な情報交換にリソース

を割り当てる必要があり、成果の発表件数には結びついていない。令和３年度からは、JT-60SA

の統合試験運転や原型加速器（LIPAc）の運転で得られた知見を成果発信に繋げて、これまで

以上に成果の創出に取り組む。 
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がることから、引き続き

論文として成果を創出で

きるような研究開発にも

取り組んでいくべきであ

る。 

【研究開発に対する外部

評価結果、意見等】 

【研究開発に対する外部評価結果、意見等】 

 人的交流を通した相互の意志疎通が最も重要な ITER や JT-60SA の機器の現地での統合作

業段階において、今回、これらに関わる作業と新型コロナ禍が重なることとなり、プロジ

ェクトの推進が困難な状況に遭遇した。これらは、核融合のみならず、国際協力を伴った

科学技術分野の大型研究プロジェクトの進め方や在り方に大きな影響を与える事象とし

て、重要な課題を投げかけることとなった。 

 このような感染拡大防止の行動変容の強い制約を受ける中、安全性が強く求められる高圧

電源機器の統合作業において、様々な斬新で挑戦的な創意工夫を距離的に大きく隔たった

日欧間で行いながら、双方で合意する作業手順の作成（ソフト面）とそれを実現する様々

な機器の対応（ハード面）の双方を計画的・組織的に行い、大きな遅延をもたらすことな

く計画を遂行した。 

 これら ITER および JT-60SA の実績は、国際共同の大型プロジェクトにおいて予期しない

危機が発生したプロジェクトの対応マニュアルを提示したことに等しく、極めて大きな意

義があると判断できる。 

 今回経験・対応した事象を、核融合プロジェクトに留めることなく、幅広い科学技術分野

の危機管理に対するノウハウとして対応マニュアルを共有することが重要であり、様々な

国際共同の大型プロジェクトに参加する日本の信頼度を格段に向上させることになる。 

 コロナ禍において、作業に大きな制約がかかり、さらに国際共同研究では関連する研究者・

技術者が来日できないという困難の中で、遠隔で情報を共有し、さらに共同作業を行うこ

とで、ほとんどのプロジェクトにおいて計画通りに進めたことは極めて顕著な成果である。 

 原型炉設計開発活動において、原型炉の概念設計までに行うべきことや目指すべきゴール

を明確にして、現在の研究開発のレベルの成熟度の評価や今後の重要課題の解決の見通し

などをわかりやすく示すことが必要であると考える。 

 ITER 計画について、QST には、国際的にも国内的にも引き続き主体的、主導的な役割を期

待する。あわせて、QST には国内民間企業との関わりやその貢献ぶりについて、積極的に

国内外にアピールいただくよう希望する。国内民間企業は、現状では機器調達のキープレ

ーヤーであり QSTの重要パートナーであり、さらに実用段階には主役となるべき立場です。



86 

 

民間企業を盛り立てることで、核融合研究開発は暮らしに結びついているといった現実感

が生まれ、多様な分野の若い世代やその親の世代の関心を呼ぶことにもつながるのではと

思う。 

 新型コロナウィルス感染症蔓延の中、ITER や BA 活動における計画の遅延が予想される状

況下であったが、多くの予期せざる困難を創意・工夫により克服しながら適切に国際協力

を実行することにより ITER や BA 活動に貢献し、当初の予定通りに ITER の組み立て開始

にこぎつけたことや、遠隔での技術管理体制を確立し、技術困難度の高い統合試験を遅滞

なく実施できたことが極めて高く評価される。前年度の JT-60SAの組み立て終了を受けて、

コロナ禍の中、統合試験運転に向けたそれぞれの機器試験を行い、プラズマ着火までに至

ったことも高く評価される。 

 評価項目が、そもそも極めて高いハードル設定である。様々な困難を、予定通り進捗させ

るだけでも特筆すべき成果である。それに加え、少なからぬ項目において想定以上の成果

を挙げている。このような研究開発を毎年繰り返して、着実に前進させていることは驚異

であり敬意を表する。 

 コロナ禍の困難な状況によく対応して、ほぼ遅延なく計画に沿った活動を進めたことは高

く評価できる。特に、ITER の TF コイル 1,2 号機の ITER サイトへの納入による ITER 組み

立て開始への貢献、遠隔技術体制構築による NBTFの 1MV出力試験の開始、JT-60SAの統合

調整運転の進展による電子サイクロトロン加熱プラズマの生成は顕著な成果である。 

 炉心プラズマ研究開発では、少ない人員でよく成果を挙げていると思うが、JT-60Uあるい

は JT-60SAについての研究が主であり、その他、特に ITERや原型炉のプラズマを対象とし

た研究が手薄な印象がある。NIFS との連携の強化も含めて、オールジャパンで IITERや原

型炉のプラズマを対象とした研究に取り組めるような制度の構築が望まれる。 

 ITER、JT-60SA、IFMIFなど建設中の施設では Sをつけるのは難しいと感じる。そもそも、

着実に建設することが求められる中、全く想定しなかった新しい知見が得られる（創出）

こと自体が矛盾となる。建設中の施設・設備に対する評価指標があってもよいように思う。

たとえば、建設が予定通り進む、というのは、プロジェクト上最も大切なことで、それを

もう少し強調してもよいのではないか。 

 

４．その他参考情報 

 決算額が予算額を上回った理由は、受託や共同研究及び自己収入等の収入の増額によるものであり、これらの資金を有効に活用することで、着実な成果の創出がなされたと認められる。 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ｎｏ．７ 研究開発成果のわかりやすい普及及び成果活用の促進、国際協力や産学官連携の推進、公的研究機関として担うべき機能 

関連する政策・施策 ＜文部科学省＞ 

政策９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

政策８ 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 

施策８－３ 研究開発活動を支える研究基盤の戦略的強化 

＜復興庁＞ 

政策 復興施策の推進 

施策 東日本大震災からの復興に係る施策の推進 

当該事業実施に係る根拠（個別

法条文など） 

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構法第 16 条 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する研究開発評価、政策評

価・行政事業レビュー 

令和３年度行政事業レビューシート番号 ＜文部科学省＞0249, 0234 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準

値等 

平成 28

年度 

平成 29

年度 

平成 30

年度 

令 和 元

年度 

令 和 ２

年度 

令和３

年度 

令和４

年度 

 平成 28 年

度 

平成 29 年

度 

平成 30 年

度 

令和元年

度 

令和２年

度 

令和３

年度 

令和４

年度 

 

統合による発展、

相乗効果に係る

成果の把握と発

信の実績（※法人

全体） 

－ 技 術 シ

ーズ 79

件 

プ レ ス

発表 4件 

技 術 シ

ーズ 98

件 

プ レ ス

発表 4件 

技 術 シ

ーズ 98

件 

プ レ ス

発表 0件 

技 術 シ

ーズ 97

件 

プ レ ス

発表 0件 

技 術 シ

ーズ 97

件 

プ レ ス

発表 0件 

  予 算 額

（千円） 

1,240,188 998,380 3,684,729 4,215,788 5,191,962   

シンポジウム・学

会での発表等の

件数（※法人全

体） 

－ 1,805件 2,150件 2,252件 2,138件 1,104件   決 算 額

（千円） 

1,888,211 1,363,177 4,097,671 7,827,537 8,791,243   
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知的財産の創出・

確保・活用の質的

量的状況（※法人

全体） 

－ 出願 41

件 

登録 53

件 

出願 57

件 

登録 33

件 

出願 78

件 

登録 44

件 

出願 115

件 

登録 47

件 

出願 99

件 

登録 33

件 

  経 常 費

用 （ 千

円） 

1,930,493 1,539,778 1,954,958 4,701,623 4,364,363   

機構の研究開発

の成果を事業活

動において活用

し、又は活用しよ

うとする者への

出資等に関する

取組の質的量的

実績（※法人全

体） 

－ － － － 実 績 な

し 

実 績 な

し 

  経 常 利

益 （ 千

円） 

△28,422 △20,836 △92,182 △22,156 △157,969   

企業からの共同

研究の受入金額・

共同研究件数（※

法人全体） 

－ 受入金額 

112,314

千円 

件数 24件 

受入金額 

154,466

千円 

件数 35件 

受入金額 

110,136

千円 

件数 46件 

受入金額 

176,194

千円 

件数 46件 

受入金額 

211,361

千円 

件数 50件 

  行 政 サ

ー ビ ス

実 施 コ

スト（千

円） 

1,753,616 1,489,690 1,947,593 ― ―   

クロスアポイン

トメント制度の

適用者数（※法人

全体） 

－ 1人 1人 ４人 20人 29人   行 政 コ

スト（千

円） 

― ― ― 5,463,754 4,516,419   

国、地方公共団体

等の原子力防災

訓練等への参加

回数及び専門家

派遣人数 

－ 参加回

数 12回 

派 遣 人

数 14人 

参加回

数 14回 

派 遣 人

数 18人 

参加回

数 12回 

派 遣 人

数 21人 

参加回

数７回 

派 遣 人

数 13名 

参加回

数６回 

派 遣 人

数８名 

  従 事 人

員数 

62 56 75 99 105   

高度被ばく医療 － － － － 関 連 研 関 連 研           
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分野に携わる専

門人材育成及び

その確保の質的

量的状況 

修 会 開

催 16回 

修 会 開

催 12回 

原子力災害医療

体制の強化に向

けた取組の質的

量的状況 

－ － － － 支援センタ

ー連携会議

等４回、研

修管理シス

テム準備 

支援センタ

ー連携会議

等５回、研

修管理シス

テム説明会

14回開催 

          

被災地再生支援

に向けた調査研

究の成果 

－ － － － 論文 21

報 

論文 17

報 

          

メディアや講演

等を通じた社会

への正確な情報

の発信の実績 

－ 79件 170件 137件 141件 58件           

施設等の共用実

績（※法人全体） 

－ 利 用 件

数 566件 

採 択 課

題 208件 

利 用 件

数 579件 

採 択 課

題 207件 

利 用 件

数 743件 

採 択 課

題 261件 

利 用 件

数 697件 

採 択 課

題 231件 

利 用 件

数 331件 

採 択 課

題 175件 

          

論文数 
－ 53報  

(53報) 

35報  

(35報) 

32報  

(32報) 

50報  

(50報) 

66報 

（81報） 

          

TOP10％論文数 
－ ０報  

(０報) 

１報  

(１報) 

１報  

(１報) 

２報  

(２報) 

４報 

（５報） 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標、中長期計画、年度計画 

主な評価軸（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

  評定：Ａ 

【評定の根拠】 

研究成果のわかりやすい普及及び成

果活用の促進、国際協力や産学官の連

携による研究開発の推進、原子力災害

対策・放射線防護等における中核機関

としての機能、福島復興再生への貢献、

人材育成業務、施設及び設備等の活用

促進、官民地域パートナーシップによ

る次世代放射光施設の整備等のそれぞ

れにおいて年度計画を達成するととも

に、原子力災害対策・放射線防護等にお

ける中核機関としての機能、人材育成

業務、官民地域パートナーシップによ

る次世代放射光施設の整備等において

は年度計画を上回る成果を得た。 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目

的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動

による成果、取組等について諸事情を踏まえ

て総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最

大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の

創出の期待等が認められ、着実な業務運営が

なされているため。 

なお、文部科学省が所掌する事項（研究開発

成果の普及活用、国際協力や産学官連携の推

進、公的研究機関として担うべき機能）、原子

力規制委員会の所掌する事項（公的研究機関

として担うべき機能のうち、原子力災害対策・

放射線防護等における中核機関としての機

能、福島復興再生への貢献、人材育成業務）の

評価は以下であり、これらを総合的に検討し 

Ｂ評定が妥当と判断した。 

 

＜評定に至った理由の詳細＞ 

・ 「研究開発成果の分かりやすい普及及び成

果活用の促進、国際協力や産学官の連携に

よる研究開発の促進」については SIP 光・

量子の管理法人としての事業等の活動によ

り着実に実施されているものと考えられ、

自己評価の通り（Ｂ）評定が妥当。 

・ 「原子力災害対策・放射線防護等における
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中核機関としての機能」における文部科学

省の所掌においては、研修事業について、実

施の方向で検討すべきであることから、自

己評価の（Ａ）評定ではなく（Ｂ）評定が妥

当と判断。原子力規制委員会の所掌におい

ては、甲状腺モニタリングに関する顕著な

研究成果創出や高度被ばく医療線量評価棟

の運用開始による将来的な成果創出の期待

から（Ａ）評定と判断。両評価を総合的に判

断した結果、（Ａ）評定が妥当と判断した。 

・ 「福島復興再生への貢献」における文部科

学省の所掌においては、住民の内部被ばく

評価について着実な成果が出ているため、

年度計画に沿って着実に実施したものと考

えられ、自己評価の（Ａ）評定ではなく、（Ｂ）

評定が妥当と判断。原子力規制委員会の所

掌においては、福島県民の被ばく線量の推

計や評価に係る取り組みを高く評価し（Ａ）

評定と判断。両評価を総合的に判断した結

果、（Ａ）評定が妥当と判断した。 

・ 「人材育成業務」における文部科学省の所

掌においては、コロナ禍においても満足度

の高い研修を実施することができ、着実に

実施したものと考えられるため、自己評価

の（Ａ）評定ではなく（Ｂ）評定が妥当と判

断。原子力規制委員会の所掌においては、コ

ロナ禍においても社会情勢やニーズの変化

に対応した研修が実施されていること、「被

ばく医療研修管理システム」の運用開始に

伴い、被ばく医療の底上げや継続的な人材

育成が可能となったこと等を高く評価し

（Ａ）評定と判断。両評価を総合的に判断し
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た結果、（Ｂ）評定が妥当と判断した。 

・ 「施設及び設備等の活用促進」について、コ

ロナの状況下で着実に実施しており、自己

評価通りの（Ｂ）評価が妥当と判断。 

・ 「官民パートナーシップによる次世代放射

光施設の整備」については、パートナーシッ

プに基づく連携のもとで困難度の高い機器

整備等を推進し、将来的な成果創出が期待

され、自己評価の通り（Ａ）評定が妥当。 

・ 以上より、総合的に判断した結果、当該評価

項目の評定はＢと判断した。 

＜今後の課題＞ 

以下に個別に記載。 

【評価軸】 

①成果のわかりやすい

普及及び成果活用が促

進できているか。 

 

 

【評価指標】 

①研究開発成果のわか

りやすい普及及び成果

活用の取組の実績 

 

 

【モニタリング指標】 

①統合による発展、相

乗効果に係る成果の把

握と発信の実績 

 

②シンポジウム・学会

での発表等の件数 

Ⅰ.2. 研究開発成果のわかりやすい普及及び成果活用の促進 

○ アウトリーチ活動では、コロナ禍でオンライン開催となったサイエンスアゴラにおいて、

量研が２つのセッション「「究極」のイチゴ、量子科学技術でお届けします」及び「JT-60SA

バーチャルツアー～世界最大の超伝導核融合実験装置を見にいこう！～」を企画・運営し

た（令和２年 11月 19日、21日）。量研の２つのセッションは 70件を超える出展で上位と

なるそれぞれ 500 人を超える動画視聴者を得た。最先端の研究内容とその成果に関し、一

般の方を対象とした量子科学技術に対する国民の理解増進に努めた。（評価軸①、評価指標

①） 

○ 施設公開では、政府が定めるガイドラインに則った感染防止対策を行った上で那珂研、六

ヶ所研（ともに令和２年 10月 25 日）において、各拠点が行っている研究内容を紹介し、

地域交流を深めるとともに、量子科学技術に対する国民の理解増進に貢献した（那珂研 820

人（令和元年度比 201人減）、六ヶ所研 217人（令和元年度比 126人減））。また、コロナ禍

でイベント等が中止されアウトリーチ活動の機会が減少する状況を踏まえ、Web を活用し

た新たな取組として、高崎研イオン照射研究施設 TIARAの 3D/VR映像を制作・公開し、一

般の方を対象としたバーチャル施設見学だけでなく、外部の企業や研究者がイオン照射実

験にアプローチしやすくなる、複合的な目的を持った情報発信を開始した。（評価軸①、評

価指標①） 

○ 広報誌「QST NEWS LETTER」については毎号３つの特集を主体とした構成にし、継続性、統

一感を持たせて４回発行（４月号、７月号、10月号、１月号）した。各号約 1,400部を外

補助評定：b 

 

【評定の根拠】 

研究開発成果のわかりやすい普及及

び成果活用の促進、国際協力や産学官

の連携による研究開発の推進について

は、以下に示すとおりの取組等により

年度計画を着実に達成した。 

・ コロナ禍で実地でのイベント開催等

が制限される状況において、オンラ

インイベントへの参加や Web による

バーチャル施設見学、SNS の活用な

どを積極的に推進し、量研の知名度

向上に向けた情報発信を行った。ま

た、きっづ光科学館ふぉとんは、原

則休館としたが、実験工作教室の動

画を作成し来館できない子供達にも

楽しめるような取組を行った。（評価

軸①、評価指標①） 

補助評定 （Ｂ） 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目

的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動

による成果、取組等について諸事情を踏まえ

て総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最

大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の

創出の期待等が認められ、着実な業務運営が

なされているため。 

 

（判断の根拠となる実績） 

・ 令和２年度は、客員研究員 165名を受入れ、

QSTの研究開発等に対し指導・助言を得た。

また、協力研究員 464名を受入れ、QSTの研

究開発等に協力を得ることで、外部機関と

の連携を強化し、研究開発を推進した。 

・ SIP光・量子において、新たに TNO（オラン

ダ）と委託研究契約を締結し、フラウンホー

ファー研究機構（ドイツ）、ITRI（台湾）の
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③知的財産の創出・確

保・活用の質的量的状

況 

 

④機構の研究開発の成

果を事業活動において

活用し、又は活用しよ

うとする者への出資等

に関する取組の質的量

的実績 

部に発送するとともに、量研ホームページ（HP）やソーシャルメディアで研究や事業を更

に詳細にわかりやすく紹介し、量研の活動について広く情報発信を行った。（評価軸①、評

価指標①、モニタリング指標②） 

○ HPについては、令和元年度から新たなシステムで公開したが、更に見やすくするため、各

部門等の意見も取り入れ、構成や内容の見直しを随時行った。また、英語版 HPでは、コン

テンツの充実を図ることを目的に、掲載内容の見直しに着手し、プレスリリースした研究

成果の英語による発信を開始した。（評価軸①、評価指標①） 

○ 令和２年 10 月に Facebook の運用を刷新するとともに、Twitter と Instagram のアカウン

トを新設し、ソーシャルメディアによる情報発信を強化した。Facebookと Twitterでは量

研のプレスリリースといった公式発表を発信するとともに、新卒職員の募集などの情報展

開も新たに始めた。また、Instagram では量研の認知度や親しみを高めるため、各拠点の

季節の移ろいなどがわかる写真の投稿を行った。さらに、YouTubeチャンネルにおいては、

「QST 病院 web 市民講座」と題した重粒子線がん治療に関する動画等を掲載し、広く市民

の関心に応える動画公開を行った。（評価軸①、評価指標①） 

・ Facebook：令和２年度 10月以降の投稿 245件（令和元年度同時期 27件） 

投稿が到達した総ユーザー数 12,228（令和元年度同時期 3,770） 

・ Twitter：ツイート 585件、ツイートがユーザーに表示された累積回数 255,900 

・ Instagram：投稿 30件 

・ YouTube：動画投稿 34 件、令和２年度新規登録者数 235 人（開設から令和元年度までの

３年 10ヶ月 135人） 

○ マスメディアに対してプレスリリースを 21件（放医研７件、高崎研５件、関西研５件、那

珂研１件、六ヶ所研１件、量子生命科学領域２件：量研主体の研究成果に関わる発表のみ）

行い、プレスリリースと同時に HPで成果を公開し、最新の研究成果情報等を提供し、記者

の理解を助けるためのレクチャーも実施した。取材記事も含め、59件の新聞掲載があった。

（評価軸①、評価指標①、モニタリング指標②） 

○ マスメディアを通じた情報発信では、一般視聴者を対象とした TV 番組での情報発信に取

り組み、研究開発法人としての量研の紹介など、４番組で放送の機会を得た。また、記者

懇談会を令和２年 11月 25日にオンラインにて開催し、研究者が科学記者に直接、最新の

研究成果等を紹介する機会を設けた。（評価軸①、評価指標①） 

○ 量研の経営方針に関する理事長への取材、重粒子線がん治療や東電福島第一原発事故に関

わる活動及び研究成果に関する取材などのマスメディアからの依頼（52件）だけでなく、

一般の方からの問い合わせに対しても、適切かつ丁寧に応じることで、量研の研究や活動

・ 研究開発成果の権利化及び社会実装

を促進するため、「QSTベンチャー支

援制度」の運用を継続し、新たに１

件を認定した。また、ベンチャーに

対する出資業務等が認められたこと

への対応として、他法人との情報交

換の実施や、ベンチャー支援情報の

収集のために JST 主催の研修に職員

を派遣し、必要なスキル習得とレベ

ルアップを行った。（評価指標①、モ

ニタリング指標④） 

・ アライアンス活動においては、有償

共同研究の締結や実施を見据えた複

数企業との共同特許出願を実施する

とともに、より良い産学連携の仕組

みの検討を進める等、着実に取り組

んだ。（評価軸②、③、評価指標②、

モニタリング指標⑤） 

・ SIP 課題「光・量子を活用した

Society5.0実現化技術」の管理法人

業務として、積極的な情報発信・海

外ベンチマーク調査・適切な事業管

理の継続的な取組に加えて、研究開

発テーマの順調な進捗、社会実装の

ためのコンソーシアム構築、各研究

開発分野での波及効果が評価され、

令和２年度の課題評価結果は「A+」

と 12 課題中１位であった（A＋は１

課題のみ）。（評価軸②、③） 

・ 東電福島第一原発事故の報告書の完

成と令和３年のアウトリーチ活動に

向けて、UNSCEAR に対して技術的支

研究結果も併せて、グローバルベンチマー

キング強化支援業務を外注し、海外ベンチ

マーク調査の特徴および結果分析し、中間

報告を取りまとめた。 

・ 量子イメージング創薬アライアンス「脳と

こころ」では、QSTと複数の大手製薬企業が

参加した協調領域共同研究により成果が得

られ、関連する特許出願に至った。情報管理

が非常に厳しい製薬企業が複数社で共同す

ることは、世界的に見ても極めて異例であ

り、企業との連携事業として大きな成果。 

 

＜今後の課題＞ 

・ 情報発信については、PDCA サイクルを回し

つつ実施していくことが重要であり、今後

も着実な取組を期待する。 

・ アウトリーチ活動及び施設公開は今後、新

型コロナウイルス感染症との共存のもと、

様々な媒体での効果的な取り組みが出来て

いると思う。今後も新しい考え方が必要に

なることから、これまで以上に QST 内外を

問わず周辺自治体等との連携を図っていた

だきたい。 

・ 戦略的イノベーション創造プログラム

（SIP）管理法人としての取組については、

PD、SPDと連携がしっかりととれており、マ

ネジメントに際して非常に顕著な成果が創

出されていることから管理法人として内閣

府からの評価も非常に高い。来年度の最終

年度に合わせてさらなる成果の創出を期待

するとともに SIP 終了後の社会実装の取組

について管理法人業務の継続等、当該領域
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が社会に果たす役割や貢献が正しく伝わるよう努めた。（評価軸①、評価指標①） 

○ きっづ光科学館ふぉとんでは、コロナ禍で令和２年度当初より原則休館とした。休館中は、

実験工作教室の動画を第６弾まで作成し Web で公開するなど、来館できない子供達が楽し

めるような取組を行った。また、展示コーナーのパネル等の更新を行い、量研の研究内容

などわかりやすく紹介するための改修を行った。一部、近隣の小学校からの要望に応じ、

事前予約制で小規模の団体見学のみ、政府が定めるガイドラインに則った感染防止対策を

行った上で受け入れた（来館者数は８日間で 300人）。（評価軸①、評価指標①） 

○ 研究開発成果の普及と企業等による活用を一層推進するために、平成 30 年度に採用した

リサーチアドミニストレータ（URA）を中心に、量研の論文発表分野の分析を継続し、最新

のデータとして 2019 年（暦年）のデータを追加するとともに、当該分析結果をレポート

（創刊号）としてまとめた。また、オープンアクセスジャーナルへの量研の論文の投稿状

況等を第２号レポートとしてまとめ、それぞれ量研の内部向け HPに公開した。これらの情

報共有により、外部の視点を意識した研究開発成果発信及び知的財産創出への契機とする

ことができた。さらに、外国企業や QST 認定ベンチャーなどとの実施許諾契約により量研

が保有する知的財産の成果の幅広い展開を促した結果、企業への実施許諾契約件数 103件、

うち令和２年度新規実施許諾契約件数 18 件の実績が得られた。（評価指標①、モニタリン

グ指標①） 

○ 知的財産に関しては、法律事務所との間で顧問契約を締結しており、令和２年度も引き続

き、研究開発成果利活用法人対応の方針、共同研究に係る懸案事項の解決、実施許諾契約

の整備、特定プロジェクトに係る知的財産戦略相談や特許性調査の依頼等、相談を頻繁に

行い、知的財産業務や産学連携業務の戦略的な展開に関するアドバイスを受け、アライア

ンス共同研究の知的財産の扱いに関する判断や実施許諾契約条文修正、また外国企業との

共同研究等の契約変更対応等、実際の運用に反映することにより、効果的な実施に繋げた。

（モニタリング指標③） 

○ QST ベンチャー支援制度の運用を継続し、計４回の QST ベンチャー審査委員会を開催（令

和２年８月３日、10月２日、令和３年２月１日、３月 18日～25日（メール審議））した。

すでに認定している３件（ライトタッチテクノロジー株式会社：非侵襲血糖値測定器の開

発等、株式会社ビードットメディカル：粒子線がん治療プロジェクトに関わる技術サポー

ト等、株式会社フォトンラボ：レーザーを用いたインフラコンクリート構造物内部欠陥検

査に関わる技術移転・社会実装事業等）の令和元年度事業報告等の点検を行い、併せて兼

業者の実績管理を行った結果、３件とも事業運営実績は認定時の基準や条件を満たしてい

ると判断した。新たに１件の認定申請を受け、当該ベンチャー（株式会社 Perfect Imaging 

援を行った。また、IAEAや WHOの活

動に専門家を積極的に参加させる

等、量研の国際的プレゼンスの向上

に貢献した。（評価軸②） 

 

【課題と対応】 

研究開発の普及及び促進を行うため

には、より効果的な情報発信が必要と

考える。そのため、ソーシャルメディア

への情報発信を充実させ、新規ユーザ

ーの確保に努めるとともに、コロナ禍

で様々な制限が設けられている中で

も、オンライン配信を拡充するなどそ

の状況に応じたアウトリーチ活動を推

進していく。 

QST 国際リサーチイニシアティブで

は、海外との交流を通じた研究成果の

創出や人材育成を行っているが、コロ

ナ禍で人の交流がままならない状況と

なっているため、海外の研究者との遠

隔実験やデータ共有について検討を進

め、解決の見通しを得ている。 

コロナ禍で政府の方針に基づき、派

遣・受入が制限されているが、代替手段

による国際研究交流として、Web会議等

を導入している。 

 

の取組を継続させていくことも合わせて期

待する。 

・ 広報活動に関して、拠点や領域ごとに戦略

的に実施されたい 

 

＜その他の事項＞ 

（部会からの意見） 

・ Webを用いた発信が、より活発になっている

ように見受けられ、評価した。QSTには、一

般の人が関心を持つさまざまな成果情報・

科学情報があると思うので是非、活発に発

信していただきたい。 

・ 新型コロナウイルス禍にあり、工夫を重ね

て基本的に，計画通り着実に業務を遂行し

た。SIP課題の管理法人としての活動は着実

に成果をあげており、評価できる。 

・ アウトリーチおよび施設公開は新型コロナ

ウイルスとの共存がしばらく前提となろ

う。この１年に得た新しい考え方と方法論

をポストコロナまで展望して今後に活かせ

るよう、QST内外を問わず、関係とのグッド

プラクティスの共有と検証を図っていただ

きたい。 

・ 成果普及やアウトリーチ活動のため、コロ

ナ禍においても、オンラインでサイエンス

アゴラを開催したことや Twitter および

Instagramの新設、オンラインでの公開シン

ポジウムを開催したことは、意義があった

と考える。 

・ 若い世代への情報発信として、SNSの活用を

強化していくべきと考える。 

・ 国際協力の場で Society 5.0 の観点からベ



95 

 

Laboratory：放射線診断・治療における医療画像処理・解析手法に関する製品の企画、コ

ンサルティング、設計、開発製造及び販売事業等）を認定した。また、QST認定ベンチャー

としての申請を検討する者に対し、必要な体制の整備などの助言を行った。令和２年 10月

に知的財産活用課を新設し、ベンチャー支援業務と知的財産の利活用等を同課が所掌する

こととした。ベンチャー支援業務と知的財産の利活用のさらなる連携の一環として、量研

とライトタッチテクノロジー株式会社の共同外国出願に対する同社の事業戦略に沿った助

言を行った。また、認定ベンチャーを目指す職員の新規出願に対する事業化を見据えた知

的財産戦略の助言を行う等、知的財産とベンチャーの双方からの支援をこれまで以上に効

果的に実施した。さらに科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律（平成 20年

法律第 63号）の改正を受け、国立研究開発法人による法人発ベンチャーに対する出資業務

等が新たに認められたことへの対応として、ベンチャーへの出資等支援体制整備について、

他法人との間で関連する情報、特に機関内における出資に伴う部署の体制等について情報

交換を引き続き行い、運用に向けた課題等の検討を進めた。加えて、JST 主催の「目利き

人材育成プログラム 起業環境整備支援コース」に技術員を派遣し、ベンチャー支援に必

要なスキルの習得とレベルアップを行った。（評価指標①） 

○ 量研の研究成果に基づく発明の権利化を迅速に進めるため、従来知的財産審査会において

審議を行っていた新規発明等の出願可否及び職務発明認定をイノベーションセンターにて

評価できる体制としてセンター評価会の仕組みを構築し、令和２年度より運用を開始した。

令和２年度において 19回の評価会を開催し、延べ 53件の届出について出願可否及び職務

発明認定の評価を行った。（評価指標①、モニタリング指標③） 

○ 量研が保有する国内及び外国特許の権利維持放棄並びに外国出願可否の審議について、保

有する知的財産の精査及び知的財産管理業務の効率化を進めるために、判断基準をさらに

明確化し、令和２年 10月より運用を開始した。（評価指標①、モニタリング指標③） 

○ 令和２年度において、11回の知的財産審査会及び各部門１回の知的財産管理検討専門部会

を開催し、質の高い知的財産の権利化（特許等出願数 99件、特許等登録数 33件）と維持

管理、活用促進を進めるとともに、必要な権利、活用見込みのない権利の精査を進めた。

（評価指標①、モニタリング指標③） 

○ 量研の研究開発成果の概要版カタログである技術シーズ集は、改訂版を令和３年３月に作

成した。また、オンライン開催となった大規模な技術展示会である JASIS2020 での出展な

どにより、研究成果や保有する知的財産等の活用を推進し、積極的な展開を図った。また、

量研が保有する知的財産の QST 学術機関リポジトリや JST の J-STORE、独立行政法人工業

所有権情報・研修館の開放特許データベースへの掲載等により、量研の研究成果・保有す

ンチマーク調査された結果はあまり説明い

ただく時間が無かったが、ぜひ発信いただ

きたい。バーチャル見学会をオンデマンド

配信するなど、全国からいつでも観られる

工夫を各施設でさらに実行いただきたい。

また義務教育課程からのアクセスも可能と

なる番組作製も一層充実いただけるよう、

期待している。 
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る知的財産等の活用推進を継続した。（評価指標①、モニタリング指標③） 

○ QST ベンチャーを含む企業等へ量研が保有する知的財産を実施許諾（企業への実施許諾契

約件数 103件、令和２年度新規実施許諾契約件数 18件、実施料等の収入 76,600千円（税

抜））するとともに、研究成果のオープン・クローズ戦略の観点から、公開を伴う特許出願

等による成果保護（オープン戦略）のみでなくプログラム著作権やノウハウ等による成果

保護（クローズ戦略）にも取り組み、プログラム著作権の利用許諾（新規４件）やノウハ

ウの実施許諾による実施料収入の獲得にも積極的に取り組んだ。（評価指標①、モニタリン

グ指標③） 

○ 大阪重粒子線施設管理株式会社への重粒子線がん治療装置の納入について、ライセンス契

約を締結している株式会社日立製作所からの実施料等の収入 44,736千円（税抜）を獲得す

るなど、成果の活用が進んだ。（評価指標①、モニタリング指標③） 

○ 量研が保有する知的財産権及び締結している実施許諾契約等の管理や、先行技術調査や特

許戦略に係る業界動向の分析等をより効率的に行うことを目的に、各種管理・分析システ

ムの導入を検討し、一部のシステムについてはトライアル版による試験的導入を行った。

（評価指標①、モニタリング指標③） 

○ 量研の研究開発成果の権利化及び実用化の基本方針である「知的財産利活用ガイドライン」

を引き続き運用し、知的財産の利活用を推進するとともに、より効率的な利活用推進のた

め、維持管理方法の見直しを行った。（評価軸①） 

○ 学会発表：口頭発表 478件、招待発表 186件、ポスター発表 440件。 

【評価軸】 

②国際協力や産学官の

連携による研究開発の

推進ができているか。 

 

③産学官の共創を誘発

する場を形成している

か。 

 

 

【評価指標】 

②産学官連携の質的量

的状況 

Ⅰ.3. 国際協力や産学官の連携による研究開発の推進 

Ⅰ.3.(1) 産学官との連携 

○ 令和２年度は、客員研究員 165 名を受入れ、量研の研究開発等に対し指導・助言を得た。

また、協力研究員 464 名を受入れ、量研の研究開発等に協力を得ることで、外部機関との

連携を強化し、研究開発を推進した。（評価軸②、③、評価指標②） 

○ 産学官の連携拠点及び人材が集結するプラットフォームを目指して、平成 28 年度に発足

したイノベーションハブの運営に取り組み、先端高分子機能性材料アライアンス、量子イ

メージング創薬アライアンス「脳とこころ」、量子イメージング創薬アライアンス「次世代

MRI・造影剤」、平成 30年度に発足した「超高純度リチウム資源循環アライアンス」の４つ

のアライアンスについて、本格的な運用を推進した。４アライアンスを総合すると、25社

（１研究機関を含む）の参加を得て、会費 20,425千円、物納・人件費見合い分として 373,500

千円の資金提供を得た。また、11件の有償共同研究契約を締結し、その共同研究費の総額

は 52,425千円に上り、令和元年度と比較して、資金提供も含め総額で 38,710千円の増額
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【モニタリング指標】 

⑤企業からの共同研究

の受入金額・共同研究

件数 

 

⑥クロスアポイントメ

ント制度の適用者数 

となった。量子イメージング創薬アライアンス「脳とこころ」では、量研と複数の大手製

薬企業が参加した協調領域共同研究により成果が得られ、関連する特許出願に至った。情

報管理が非常に厳しい製薬企業が複数社で共同することは、世界的に見ても極めて異例で

あり、企業との連携事業として大きな成果と言える。本事例により、実施を見据えた複数

企業との共同出願や契約方法などの仕組みが構築され、今後の企業連携のモデルケースと

なる。量子イメージング創薬アライアンス「次世代 MRI・造影剤」は、目的である前臨床

MRI に関する測定技術の普及及び予備実験を通じた企業とアカデミア機関の橋渡し、それ

に伴う従来型造影剤に代わる次世代造影剤の開発に関する議論・提案について、アライア

ンス活動を通して所期の目的を達成した。また、一定数の技術シーズ（次世代造影剤に係

る特許出願など）の成果を生み出した。その結果、令和２年 11月６日に開催された第４回

QST-MRI アライアンス総会において令和２年度にて完了することとなった。今後、複数の

会員企業との個別の共同研究契約により、競争的な共同研究を推進するため、各会員と協

議を行った。より良い産学連携の仕組みを検討するに当たり、これまでのアライアンス活

動の経験について各アライアンス担当者にヒアリングを行うとともに、担当理事と各アラ

イアンス会長による意見交換を実施した。（評価軸②、③、評価指標②、モニタリング指標

⑤） 

○ 量研の研究開発成果の概要版カタログである技術シーズ集は、改訂版を令和３年３月に作

成した。また、オンライン開催となった大規模な技術展示会である JASIS2020 での出展な

どにより、研究成果・保有する知的財産等の活用を推進し、積極的な展開を図った。また、

量研が保有する知的財産の QST 学術機関リポジトリや JST の J-STORE、独立行政法人工業

所有権情報・研修館の開放特許データベースへの掲載等により、量研の研究成果・保有す

る知的財産等の活用推進を継続した。【再掲】 

○ 量子メスプロジェクトでは、民間企業３社と協調的に推進してきた量子メスの技術開発の

包括的協定が令和３年３月 31 日をもって期間満了となり、社会実装に向けた新たな研究

開発段階へ移行した。さらには、当該協定に基づく最後の量子メス運営委員会（令和３年

３月 24 日）において研究開発に関わった民間企業とともに令和３年度でのシンポジウム

の開催方針等の決定を行った。（評価軸②、③）【再掲】 

○ 新規に締結したものも含め、国内外の民間企業等との間で 50 件の有償共同研究契約を締

結し、共同研究経費として 211,361 千円を受け入れた。また、195 件の無償型共同研究契

約を締結した。契約書のひな形見直しを実施し、内部向け HPで公開をするとともに、各研

究企画部等にも周知を行った。また、共同研究の実施要領を見直し、適切な契約手続に資

するよう努めた。（評価軸②、評価指標②、モニタリング指標⑤） 
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○ 産学官連携活動を含めた研究開発等の業務を行う際に重要な役職員の利益相反マネジメン

トについて、機構内イントラネット等を活用した利益相反マネジメントに関する自己申告

書の受付、申告内容を審査する利益相反マネジメント委員会の運営等を行い、152 件の自

己申告の内容について審査した。（評価軸②、評価指標②） 

○ 量研が保有する施設・設備の利用課題を採択し、利用者に対しては安全教育等を行い、利

用者支援の充実を図った。（評価軸②、③、評価指標②） 

・ HIMACでは昼間はがん治療、夜間及び休日に研究利用や新規治療技術の開発を行っており、

夜間を中心に実施している実験をサポートするため、専門の役務契約者の配置を行った。

課題採択・評価については、共同利用運営委員会を令和２年 10月と令和３年１月にオンラ

イン開催し、研究課題採択・評価部会を令和３年１月に分野（物理・工学／生物／治療・

診断）毎に３日に分けてオンライン開催した。また、HIMAC 共同利用研究の推進について

は所内対応者として職員を配置し、実験計画立案や準備の段階から申請者と相談を行い、

共に実験を実施した。 

・ サイクロトロン及び静電加速器（千葉地区）については、量研職員により実験の相談、安

全な運用のための実験サポートを行った。共用施設運営委員会及び課題採択・評価部会を

令和２年７月、９月、令和３年３月に開催した。なお、放射線管理区域、動物管理区域に

立ち入る実験者に対して、立入に必要な教育訓練を実施した。 

・ 量子ビーム共用施設の利用者に対して、安全教育や装置・機器の運転操作、実験データ解

析等の補助を行って安全・円滑な利用を支援するとともに、技術指導を行う研究員・技術

員を配置したほか、施設の特徴や利用方法等の説明を HP上で提供し、特に各地区の施設ご

との利用に係る案内を量子ビーム科学部門で統一するなど、記載内容にまとまりを持たせ、

利用者の利便性向上のための取組を継続した。 

・ また、引き続き、研究支援員を雇用するなど利用者が効率的に実験を行えるように支援を

行い、試料準備からデータ解析まで役務を提供する等の支援体制を維持した。 

・ 高崎研（高崎地区）では、コロナ禍で令和２年４月から５月において、施設の運転を一時

停止したが、予定の組み換え等により、利用者が必要なマシンタイムを確保できるよう対

応した。また、コバルト 60ガンマ線照射施設と１号加速器の施設共用については課題申込

を随時受け付ける成果非公開区分に一本化し、施設利用者のニーズに対応できるようにし

た。 

・ 関西研（播磨地区）では、新規利用者の開拓、利用者のスキル向上、最新の利用成果の普

及を目的に、研究支援に供している実験設備の特長と利用方法について説明・解説する、

ナノテクノロジープラットフォーム放射光設備利用講習会等を開催した。 
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○ 原子力機構との間に締結した知的財産及び知的財産権並びにその利活用に関する協力につ

いての覚書に基づき、両法人の担当部署間で協力内容についての協議を行った（令和２年

10月 12日）。（評価軸③） 

○ 物質・材料研究機構と包括協定を締結（令和２年６月）し、連携協力体制を構築した。ま

た、令和２年度末をもって有効期間満了を迎える国立がん研究センターとの包括協定につ

いて、協力体制を継続するため、協定延長に係る覚書を締結（令和３年１月）した。（評価

軸②、③、評価指標②）    

○ SIP 研究課題光電子情報処理及び評価ワーキンググループ（WG）からの指摘事項に対処し

たプログラムディレクター（PD）の研究開発計画作成（令和２年４月 22日内閣府承認）を

支援した。研究成果の社会実装を加速度的に進展させるため、国内外の企業ネットワーク

やテストプラットフォーム等を活用し、より多くの企業や機関を巻き込む取組を目指した

「社会実装加速プロジェクト」を研究開発計画に追加した。（評価軸②、③） 

○ PD、サブ PDが参加する PD定例会を原則毎週１回オンライン開催。（評価軸②、③） 

○ 課題評価 WG からの指摘事項に対処するため、社会実装バックキャスト検討分科会をマネ

ジメント委員会の下に設置し、オンラインで４回開催（令和２年５月 14日、５月 27日、

７月 10日、10月７日）した。（評価軸②、③） 

○ 他課題「AIホスピタルによる高度診断・治療システム」との連携のためのオンラインによ

る協議を実施した（令和２年５月７日、５月 20日、７月 10日）。（評価軸②、③） 

○ 海外ベンチマーク・海外市場調査のため令和２年５月末に TNO（オランダ）と委託研究契

約を締結し、令和元年度契約済みのフラウンホーファー研究機構（ドイツ）、ITRI（台湾）

の研究結果も併せて、グローバルベンチマーキング強化支援業務を外注し、海外ベンチマ

ーク調査の特徴及び結果分析し、中間報告の取りまとめを行った。（評価軸②、③） 

○ 内閣府評価 WG 及びガバニングボード視察を現地及びオンライン同時並行で開催（令和２

年 10月９日）した。（評価軸②、③） 

○ 「光・量子を活用した Society 5.0実現化技術」公開シンポジウム 2020をオンライン開催

（令和２年 11月９日）した。令和元年度を上回る 448名（Zoom：345名、YouTubeライブ：

103名）の参加があり、社会的な認知度を向上させ、積極的な広報活動を行った。（評価軸

②、③） 

○ LinkedInの活用による国外への情報発信や日経ビジネスへの記事広告掲載、コンセプトブ

ック発刊、認知度調査を実施し幅広い情報発信を行った。（評価軸②、③） 

○ SIP第２期中間評価の対応に当たる PDを支援（PDの自己点検報告書などの作成）した。ピ

アレビューのための技術評価委員会（令和２年 11月 30日）及び技術評価委員会分科会（令
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和２年 11月 16日、11月 19日、11月 30日）を開催した。（評価軸②、③） 

○ 令和２年度の課題評価は、研究開発テーマの順調な進捗、社会実装のためのコンソーシア

ム構築や CPS レーザー加工に加えて、SLM やフォトニック結晶、量子暗号、量子コンピュ

ーティング、それぞれの研究開発分野で波及効果が評価され、A+と 12課題中１位であった

（A+は１課題のみで、他の課題は Aあるいはそれ以下）。（評価軸②、③） 

 

Ⅰ.3.（2）国際展開・国際連携 

○ コロナ禍で、現地での参加が大幅に制限された IAEA総会において、令和２年９月 22日に

サイドイベントとして、ウェブセミナー「放射線がん治療の加速的な進歩」を、量研のリ

モート会議システムを使って内閣府と共催した。原子力委員会委員長代理の開会挨拶に続

き、IAEA健康医療部長及び QST病院長の基調講演、日本企業によるテクニカルプレゼンテ

ーションを実施し、最後はインドネシア原子力庁副長官が閉会の挨拶を行った。285名（う

ち、国内 133名、海外 152名）の参加を得て、コロナ禍でウェブセミナー開催に変更した

が滞りなく盛況のうちに終了し、国際的プレゼンスの向上に貢献した。（評価軸②） 

○ 量子医学・医療部門長が IAEA/RCA の日本政府代表に引き続き指名されており、日本を代表

する放射線科学の研究機関としての国際的プレゼンス向上に努めた。 

○ 令和２年 11月に緊急時対応能力研修センター（IAEA-CBC）に係る IAEAとの間の取決めを、

2020年から 2025年までを指定期間として更新した。（評価軸②） 

○ シンポジウム ICRP2023（7th International Symposium on the System of Radiological 

Protection）への支援を実施するとともに、コロナ禍で海外との人の往来が制限される状

況下においても、オンライン等を活用した UNSCEAR、WHO等に関する活動の支援を行った。 

○ 令和２年 11 月４日から６日に第４回 QST 国際シンポジウム「Innovation from Quantum 

Materials Science」を現地とオンラインのハイブリッド方式で開催（３日間で 288 名参

加）し、量子材料分野における国際的人材交流・育成の支援及び量研の国際的プレゼンス

向上に貢献した。また、令和３年度に開催する第５回 QST 国際シンポジウムの開催テーマ

「原子力災害における世界の緊急時モニタリング及び被ばく医療の現状と将来展望」及び

実施主体「量子医学・医療部門」を機構内公募により決定した。（評価軸②） 

○ 量研の国際活動の把握及び国際機関等との連携推進のため、国際機関や国際機関主催の専

門家会議等に参加している量研職員で構成する「国際連携情報交換会」を４月から毎月開

催した。量研として組織的な対応を行うため、４月から役員との定例会を毎月開催した。 

○ 令和２年度内の東電福島第一原発事故の報告書の完成と令和３年度のアウトリーチ活動に

向けて、UNSCEAR に対して技術的支援を行った。東電福島第一原発事故後から現在までの
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研究成果等を UNSCEAR へ提供し専門家として国際機関の活動全般に協力した。また、国際

レベルでの科学的合意形成に貢献し、東電福島第一原発事故について科学的観点からの国

際的結論をまとめた。 

○ IAEA緊急時対応能力研修センター（IAEA-CBC）のオンライン講義において、量研から講師

として４回（延べ５名）参加し、海外の被ばく医療レベル向上に貢献した。（評価軸②） 

○ IAEA-iNET-EPR（緊急時対応人材育成センターのネットワーク）活動に職員が WG-A

（Coordination, Collaboration and Good Practices in training programs; 研修プロ

グラムの共同活動、共同と良好事例のワーキンググループ）の議長国として議長を務め、

２つの WG-A 会合を主導した（令和２年５月 26 日、12 月 15 日）。また９回の iNET 活動を

紹介する講演会を実施するなど、国際機関との連携強化と海外への知識普及に資する貢献

をした。（評価軸②） 

○ 世界保健機関（WHO）の協力センター（WHO-CC）としての活動を継続し、REMPAN（Radiation 

Emergency Medical Preparedness and Assistance Network；緊急被ばく医療ネットワー

ク）総会のプログラム委員として国内調整に協力した。また、サテライトワークショップ

も含め３件の発表を行った（令和３年３月）。 

○ WHO-CC として、WHO からの依頼により COVID-19 の診断に用いる画像診断を用いる場合の

医療現場のガイドラインを翻訳し、WHO及び量研の HPで公開した。公開後に、県の診療放

射線技師会の HP や医療放射線に関するポータルサイト等にリンクされ、国内の医療従事

者に周知された。 

○ 放射線の線量や影響に関する最新知見を放射線の利用における規制に役立てるための研究

調査、情報の加工や提供を実施し、国際放射線防護委員会（ICRP）や WHO などの国際機関

のみならず厚生労働省や原子力規制庁に協力した。（評価軸②） 

○ 量子科学技術分野における世界を牽引する研究成果創出及び国際的に活躍できる若手人材

の育成を目的とし、海外のトップレベル研究者との交流を支援する QST 国際リサーチイニ

シアティブ制度において、ホールガンマイメージング研究グループ、固体量子バイオセン

サ研究グループ及び量子ビーム発生機構解明研究グループの３グループが活動を行った。

令和２年度は、コロナ禍で研究交流が困難な状況が続く中、各研究グループでは、Web 会

議の活用、外国人研究者の人材育成への注力、共同解析実験用ソフトウェアの導入などの

工夫を行いつつ、研究交流・人材育成活動を進めた。また、令和３年１月 23日にはホール

ガンマイメージング研究グループが国際シンポジウムをオンライン開催する等、制度を着

実に運用した。（評価軸②） 

○ IAEAとの間で IAEA-CBCの取決めを更新する際は、協定の枠組みを最大限活用できるよう、
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その意義や内容を精査した。 

【前年度主務大臣評価

における指摘事項等へ

の対応状況】  

・情報発信について

は、PDCAサイクルを回

しつつ実施していくこ

とが重要であり、今後

も着実な取組を期待す

る。 

・アウトリーチ活動及

び施設公開は今後、新

型コロナウイルス感染

症との共存のもと、新

しい考え方が必要にな

ることから、これまで

以上に量研内外を問わ

ず周辺自治体等との連

携を図る必要がある。 

・戦略的イノベーショ

ン 創 造 プ ロ グ ラ ム

（SIP）管理法人として

の取組については、当

初予定されているシン

ポジウムのほかにも積

極的に情報発信を行う

ことを期待する。また、

管理法人としての取組

を通じ、量子暗号技術

や光電子情報処理とい

ったこれまで馴染みの

【前年度主務大臣評価における指摘事項等への対応状況】 

 

 

○ 量研 HP への SNS を介したアクセス流路分析の結果、フォロワー数が多い Facebook より

Twitter を経由したアクセスの方が多いことが明らかとなり、その様な分析結果などを基

にどのような情報発信が効果的であるかを考察し、HPの構成や掲載する情報の選別・改良

に反映させることで、よりわかりやすい情報発信に取り組んでいる。 

 

 

○ コロナ禍で様々なイベントが中止となる状況を踏まえ、Web を使ったイベントの開催や外

部 Webイベントへの参加など、新たな形態でのアウトリーチ活動に取り組んだ。さらに令

和２年度は Web配信のための機材整備（ハード面）を行い、令和３年度には Webで発信す

る情報を作る技術力（ソフト面）を向上することで、より充実したアウトリーチ活動の推

進を図る。また、SNS を活用し、各拠点の情報発信を強化することで、量研が身近に感じ

られるような情報発信の推進に努める。 

 

 

 

○ 日経ビジネス記事掲載、量研 HP、コンセプトブックや LinkedIn などを活用し、情報発信

を行った。 

○ 光量子シンポジウムや日経ビジネスへの記事広告掲載の際のアンケート調査、生産・製造

業の研究・開発部門の担当者への認知度調査、広報コンサルティング会社による各種調査

の分析、国内コンサルティング会社による海外研究機関への委託調査研究業務の分析、な

どを通じて今後の活動への情報収集を行った。 

○ 関係府省とは、毎週開催する定例会や各会議体の他に、意見交換・打合せの機会を増やす

ことで緊密な連携体制を築くことができ、中間評価は高評価を得た。 



103 

 

ない分野についての情

報を取集し今後の量研

の研究に活かすことを

期待する。また、内閣府

や文科省といった主管

府省以外の総務省、経

産省等関係省庁との緊

密な連携を期待する。 

【評価軸】 

①技術支援機関、指定

公共機関及び基幹高度

被ばく医療支援センタ

ーとしての役割を着実

に果たしているか。 

 

 

【評価指標】 

③技術支援機関、指定

公共機関及び基幹高度

被ばく医療支援センタ

ーとしての取組の実績 

 

④原子力災害対策・放

射線防護等を担う機構

職員の人材育成に向け

た取組の実績 

 

 

【モニタリング指標】 

⑦国、地方公共団体等

の原子力防災訓練等へ

の参加回数及び専門家

Ⅰ.4.公的研究機関として担うべき機能 

Ⅰ.4.（1）原子力災害対策・放射線防護等における中核機関としての機能 

○ 原子力災害時は小児の甲状腺内部被ばくが懸念されるため、甲状腺測定のガイドブック作

成や不安を抱く子供を測定する際のモニタープローブの小型軽量化設計等を実施し、原子

力災害時に迅速な測定を開始する環境を構築した。また、模擬測定により実効性確認や問

題点抽出を行うための研究を自衛隊中央病院で開始した。この結果、より良い環境構築や

原発近隣住民を対象とした確実な個人モニタリング体制の更なる向上が期待される。（評

価軸④、評価指標③、モニタリング指標⑨） 

○ 高度被ばく医療線量評価棟の運用準備として、肺モニタと全身カウンタのハイブリッド装

置で可動式 NaI検出器を備えた、統合型体外計測装置の仕様決定及び製作を実施した。（評

価指標④） 

○ 染色体分析による線量評価において、非同調的複製によって生じたと考えられる変則的な

形態を持つクロマチン構造物の存在を初めて示した。 

○ 協力協定病院との連携強化のため例年各病院に赴いて行う訓練を、感染症対策の観点から

オンライン講義形式や講義動画の供与により４回（令和３年１月７日、12日、２月９日、

19日）実施した。オンライン講義及び動画配信形式のため、実施機関・受講者数いずれも

増加（４機関（令和元年度１機関）、88名（令和元年度 34名）し、また録画配信により参

加者の時間的制約なく研修を提供することが可能となった。（評価軸④、評価指標③、モニ

タリング指標⑧） 

○ 国の原子力総合防災訓練に派遣（EMC訓練２名、拠点運営･連携訓練２名、総合防災準備訓

練４名）した。国訓練本番はコロナ禍で延期されたが、量研千葉地区の本部防災訓練は計

画を変更しオンラインで実施した。訓練から課題を抽出の上、その対応策を検討し、本部

要員の意識を高めた。（評価軸④、モニタリング指標⑦、⑨） 

○ 自治体の通報訓練に参加した（令和２年７月 13日、10月 13日、11月 25日各１名）。（評

補助評定：a 

 

【評定の根拠】 

新生児を含む小児を対象とした甲状

腺内部被ばく検査の実効性向上に関す

る研究においては、甲状腺測定のガイ

ドブック策定や開発した小児用甲状腺

モニタの模擬測定研究を実施し、原子

力災害時に迅速な測定を可能とする環

境構築に貢献した。（評価軸④、評価指

標③、モニタリング指標⑨） 

国の基幹高度被ばく医療支援センタ

ーとして、線量評価に関する人材育成、

被ばく事故に伴う患者の線量評価対応

及び線量評価の高度化に向けた技術開

発のための拠点となることを目指し、

令和３年３月竣工の高度被ばく医療線

量評価棟の運用準備を進めた。バイオ

アッセイ機能を移転・強化するととも

に、肺モニタと全身カウンタのハイブ

リッド装置で可動式 NaI 検出器も備え

た統合型体外計測装置の仕様決定及び

製作を実施した。（評価指標④） 

指定公共機関として、国の原子力総

補助評定 （Ａ） 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目

的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動

による成果、取組等について諸事情を踏まえ

て総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効

率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大

化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成

果の創出の期待等が認められるため。 

なお、自己評価では（Ａ）評定であるが、文

部科学大臣が所掌する事項（基盤的研究開発

（科学技術に関する共通的な研究開発（二以

上の府省のそれぞれの所掌に係る研究開発に

共通する研究開発をいう。）に関すること。））

においては、着実な業務運営が認められる

（Ｂ）評定、また、原子力規制委員会の所掌す

る事項（放射線による障害の防止に関するこ

と）においては、顕著な成果の創出や将来的な

成果の創出の期待等が認められる（Ａ）評定、

これらを総合的に検討した結果、（Ａ）評定が

妥当と判断した。 

 

■文部科学大臣が所掌する事項に関する評価 

（判断の根拠となる実績） 
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派遣人数 

 

⑧高度被ばく医療分野

に携わる専門人材の育

成及びその確保の質的

量的状況 

 

⑨原子力災害医療体制

の強化に向けた取組の

質的量的状況 

 

⑪メディアや講演等を

通じた社会への正確な

情報の発信の実績 

 

価軸④、モニタリング指標⑦） 

○ 資機材の整備、校正、修理を継続し、事故対応の機能を維持した。また、REMAT派遣者用通

信・情報共有システムの整備を行った。さらに、バイオアッセイ関連機材の導入によって、

現行設備の３倍以上の処理が可能となった。これは、被ばく事故対応の強化だけでなく被

ばく医療人材研修の充実にも大いに期待される。（評価軸④、評価指標③、モニタリング指

標⑧） 

○ 医療機関、防災機関からの事故の対応窓口として、24時間緊急被ばく医療ダイヤルの運用

を継続した。医師対応件数は年間を通して１件であった。（評価軸④、評価指標③） 

○ IAEA-CBCのオンライン講義において、量研から講師として４回（延べ５名）参加し、海外

の被ばく医療レベル向上に貢献した。（モニタリング指標⑪）【再掲】 

○ IAEA-iNET-EPR活動に職員が WG-A（Coordination, Collaboration and Good Practices in 

training programs; 研修プログラムの共同活動、共同と良好事例のワーキンググループ）

の議長国として議長を務め、２つの WG-A 会合を主導した（令和２年５月 26 日、12 月 15

日）。また９回の iNET活動を紹介する講演会を実施するなど、国際機関との連携強化と海

外への知識普及に資する貢献をした。（モニタリング指標⑪）【再掲】 

○ WHO-CCとしての活動を継続し、REMPAN総会のプログラム委員として国内調整に協力した。

また、サテライトワークショップも含め３件の発表を行った（令和３年３月）。【再掲】 

○ 国際研修受講者に対する研修の効果及び受講者のニーズ把握を目的として、過去の国際研

修受講者 175名（メール不達者等を除く）を対象にアンケート調査を実施し、59名より回

答を得た。回答者の内 58％が現在も被ばく医療に関与、98％がフォローアップ研修を希望

するという結果を得た。 

○ コロナ禍で対面による国際研修は中止としたが、上記アンケート結果に対応し、令和２年

度に初めて、フォローアップを目的とし、前回の研修における健康影響や受け入れ診療の

要点復習と最近の話題についてフォローアップ研修をオンライン開催した（令和３年３月

26日）。この研修会では、IAEA、WHOの講演も行われ、活発に質疑応答があり、国際的ネッ

トワーク構築や被ばく医療向上に役立った。（評価軸④、モニタリング指標⑧） 

○ 令和元年度に放射線安全規制研究戦略的推進事業により実施した放射線防護関連学会員対

象のアンケート結果を取りまとめ、総説を学会誌で公表した。令和２年度の当該事業は、

A～D評価中 A評価であった。また同事業を通じて収集した放射線防護に関する国際動向に

ついて、第 149回放射線審議会（令和２年７月 17日）で報告した。令和２年度は、国際機

関が提唱する実効線量や実用量の新概念に関する情報を収集し、Webinar（全５回）を通じ

て放射線防護コミュニティに発信した。さらに、原子力規制庁からの依頼により、自然起

合防災訓練プレ訓練等に人員を派遣、

また量研における千葉地区の本部防災

訓練をオンラインで実施し、訓練から

課題抽出の上、その対応策を検討し、本

部要員の意識を高める活動を行った。

（評価軸④、モニタリング指標⑦、⑨） 

国際研修に関しては、既存研修受講者

に対する研修の効果及び受講者のニー

ズ把握のためのアンケートを実施し

た。この結果に基づき、既存研修受講者

のフォローアップを目的とした研修を

立案し、IAEAや WHOの講演も取り入れ

たフォローアップ研修を令和２年度に

初めて開催した。本研修は国際的ネッ

トワーク構築や被ばく医療向上の貢献

に資するものである。（評価軸④、モニ

タリング指標⑧） 

 

以上から、原子力災害対策・放射線防

護等における中核機関としての機能を

十分に発揮し役割を果たすとともに、

原子力災害時における個人の確実なモ

ニタリング体制の構築や被ばく事故患

者への効率的な線量評価等において、

顕著に貢献する成果を創出したと認め

られる。 

 

【課題と対応】 

延期された「被ばく医療研修管理シ

ステム」の確実な運用を令和３年度に

開始する。このために令和２年度から

説明会等の準備を進めてきているが、

・ WHO-CC として、 WHO からの依頼により

COVID-19 の診断に画像診断を用いる場合の

医療現場のガイドラインを翻訳し、WHO及び

QSTの HPで公開した。 

・ 国際研修に関しては、既存研修受講者に対

する研修の効果及び受講者のニーズ把握の

ためのアンケートを実施した。この結果に

基づき、既存研修受講者のフォローアップ

を目的とした研修を立案し、IAEA や WHO の

講演も取り入れたフォローアップ研修を令

和２年度に初めて開催した。 

 

＜今後の課題＞ 

・ コロナにより国際研修を中止したとのこと

だが、この状況はしばらく継続すると思わ

れるため中止については十分な検討が必要

なのではないか。QSTの任務として非常に重

要であることから、来年度以降は、実施に向

けてどのような手段が取れるかどうかも含

め検討し、実施いただきたい。 

 

＜その他の事項＞ 

（部会からの意見） 

・ QST に課せられた本機能は社会的意義が極

めて大きく、QSTの使命である。中期計画・

年度計画に沿った成果を着実に挙げている

ことは正当に評価すべきである。 

・ 社会的にも重要な役割であるが、年度計画

を上回る成果も得られており、成果のフィ

ードバックを含めて継続的な取り組みを期

待する。 

・ 順調に進んでいるが、文部科学省の管理部
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源放射性核種（NORM）の現状と量研での取組についてのレクチャーを行った（令和２年７

月３日）。令和２年 10月に開催された IAEAの NORM会議（Webinar）に参加し、最新の防護

情報を原子力規制庁に提供した。その他、放射線影響研究機関協議会のネットワークを活

用し、研究現場が抱える課題の一つであるヒト・大型動物などのバイオサンプルの保存に

関する調査・分析を行った。（評価軸④、評価指標③、モニタリング指標⑪） 

○ 職員に向け、以下の研修を実施し、病院の診療機能等が向上した。（評価軸④、評価指標④） 

 QST病院看護部職員に対する研修訓練：汚染患者受入れ実働訓練（令和２年８月 28日） 

 QST 病院職員研修：被ばく医療における QST 病院の役割や具体的対応について（令和２

年 11月９日） 

 全職員向け eラーニング研修：国内体制、量研の活動について（令和２年 10月） 

○ 原子力規制庁の委託事業である原子力災害医療中核人材研修及び原子力災害医療派遣チー

ム研修（いずれも令和２年９月）、甲状腺簡易計測研修（令和２年 10月）、ホールボディカ

ウンター研修（令和２年 12月）において新型コロナウイルス感染症拡大防止策を取った上

で対面研修を開催し、また高度専門研修を４回オンライン開催（令和３年２月）した。（評

価軸④、モニタリング指標⑧） 

○ 量研独自の NIRS 被ばく医療セミナー２回（令和２年９月、12 月）及び産業医研修を２回

（令和２年９月、令和３年３月）実施した。（評価軸④、モニタリング指標⑧） 

○ 日本放射線事故・災害医学会をオンライン開催した（令和２年 10月３日）。今回は被ばく

医療における線量評価を学会テーマとして、量研が３件の講演をし、被ばく医療と保健物

理の双方の専門家とともに今後目指すべき線量評価の在り方などを議論した。（モニタリ

ング指標⑪） 

○ 全国で開催される原子力災害医療に関する研修、実施機関及び受講者等に関する情報を一

元的に収集、保管管理する「被ばく医療研修管理システム」を開発してきたが、全国の自

治体等の研修会がコロナ禍で開催されなかったため、本格運用は令和３年４月開始に延期

した。しかし、令和３年度の円滑な運用に備えるため、利用方法の説明会を高度被ばく医

療支援センターの担当地区ごとに計６回実施、さらに道府県ごとの説明会を計８回オンラ

イン開催した。（評価軸④、モニタリング指標⑧⑨） 

○ 原子力規制庁委託により実施される被ばく医療研修の在り方及び質の担保について、令和

３年度からの新カリキュラム及び認定システムの本格運用に備えた議論を行うため、被ば

く医療研修認定委員会を運営し、４回開催した。これにより研修の質的向上への貢献が期

待される。（評価軸④、モニタリング指標⑧） 

○ 日本初の被ばく医療に関する診療手引きを作成するため、被ばく医療診療手引き編集委員

運用開始後、自治体や支援センター等

のユーザーの要望も勘案して対応する

予定である。 

また、量研内及び４支援センターに

おける被ばく医療と線量評価の人材不

足は顕著である。令和３年度に新たに

補助事業で配備される人員も含め、多

職種の専門家育成をオールジャパンの

視点から進めることが課題である。 

分に関しては顕著な成果を挙げていると認

めることは難しい。 

・ 共管部分で成果が上がっており、今後に大

いに期待している。 

・ 今後は被ばく現況評価等を少ない人手で短

時間にかつ大量に検査が可能とするための

AI 支援のソフトウェア開発が重要になると

考えている。また、IAEA 等を通じて国際的

にもこれを公開する事が世界への大きな貢

献となると考えられるので、戦略的に進め

る必要がある。 

・ ＷＨＯのガイドラインの翻訳など、コロナ

の影響で生じた新たな業務を着実にこなし

てはいるが、顕著とまでは評価できない。 

・ コロナ禍での対応について、より積極的に

解決できる方法を提供していただきたい。 

・ 染色体分析研究の AI導入成果の早期実装が

期待される。３日かかっていた解析が 10分

へ短縮されたとのことで、素晴らしい成果

と考える。原子力対策、放射線災害、放射線

防護の観点から、例えば甲状腺内部被曝検

査の実効性向上がまだ開発途上であるなら

ば、中核機関として実践的役割をもっとス

ピード感を持って果たしていただきたい。 

 

■原子力規制委員会が所掌する事項に関する

評価 

原子力規制委員会国立研究開発法人審議会に

おいて以下の意見が示されており、顕著な成

果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認

められると評価した。 
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会を設置・運営した。本委員会を４回開催し、診療手引きの構成及び執筆者について決定

した。これは国内の診療標準化へ貢献するものである。（評価軸④、評価指標③） 

○ ５支援センター連携会議、医療部会、線量評価部会を運営し、支援センター間の協力を推

進した。（評価軸④、モニタリング指標⑨） 

○ 千葉連携研修会を令和２年８月 25 日及び９月 18 日にオンライン開催（約 300 名参加）、

また令和３年１月 29 日に花見川消防署で実働訓練を実施し、近隣消防機関との連携を深

めた。（評価軸④、評価指標③、モニタリング指標⑧） 

○ 令和２年度内の東電福島第一原発事故の報告書の完成と令和３年のアウトリーチ活動に向

けて、UNSCEAR に対して技術的支援を行った。東電福島第一原発事故後から現在までの研

究成果等を UNSCEARへ提供し専門家として国際機関の活動全般に協力した。また、国際レ

ベルでの科学的合意形成に貢献し、東電福島第一原発事故について科学的観点からの国際

的結論をまとめた。【再掲】 

○ 平成 30 年度公開した放射線影響・防護ナレッジベース“Sirabe”のコンテンツを充実さ

せるため、放射線規制の改善や東電福島第一原発事故に関連するコンテンツの執筆と査読

を進めた。また、医療放射線防護関連学協会のネットワークである J-RIME の活動を支援

し、最新の国内調査の結果を取りまとめ、診断参考レベルを更新の上、令和２年７月３日

に公表し、国際誌への投稿を行った。さらに線量・リスク評価研究の高度化のために、PM2.5

の呼吸気道別沈着量計算ソフトウェアの開発に着手した。 

○ WHO-CC として、WHO からの依頼により COVID-19 の診断に用いる画像診断を用いる場合の

医療現場のガイドラインを翻訳し、WHO及び量研の HPで公開した。公開後に、県の診療放

射線技師会の HP や医療放射線に関するポータルサイト等にリンクされ、国内の医療従事

者に周知された。（評価軸④、モニタリング指標⑪）【再掲】 

○ 放射線の線量や影響に関する最新知見を放射線の利用における規制に役立てるための研究

調査、情報の加工や提供を実施し、ICRPや WHOなどの国際機関のみならず厚生労働省や原

子力規制庁に協力した。（評価軸④、評価指標③）【再掲】 

○ 過去の放射線関連事故患者の診療を継続実施し、健康障害についての科学的知見を得るた

めの追跡調査を継続した。（評価軸④、評価指標③） 

<評価すべき実績> 

 令和元年度までに開発した甲状腺モニタを

用いて、新生児を含む小児の甲状腺モニタ

リングの実効性評価をボランティアの協力

を得て実施し改良に向けた設計を開始した

こと、AI を導入した染色体線量評価法のリ

ファレンスデータとなる知見を得たこと

は、緊急時対応の今後の実用化に大きな期

待が寄せられる成果である。 

 原子力災害対策においては、原子力発電所

での事故・災害で問題となる小児甲状腺モ

ニタの研究や測定ガイドライン策定は、福

島事故で大きな課題であった事項であり、

その解決に向けた努力は評価できる。また、

高度被ばく医療線量評価棟の運用開始は、

アクチノイドによる内部被ばくでのバイオ

アッセイで質が高く、信頼できる分析を行

うことができる施設として過去の実績を踏

襲し、さらなる進歩が期待できる。同施設で

は、肺モニタ・全身カウンタのハイブリッド

装置も備え、我が国で最高峰の分析・評価を

行える施設として期待される。 

 

＜今後の課題・改善事項等＞ 

 高度被ばく医療線量評価棟の運用準備が進

展し、計画を上回る成果を得ている。今後の

緊急時対応として十分に機能するための課

題を福島第一原子力発電所事故の経験から

整理する必要がある。とくに、事故時あるい

は小規模の異常事象においても、国からの

指示を受けなくても機動的に活躍できる組

織運営ができるように組織を整備すること

【前年度主務大臣評価

における指摘事項等へ

の対応状況】 

・基盤的研究開発に係

る事項について、新た

【前年度主務大臣評価における指摘事項等への対応状況】 

 

 

○ 自然起源放射性物質や CT の被ばく線量、重粒子線治療データ等様々な領域での基盤的研

究に資するデータベース構築に向けた取組を実施してきた。今後もこうした取組の継続・
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にデータベースを作成

する等の取組を期待す

る。 

・今後は、「被ばく医療

研修管理システム」の

運用が実践段階になる

ため、研修者に利便性

とインセンティブを与

えることができる有効

な活用が期待される。 

拡充を継続し、新たなニーズを開拓する。 

 

 

○ 規制庁の研修体系に基づく研修に関しては、「被ばく医療研修管理システム」により、受講

応募は一元化され、研修者（受講生）は自動的に登録される。また、自らの受講歴管理も

可能となることから研修者（受講生）利便性の向上につながる。 

が必要である。 

 被ばく医療と線量評価の人材確保が継続的

課題である。オールジャパンで、QSTを中核

機関として、他機関が積極的に共同する体

制の確立を期待する。 

 高度被ばく医療線量評価棟の運用・維持に

は費用を要すると思われる。しかし、我が国

で唯一ともいえる施設であり、その維持・発

展は必須である。研究資金の獲得のための

努力、社会へのその役割の周知、関連機関と

の共同研究などにより、資金と人材を集め、

高度な研究を発展されることを期待する。 

【評価軸】 

①福島復興再生への貢

献のための調査研究が

着実に実施できている

か。 

 

 

【評価指標】 

⑤被災地再生支援に向

けた取組の実績 

 

 

【モニタリング指標】 

⑩被災地再生支援に向

けた調査研究の成果 

 

⑪メディアや講演等を

通じた社会への正確な

情報の発信の実績 

Ⅰ.4.（2）福島復興再生への貢献 

○ 福島県住民の外部被ばく線量推計については福島県立医科大からの依頼により継続した。

いわき市住民について行われた小児甲状腺被ばくスクリーニング検査とホールボディカウ

ンター（WBC）測定の両データから、ヨウ素 131とセシウム 137の吸入摂取量比を導出し論

文として公表した。特に、最新の大気拡散シミュレーションと避難行動データを用いて、

放射性プルームによる住民のばく露状況を再現した研究では、避難開始のタイミングによ

り甲状腺等価線量が大きく変わることを指示する結果が得られ、論文として公表した。（評

価軸⑤、評価指標⑤、モニタリング指標⑩） 

○ 住民の被ばく線量推計に係わるこれらの研究は、住民の初期内部被ばく線量推計の確度を

高め、福島県民健康調査への知見提供にも貢献することが期待される。 

○ 労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所から提供された緊急作業員の個人線量計デー

タの検証作業と集計を進めるとともに、個人線量計指示値から各臓器への吸収線量への換

算係数を東電福島第一原発事故当時の放射線場を考慮して評価した。末梢血リンパ球の染

色体解析については、国際規格（ISO 20046）に準拠した転座染色体の解析法を構築し、平

成 30年度に取得した 62名の検体の解析を終了、引き続き令和２年度新たに取得した検体

の解析を進めた。（評価軸⑤、評価指標⑤、モニタリング指標⑩） 

○ 共存元素の影響を受けにくいウラン Lβ1 線による汚染評価を可能にする新規全反射蛍光

X 線分析装置を開発したほか、酸化グラフェンでウランを捕集し蛍光 X 線分析する手法を

開発した。また、特性 X線測定を組み合わせることにより、ウランやネプツニウム等を網

羅的に分析する技術開発を進めた。 

補助評定：a 

 

【評定の根拠】 

福島県住民における外部被ばく及び

内部被ばく線量評価を継続して行い、

初期内部被ばく線量評価を行う上で重

要なデータを提供した。特に、最新の大

気拡散シミュレーションと避難行動デ

ータを用いて、放射性プルームによる

住民のばく露状況を再現した研究で

は、住民における初期内部被ばく線量

の推計を行う上で基礎となるデータを

提供した。また、環境試料中ウランを全

反射蛍光 X 線分析により迅速かつ定量

的に測定する手法の改良や福島県浪江

町の土壌中ウラン同位体の分析を行

い、東電福島第一原発事故由来のウラ

ン 235 が検出されず、影響がないこと

を明らかにした。さらに、放射性セシウ

ムの食用淡水魚中の分布と魚種ごとの

補助評定 （Ａ） 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目

的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動

による成果、取組等について諸事情を踏まえ

て総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効

率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大

化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成

果の創出の期待等が認められるため。 

なお、自己評価では（Ａ）評定であるが、文

部科学大臣が所掌する事項（基盤的研究開発

（科学技術に関する共通的な研究開発（二以

上の府省のそれぞれの所掌に係る研究開発に

共通する研究開発をいう。）に関すること。））

においては、着実な業務運営が認められる

（Ｂ）評定、また、原子力規制委員会の所掌す

る事項（放射線による障害の防止に関するこ

と）においては、顕著な成果の創出や将来的な

成果の創出の期待等が認められる（Ａ）評定、

これらを総合的に検討した結果、（Ａ）評定が
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○ 放射性セシウムが食用淡水魚の可食部である筋肉中に最も分布し、その割合が魚種ごとに

異なることや、山菜への移行について報告し、これらの移行パラメータの解明により線量

評価の高精度化に貢献するデータを得た。また、東電福島第一原発事故後に得られた日本

全国の環境移行パラメータを IAEA Tecdoc 1927 として出版し（令和２年 10月 30日）、平

均的な値を示すとともに、一部についてプレス発表を行った。 

○ ストロンチウム同位体については、表面電離型質量分析計（TIMS）を用いた高精度分析法

を飲料水に適用するため、水中におけるストロンチウム 90 濃度について前処理法の比較

検討を行った。福島研究分室の質量分析装置を用いた福島県浪江町の土壌中ウラン同位体

の分析では、福島事故由来のウラン 235が検出されず、東電福島第一原発事故の影響がな

いことを明らかにした。 

○ 住民の長期被ばく線量評価モデル（システム）について、外部・内部被ばくの検証を行い

つつ、更にシステムの改修を進めた。 

○ 不溶性セシウム粒子に関する動物実験について、肺内分布と病理組織変化について解析し

た。（評価軸⑤、評価指標⑤、モニタリング指標⑩） 

○ 環境動植物の放射線影響に関する調査研究では、新たに開発した FISH 用プローブを使用

して野ネズミの染色体異常頻度の経年変動の解析を完了し、その成果を ICRP 国際会議で

発表した（令和２年 12月１日）。帰還困難区域のメダカの細胞遺伝学的影響を小核試験法

で調べたところ影響は見られず、周辺環境の健全性評価に資する論文発表を行った。各種

環境生物での低線量率長期照射実験及び解析を継続し論文発表を行った。（評価軸⑤、評価

指標⑤、モニタリング指標⑩） 

○ 研究成果については論文にまとめることにより、周辺環境の健全性についての住民の理解

に貢献するだけでなく、東電福島第一原発事故の国際的な評価にも貢献した。 

○ 福島研究分室における研究環境の整備及び関係機関との連携を進めるとともに、得られた

成果について福島県環境創造シンポジウムで報告し、国（原子力規制庁、環境省、厚生労

働省）の委員会や国際機関（UNSCEAR、IAEA）の会議及び報告書作成に協力した。令和元年

度加わった「放射能環境動態・影響評価ネットワーク共同研究拠点」において、引き続き

機関横断的な連携活動に貢献した。次期計画における福島研究分室の施設設備を有効に活

用できる共同研究課題に関し、福島県立医科大と協議を進めた。（評価軸⑤、評価指標⑤、

モニタリング指標⑪） 

割合に関する報告や、帰宅困難区域の

周辺環境の健全性評価に資する報告を

行った。 

各々の研究成果は地域の協力を得た

研究推進の結果として得られたもので

論文としてまとめられ、国際機関によ

る出版物への貢献や福島県民健康調査

にも有用な知見をもたらすことが期待

される。（評価軸⑤、評価指標⑤） 

 

以上から、福島復興再生への貢献の

ために、年度計画を上回る成果を創出

したと認められる。 

 

【課題と対応】 

福島復興再生特別措置法の改正に従

い、国の基本方針に沿って福島県が新

しい計画書を作成している。これらの

計画書を精査し、事故後 10年が経過し

た今後に求められる社会的ニーズを理

解し、より福島の再生に貢献する分野

の研究課題を立案して長期的に進めて

いく必要がある。大型の予算である福

島県基金「放射性核種の生態系におけ

る環境動態調査事業」が令和３年度に

終了予定である事から、原子力規制庁、

環境省、厚労省からの委託事業費、科研

費等の外部資金に加え、福島研究分室

の維持も含めて、研究を継続するため

の研究費の新規確保が課題であり、予

算獲得に向けた次期研究計画を立案

し、福島県立医科大及び福島県と協議

妥当と判断した。 

 

■文部科学大臣が所掌する事項に関する評価 

（判断の根拠となる実績） 

・ 環境試料中ウランを全反射蛍光 X 線分析に

より迅速かつ定量的に測定する手法の改良

や福島県浪江町の土壌中ウラン同位体の分

析を行い、東電福島第一原発事故由来のウ

ラン 235 が検出されず、影響がないことを

明らかにした。 

・ 放射性セシウムの食用淡水魚中の分布と魚

種ごとの割合に関する報告や、帰宅困難区

域の周辺環境の健全性評価に資する報告を

行った。 

 

＜今後の課題＞ 

・ 住民の内部被ばく評価について着実な成果

が出ているため、今後は地元に対してどう

貢献できるか、という観点で活動を進めて

いただきたい。 

 

＜その他の事項＞ 

（部会からの意見） 

・ 大気拡散シミュレーションにより被ばく状

況と避難行動データとの関係がわかった点

は、今後の防災においても有効な情報であ

る。 

・ 福島の被ばくされた方のデータは大変貴重

であり、今後もデータ取得を継続して頂き

たい。 

・ 外部・内部被ばく線量評価としては基礎デ

ータを得ているが、基礎データに加え、復興

【前年度主務大臣評価

における指摘事項等へ

の対応状況】 

【前年度主務大臣評価における指摘事項等への対応状況】 
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・量研のネットワーク

を生かし、更なる成果

の展開が期待される。 

 

・福島復興再生への貢

献では生態系への環境

サーベイランスとして

野ネズミの染色体異常

頻度の経年変化を追っ

ている活動は国際的な

評価にも貢献するもの

であり、その成果の社

会的な発信が重要とな

るであろう。 

・福島復興再生への貢

献は、我が国の課題で

もあり、線量推計等の

量研の特徴を活かした

長期的な支援が期待さ

れる。 

○ これまでの共同研究（福島県水産海洋研究センター、内水面試験場、環境創造センター、

福島大学等）に加え、新たな共同研究先及び課題を立てるとともに、文科省事業の「放射

能環境動態・影響評価ネットワーク共同研究拠点」を利用した機関横断的な連携活動を更

に進めて、成果の展開を図る。 

○ 野ネズミの染色体異常頻度の経年変化に関する研究成果は、ICRP 国際会議（令和２年 12

月）で発表するとともに、論文発表及びプレス発表や、国際機関の報告文書への反映等を

通じて、広くまたわかりやすく社会に発信するように努める。 

 

 

 

 

 

 

 

○ ニーズにより応える研究として、これまでの量研の特徴を活かした研究分野（放射性物質

の環境動態、農作物や食物への移行、住民の外部・内部被ばく線量の評価、緊急作業員の

被ばく線量評価、汚染スクリーニング法開発、環境生物の放射線影響等）を発展継続し、

福島復興再生に資するべく長期的な支援を続ける。 

を継続している。 再生を促進するようなメッセージ性が必要

と考える。 

・ 被ばくについては、長期的に対応が必要で

あり、関係者の方のモチベーションの維持

には十分に配慮をしていただきたいと考え

る。 

・ TECDOC No.1927の成果発表も、地球規模で

の環境移行の観点から興味深い。 

・ 震災というイベントについての科学的知見

を世界標準として後世に残すためにも、取

りまとめる役割があると考えるので着実な

進捗をお願いしたい。 

・ 復興再生においては、「現地ありき」という

考え方をもってほしい。 

 

■原子力規制委員会が所掌する事項に関する

評価 

原子力規制委員会国立研究開発法人審議会に

おいて以下の意見が示されており、顕著な成

果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認

められると評価した。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 最新の大気拡散シミュレーションと避難行

動データを用いて、放射性プルームによる

住民のばく露状況を再現し、避難開始のタ

イミングにより甲状腺等価線量が大きく変

わることを指示する結果が得られ、住民に

おける初期内部被ばく線量の推計を行う上

で基礎となるデータを提供した。福島第一

原子力発電所事故初期の甲状腺被ばく線量

評価を行う上で、QSTは限られた放射性ヨウ
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素の測定データを補完できるセシウム体内

測定データの活用を進めてきたが、住民の

避難行動の影響に注目し、大気シミュレー

ションを活用した分析を行い新たな知見を

創出したことは、甲状腺被ばく線量評価を

さらに前進させる成果と認められる。 

 福島県民の外部被ばく・内部被ばく線量評

価は、住民に寄り添い、地道に実施している

ことは高く評価できる。とくに、浪江町の土

壌の分析、放射性セシウムの淡水魚中の分

布と、魚種ごとの割合に関する報告は、地域

住民のみならず、我が国の国民に対して大

きな影響のある仕事であり、得られたデー

タのシンポジウムでの発表、国や IAEAへの

報告などは安心と安全を共有するために重

要で高く評価する。 

 

＜今後の課題・改善事項等＞ 

 福島第一原子力発電所事故からの線量評価

研究及び環境移行パラメータ研究では着実

に前進していることが認められる。事故か

ら 10年が経過し、学術的貢献だけでなく、

地域へ成果を伝えていく努力も必要となる

段階である。福島復興再生として地域との

コミュニケーションのあり方を検討するこ

とが期待される。 

 研究を継続するための研究費の新規確保が

課題として挙げられている。しかしながら、

福島復興再生は、国全体の課題であり、公的

研究機関が主導して継続的に取り組めるよ

うに、長期的な支援が求められる。 

 復興再生のために継続して住民に寄り添
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い、社会のニーズに答えることができるの

は、専門機関としての QST の役割と考えら

れる。時間の経過とともに支援の形態や資

金・人材面でも工夫が必要になるであろう。

科学者の目と知力で福島復興再生にさらに

貢献されることを期待する。 

【評価軸】 

①社会のニーズにあっ

た人材育成業務が実施

できているか。 

 

【評価指標】 

⑥研修等の人材育成業

務の取組の実績 

 

⑦大学と連携した人材

育成の取組の実績 

Ⅰ.4.（3）人材育成業務 

○ 将来の研究者の育成を目指して、引き続き QSTリサーチアシスタント制度（柔軟な発想と

活力に富む実習生や連携大学院生を任期制職員として雇用して、量研の研究開発を効果的・

効率的に推進し、本人の専門的知識と研究能力を育成することを目的する制度）を運用し、

令和２年度は 36名（本部予算採用 33名、研究組織予算採用３名）の大学院生を雇用した。

量研が有する様々な最先端大型施設等を活用して、研究や技術習得を指導・支援した。ア

ンケートを実施した結果、満足度 92.9％となった。さらに、QSTリサーチアシスタントが

学会発表で賞を受賞するなど着実な制度運用を行った。（評価指標⑦） 

○ 令和２年度は、実習生 183名、連携大学院生 32名、学振特別研究員２名、学振外国人研究

員１名、原子力研究交流研究員２名の受入れを行い、人材育成に貢献した。（評価指標⑥、

⑦） 

○ 令和２年４月１日付けで東京都立大学と連携大学院協定を再締結し、同学人間健康科学研

究科の教育・研究活動に引き続き協力可能な体制を構築した。（評価指標⑦） 

○ 連携大学院協定に基づき、令和２年度は 19校の大学から、量研の研究者が客員教員等の委

嘱を受けた。（評価指標⑦） 

＜定量的参考指標＞※令和２年度はコロナ禍で受け入れ人数が減少 

・ 連携大学院協定に基づき量研の研究者が役員教員等の委嘱を受けた大学数：19校（過去３

年平均：17校より 12％増） 

・ QST リサーチアシスタントや実習生、連携大学院生の受け入れ人数：251 名（過去３年平

均：275名より９％減、女性割合 23.1％） 

・ QSTリサーチアシスタントの満足度：92.9％ 

○ 「放射線防護等に関係する人材の育成」を目的として放射線事故や CRテロにおける消防、

警察等の初動対応者向けセミナー、海上保安庁等からの依頼研修、放射線看護や医学物理

の課程等を実施した。また、大学と連携して原子力及び関連分野を志望する学生向け放射

線防護課程を実施した。さらに、「幅広く放射線の知識を国民に伝えるための人材の育成」

を目的として学校教員、産業医向けの講習を開催するとともに、中学生、高校生を対象に

補助評定：a 

 

【評定の根拠】 

放射線管理区域で様々な放射線源や

測定機器等を用いた実習を行うことが

できるとともに、量研が有する先端的

な放射線利用技術に触れることができ

るという特徴を活かし、放射線防護や

放射線の安全な取扱い等の中核機関と

して、社会のニーズを踏まえて研修を

実施した。 

令和２年度に実施予定であった研修

について、一部中止したものもあった

が、コロナ禍でも社会のニーズの変化

に応えるとともに、放射線防護や放射

線の安全な取扱い等に関して受講生の

理解を促進すべく、感染対策実施要領

策定や講義・実習の実施方法の見直し、

自習用教材資料の作成を行い、オンラ

イン開催も含め、延べ 1,662 名に研修

を実施した。また、看護師基礎教育新指

定規則における放射線教育の強化を受

けた研修の新設に取り組んだ。アンケ

ートによる研修受講生の評価は高く、

依頼研修においては「有意義」又は「少

し有意義」と回答した受講生の割合が

補助評定 （Ｂ） 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目

的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動

による成果、取組等について諸事情を踏まえ

て総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最

大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の

創出の期待等が認められ、着実な業務運営が

なされているため。 

なお、自己評価では（Ａ）評定であるが、文

部科学大臣が所掌する事項（基盤的研究開発

（科学技術に関する共通的な研究開発（二以

上の府省のそれぞれの所掌に係る研究開発に

共通する研究開発をいう。）に関すること。））

においては、着実な業務運営が認められる

（Ｂ）評定、また、原子力規制委員会の所掌す

る事項（放射線による障害の防止に関するこ

と）においては、顕著な成果の創出や将来的な

成果の創出の期待等が認められる（Ａ）評定、

これらを総合的に検討した結果、（Ｂ）評定が

妥当と判断した。 

 

■文部科学大臣が所掌する事項に関する評価 

（判断の根拠となる実績） 

・ 次世代を担う人材の育成をするため、QSTリ

サーチアシスタント制度を運用し、大学院
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した研修等も実施した。35 種、延べ 39 回の研修と１校への出前授業を総計 658 名、延べ

1,709 名（高度被ばく医療センター主催の研修 12 種、延べ 12 回、総計 127 名を含む）に

実施した。（コロナ禍で 10種、延べ 11回の研修は中止した。） 

○ 特に以下の研修等では、社会のニーズの変化に対応して、研修の新設や改訂を行った。（評

価軸⑥、評価指標⑥、⑦） 

・ 放射線看護アドバンス課程 

令和４年度から保健師助産師看護師学校養成所新指定規則において放射線教育が強化さ

れることを受け、より深い知識を実習形式で学ぶ課程を新設し、令和３年３月 28～29日

に第１回を開催した。 

・ 自習用教材資料の作成 

千葉県総合教育センターの依頼により、コロナ禍で対面研修ができなくなったことから、

新学習指導要領に基づく対面研修用テキストを自習用教材資料に改訂し、提供した。 

・ 生涯研修及び教員のための放射線基礎コース 

コロナ禍で全国の実地研修を行う機関が減少する中、日本医師会認定産業医制度に基づ

く生涯研修及び文科省認定教員免許状更新講習である教員のための放射線基礎コースに

ついては、政府のガイドラインに基づく感染対策を講じた上で実地の研修を実施した。

座学のみならず実地を希望する受講者のニーズに応えた取組であり、量研の研修応募者

が定員数より超過したため、これまでそれぞれ年１回開催（令和２年８月及び令和２年

９月）だったところ、さらに各１回加えて開催した。追加で各１回開催するに当たり、

研修開催の手配や周知などの開催準備を行った。（令和３年３月） 

・ 医学物理コース 

医学物理士認定機構の認定を受けた医学物理コース（第 16回）について、関係機関の合

意を得て、オンライン開催した。本コースは医学物理士認定のための単位取得の１コー

スであることから、受講生の確実な受講を監督する体制や接続トラブルを減少させるた

めの方法を策定の上、実施した。（令和２年７月 13～17日） 

○ コロナ禍でも実地研修等を開催するため、「人材育成センター新型コロナウイルス感染症

対策実施要領」を策定して感染防止に万全を期すとともに、研修生どうしが密集しがちな

机上演習等においては、iPadを用いたシナリオ展開や討議の形態を考案した。iPadは、班

ごとに各構成員が画面に書き込みやシンボル配置を行うと、それが班全員と講師に共有さ

れるとともに、全体での討論の際にはスクリーン上で受講者全員が共有できるように設定

されており、受講生同士の密な接触を避けつつ有効なシナリオ展開と討議を実現した。コ

ロナ禍においても従前と大差ない闊達な机上演習等を実現するとともに、リアルタイムで

90.8％、それ以外の定常研修において

は 100点満点での評価が平均 89.4点で

あった。所属元満足度についてはアン

ケートにおいて「期待以上」及び「期待

通り」の回答割合が 98.9％であった。

（評価軸⑥、評価指標⑥、⑦） 

さらに、次世代を担う人材の育成を

するため、QSTリサーチアシスタント制

度を運用し、大学院生 36名を雇用する

とともに、研究員・実習生など計 237名

を受け入れ、年度計画を達成した。アン

ケート調査では 92.9％と高い満足度を

得た。（評価指標⑥、⑦） 

以上から、社会情勢やニーズに適切

対応し、年度計画を上回る成果を創出

したと認められる。 

 

【課題と対応】 

計画的な現役研究職員又は技術職員

の配置及び事務職員における定年制職

員の比率を上げることが課題である。

本課題に対し、人材育成センター人事

計画部会を設置して具体案を作成する

等、積極的に取り組んでいる。 

 

生 36名を雇用するとともに、研究員・実習

生など計 237 名を受け入れ、年度計画を達

成した。アンケート調査では 92.9％と高い

満足度を得た。 

・ 国内外より研修生等を受け入れ、特に重粒

子線がん治療関連では、国内７名、海外より

１名を受け入れて実務訓練等を実施した。 

 

＜今後の課題＞ 

・ 今後戦略的にどのように人材を育成してい

くかロードマップを作製した方がよいので

はないか。 

・ 場当たり的な活動が多く、中長期目標との

結びつきが感じにくい。 

・ 人材育成について、原子力規制委員会所掌

の業務は QST の使命を持っていると感じら

れるが、文科省所掌の業務についても同様

に全体的なビジョンを示してほしい。 

・ 医学物理士の要請は非常に重要であり、QST

を挙げてその人材育成に取り組んではいか

がか。 

・ 人材育成について、体系的な取り組みを期

待したい。 

 

＜その他の事項＞ 

（部会からの意見） 

・ 目標数値は下回っているが、昨年度に関し

ては不可抗力とすべきであろう。 

・ 共管部分で成果が上がっており、今後に大

いに期待している。 

・ アンケート結果からもわかるように、コロ

ナ禍においても満足度の高い研修を実施す
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の情報共有を可能にした。（評価軸⑥、評価指標⑥、⑦） 

○ 研修受講生の満足度について、依頼研修においては「有意義」又は「少し有意義」と回答

した受講生の割合が 90.8％、それ以外の定常研修においては 100 点満点での評価が平均

89.4点であった。所属元満足度についてはアンケートにおいて「期待以上」及び「期待通

り」の回答割合が 98.9％であった。（評価軸⑥、評価指標⑥、⑦） 

＜定量的参考指標＞※令和２年度はコロナ禍で研修回数及び受講者数が減少 

 研修等回数：40回（中止 11回）（過去３年平均：53回より 25％減） 

 受講者数：1,709名（中止 351名）（過去３年平均：3,439名より 50％減） 

 受講者の満足度：90.8％（依頼研修）、89.4％（定常研修） 

 受講者の所属元の満足度：98.9％ 

○ 国内外より研修生等を受け入れ、特に重粒子線がん治療関連では、国内７名、海外より１

名（当初予定では 12 名だったところ、コロナ禍で受入者数減少）を受け入れて実務訓練

（OJT）等を実施した。（評価軸⑥） 

＜定量的参考指標＞令和２年度はコロナ禍で、国内外ともに受け入れ人数が大幅に減少 

 受け入れ人数：８名（過去３年平均：28名より 71％減） 

 うち海外からの受け入れ人数：１名（過去３年平均：22名より 95％減） 

○ 理科教育支援や量子科学技術の理解促進に資するため、毎年度実施している「QST サマー

スクール」（大学等の夏季休暇期間中に大学生等に対して量研の研究現場を体験する機会

を提供する制度）を、令和２年度も開催する方針で準備を進めていたが、コロナ禍で全面

的に中止した。令和３年度にはコロナ禍においても開催できるよう、感染予防対策の検討

を行うなどの開催準備を進めた。 

<定量的参考指標> 

※ 令和２年度はコロナ禍で QSTサマースクールは全面中止となったため、指標は「―」と記

載 

 QSTサマースクール生の受け入れ人数：― 

 内、女性受け入れ数：― 

 QSTサマースクール生の満足度：― 

ることができたことは高く評価できる。 

・ 研修業務は非常に重要であり、QSTでなけれ

ばできないこともあるので、ぜひ今後もし

っかりやって頂きたい。 

・ 医学物理士への資格取得に向けて認定機構

より承認された教育研修コースを開催する

など、次世代育成へ向け令和２年度より具

体的取り組みを始めたことを評価する。 

・ 女性人材活用については、新採用者割合だ

けではなく常勤・非常勤研究者における女

性比率、年次数値目標も示すべき。 

・ 医学物理士について、資格認定の有無は職

種選択の際に大きな動機となるので、学会

認定さらに国が認定する資格となればなお

良い。 

 

■原子力規制委員会が所掌する事項に関する

評価 

原子力規制委員会国立研究開発法人審議会に

おいて以下の意見が示されており、顕著な成

果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認

められると評価した。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 新たに放射線看護アドバンス課程を新設

し、これまでの基礎課程に対するアドバン

ス課程としてスタートさせるとともに、自

習用教材資料の改訂を行った。これらは社

会のニーズの変化に対応したものであり、

保健師、看護師等の看護職を災害対応に生

かす教育として今後の人材育成の成果が期

待される。 

【前年度主務大臣評価

における指摘事項等へ

の対応状況】 

・人材育成について、

新たに形成された量子

【前年度主務大臣評価における指摘事項等への対応状況】 

 

 

○ 量研では大学生等を対象とした人材育成制度として「QST リサーチアシスタント制度」

「QST サマースクール制度」を設けている。量子生命科学研究においても、当該制度を利
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生命科学研究に係る更

なる取組を期待する。 

・特定の分野として、

重粒子線治療、放射線

防護の観点で人材の受

け入れが行われている

が、今後は量子生命科

学に関する人材の受け

入れも強化していくこ

とを期待する。 

・人材育成については

「社会のニーズにあっ

た人材育成業務が実施

できているか」という

評価軸に照らすと、活

動の全体像が数に依存

しているため、その質

についての評価ができ

ない。あえて改善を期

待するために計画を上

回る成果と評価しなか

った。 

・人材育成では年度計

画を上回る多くの活動

を実施していることは

評価できる。しかし、多

くの人材育成活動に従

事したことを強調する

ことよりも、これまで

の人材育成の課題をど

のように乗り越えてき

たのか、新しい課題は

用した人材育成に取り組んでいる。 

 

○ 量研では外部機関の人材を受け入れる制度のひとつとして「研究員等受入制度」を設けて

いる。当該制度の下、令和元年度引き続き、量子生命科学領域において 20 名の客員研究

員、４名の協力研究員、７名の実習生、４名の連携大学院生、１名の海外特別研究員を受

け入れた。当該制度を利用した研究員等の受入れを推奨するなど、今後も引き続き、量子

生命科学に関する人材の受入れの強化を図る。 

 

 

 

○ 令和２年度は、社会的ニーズの変化に対する質的な対応として、看護師基礎教育新指定規

則において放射線教育が強化されることに対応して新たに放射線看護アドバンス課程を開

設した他、千葉県総合教育センターの依頼研修において、自習用テキストを開発し提供す

る等の取組を行った。さらに、消防学校への講師派遣は社会的ニーズへの質的な対応であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 人材育成業務の課題として、これまで学生等若者に対する放射線教育の不足が指摘され、

大学生向けの研修課程を新設した経緯がある。令和２年度は、看護師の放射線教育が必ず

しも十分ではなかった状況に鑑み、従来の放射線看護課程に加えて、本課程受講経験者を

主な対象とした放射線看護アドバンス課程を新設した。更に、核テロや大規模な放射線事

故発生時において、医療機関での初期診療としての緊急被ばく医療に関する人材育成が皆

無であることを踏まえ、新たな研修課程の企画検討を開始した。 

 

 

 

 

 放射線防護とともに災害時の対応について

の人材育成は、旧放射線医学総合研究所時

代から我が国の中心的役割を担っていた。

しかし、被ばく事象が稀であるため、on the 

job trainingでその対応について修得する

ことができず、アドホックな研修となり人

材育成が困難であった。今回、「被ばく医療

研修管理システム」の運用が始まり、継続的

な研修が可能となり、これによる被ばく医

療の底上げ、人材育成が可能となることが

期待され、高く評価できる。また、原子力災

害の研修会の開催は、コロナ禍でオンライ

ン中心にはなったが、少ない人数で、どこの

施設よりも多くの研修会を開催しているこ

とは高く評価すべきである。 

 

＜今後の課題・指摘事項等＞ 

 災害時に中核となる人材の育成が従来から

課題となっている。とくに、被ばく医療を担

う人材は普段は放射線災害とは直接関係が

ない業務についていることから、災害時に

機能するためには日頃からの自覚と研修が

必要である。突然の災害発生時にも役割を

果たせるように、資格認定制度のような自

覚を奨励する仕組みを構築していくことが

期待される。 

 人材育成業務には、QST内の体制の維持・強

化が不可欠である。安定的な人員確保が課

題である。 

 「被ばく医療研修管理システム」の運用が

始まったが、そのシステムを深め、実効性を

高めることはこれからの課題と思われる。
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何かなどを明確になる

活動をしていることが

評価されるべきであ

り、これらの視点から

どのような成果が創出

したのかがわかる成果

を期待したい。 

・人材育成の成果が現

れるには時間が必要で

あり、人材育成のフォ

ローアップの仕組みを

構築して検証すること

が必要となろう。公的

研究機関が担うべき機

能は研究とは異なり、

いわゆる論文公表とい

う形で成果を創出する

のではない場合が多

い。そのため、その成果

の社会的な理解を得る

には一部の専門家の評

価だけによるものでは

なく、とくに原子力災

害に備えた人材育成に

ついては、関連学会、自

治体、法人などの機関

からの要望と充足度を

測るなどの工夫が必要

であろう。 

・専門人材の不足は、

この分野の構造的な課

題でもあり、大学等と

 

 

 

 

 

 

 

○ 受講者の満足度をアンケートで測るなどの取組は従来行っており、また学生対象の研修に

おいては、卒業後の進路のフォローアップ調査も行ってきた。これに加えて、社会的評価

を測る方策として、一部研修においては、警察、消防、地方自治体や病院等が組織固有の

期待をもって研修者を派遣しており、このような研修において所属元への満足度調査など

を令和２年度に開始した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 原子力規制人材育成事業において、研修を単位化する等、大学の協力により事業を実施し

ており、今後も更に協力関係を強化するべく取り組む。 

 

そのための予算、人員確保が必要である。ま

た、研修会の開催は労力も大きく、その講師

レベルの人材育成のため人員・予算の確保

も必要である。他機関との連携などにより、

さらに発展されることを期待する。 
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連携した長期的な取組

が必要である。 

・計画遂行のための人

員確保が引き続き重要

課題である。 

 

 

○ 研修を企画、立案し、実際の指導に当たることもできる教育担当者の高齢化対策として、

既存の研修委員会の下に人材育成センターの中期的人事計画を複数年に亘り継続的、計画

的に実施するためのセンター人事計画部会を設置（令和２年５月）し、組織としての取組

を強化している。 

【評価軸】 

①施設及び設備等の活

用が促進できている

か。 

 

 

【評価指標】 

⑧施設及び設備等の活

用促進への取組の実績 

 

 

【モニタリング指標】 

⑫施設等の共用実績 

Ⅰ.4.（4）施設及び設備等の活用促進 

○ 外部の研究者等が利用する施設について、安定した運転のための維持管理体制の整備・維

持を着実に実施した。また、各施設の利用状況を随時把握し、関連する情報を必要に応じ

て周知することにより、利活用の促進を図った。（評価軸⑦、評価指標⑧、モニタリング指

標⑫） 

· HIMAC では昼間はがん治療を行い、夜間に研究利用や新規治療技術の開発を行っているた

め、利用者を補助する目的で実験サポート専門の役務契約者を配置している。また、サイ

クロトロン及び静電加速器では、職員が実験の相談対応、安全な運用のための実験サポー

トを行った。 

· 施設利用研究推進のために所内対応者として職員を配置し、実験計画立案や準備の段階か

ら外部利用者の相談を受けるようにしている。また、所内対応者は、動物実験、遺伝子組

換え生物、バイオセーフティレベル等、実験実施に関わる安全性の確認や内部委員会の了

承等を含めた所内手続きを行い、安全確保に努めた。 

· 放医研の各施設維持のために、治療及び運転効率を考慮して、大規模な定期修理と小規模

なメンテナンスを計画し実施した。 

· HIMAC 共同利用研究では、量研内 30 課題、量研外 38 課題の利用があった。サイクロトロ

ンでは量研内４課題（利用回数 13回）、量研外 16課題（同 47回）、静電加速器では量研内

11課題（利用回数 98回）、量研外９課題（同 40回）の利用があった。 

· 高崎研のイオン照射研究施設（TIARA）については、利用管理課、イオン加速器管理課を中

心とする運転管理体制を維持した。サイクロトロンについては計 1,158 時間のビームタイ

ムを確保し、量研内利用に 90％、外部利用者への施設共用に 10%を提供した。また、３台

の静電加速器については、計 3,961 時間分のビームタイムのうち量研内利用に 16％、外部

利用者への施設共用に 84％を提供した。電子線照射施設及びガンマ線照射施設について

は、照射施設管理課を中心とする運転管理体制を維持し例年どおり引き続き運営した。電

子線照射施設については、計 1,015 時間のビームタイムを量研内利用に 98％、外部利用者

への施設共用に２％を提供した。また、ガンマ線照射施設については、８個の照射セルを

補助評定：b 

 

【評定の根拠】 

政府が定めるガイドラインに則った

感染防止対策を行った上で各共用施設

の運転維持管理体制を維持し、施設共

用の外部利用者数は令和元年度の約

48％に減少にしたものの、共同研究・共

同利用研究による外部利用者が増加し

たため、外部利用者の総数は令和元年

度比約 82％となり、年度計画で設定し

た業務を着実に実施した。（評価軸⑦、

評価指標⑧） 

コロナ禍であったが、動物実験を適

正かつ円滑に遂行するため、実験動物

の飼育環境の維持、研究に必要な遺伝

子改変マウス等の提供及び実験動物の

品質管理を滞りなく実施し、動物実験

が必要な研究の着実な実施に貢献し

た。（評価軸⑦、評価指標⑧） 

 

【課題と対応】 

コロナ禍による共用施設の利用件数

の減少を踏まえ、各共用施設において

設備機器等のリモート化や遠隔化につ

いて検討を行っている。 

補助評定 （Ｂ） 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目

的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動

による成果、取組等について諸事情を踏まえ

て総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最

大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の

創出の期待等が認められ、着実な業務運営が

なされているため。 

 

（判断の根拠となる実績） 

・ 政府が定めるガイドラインに則った感染防

止対策を行った上で各共用施設の運転維持

管理体制を維持し、施設共用の外部利用者

数は令和元年度の約 48％に減少にしたもの

の、共同研究・共同利用研究による外部利用

者が増加したため、外部利用者の総数は令

和元年度比約 82％となり、年度計画で設定

した業務を着実に実施した。 

・ コロナ禍であったが、動物実験を適正かつ

円滑に遂行するため、実験動物の飼育環境

の維持、研究に必要な遺伝子改変マウス等

の提供、並びに実験動物の品質管理を滞り

なく実施し、動物実験が必要な研究の着実

な実施に貢献した。 
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合わせて計 59,915 時間の照射時間を量研内利用に 60％、外部利用者への施設共用に 40％

を提供した。 

· 関西研（木津地区）の光量子科学研究施設については、令和元年度同様装置・運転管理室

によるサポート体制のもと、共用施設の安定的な継続運転を行い、J-KAREN レーザーにつ

いては、計 1,436時間のビームタイムの 35％に量研内利用、メンテナンスに 58％、さらに

外部利用者への施設共用に７％を提供したほか、J-KAREN 運転連絡会議を運用し、運転管

理体制の維持に努めた。また、バーチャル展示会（京都スマートシティエキスポ 2020（令

和２年 10月 27日、28日）、けいはんな R＆Dフェア 2020（令和２年 11月５日～７日））に

ブース出展し、共用装置及び施設共用制度について紹介し、外部への情報発信に努めた。 

· 関西研（播磨地区）の放射光科学研究施設については、引き続き装置・運転管理室による

サポート体制を充実し、量研が所有するビームライン BL11XU（QST 極限量子ダイナミクス

Ⅰビームライン・標準型アンジュレータ光源）、BL14B1（QST極限量子ダイナミクスⅡビー

ムライン・偏向電磁石光源）及び BL22XUにおける専用装置により、計 3,536時間のビーム

タイムを外部利用者へ提供した。BL11XUについては、量研内利用に 71％、外部利用者への

施設共用に 26％、さらに原子力機構へ３％を提供するとともに、BL14B1については、量研

内利用に 43％、外部利用者への施設共用に 32％、さらに原子力機構へ 25％を提供した。

また、原子力機構が有する BL22XU（原子力機構重元素科学Ⅰビームライン・標準型アンジ

ュレータ光源）に設置している量研が所有する装置を外部利用及び内部利用に供した。ま

た、外部利用促進に向けて、講習会及びセミナーの開催し、企業等に対して量研の放射光

技術の紹介等を実施した。 

○ 部門又は部門内の施設ごとの委員会等において、外部利用課題の審査・選定等を行った。

また、各部門や各研究所の HPやイベント、学会、研究発表会、セミナー等で情報発信を行

い、外部利用を推進した。さらに共用施設等運用責任者連絡会議を開催（令和２年 10月、

令和３年３月）し、共用施設等の状況や問題点の把握・共有に努めた。（評価軸⑦、評価指

標⑧） 

・ JASIS 2020をはじめ、各所で行われた学会、研究発表会、セミナーで放医研の施設共用の

ための広報活動を行った。 

・ 放医研の各施設で得られた研究成果のうち、HIMAC においては、令和元年度に実施した課

題の成果を令和２年４月の HIMAC 共同利用研究報告会で報告予定であったが、コロナ禍で

中止せざるをえなくなったことから、その成果報告書を取りまとめ令和２年 11 月に刊行

した。また、令和３年６月に開催される HIMAC 共同利用研究報告会の報告に向けて令和２

年度に実施した課題の成果を取りまとめた。サイクロトロン及び静電加速器においては、

また、関西研の光量子科学研究施設

及び放射光科学研究施設においては、

設備機器等のリモート化や遠隔化のた

めの補助金事業や受託事業に応募し、

採択された。このうち光量子科学研究

施設については令和２年度より整備を

開始した。 

適正な動物実験には、実験動物施設

の最適な維持・管理、必要な実験動物の

確保及び実験動物の品質保証が必要で

ある。これらを円滑に実施するために

は、実験動物施設の維持に必要となる

予算確保、支援技術の継承と向上が必

要であることから、予算申請や人員の

スキルアップを推進する。特に、生殖工

学的支援では、ICSI技術に対応可能な

マウス系統の追加検討や微生物学的品

質対応では、検査対象微生物の検出感

度の向上の検討を進め、品質を維持し

つつ効率化を図る。 

 

＜今後の課題＞ 

・ 施設共用について、現在、新型コロナウイル

ス感染症の拡大によりリモート化や遠隔化

を行うことが推奨されているが、QSTの施設

においてもこれらのインフラを整備し、共

用率を向上していくことを期待する。 

・ 昨年度から施設の DX化に向けた取組を実施

しているはずであり、来年度評価において

は、before,after を示しながらその効果を

定量的に説明いただきたい。 

・ DX 化しても共用率が低い場合はもともとの

ニーズがないということであるから、老朽

化した施設も多いことから廃止も含めた議

論を行うべき。 

 

＜その他の事項＞ 

（部会からの意見） 

・ 共用設備について外部利用が少ないものが

ある。 

・ 新型コロナウイルス感染症の影響を考慮し

て計画を機動的に変更するなどしており自

己評価通りでよい。 

・ 新型コロナウイルス感染症の影響が小さく

なった段階で、活用促進が進むことが期待

される。 

・ 動物実験施設は動物の品質管理のために必

須の施設であり、研究継続性と着実な実施

基盤を担保するために、計画通りに貢献し

たことを評価する。 

・ 共用施設利用の拠点として各施設の維持管

理へ遅滞なく注力され、国立がんセンター

での 64Cu-ATSM 治験薬剤を提供するなど、
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サイクロトロン利用報告書を令和２年 10 月に刊行、共用施設成果報告書は令和３年２月

に刊行した。 

・ 高崎研については、令和３年度開始の施設共用課題の公募を令和２年９月から 11 月にか

けて実施し、施設共用課題審査委員会（高崎研）において、利用課題の審査（書類、面接

審査を含む）等を実施した。本委員会では、課題の採否、成果公開課題への認定の審査、

利用時間の配分等を審議するとともに、施設の運用状況等についても審議・検討した。利

用時間の配分について、審査の結果で評価の高い実験課題に十分な時間が配分されるよう

傾斜配分を行った。令和２年５月に予定していた令和２年度下期開始の課題募集について

は、コロナ禍で公募を見送った。 

・ 関西研（木津地区）については、コロナ禍で５月の令和２年度施設共用下期課題公募は見

送り、11月に令和３年度施設共用全期課題公募を実施した。 

・ 関西研（播磨地区）については、施設共用課題審査委員会を原子力機構と合同で開催し、

外部利用課題の採択と利用時間の配分を決定した。課題募集は JASRI の課題募集時期に合

わせて行い、JASRI での利用手続きと整合して行えるようにした。量研ビームラインの内

部利用については、「大型放射光施設 SPring-8量研専用ビームライン内部課題審査委員会」

において課題審査を実施した。 

・ 量研の施設共用制度による活用促進の他、共同研究・共同利用研究による外部利用によっ

ても、施設及び設備等の活用促進を図った。共同研究・共同利用研究による外部利用者の

実績は下表のとおりである。 

拠点 施設名 利用人数（人） 

放医研 HIMAC 570 

放医研 サイクロトロン 40 

放医研 静電加速器 25 

放医研 X、γ 線照射施設 35 

高崎研 AVFサイクロトロン、３MVタンデム加速器、３MV

シングルエンド加速器、400kVイオン注入装置 

214 

高崎研 １号加速器 187 

高崎研 コバルト 60照射施設 795 

関西研木津地区 光量子科学研究施設 10 

関西研播磨地区 放射光科学研究施設 35 

合計 1,911 

※高崎研、関西研木津地区、同播磨地区については延べ人数 

内用療法使用薬剤を提供する基幹施設とし

ての役割を、今後も持続的に責任感を持っ

て果たしていただきたい。特に、我が国が世

界に比して遅れている医学応用領域につい

ては、現状を少しずつ打破して世界をリー

ドいただきたい。 
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○ 実験動物施設８棟について、実験動物に最適な飼育環境の維持と動物実験に必要な飼育器

材の調達を行った。さらに、これらの実験動物施設について定期的に実験動物の微生物学

的検査の実施、外部機関からの導入動物及び異常動物の検査を行い、実験動物の微生物学

的品質を保証した。微生物学的品質保証では、定期検査動物数の見直しを行い、微生物学

的品質保証を維持しつつ検査動物数を年間約３割程度減少させた。（評価軸⑦、評価指標

⑧） 

実験動物の微生物学的品質保証 

項目 

実験動物 
定期検査 

導入動物の

検査 

異常動物の

検査 

生殖工学技術によ

る作出動物の検査 

マウス 238匹 ２件４匹 ２件５匹 ４件９匹 

ラット  94匹 １件２匹 － － 

 

○ 生殖工学技術を用いて下表のとおり研究者からの依頼に基づき、マウスの作出・供給、胚・

精子の凍結等を行い、マウスを用いた動物実験の適切な研究環境を維持した。ICSI

（Intracytoplasmic Sperm Injection, 卵細胞質内精子注入）技術を導入し、17件中４件

の依頼で体外受精からマウスの作出までの期間を 2.5 か月から 1.5 か月に短縮して支援業

務の効率化を図った。（評価軸⑦、評価指標⑧） 

実験動物の生殖工学的支援 

項目 依頼件数 数量 

体外受精によるマウスの作出・供給 17 ７系統 154匹 

ゲノム編集の手法による遺伝子改変マウスの作出と

解析 

13 11系統 21匹 

マウスの胚・精子凍結 48 4,900個 

マウスの凍結胚・精子からの個体作出 17 10系統 278匹 

清浄化マウスの作出・供給 ９ ９系統 37匹 

 

＜施設及び設備、技術を活用した対外貢献＞ 

○ 全国の PET 薬剤製造施設の監査を７件実施し、PET 薬剤製造認証を取得した施設は延べ 21

施設となった。８年間で監査を 50回実施した。さらに、シンポジウム、学会において PET

薬剤品質保証に関する講義を計２回実施した。（評価軸⑦、評価指標⑧） 

○ 国立がん研究センターでの標的アイソトープ治療薬治験に対し、64Cu-ATSM の治験薬出荷

可否決定を 16 回実施（理事長表彰 特賞獲得）、また、福井大学の骨転移診断薬剤 Na18F
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の規格設定や品質保証及び非臨床開発、PMDAとの対面助言を経た治験届作成に寄与し、治

験推進に貢献した。（評価軸⑦、評価指標⑧） 

○ 厚生労働大臣認定の臨床研究審査委員会として、基本的に毎月１回委員会を開催した。外

部から臨床研究法の特定臨床研究に関して 11 課題 24 件の審査を行い、１件の終了届を受

けた。また、AMED事業の認定臨床研究審査委員会協議会に参加し、委員会運営における課

題抽出に貢献した。３年間の臨床研究審査委員会認定有効期間に関し、令和３年３月５日

に認定の更新が認められた。（評価軸⑦、評価指標⑧） 

 

＜量研内の臨床研究成果最大化への貢献（将来的な対外貢献へつながる）＞ 

○ 量子医学・医療部門の臨床研究用 PET 薬剤の品質保証活動として、タウイメージング PET

薬剤である PM-PBB3の院内製造に関し、49回の製造に対する品質保証活動を実施した。（評

価軸⑦、評価指標⑧） 

○ 臨床研究法の特定臨床研究に関して新規２課題含む８課題 21 件、非特定臨床研究に関し

て３課題 21 件の審査を行った。また、倫理指針の臨床研究に関して、新規審査 46 課題を

含む 270件の審査を行い、24件の終了報告を受けた。（評価軸⑦、評価指標⑧） 

○ 保有施設・設備についての情報の HPへの掲載等の情報発信活動を通じて、利用の促進に努

めた。（評価軸⑧、評価指標⑧） 

· 量子医学・医療部門においては、職員を配置しての外部利用者の相談対応、外部発表・

講演や関係委員会での利用募集の呼びかけ、見学来訪者への保有施設・設備の紹介を行

った。 

· 量子ビーム科学部門においては、外部の利用者による利用を推進するための活動として、

産業界等の利用拡大を図るため、研究部門の研究者・技術者等の協力を得て、量研内外

のシンポジウム、学会、展示会、各種イベント等の機会に、高崎研、関西研が有する共

用量子ビーム施設の特徴、利用分野及び利用成果を分かりやすく説明するアウトリーチ

活動を実施した。また、利用成果の社会への還元を促進するための取組として、令和元

年度の実績を取りまとめ、高崎研では高崎量子応用研究所年報（2019）、関西研（木津地

区）では Annual Report 2019を発行した。さらに、関西研（播磨地区）ではプラットフ

ォーム専用 HP を逐次更新することで、放射光装置及びそれらの利用成果の紹介に努め

た。高崎研では QST高崎サイエンスフェスタ 2020（令和２年 12月８日、９日）、関西研

では大阪大学と合同で光・量子ビーム科学合同シンポジウム 2020（令和２年９月 29日）

をそれぞれオンラインで開催し、利用成果の発信を行った。 

○ 令和２年度は、量研全体で、外部利用者からの施設共用の課題を 175 課題採択し、それに
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よる施設・設備の利用件数は 331 件であった。また、令和２年度の共用施設の利用収入額

は、77,7851千円であった。（評価指標⑧、モニタリング指標⑫） 

名称 
共用施設利用

件数（件） 

共用施設採択

課題数（課題） 

共用施設利

用人数（人） 

サイクロトロン 33 12 104 

静電加速器 ０ ０ ０ 

X、γ線照射施設 ０ １ ０ 

TIARA 75 40 130 

１号加速器 ９ ７ 43 

コバルト 60照射施設 185 85 1,031 

光量子科学研究施設（関西研木津地

区） 
２ ２ 32 

放射光科学研究施設（関西研播磨地

区） 
27 28 294 

合計 331 175 1,634 

※共用施設利用人数について、高崎研、関西研は延べ人数 

【前年度主務大臣評価

における指摘事項等へ

の対応状況】 

・施設共用について、

現在、新型コロナウイ

ルス感染症の拡大によ

りリモート化や遠隔化

を行うことが推奨され

ているが、量研の施設

においてもこれらのイ

ンフラを整備し、共用

率を向上していくこと

を期待する。 

【前年度主務大臣評価における指摘事項等への対応状況】 

 

 

○ リモート化や遠隔化については、同じ量研の共用施設等であっても、設備機器や取り扱う

試料等により技術的な課題や期待される効果に差異がある。このため、各共用施設等にお

いて、実現可能性を含めた検討を行った。また、技術的な課題の情報や検討状況について、

共用施設等運用責任者連絡会議で共有を行った。 

○ 関西研（木津地区）の光量子科学研究施設については、レーザーパラメータ計測や大型光

学素子の調整作業を遠隔計測・自動制御することを目指し、文科省の先端研究設備整備補

助事業（研究施設・設備・機器のリモート化・スマート化）に応募して採択され、整備を

開始した。 

○ 関西研（播磨地区）の放射光科学研究施設について、装置のリモート化による共用率の向

上や利用支援の省力化を目指して、データ創出等を目的とする文科省のマテリアル先端リ

サーチインフラ事業に応募し、スポーク機関として採択された。 

【評価軸】 

①官民地域パートナー

Ⅰ.4.(5) 官民地域パートナーシップによる次世代放射光施設の整備等 

○ 令和２年度は 60件（令和元年度比 36 件増）、約 47 億円の契約を完了するなど、加速器の

補助評定：a 

 

補助評定 （Ａ） 

＜評定に至った理由＞ 
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シップによる次世代放

射光施設の整備等に着

実に取り組んでいる

か。 

 

 

【評価指標】 

⑨官民地域パートナー

シップによる次世代放

射光施設の整備に係る

進捗管理の状況 

機器製作等を着実に進めた。（評価軸⑨、評価指標⑨） 

○ 「次世代放射光施設利用研究委員会」にて検討を行った最先端研究の要望に応える放射光

を供給するため、運転開始当初に整備するビームラインの分光器や集光ミラーなどのビー

ムライン光学系の設計を進めた。（評価軸⑨、評価指標⑨） 

○ クロスアポイントメントや客員研究員、協力研究員を活用して施設整備に係る人員体制の

強化を図るとともに、定例の会議体の整備等を通じてパートナー機関等との連携を強化し

た。（評価軸⑨、評価指標⑨） 

○ ウェブサイト上で施設整備の進捗状況について随時更新するなど、施設整備に係る情報発

信を進めるとともに、幅広い分野から期待されている次世代放射光施設についてその認知

度を更に高め、より多くの人に親しみを持たれるよう、ウェブサイト上にて愛称募集を行

い、プレス発表した（令和３年１月 18 日）。電子版を含め６紙に記事が掲載され、598 件

の応募があった。（評価軸⑨、評価指標⑨） 

○ XMCD ビームラインでは、既存の挿入光源では達成できない高度な偏光制御を実現するた

め、４分割 APPLE 型の挿入光源を新たに開発する必要があるが、外部有識者の協力を積極

的に活用することで詳細設計を完了し製作を開始した。（評価軸⑨、評価指標⑨） 

○ RIXS ビームラインの光学設計においては光学素子に桁違いの安定性や加工精度が要求さ

れるため、ビームラインの光軸を高精度で安定させるための技術開発として、数 10ナノラ

ジアンオーダーという世界最高水準の安定度を達成するなど、軟Ｘ線分光器の機械的安定

性の向上に貢献するビームライン光学系要素技術の開発を追加で実施することで、年度計

画の設計検討等の開始にとどまらず、分光器や集光ミラーなどのビームライン光学系の詳

細設計を完了した。（評価軸⑨、評価指標⑨） 

○ 定例会議、合同チーム会議、役員級会合等様々な会議体を運用するとともに、量研側から

も建屋総合定例会議に参加するなど、全体工程の見直しやユーティリティ設備の仕様決定

等を迅速化し、年度計画である加速器の機器製作等を着実に進めることにとどまらず、機

器製作を加速することで令和３年度中の機器の据付・調整開始に目途をつけた。（評価軸

⑨、評価指標⑨） 

【評定の根拠】 

次世代放射光施設のビームライン

は、世界最高性能を目指すだけでなく、

これまで世界の同類施設で実現されて

いない、世界初の試みも多く採用して

いるなど高い困難度の中、外部有識者

の協力を積極的に活用することで詳細

設計を完了し製作を開始したことは高

く評価できる。（評価軸⑨、評価指標⑨） 

また、ビームライン光学系要素技術の

開発を追加で実施することで、年度計

画である設計検討等の開始にとどまら

ず、ビームラインの光学系の詳細設計

までを完了させたことは高く評価でき

る。（評価軸⑨、評価指標⑨） 

さらに、次世代放射光施設整備は、官

民地域パートナーシップによって民間

資本とノウハウを取り込んで整備を進

める初めての試みであり、指揮系統を

別に持つ２つの組織が１つのプロジェ

クトを進めるためには、極めて高度な

情報共有と明確な合意形成手順を持つ

ことが不可欠であり、計画どおり遂行

することの困難度は非常に高い。その

ような状況において、コロナ禍でパー

トナーが担当する基本建屋の建設工程

や建屋のユーティリティ設備等の仕様

決定に想定外の遅延が発生する中、

様々な会議体を運用することで全体工

程の見直しやユーティリティ設備の仕

様決定を迅速化し、年度計画である加

速器の機器製作等を着実に進めること

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目

的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動

による成果、取組等について諸事情を踏まえ

て総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効

率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大

化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成

果の創出の期待等が認められるため。 

 

（判断の根拠となる実績） 

・ コロナ禍の中であるにも関わらず、実現の

困難度が高いとされていた４分割 APPLE 型

挿入光源について、詳細設計を完了した上

で製作に着手した他、世界的に見ても極め

て安定度の高いビームライン光学系につい

ても新たな技術開発の成果を基盤にして詳

細設計を完了する等、重要な技術開発要素

に一定の目処をつけることに成功した。 

・ 次世代放射光施設の整備は、官民地域パー

トナーシップの枠組みで推進する初めての

試みであり、加速器とこれを格納する建屋、

ビームライン共通部分の仕様の検討等を含

む様々なフェーズで、QST・パートナー間で

の緊密な情報共有および合意形成を日常的

に行う必要がある中、各種機器の製作を着

実に推進した。 

 

＜今後の課題＞ 

・ 学術、産業ともに高い利用が見込まれる次

世代放射光施設における国の運用主体とし

て、我が国の産学の研究力強化・国際競争力

強化に向けたビジョンや戦略の策定が必

要。 

【前年度主務大臣評価

における指摘事項等へ

の対応状況】 

・次世代放射光施設の

整備については、パー

トナー側との緊密な情

【前年度主務大臣評価における指摘事項等への対応状況】 

 

 

○ これまでパートナー側との間で毎週実施してきた定例会議、建屋会議、及びビームライン

会議に加え、令和２年９月より、理事クラスによる役員級会合（四半期に１回程度開催）

及びセンター長クラスによる次世代放射光共同チーム会議（週１回開催）を設置すること
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報共有に努め、関係機

関との円滑な調整を推

進することを期待す

る。 

・現在、クロスアポイ

ントにより理研職員と

の連携を進めている

が、今後さらに連携を

深化させることを期待

する。 

で、意思決定の流れを整理するとともに関係機関とのより一層の円滑な調整の推進を図っ

ている。 

 

 

○ クロスアポイントメントによる受入れを継続するとともに、令和３年度より施設整備が本

格化することを受け、客員研究員などの制度を通じて、理研及び JASRI との連携を深化さ

せる予定である。 

にとどまらず、機器製作を加速するこ

とで令和３年度中の機器の据付・調整

開始に目途をつけたことは、高く評価

できる。（評価軸⑨、評価指標⑨） 

 

【課題と対応】 

次世代放射光施設は、海外の同類施

設と比べて非常にコンパクトな設計の

中で、同等の輝度とビームラインの本

数を達成するため、世界に例の無いコ

ンパクトな構造の電磁石で大きな磁場

強度を発生させる必要があり、蓄積リ

ングを構成する電磁石や加速管等の高

性能な構成機器を制限された領域にコ

ンパクトに配置するための困難さを伴

う。また、ビームラインについても、世

界最高性能を目指すだけでなく、これ

まで世界の同類施設で実現されていな

い、世界初の試みも多く採用している

ため、その設計の段階から様々な困難

が伴う。これらの困難を克服するため、

JASRIや理研、KEK等と連携し、協力し

て課題の解決に臨むとともに、SPring-

8 での知見と実績を最大限活用して機

器設計を行った。今後も引き続き、関係

機関との連携の強化に努める。 

また、指揮系統を別に持つ２つの組織

がひとつのプロジェクトを進めるため

には、極めて高度な情報共有と明確な

合意形成手順を持つことが不可欠であ

ることから、文科省、量研、PhoSIC、宮

城県、仙台市、東北大学及び東北経済連

・ QST が整備する３本のビームラインについ

て、世界の中での位置づけや強みなどを明

確化し、その利活用方策について検討が必

要。 

・ ビームラインの共同利用について、今後の

国の審議会等における議論も踏まえつつ、

検討するための準備が必要。 

・ より強固な官民地域パートナーシップの確

立や、パートナーと連携した成果の最大化

に向けた取組みの検討及び具体化が必要。 

 

＜その他の事項＞ 

（部会からの意見） 

・ 次世代放射光施設の整備等における加速器

の機器製作等、計画通りに進んでいる。重要

なタスクであり、継続的な推進が期待され

る。 

・ 計画通り順調に進んでいるが、施設整備の

比較的初期の段階では顕著な成果を挙げて

いると認めることは難しい。 

・ 今後、さらに次世代放射光と呼ぶにふさわ

しいビームラインの整備を進めて頂きた

い。 

・ 令和５年度中にビームが取り出しできるよ

うに、今後も異なる団体間での情報共有な

ども含めて非常に難しいかじ取りが出てく

ると思われるが、ぜひ実現してほしい。 

・ 学術面でもオリジナリティある成果が創出

され世界をリードする施設となることを期

待したい。 

・ 業務の効率化を目標として、一つ一つの事

に取り組んでいただきたい。 
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合会による「７者連絡会議」、地域・産

業界のパートナーの代表機関である

PhoSICとの「定例会議」、基本建屋の建

設工事に関する建屋施工業者や装置施

工業者等との「総合定例会議」、ビーム

ラインの設計や調整等に関する PhoSIC

及び東北大学との「ビームライン会議」

の４つの会議体に追加して、意思決定

を行う上位の会議体として、PhoSIC及

び東北大学による週１回開催の「次世

代放射光共同チーム会議」を新規に設

置し、さらに、次世代プロジェクトのよ

り一層の円滑な進捗と緊密な情報共有

による連携の強化に資することを目的

として、量研、PhoSIC及び東北大学の

理事等が出席する「役員級会合」も新規

に設置した。これらの会議体を基本と

して、今後も引き続き、緊密な情報共有

と危機管理に努める。 

【研究開発に対する外

部評価結果、意見等】 

【研究開発に対する外部評価結果、意見等】 

＜量子医学・医療研究開発評価委員会＞ 

 コロナ禍においても適正、効果的かつ効率的なマネジメントのもとで研修を進め、オンラ

インフォローアップなどの工夫を行い、対外計測装置の開発、甲状腺被ばくの測定のため

のガイドブックの作成、中核機関としての組織運営の改善など重要な項目で成果が見られ

た。福島原発事故後からの研究成果等を UNSCEAR に提供するなど、専門家として国際機関

の活動に協力し、国際レベルでの科学的合意形成に多大な貢献があったことも認められる。

引き続き国内外の放射線防護・規制に係る情報収集と適切な情報発信を期待する。 

 震災後 10 年の節目として注目される中、研究資源の区切りや現地でのニーズの変化に適

切に対応しつつ調査研究が進められている。住民の線量評価や生態系への影響等、社会的

にも関心が高いテーマに、地元自治体・大学とも連携して取り組んでおり、帰還や廃炉作

業にも貢献する課題について着実な成果を上げている。今後とも適切なマネジメントの下

で福島復興再生に貢献していくことを期待する。 
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 オリンピック・パラリンピックに向けて国民保護 CRテロ初動セミナーの開催など、社会の

ニーズにあった業務が、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で展開された。特に緊急

事態宣言発出下、対面講習の実施が困難な状況にもかかわらず、実施方法を工夫し、一部

の研修については内容を拡充した点を評価する。本年度の、研修実施に関する教訓、学び、

工夫を次年度以降に活かすとともに、研修事業の成果のフォローアップ（研修生のその後

のキャリアの調査等）を行っていくことを期待する。 

＜量子ビーム科学研究開発評価委員会＞ 

 次世代放射光施設整備開発センターは、施設の建設フェーズにあり、整備開発を着実に進

めていることに加え、将来の利用実験開始に向けて着実に準備を進めており、特に高く評

価できる。 

 基本建屋の設計が、光科学イノベーションセンターや業者との協議に基づき、順調に行わ

れており、評価できる。電子銃システムの開発、蓄積リング加速器空胴の開発、軟 X 線分

光器の技術開発が、いずれも順調に進んでおり、高く評価できる。実験ホールを非管理区

域にしようとする取り組みは実に素晴らしく、ユーザーにとって大きなメリットがある。 

 「官民地域パートナーシップ」によるプロジェクト推進に様々な難問がある中、両者が共

同参画する会議体での合意形成などパートナー機関との情報共有を密にしながら、膨大か

つ複雑な業務を着実に進めており、マネジメントが強力かつ適切であることが分かる。 

 人員配備が着実に行われており、昨年 36 名から今年 50 名に増加していることは評価で

きる。今後、ビームライングループの人員確保が必須であり、この点に注力してマネジメ

ントを行ってほしい。 

 コロナ禍にもかかわらず各研究開発が順調に進捗しており、この点においてもマネジメン

トは適切に図られていると評価できる。 

 施設の放射線安全管理では、実験ホールを非管理区域とすることで、放射線業務従事者で

なくても放射光実験が実施可能な施設を目指している。このような試みは、国内の放射光

施設としては初の試みであり、もし実現すれば国内施設に極めてポジティブな波及効果が

あるものと期待される。一方で、安全管理に関するポリシーの変更には多くのハードルが

あると想像され、この件が原因で利用開始スケジュールが遅延するような事態は避けなけ

ればならない。適切な時期に適切な判断が行われるべきであることは指摘しておきたい。 

 次世代放射光施設で軟 X 線領域の放射光科学における世界トップレベルの研究成果が期

待される中、3 本の共用 BL の１）建設、２）運用、３）研究支援、４）関連するコミュ

ニティとの連携及びその育成において、中長期的（5 年〜10 年）なビジョンを持って、リ

ーダーシップを発揮することを期待する。 
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 次世代放射光施設の放射光リング自体は国際的に見ても後発であるが、そこでどういうサ

イエンスを行うか、という本質的な問いに答える必要がある。QST が中心になって更にコ

ミュニティとの密接な議論を行い、放射光科学を先導していくことが強く求められる。 

 

４．その他参考情報 

 決算額が予算額を上回った理由は、受託や共同研究及び自己収入等の収入の増額によるものであり、これらの資金を有効に活用することで、着実な成果の創出がなされたと認められる。 
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２－１－４－２ 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ｎｏ．８ 業務運営の効率化に関する事項 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

令和３年度行政事業レビューシート番号 0249 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象

となる指

標 

達成

目標 

基準値等 

（前中長期

目標期間最

終年度値等） 

平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３

年度 

令和４

年度 

（参考情報） 

当該年度まで

の累積値等、

必要な情報 

ラスパイ

レス指数 
― ― 

事 務 ・ 技 術 職  109.3

（113.8） 

研究職 103.8（113.3） 

医師 96.9（106.1） 

看護師 110.9（104.6） 

※上記指数は年齢勘案

（年齢・地域・学歴勘案）

を示す。 

事 務 ・ 技 術 職  104.7

（109.2） 

研究職 105.2（115.5） 

医師 98.9（106.9） 

看護師 110.1（105.0） 

※上記指数は年齢勘案

（年齢・地域・学歴勘案）

を示す。 

事 務 ・ 技 術 職  104.1

（108.8） 

研究職 103.5（111.7） 

医師 96.5（107.3） 

看護師 106.9（103.0） 

※上記指数は年齢勘案

（年齢・地域・学歴勘案）

を示す。 

事 務 ・ 技 術 職  105.4

（110.1） 

研究職 104.1（112.9） 

医師 99.2（109.2） 

看護師 105.4（101.1） 

※上記指数は年齢勘案

（年齢・地域・学歴勘案）

を示す。 

事 務 ・ 技 術 職  105.8

（110.4） 

研究職 103.9（112.1） 

医師 102.2（111.7） 

看護師 106.9（101.6） 

※上記指数は年齢勘案

（年齢・地域・学歴勘案）

を示す。 

  ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標、中長期計画、年度計画 

主な評価指標等 
法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

【評価軸】 

①拠点を越えた組織

融合の仕組み等が導

入されているか。 

 

 

【評価指標】 

①拠点を越えた組織

融合への取組の実績 

 

 

【業務の特性に応じ

た視点】 

・理事長のリーダー

シップの下に柔軟か

つ効果的な組織運営

を行う体制を整備し

たか。 

Ⅱ.業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

Ⅱ.1. 効率的、効果的なマネジメント体制の確立 

Ⅱ.1.(1) 柔軟かつ効果的な組織運営 

○ 令和２年度理事長ヒアリングは、上期（令和２年 10月 21日、22日、26日）に各部署における当該

年度の事業実施状況や機関評価で指摘された課題等への対応状況の確認、予算の追加配賦希望の集

約、下期（令和３年２月 16日、17 日、24日）に令和２年度計画に対する取組・達成状況の把握を行

い、これらを基にして予算の追加配賦等、研究開発成果の最大化や効果的な組織運営に資する取組を

実施した。（評価軸①） 

○ 令和元年度に引き続き、経営企画部長が各部署の問題の把握や情報共有等を図る機会（令和２年 10

月及び令和３年２月）を設け、予算要求等に活用した。（評価軸①） 

○ 量研の持つ研究力の可視化・データベース化を推進し、その分析に基づいて概算要求や外部資金獲得

の戦略を検討するため、研究力向上タスクフォースを設置し、分析に必要なデータや指標について検

討するとともに、既存の人事データ、論文数や外部資金獲得額のデータを用いた分析等を進めた。 

○ 量子生命科学研究センター棟（仮称）の建設を円滑に進めることを目的として、令和元年度に立ち上

げた量子生命新棟タスクフォースが主導し、設計施工契約業者との基本設計定例会（10 回）及び詳

細設計全体定例会（４回）を実施した。業者と量研間及び量研内関係部署における情報共有や調整、

課題への対応等について話し合い、着工に向け着実に進捗させた。（評価軸①、評価指標①） 

○ 新型コロナウイルス感染症の拡大も踏まえ、研究業務の効率を一層高めるため、理事長のリーダーシ

ップの下、内閣府の官民研究開発投資プログラム（PRISM）や文部科学省の公募事業へ積極的に応募

し、量研の研究施設の自動化に向けた取組を行った。 

○ 平成 28 年度に導入した「戦略的理事長ファンド」について、令和２年度においても「理事長ヒアリ

ング」の実施等を通じて対応すべき事項を選定し、その結果を踏まえ予算配賦を行った。 

○ 理事会議を定期的に開催。重要事項の審議・報告を受け、各研究所に原則１研究所ずつ、毎回持ち回

りで研究所長等から研究活動や中長期計画の進捗状況の報告を受け、機構全体で情報共有を図った。

また、急ぎ会議に諮る必要がある案件は、電子メールを用いて審議、新型コロナウイルス感染症感染

防止のため Web 会議による審議を行った。（理事会議開催：14 回、うち電子メール開催２回、Web 会

議開催 12回）（評価軸①）なお、理事会議資料については一部を除き議事録を含めイントラネットを

通じて内部に公開し、職員間の情報共有を図っている。 

評定：Ｂ 

【評定の根拠】 

拠点を越えた組織融合に向

け、以下に代表される各種取組

を実施した。 

(１)柔軟かつ効果的な組織運

営 

・ 理事長ヒアリングにより、各

部署の実施状況、取組の達成

状況を把握し、それにより予

算の適正な配賦を行い、研究

開発成果の最大化や効果的

な組織運営に資する取組を

実施した。 

(２)内部統制の充実、強化 

・ 理事会議、運営連絡会議、内

部統制会議及びリスク管理

会議等の開催により内部統

制の充実、強化を図った。 

(３)研究開発成果の最大化 

・ 組織が有効に機能している

か様々な機会に確認を行っ

た結果、千葉地区における研

究体制の強化を目的として、

令和３年度研究組織の再編

に向けた準備を進めた。 

・ 共用施設等運用責任者連絡

会議を開催し、拠点を跨いで

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、中長期計画における所

期の目標を達成していると認められるため。

また、自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当

であると確認できたため。 

 

（判断の根拠となる実績） 

・ コンプライアンス等への取組：コンプライ

アンスに関する重要な情報の確実な伝達と

共有を図るため、令和３年１月に外部講師

を招いてコンプライアンス講演会（Web)を

開催、「研究活動の不正行為の防止及び対応

に関する規程」に基づく全役職員を対象と

したコンプライアンス教育を e-ラーニング

により令和３年２月～３月に実施した。 

・ 安全管理の確実な実施：労働安全衛生法等

の各種法令及び関係諸規程に基づき、安全

管理を確実に実施し、毎月開催している安

全担当課長会議などで、各拠点の管理状況

を確認した。その他、ヒヤリハット活動につ

いては、各拠点での発生事例を一覧にまと

め、QST 内部向け HP に掲載、情報共有する

とともに、各拠点において安全衛生委員会

や安全ニュース等で現場へ周知し、事故防

止に努めた。また、「研究開発と安全確保」

のテーマで安全講習会を令和３年３月９日
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○ イントラネットを通じて規程類、業務活動に必要となる情報の共有を図った。（評価軸①） 

○ 新型コロナウイルスへの対応として、令和２年２月に量研新型コロナウイルス感染症対策本部（以

下、「対策本部」という。）を設置し、発生防止・感染拡大防止策等についての機構の意思決定を速や

かに実行した。併せて、令和２年４月からは役員、本部部長及び部門長等をメンバーとした対策本部

連絡会議を設置し、対策本部での決定事項及び国の取組等の共有し、イントラネットを通じて職員間

の情報共有を図った。 

○ 知的財産の管理・活用等 

研究成果に基づく新規の特許出願及びノウハウ登録その他について、19 回のイノベーションセンタ

ー評価会、11 回の知的財産審査会及び各部門１回の知財管理検討専門部会を開催し、質の高い知的

財産の権利化を進めるとともに、産学官の連携による量研の成果の実用化の取組により、量研知的財

産に基づく実施料等の収入を得た。〔実施料等の収入 76,600千円（税抜）〕 

○ リサーチアドミニストレータ（URA）の活用 

研究成果の普及と企業等による活用を一層推進するために、平成 30 年度に採用した URA を中心に、

量研の論文発表分野の分析を継続し、最新のデータとして 2019 年(暦年)のデータを追加するととも

に、当該分析結果をレポートとしてまとめた。当該レポートについては、量研の内部向け HP への公

開、また経営層及び量研幹部職員への紹介を行い、情報の共有を行った。また、オープンアクセスジ

ャーナルへの量研の論文の投稿状況等をまとめた第２号レポートを量研の内部向け HP に公開した。

【再掲】 

○ 令和元年度業務実績評価に当たっては、外部有識者 11 名で構成するアドバイザリーボードの意見及

び助言を踏まえ、理事長及び理事で構成された自己評価委員会を開催し、適切な機関（自己）評価を

実施した（評価体制については、「量子科学技術研究開発機構における自己評価の実施概要」参照）。 

○ 研究開発評価については、量研の研究開発部門／領域ごとに外部の専門家や有識者による研究開発

評価委員会を開催し、客観的な研究開発評価を実施した（研究開発に対する外部評価結果、意見等に

ついては、項目別自己評価書参照）。 

○ 原子力安全規制及び防災等への技術的支援として、量子医学・医療部門が実施する規制関連研究等の

実効性、中立性及び透明性を確保するため設置している量子医学・医療部門規制支援審議会を開催し

た（令和３年３月 17日）。 

の情報共有及び施設利用を

促進した。 

(４)情報技術等の活用 

・ 拠点間での情報共有の迅速

化や業務の省力化、効率化の

推進を図ったほか、インター

ネット接続、拠点接続等の情

報通信インフラを安定稼働

させるとともに、QSTnet の

高速化実現を行った。 

 

これら組織融合に向けた取

組に加え、適正な予算配賦及び

合理的執行による一般管理費

の削減や、中長期的な採用計画

に基づく計画的な人員採用に

よる人件費の抑制といった諸

施策を実施したほか、契約の適

正化に向けた調達関連情報の

公表や情報公開の実施等、法人

運営の透明性を確保するため

の取組を実施した。 

以上の取組等を通じ、中長期

計画の達成に向けて、年度計画

で策定した業務を着実に実施

していることから、「B」評価と

した。 

 

【課題と対応】 

・ 研究開発成果の最大化を図

るため、組織体制について引

き続きチェックアンドレビ

に開催（Web）し、QST 職員の安全風土の醸

成に努めた。危機管理の基本的な知識と危

機管理体制の構築に必要な具体的なノウハ

ウの習得を目的に、危機管理講習会を開催

（Web、計５回）し、安全を担当している職

員の知見の向上を図った。 

・ 研究倫理教育：令和元年度の研究倫理教育

の実施結果について、各研究倫理教育責任

者（研究活動を行う部署（研究所相当組織、

研究企画部等）の長）へ調査を行うととも

に、未履修者へ履修を促し、対象者 861 名

の履修を確認した。 

・ セキュリティ対策：政府の方針を踏まえ、情

報セキュリティ対策システムの運用管理、

情報セキュリティに係る教育・自己点検・訓

練の実施など、情報セキュリティの維持・強

化を行った。端末管理を中心に情報セキュ

リティのガバナンス強化を図り、インシデ

ントを未然に防止する体制を構築すること

を目的として、令和３年度の機構全体の IT

資産管理システム運用開始に向けて、令和

３年２月より本部へのIT資産管理システム

の導入を開始した。 

 

＜今後の課題＞ 

・ 組織改編による良い相乗を内部のみならず

外部関係機関との対話を通じて図ってほし

い。 

・ ミッションの最大化は常に組織目標として

掲げられるものであり、ガバナンスの観点

から、より良い体制を整えてほしい。 

 

・内部統制の充実・強

化を行ったか。 

Ⅱ.1.(2) 内部統制の充実・強化 

○ 内部統制会議を令和２年９月８日に開催し、令和元年度の内部統制に関する各取組について理事長

に報告を行った。 

○ 内部統制会議とリスク管理会議を合同で開催することにより、量研全体の内部統制状況及びリスク

マネジメントに対する取組について情報共有を進めることで、内部統制環境の充実を図った。 
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○ 理事会議を定期的に開催。重要事項の審議・報告を受け、各研究所に原則１研究所ずつ、毎回持ち回

りで研究所長等から研究活動や中長期計画の進捗状況の報告を受け、機構全体で情報共有を図った。

また、急ぎ会議に諮る必要がある案件は、電子メールを用いて審議、新型コロナウイルス感染症感染

防止のため Web 会議による審議を行った。（理事会議開催：14 回、うち電子メール開催２回、Web 会

議開催 12回）（評価軸①）なお、理事会議資料については一部を除き議事録を含めイントラネットを

通じて内部に公開し、職員間の情報共有を図っている。【再掲】 

○ 運営連絡会議を定期的に開催することにより、業務運営に関する意見交換を行った。（運営連絡会議

開催：13回）（評価軸①） 

○ イントラネットを通じて規程類、業務活動に必要となる情報の共有を図った。（評価軸①）【再掲】 

○ 新型コロナウイルスへの対応として、令和２年２月に量研新型コロナウイルス感染症対策本部を設

置し、発生防止・感染拡大防止策等についての機構の意思決定を速やかに実行した。併せて、同年４

月からは役員、本部部長及び部門長等をメンバーとした対策本部連絡会議を設置し、対策本部での決

定事項及び国の取組等の共有し、イントラネットを通じて職員間の情報共有を図った。【再掲】 

○ 重大な事案の発生時や不正行為等の事実があった場合に監事へ報告をするための体制を周知徹底し、

監事室職員が監事監査業務を理事の指揮命令から独立して行うことができるよう位置付けており、

監査業務を着実に実施した。 

○ 監事は、監査報告書を作成するとともに定期監査の実施等を通じて、内部統制ポリシーを踏まえた内

部統制の機能状況（リスク管理の状況、事務の効率化に向けての取組状況、組織改革後の取組状況等）

を点検し、改善策について提言を行い、改善に関する取組を着実に進めた。 

○ 以下の内部監査を実施して、内部統制ポリシーを踏まえた内部統制の機能状況を点検し、監査結果に

ついて理事長、監事及び各総括責任者に報告するとともに改善策の提言や指摘事項について対応を

求めた。 

・ 文部科学省共済組合支部の監査（令和２年５月） 

・ 公的研究費（科学研究費等）に関する監査（令和２年９月～10月） 

・ 法人文書管理に関する監査（令和３年２月） 

・ 個人情報保護に関する監査（令和３年２月） 

・ 特定個人情報保護に関する監査（令和３年３月） 

・ 情報セキュリティに関する監査（令和３年３月） 

○ 「基本理念、行動規範を具体的なものとして機構の諸活動の基盤」とする内部統制ポリシーの考え方

に基づき、「コンプライアンスの手引き」（概要版）を初任者研修時及び管理職研修時に対象者へ配布

してコンプライアンスの周知を図った。（令和２年４月、令和２年８月） 

○ 内部統制会議を令和２年９月８日に開催し、令和元年度の内部統制に関する各取組について理事長

ューを行い、理事長ヒアリン

グや機構リスク管理会議、内

部統制会議等を通じて課題

の洗出し等を実施し、適宜適

切な対応を行う。 

・ 政府機関等のための情報セ

キュリティ統一基準群（平成

30 年度版）に追加された項

目【情報システムセキュリテ

ィ責任者は自動でソフトウ

ェアの種類やバージョン等

を管理する機能を有する IT 

資産管理ソフトウェアを導

入するなどにより、これら情

報を効率的に収集する手法

を決定すること。】を満たす

ため、IT 資産管理ソフトウ

ェア等について導入を行う

必要があるため、令和２年度

中に導入を開始し、令和３年

８月より機構全体での運用

を開始する予定である。 

 

＜その他の事項＞ 

（部会からの意見） 

・ 年度計画の通り、着実かつ適切に業務を遂

行した。組織改編が研究組織だけでなく財

務、事業化、QST外との連携等への取り組み

を含め QST 全体の改善として進められてい

ることは評価できる。 

・ 業務運営の効率化に関して努力を続けてお

り、自己評価は理解できる。 

・ コンプライアンス、安全管理、研究倫理教

育、研究不正行為防止、情報セキュリティ対

策等、当法人のミッション、信用の維持のた

めに効率的な運営を目指した運営が行われ

ていると考えられる。 

・ コンプライアンス等、問題がないことを維

持していくのは大変だと思うが、引き続き

適切な管理をお願いしたい。 

・ 普通は「個々人の努力」だけに依存し頑張っ

てもらうことへ、「理事長ヒアリング」や「研

究力向上タスクフォース」の設置など、良い

意味での組織的介入を実施し、結果として

組織全体の著しい競争的資金獲得等の活性

化が認められたことを評価したい。 

・ 横断的組織運営により競争力の向上が実現

されたことは他機関においてもお手本とな

るだろう。 
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に報告を行った。【再掲】 

○ コンプライアンス等に関する重要な情報の確実な伝達と共有を図るため、令和３年１月に外部講師

を招いてコンプライアンス講演会（オンライン）を開催したほか、「研究活動の不正行為の防止及び

対応に関する規程」に基づく全役職員を対象としたコンプライアンス教育を e ラーニングにより令

和３年２月～３月に実施した。 

○ ４件（うち１件は調査中）の外部通報及び内部通報に対して令和２年９月、令和３年１月、令和３年

２月に通報調査委員会（オンライン）を開催し、調査結果を理事長及び監事に報告することにより、

法令違反行為等の早期発見と是正を図りコンプライアンスの強化に努めた。 

○ 原子力規制庁が進めている RI 法に係る審査ガイド等の整備に関する意見聴取に参画し、各拠点に対

し、許認可申請の審査基準や立入検査の視点等に係る情報について共有した。 

○ 労働安全衛生法等の各種法令及び関係諸規程に基づき、安全管理を確実に実施し、毎月開催している

安全担当課長会議などで、各拠点の管理状況を確認した。その他、ヒヤリハット活動については、各

拠点での発生事例を一覧にまとめ、量研内部向け HP に掲載、情報共有するとともに、各拠点におい

て安全衛生委員会や安全ニュース等で現場へ周知し、事故防止に努めた。また、「研究開発と安全確

保」のテーマで安全講習会を令和３年３月９日に開催（オンライン）し、量研職員の安全風土の醸成

に努めた。 

○ 危機管理の基本的な知識と危機管理体制の構築に必要な具体的なノウハウの習得を目的に、危機管

理講習会を開催（オンライン、計５回）し、安全を担当している職員の知見の向上を図った。 

○ 安全担当理事による各研究所の安全巡視を実施（関西研（木津地区）、高崎研、那珂研・東海地区、

千葉地区）し、現場の安全確認、意見交換を介して安全等に係る情報を共有した。 

○ 研究開発活動等における不正の防止に向けて、自立した研究活動の遂行を支えるよう以下の対応を

行い、助言等が得られる環境の維持・充実を図った。 

・ 令和元年度の研究倫理教育の実施結果について、各研究倫理教育責任者（研究活動を行う部署（研

究所相当組織、研究企画部等）の長）へ調査を行うとともに、未履修者へ履修を促し、対象者 861

名の履修を確認した。 

・ 令和２年度の研究倫理教育の実施について、一般財団法人公正研究推進協会の eラーニング研修の

受講支援や実施状況の確認を行った。 

・ 外部資金制度に関する注意点等について、新規獲得課題を中心に、各部門等担当者に周知を行った。 

・ 公的研究費の不正使用防止に関して、文部科学省が公開している他の研究機関における対策や不正

使用事案を内部向け HPで紹介し、適正な研究経費執行等への理解を促進した。 

・ 核融合エネルギー部門の研究企画部等担当者に対して「研究費不正防止説明会」を開催した（令和

３年２月 10日）。 
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・ 研究活動状況の把握に関し、理事長及び理事が各拠点を訪問又は Web会議にて、若手研究者との意

見交換を実施し、研究活動状況の把握に努めた。 

○ リスク管理会議を令和２年９月８日に開催し、本部及び研究所ごとに令和元年度のリスクマネジメ

ントの取組評価を行った上、令和２年度の計画を策定した。 

○ 内部統制会議とリスク管理会議を合同で開催することにより、量研全体の内部統制状況及びリスク

マネジメントに対する取組について情報共有を進めることで、内部統制環境の充実を図った。【再掲】 

○ より実態に即したリスク評価を実施するため、関係規定の一部改正を実施した。 

○ 災害対応資材は各研究所の事業継続計画、事故対策規則等に基づき、防災服等の防災用品、放射線計

測機等の放射線防護機器、拡声器・無線機等の直接的な連絡手段の確保などを整備した。また、水道、

電力等のインフラ断絶に備え、例えば、電力では非常用発電機用の軽油等を常に一定量以上保有する

等、緊急時・災害に備え備蓄に努めた。 

○ 緊急時連絡訓練を、各研究所にて訓練の目的・対象等に応じて月に１回から１年に１回など定期的に

実施した。防災訓練についても各研究所にて、年１回以上現地対策本部等を設置する規模の事故など

の想定を用いて実施し、機構本部においても各研究所の防災訓練に連動して機構対策本部設置訓練

や、緊急時連絡訓練を実施した。 

○ 内部統制会議を令和２年９月８日に開催し、令和元年度の内部統制に関する各取組について理事長

に報告を行った。【再掲】 

・複数拠点間の連携

や研究開発評価等に

よる研究成果の最大

化を図るための体制

を整備したか。 

Ⅱ.1.(3) 研究組織間の連携、研究開発評価等による研究開発成果の最大化 

○ 拠点間を結ぶ情報網を維持し安定稼働させた。  

○ イントラネットを通じて規程類、業務活動に必要となる情報の共有を図った。（評価軸①）【再掲】 

＜TV会議システムを活用した報告会等の例＞ 

・ 広報担当者連絡会議（令和２年４月 10日） 

・ 輸出管理担当者連絡会議（令和２年６月 30日） 

＜Web会議システムを活用した報告会等の例＞ 

・ 令和２年度上期理事長ヒアリング（令和２年 10月 21日、22日、26日） 

・ 令和２年度下期理事長ヒアリング（令和３年２月 16日、17日、24日） 

・ 広報担当者連絡会議（令和２年５月 15 日、６月 12 日、７月 10 日、８月７日、９月 11 日、10 月９

日、11月 13日、12月 11日、令和３年１月 15日、２月 12日、３月 12日） 

・ 輸出管理担当者連絡会議（令和２年 10月 27日、12月 23日） 

○ 「QST NEWS LETTER」、「理事長年頭挨拶」等の重要な情報を速やかに内部向け HPに掲載し、周知を行

った。（評価軸①） 

○ 新型コロナウイルスへの対策として、政府の入国制限等に関する情報把握に努め量研新型コロナウ
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イルス感染症対策本部決定へ適時反映するとともに、外国からの来訪者の受入に関する手続や注意

事項を速やかに内部向け HPに掲載し、周知を行った。（評価軸①） 

○ 部門又は部門内の施設ごとの委員会等において、量研内（他部署を含む）の者が利用する場合の施設

利用課題の審査・選定等を行った。また、共用施設等運用責任者連絡会議を開催し、共用施設等の状

況や問題点の把握・共有に努めた（令和２年 10月）。 

○ 量研内における利用については、量子医学・医療部門において 61課題、高崎研においては 49課題、

関西研（木津地区）においては 17課題、関西研（播磨地区）においては 19課題が採択された。 

○ 平成 31 年４月に大幅な組織改正を行った後、新たな組織体制を効果的に運用するとともに、当該体

制が有効に機能しているか、理事長ヒアリングや監事監査等、機を捉えて確認する機会を設けた。 

○ その結果、令和２年 10 月１日に知的財産戦略の立案から管理、活用までを一貫して実施する知的財

産活用課をイノベーションセンターに設置して業務効率化を図ったほか、生命現象の解明を目指す

量子生命科学研究から、量子医学研究や重粒子線治療といった研究成果の社会実装までを一貫して

実施する体制の構築及び高度被ばく医療研究体制の強化といった、千葉地区における研究体制の強

化を目的とした、令和３年度の千葉地区における研究組織の再編に向けた準備を進めた。 

○ また、千葉地区における安全管理に係る人員体制及び業務運営上の各課題については、タスクフォー

スを立ち上げ、組織体制の見直しを含めた検討を実施した。  

○ 研究開発評価については、量研の研究開発部門／領域ごとに外部の専門家や有識者による研究開発

評価委員会を開催し、客観的な研究開発評価を実施した。（研究開発に対する外部評価結果、意見等

については、項目別自己評価書参照）【再掲】 

○ 各部署等に対する「理事長ヒアリング」を実施し、業務の進捗状況を確認・評価し、その結果を予算

配賦に反映した。 

・研究成果の最大化

及び業務運営の効率

化のための情報技術

基盤及び情報セキュ

リティの維持・強化

を行ったか。 

Ⅱ.1.(4) 情報技術の活用等 

○ インターネット接続、拠点間接続等の情報通信インフラを安定稼働させるとともに、QSTnet の高速

化実現を行った。 

○ 政府の方針を踏まえ、情報セキュリティ対策システムの運用管理、情報セキュリティに係る教育・自

己点検・訓練の実施など、情報セキュリティの維持・強化を行った。 

○ 端末管理を中心に情報セキュリティのガバナンス強化を図り、インシデントを未然に防止する体制

を構築することを目的として、令和３年８月より機構全体での IT 資産管理システム運用開始に向け

て、令和３年２月より本部職員への IT資産管理システムの導入を開始した。 

○ 新型コロナウイルスへの対応の一環として、テレワークのためのリモートデスクトップ接続及び Web

会議システムを整備し、情報セキュリティを維持しながら機構職員の在宅勤務を可能とした。 

○ また、海外から実験、計測及び計算機を直接利用できない状況になったが、これを遠隔で行う技術を
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検討及び構築を行い、現場に提案し実装した。 

○ 外国学術誌等の選定や講演会の開催、機構内各拠点図書館運営とりまとめ等を通じて学術情報利用

を推進した。（評価軸①） 

○ 各種業務系システムの改修・機能追加を担当部署と連携して着実に実施することで、業務運営の効率

化に貢献した。また、Web会議システムを整備したことで情報共有を促進し、拠点を越えた組織融合

の仕組みを整えた。（評価軸①） 

○ 原子力機構設置スパコンの円滑な利用に係る支援、及びその後継機の運用開始に係る作業を行い、後

継機については、計画通り令和２年 12月１日に運用を開始した。 

・一般管理費や業務

経費について効率化

を進めているか。 

Ⅱ.2. 業務の合理化・効率化 

Ⅱ.2.(1) 経費の合理化・効率化 

○ 一般管理費について、不要不急な出張の自粛などによる経費の削減に努め、令和２年度限りの臨時的

な経費を除けば、前年度比 3.2％の効率化を達成している。（以下の令和２年度限りの臨時的な経費

を含めた場合、前年度比 24.7％増）・新型コロナウイルス感染症対策経費 153百万円、IT資産管理

システムの構築経費 53百万円 

（単位：百万円） 

 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 

目標額 763 740 718 

決算額 760 739 716 

削減額 

（割合） 

26 

（3.3％） 

21 

（2.7％） 

24 

（3.2％） 

※ 平成 30年度は臨時的経費を加えると 829百万円（対令和元年度 5.4％増） 

※ 令和２年度は臨時的経費を加えると 922百万円（対令和元年度 24.7％増） 

○ 予算配賦に当たっては、年度当初に予備費を除く全額を配賦し、本部各部・研究開発部門が年間を通

して計画的に予算執行できるように配慮した。また、期中においては、理事長ヒアリング等に基づき、

迅速な経営判断を得ることに努め、研究開発の進捗、施設の安全確保等に配慮しつつ、実施内容を精

査の上、適時適切に予算の追加配賦を行うことで、不要不急な支出を抑えた（人件費の効率化につい

てはⅡ.3の項を参照）。 

○ 業務の進捗状況を踏まえ、独立行政法人会計基準に基づき、運営費交付金について第３四半期までに

それぞれの収益化単位の業務に対応する予算配分額を確定した（令和２年 12月 22日）。 

○ 人件費については、中長期的な採用計画を策定し計画的な人員管理を実施するとともに、任期制職員

の活用により人件費の抑制を図った。また、各研究部門・研究所の事業の進捗状況や人材ニーズを適

宜把握し、個人の職務経験を踏まえた組織横断的な適正な人員配置を実施した。 
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○ ワークライフバランスの充実及び長時間労働抑制の取組として、有給休暇・夏季休暇の取得奨励、超

勤管理の徹底、管理監督者及び職員への意識啓発に努める等、人件費の合理化・効率化の推進を図っ

た。 

○ 安全の確保や研究開発の特性及び研究開発成果の最大化に向けた取組との整合性等に配慮しつつ、

SPF動物生産実験棟（千葉地区）のガンマ線源の廃棄のための予算を確保するなど、業務経費の合理

化に向けた取組を実施した。 

・調達等合理化計画

を定め、契約の公正

性・透明性を確保し

て、契約の合理化・適

正化を進めている

か。 

Ⅱ.2.(2) 契約の適正化 

○ 令和元年度国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構調達等合理化計画の自己評価を令和２年４

月に実施し、令和２年６月５日から 15 日に書面審査により開催された契約監視委員会において自己

評価の点検を受け、その結果を HPにて令和２年６月 23日に公表した。 

○ 公平性、透明性を確保しつつ公正な調達手続とするため、入札公告、調達予定情報、随意契約の情報、

契約締結情報など調達に関する情報について HPに公開するとともに、業者への情報提供を実施した。

また、随意契約について契約審査委員会により契約の妥当性を確認した。 

○ 令和２年度国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構調達等合理化計画（以下「本計画」という。）

を令和２年４月に策定し、令和２年６月８日から 15 日に書面審査により開催された契約監視委員会

において本計画の点検を受け、令和２年６月 24 日に文部科学大臣に本計画を提出するとともに、HP

に公開した。また、令和２年 12月 21日に Web会議により開催された契約監視委員会において、本計

画に基づき令和２年度上半期分の随意契約及び一者応札・応募案件について事後点検を受けた。 

・人件費の合理化・効

率化及び適正な給与

水準の維持を図ると

ともに、総人件費に

ついては政府の方針

を踏まえて見直しを

しているか。 

Ⅱ.3. 人件費管理の適正化 

○ 人件費については、中長期的な採用計画を策定し計画的な人員管理を実施するとともに、自己収入等

の活用を行った。また、各研究部門・研究所の事業の進捗状況や人材ニーズを適宜把握し、個人の職

務経験を踏まえた組織横断的な適正な人員配置を実施した。【再掲】 

○ ワークライフバランスの充実及び長時間労働抑制の取組として、有給休暇・夏季休暇の取得奨励、超

勤管理の徹底、管理監督者及び職員への意識啓発に努める等、人件費の合理化・効率化の推進を図っ

た。【再掲】 

○ 令和元年度分の給与水準については、量研と関連性の深い業種の民間企業との給与水準の比較、量研

の給与水準の妥当性の検証を含め、「役職員の報酬・給与等について」を令和２年７月末に HPで公表

した。また、令和２年度は人事院勧告を踏まえ、賞与の支給月数の引き下げを行い、国家公務員を考

慮した給与水準の維持に努めた。 

【令和２年度ラスパイレス指数】 

事務・技術職 105.8（年齢勘案） 110.4（年齢・地域・学歴勘案） 

研究職   103.9（年齢勘案） 112.1（年齢・地域・学歴勘案） 
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医師   102.2（年齢勘案） 111.7（年齢・地域・学歴勘案） 

看護師   106.9（年齢勘案） 101.6（年齢・地域・学歴勘案） 

・適切かつ積極的な

情報公開を行うとと

もに、個人情報の適

切な保護を図る取組

を進めているか。 

Ⅱ.4. 情報公開に関する事項 

○ 令和２年度においては、以下の対応を実施した。 

・ 法人文書の開示請求 …６件（全て対応済み） 

・ 保有個人情報の開示請求 …１件 

・ 法人文書ファイル管理簿の更新 

○ 法人文書及び個人情報保護に係る研修を以下のとおり実施した。 

・ 初任者研修 

・ 職員向け文書管理研修 

・ 個人情報保護に関する職員研修 

【前年度主務大臣評

価における指摘事項

等への対応状況】 

・引き続き、情報セキ

ュリティ対策を徹底

することが必要であ

る。特に、管理・責任

体制の明確化や役職

員一人一人の意識の

向上がさらに図られ

ることを強く期待す

る。 

【前年度主務大臣評価における指摘事項等への対応状況】 

○ CISO をトップとした情報セキュリティ委員会を中心に、量研の情報セキュリティ対策基準に基づく

管理体制を構築し、各職員の役割に応じて PDCA サイクルを回すことでセキュリティ対策の実施・確

認・見直しを随時行っている。管理体制や関連する情報を内部向け HP に掲載し、職員がいつでも参

照できる状態にするとともに、一般職員向けや CSIRT構成員向け等、立場や役割に応じた情報セキュ

リティ教育・自己点検・訓練を定期的に実施し、職員一人一人の意識向上に努めている。 

○ 毎年定期実施している具体的な取組としては、初任者向け研修（令和２年４月）、昇任者研修（令和

２年７月）、職員向け教育と自己点検（令和２年７月～８月）、CSIRT 構成員向け教育（令和２年 10

月）、標的型攻撃メール取扱訓練（令和３年２月）を行った。これらに加え期中に赴任した職員に対

してはその都度赴任先の情報セキュリティ管理者が直接本人に教育できるよう、内部向け HP から最

新版教育資料をダウンロード可能とし、複数の手段でセキュリティ対策基準の浸透を図っている。令

和元年度は各システムの管理者に対し情報セキュリティ実施手順書策定を重点的に確認したことか

ら、令和２年度はそのフォローアップとして自己点検を令和２年 12月～令和３年１月に実施した。 

○ 令和２年４月にはテレワークのためのリモートデスクトップ接続 及び Web 会議システムを整備し、

機構職員の在宅勤務を可能とした。テレワークの拡大により、業務上必要となる機構支給の端末や電

子データを機構外に持ち出す機会が増えたため、情報漏洩対策として、通達の整備や教育の実施等で

職員へポリシー遵守を徹底させつつ、SSL-VPNによる通信暗号化、意図しないデータ持ち出しを防止

するリモートアクセス設定など、リスクを低減させる措置を実施した。 

○ 令和２年度中に IT 資産管理システムを導入し、端末管理を中心に情報セキュリティのガバナンス強

化を図り、インシデントを未然に防止する体制の構築を行った。令和３年２月より本部職員への IT

資産管理システムの導入を開始した。令和３年８月より機構全体での運用を開始する予定。 
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・大規模な組織改革

後、その効果や課題

について量研全体を

横断したモニタリン

グとフォローアップ

を行う必要がある。 

○ 新組織体制の業務状況を随時モニタリングし、顕在化した課題へは適切に対処しフォローアップを

実施した。また、新組織体制発足に伴う課題について率先して業務改善、業務合理化を実施した。 

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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２－１－４－２ 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ｎｏ．９ 財務内容の改善に関する事項 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

令和３年度行政事業レビューシート番号 0249 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる

指標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目標期

間最終年度値等） 

平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

特になし －          
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標、中長期計画、年度計画 

主な評価指標等 
法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

【業務の特性に応じた視

点】 

 

・予算は適切かつ効率的

に執行されたか。 

 

 

 

・自己収入の確保に努め

ているか。 

Ⅲ.予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

Ⅲ.1. 予算、収支計画及び資金計画 

Ⅲ.1.(1) 予算 

（別紙１）のとおり 

Ⅲ.1.(2) 収支計画 

（別紙２）のとおり 

Ⅲ.1.(3) 資金計画 

（別紙３）のとおり 

Ⅲ.1.(4)自己収入の確保 

（単位：百万円） 

 計画額 決算額 
差額 

（決算額－計画額） 

自己収入 

（病院収入、その他共

同研究事業収入等） 

2,532 3,002 470 

その他の収入 

（受託収入等） 
1,435 13,304 11,869 

○ 病院収入では、重粒子線治療の着実な実施に努めるとともに、令和元年度実施した経営体制

強化に基づいて、患者数増を目的とした施策を実施し、年間収入の増加を務めたが、コロナ

禍で患者数が減少し、年間計画額に到達しなかった。 

○ 受託収入では、光・量子飛躍フラッグシッププログラム（Q-LEAP）などの大型競争的資金等

を獲得し、研究開発の進展に資するとともに、量研の安定的運営に貢献した。令和元年度の

決算額 1,346百万円に対し、令和２年度の決算額は 1,803百万円であった。 

○ 科研費の獲得額及び獲得件数は、令和元年度の決算額 718百万円（件数 371件）に対し、令

和２年度の決算額 781百万円（件数 386件）であった。 

○ 寄附金については、寄附者に対し個別の寄附事業に関する実施報告を送付するなど、引き続

きリピーター確保に向けた寄附者へのフォローアップを実施した。また、更なる寄附促進の

評定：Ｂ 

【評定の根拠】 

 期初の計画（予算）と期中での実

績（活動の結果）を比較、分析し、

改善などの適切な措置をとれるよ

う、理事会議等において予算執行状

況等の情報提供を行うことにより、

適正な予算管理・執行を行った。 

 また、不要不急な支出を抑え、重

点項目や臨時的な経費などに再配

分するなど、適切かつ効率的な管

理・執行を行った。 

 さらに、受託研究や競争的資金及

び病院収入の増加に努めた。 

 以上の取組等を通じ、中長期計画

の達成に向けて、年度計画で設定し

た業務を着実に実施したことから、

「B」評価とした。 

 

【課題と対応】 

量研が進める各プロジェクトの

推進のため、必要な予算の確保及び

適切かつ効率的な管理・執行に継続

的に取り組んでいく。 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、中長期計画における所

期の目標を達成していると認められるため。

また、自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当

であると確認できたため。 

 

（判断の根拠となる主な実績） 

・ 大型外部資金獲得・執行への取組：令和元年

度の決算額 1,346 百万円に対し、令和２年

度の決算額は 1,803 百万円であった。科研

費の獲得額及び獲得件数は、令和元年度の

決算額 718百万円（件数 371件）に対し、令

和２年度の決算額 781百万円（件数 386件）

であった。 

・ 病院収入確保への取組：コロナ禍によって

結果的に患者数および治療収入は減少した

ものの、治療中断等に陥らないよう感染防

護策を実践しながら保険診療、先進医療及

び臨床研究の症例数確保に向け、当初計画

以上の活動にも取り組み、減少の程度を抑

えることができ、これらの取組や研究につ

き当初予定していた目的は達成した。（令和

元年度決算額 2,739 百万円、令和２年度決

算額 2,189百万円） 
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ため、個人向けの寄附金パンフレット及び法人向けの産学連携パンフレットを新規に作成し、

一般に配布した。 

○ 重粒子線の多施設共同研究に関し、引き続き量研がその活動をリードして全国の全症例登録

データベースの運用を図り、保険診療、先進医療 Aは登録を継続し、先進医療 Aについては

先進医療会議への定期報告を実施した。先進医療 B 臨床試験は、前立腺癌に続き直腸癌で予

定より早く登録終了した。肝臓癌、肺癌については、先進医療会議で登録期間の延長が承認

された。保険診療報酬の次期見直しでの保険適応拡大に向けて、重粒子線治療の優位性を示

すため重要な資料となる疾患ごとのシステマティックレビュー作成作業、全例登録症例の治

療成績解析を開始した。 

○ 重粒子線治療件数においては、コロナ禍で患者数が減少し（令和元年度実績 916 件、令和２

年度実績 761 件）、病院収入は減収となった（年間計画額 2,414 百万円、実績額 2,189 百万

円）。しかしながら、治療中断等に陥らないよう病院における新型コロナウイルス感染症対策

を最大限実践し、保険診療、先進医療及び臨床研究を着実に実施するとともに、広報活動の

強化など集患のための施策にも取り組んだ。結果、患者数の減少の程度を抑えることができ、

先進医療及び臨床研究の症例数確保については、近隣医療機関との連携強化や積極的な広報

など従来以上の活動にも取り組み、減収の程度を可能な限り抑制し自己収入の確保に努めた。 

Ⅲ.2. 短期借入金の限度額 

○ 実績なし。 

＜今後の課題＞ 

・ 自己収入の継続的な獲得や増額のため、マ

ネジメントの強化が図られることを期待す

る。 

 

＜その他の事項＞ 

（部会からの意見） 

・ 計画通りの成果であり、自己評価は妥当で

ある。 

・ 適切な予算、収支計画、資金計画を立て実施

している。 

・ さらなる外部資金および事業化による収入

の増加を図っていただきたい。 

 

・保有財産について、不

要財産又は不要財産とな

ることが見込まれる財産

の有無を検証している

か。また、必要な処分を

適切に行っているか。 

Ⅲ.3. 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、その処分に関する

計画 

○ 処分に関する計画なし。 

・譲渡を計画している財

産について、適切に譲渡

手続を進めているか。 

Ⅲ.4. 前号に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、そ

の計画 

○ 計画なし。 

・剰余金が発生した時

は、必要とされる業務に

適切に充当しているか。 

Ⅲ.5. 剰余金の使途 

○ 令和元年度に対象となる剰余金は発生していない。 
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【前年度主務大臣評価に

おける指摘事項等への対

応状況】 

・自己収入の継続的な獲

得およびさらなる増額に

向け、マネジメントの強

化が図られることを期待

する。 

【前年度主務大臣評価における指摘事項等への対応状況】 

○ 自己収入の継続的な獲得及びさらなる増額に向け、科研費等の機構内ブラッシュアップ制度

を導入し、職制を通じた申請書の確認のみならず、科研費の審査経験者等による申請書のブ

ラッシュアップ制度を試験的に導入する。その上で、他の競争的資金等への制度拡充を目指

す。 

○ 研究開発と併せて、応募機関に対し、研究開発体制についても一定のコミットメントを求め

られる大型外部資金の応募については、研究組織と本部との連携体制を強化している。令和

２年度においては、研究組織及び本部間の連携により、JST の実施する「共創の場形成支援

プログラム（共創分野・育成型）」及び文部科学省の実施する「先端研究設備整備補助事業」

に採択された。 

  

４．その他参考情報 

「No.１：量子科学技術に関する萌芽・創成的研究開発」における予算額と比較した決算額の増額分は、受託や共同研究及び自己収入等の増額を伴うものであり、これらの資金も有効に活用した結果、次世代の研

究・技術シーズの発掘等を目的とした研究開発を積極的かつ戦略的に行い、年度計画を達成した。 

「No.２：量子生命科学に関する研究開発」における予算額と比較した決算額の増額分は、受託や共同研究及び自己収入等の増額を伴うものであり、これらの資金も有効に活用した結果、多様な量子技術と医学・

生命科学に関する知見を活かし、複雑な生命現象に関する先端的研究開発を推進する等、年度計画を上回る成果を創出した。 

「No.４：放射線影響・被ばく医療研究」における予算額と比較した決算額の増額分は、受託や共同研究及び自己収入等の増額を伴うものであり、これらの資金も有効に活用した結果、放射線に対する感受性及び

年齢依存性の解明や被ばく線量評価を行う技術の高度化に向けた研究の進展等、年度計画を達成した。 

「No.５：量子ビームの応用に関する研究開発」における予算額と比較した決算額の増額分は、受託や共同研究及び自己収入等の増額を伴うものであり、これらの資金も有効に活用した結果、幅広い分野で量子ビ

ームによる経済・社会的インパクトが高い、年度計画を上回る成果を創出した。 

「No.６：核融合に関する研究開発」における予算額と比較した決算額の増額分は、受託や共同研究及び自己収入等の増額を伴うものであり、これらの資金も有効に活用した結果、国際約束された極めて難易度の

高い達成目標、厳しいスケジュール、かつ国際協働の困難さを乗り越え、年度計画を上回る成果を創出した。 

「No.７：研究開発成果の普及活用、国際協力や産学官連携の推進及び公的研究機関として担うべき機能」における予算額と比較した決算額の増額分は、受託や共同研究及び自己収入等の増額を伴うものであり、

これらの資金も有効に活用した結果、社会的要請に応じた業務を適切に実施する等、年度計画を上回る成果を創出した。 
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２－１－４－２ 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ｎｏ．１０ その他業務運営に関する重要事項 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

令和３年度行政事業レビューシート番号 0249 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる

指標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目

標期間最終年

度値等） 

平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

後期博士課程に

おける女性割合

と女性研究者の

新規採用割合 

― ― 

機構に受け入れ

ている博士後期

課程者における

女性の割合 

21.7％ 

 

常勤研究者の採

用の内女性研究

者割合 23.3％ 

機構に受け入れ

ている博士後期

課程者における

女性の割合 

22.4％ 

 

常勤研究者の採

用の内女性研究

者割合 14.5％ 

機構に受け入れ

ている博士後期

課程者における

女性の割合 

13.1％ 

 

常勤研究者の採

用の内女性研究

者割合 15.2％ 

機構に受け入れ

ている博士後期

課程者における

女性の割合 

25.5％ 

 

常勤研究者の採

用の内女性研究

者割合 12.2％ 

機構に受け入れ

ている博士後期

課程者における

女性の割合 

16.7％ 

 

常勤研究者の採

用の内女性研究

者割合 10.7％ 

  ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標、中長期計画、年度計画 

主な評価指標等 
法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

【業務の特性に応じた視

点】 

・老朽化した施設・設備につ

いて、研究・業務計画及び安

全性を勘案して、廃止又は改

修・更新を適切に検討してい

るか。 

Ⅳ.その他の業務運営に関する重要事項 

Ⅳ.1. 施設及び設備に関する計画 

○ 既存の耐震不適格建築物（昭和 56 年５月以前に着工した建築物）の耐震診断 NG 施

設について、検討の結果、継続使用が決定した那珂研の第１工学試験棟（コンプレッ

サー棟含む）、高崎研のコバルト 60照射棟、１号加速器棟について、令和２年８月に

耐震改修の設計が完了し、令和３年２月に工事に着手した。 

○ その他の耐震診断 NG施設については、引き続き廃止又は改修（更新）の検討を行い、

予算要求等の対応を進めた。 

評定：Ｂ 

【評定の根拠】 

戦略的な人事として、女性の積極的

な採用・登用を進めるとともに、女性職

員を対象として、ワークライフバラン

スに重点をおいた「女性キャリア研修」

を実施したほか、女性活躍推進法に基

づく新たな一般事業主行動計画を策定

し、環境づくりに向けた意識啓発活動

等を取り組むなど、採用、育成、環境整

備それぞれの面から、女性活躍を見込

んだ施策を行った。（評価軸①、評価指

標①） 

また、令和２年度千葉県男女共同参

画推進事業所表彰に応募した結果、先

駆的な取組を行っており、他の模範と

なる事業所であるとの評価を得て、千

葉県知事賞を受賞した。（評価軸①、評

価指標①） 

さらに、令和２年度よりテレワーク

制度を導入し多様な働き方を推進し

た。あわせて、「新しい生活様式とワー

クライフバランス」に関するアンケー

ト、セミナーや外国人職員向けに規程

類の英訳を実施する等、量研職員の多

様性を確保・維持するための施策を運

用した。 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、中長期計画における所

期の目標を達成していると認められるため。

また、自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当

であると確認できたため。 

 

（判断の根拠となる実績） 

・ 女性職員及び外国人研究員等活用：女性職

員向け、ワークライフバランスに重点をお

いた「女性キャリア研修」を実施した。女活

法に基づく一般事業主行動計画を策定し、

女性職員が働きやすい、男性職員が育児休

業を取得しやすい職場環境作り、全職員を

対象にアンケートを実施し、主にリモート

ワークについて職員のニーズを掘り起こす

等様々な取組を行った。外国人職員向けに

研究活動に必要な規程類の英語翻訳を行っ

たほか、女性研究者を対象としたダイバー

シティ推進連携研究助成金制度を運用し、

６課題に対して助成。研究環境や研究力向

上に向けた取組を行った。 

・ 働き方改革の推進：一定の超勤時間を超過

した職員へのアラート機能や所属長に対し

所属員の超勤状況を通知し、超勤の「見える

化」による管理を継続した。４月から半年経

・ITER 計画及び BA 活動等の

国際約束について、他国の状

況を踏まえつつ適切に履行

しているか。 

Ⅳ.2. 国際約束の誠実な履行に関する事項 

○ 令和２年度はコロナ禍で ITER 計画及び BA 活動の効率的・効果的実施及び核融合分

野における我が国の国際イニシアティブの確保を目指して、他国の計画進捗状況も

踏まえ、ITER国内機関及び BA実施機関としての物的及び人的貢献を、国内の研究機

関、大学及び産業界と連携するオールジャパン体制の基盤を構築して行った。活動状

況は、定期的に国に報告しつつ、その責務を確実に果たし、国際約束を誠実に履行し

た。 

【評価軸】 

①女性の活躍や研究者の多

様性も含めた戦略的な人事

が実施できているか。 

 

 

【評価指標】 

①女性の活躍や研究者の多

様性も含めた人事に関する

取組の実績 

 

 

Ⅳ.3. 人事に関する計画 

〔戦略的な人事：採用〕 

＜女性の積極的な採用等＞ 

○ 女性活躍促進法に基づく一般事業主行動計画において、管理職に占める女性職員の

割合を 7.1％以上にすることを目標としている。また、優秀な女性人材の確保を意識

した採用パンフレットを活用し、積極的な採用活動を行い、令和２年度に新規採用し

た定年制職員の女性採用割合は 21.4％（42名中９名）であった。また、常勤の女性

研究者の採用割合は 10.7％（56名中６名）であった。（評価軸①、評価指標①、モニ

タリング指標①） 

○ 令和２年度管理職昇格者 13名のうち３名を女性管理職として登用した。 

○ 女性職員を対象とし、ワークライフバランスに重点をおいた「女性キャリア研修」を

実施した。（評価軸①、評価指標①） 
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【モニタリング指標】 

①当該分野の後期博士課程

における女性割合と女性研

究者の新規採用割合 

 

 

【業務の特性に応じた視点】 

・男女共同参画の観点から、

女性の採用促進・管理職への

登用及びワークライフバラ

ンス推進に係る施策を行っ

たか。 

 

・外国人研究者及び若手研究

者が活躍しやすい職場環境

を整備したか。 

○ 新たな女活法行動計画を策定し、女性が活躍できるよう職場環境等の整備をしてい

る研究開発法人として、特にライフイベントに直面する女性職員が働きやすい職場

環境作りや、男性職員が育児休業を取得しやすい環境作りに向けた意識啓発活動等

の取組を行った。（評価軸①、評価指標①） 

○ 令和２年度千葉県男女共同参画推進事業所表彰に申請し、先駆的な取組を行ってお

り、他の模範となる事業所であるとして、千葉県知事賞を受賞した。（評価軸①、評

価指標①） 

○ 女性研究者支援を主眼とした４つの支援制度（※）を引き続き運用した。 

（※）①育児支援サービスの利用料一部補助制度（２件） 

②女性研究者のための英文校閲支援制度（７件） 

③女性研究者のための外国人研究者招へい支援制度（０件） 

④研究支援要員助成制度（10件）（評価軸①、評価指標①） 

○ 企業主導型保育施設２か所と協定を維持し、量研職員が従業員枠で優先的に施設を

利用できるように支援を行い、３名が利用した。（評価軸①、評価指標①） 

○ 全職員を対象として「新しい生活様式とワークライフバランス」アンケートを実施

し、よりよいリモートワークの実施に向けて量研内連携した。分析を進め、令和３年

度に職員向けに結果を公表するため、分析を進めた。 

○ 出産、育児、介護と仕事との両立支援に関係する休暇制度、支援制度、各種担当と連

絡先、行政手続等をまとめた冊子を作成し、全職員に配付した。（評価軸①、評価指

標①） 

○ 「Harmony ～QSTダイバーシティ通信～」を作成し、全職員に配付した。上述の４つ

の支援制度をはじめとした各種施策の周知を図ると同時に、ダイバーシティ担当理

事及び女性監事へのダイバーシティ推進に関する考え方についてインタビューを行

ったほか、これからの取組についても周知した。（評価軸①、評価指標①） 

○ 外国人職員向けに研究活動に必要な規程類の英語翻訳を行ったほか、女性研究者を

対象としたダイバーシティ推進連携研究助成金制度を運用し、６課題に対して助成

するなど、研究環境や研究力向上に向けた取組を行った。（評価軸①、評価指標①） 

○ 次世代育成法の行動計画について、ワークライフバランスセミナーを行う等目標を

達成し、くるみん認定に必要な要件を満たした。 

○ これらの取組によって職場環境の改善し、女性上位職割合の増加（平成 28年度 5.8％

から令和２年度 7.3％）に繋がった。 

＜研究者の多様性＞ 

 量研施設の安全確保のため、量研内

の耐震診断未実施の既存耐震不適格建

築物について継続使用が決定した施設

の耐震改修の設計が完了し、工事に着

手した。 

コロナ禍で ITER 計画及び BA 活動の

効率的・効果的実施及び核融合分野に

おける我が国の国際イニシアティブの

確保を目指して、他国の計画進捗状況

も踏まえ、ITER国内機関及び BA実施機

関としての物的及び人的貢献を、国内

の研究機関、大学及び産業界と連携す

るオールジャパン体制の基盤を構築し

て行った。活動状況は、定期的に国に報

告しつつ、その責務を確実に果たし、国

際約束を誠実に履行した。 

 以上の取組等を通じ、中長期計画の

達成に向けて、年度計画で設定した業

務を着実に実施したことから「B」評価

とした。 

 

【課題と対応】 

 女性の活躍については、働きやすい

職場環境の整備等、具体的な取組を実

施しているが、女性研究者の比率は分

野によっては母集団が小さいこともあ

り横ばいとなっている。人材育成を含

めて、中長期的な視点から効果を有す

る施策に引き続き取り組む必要があ

る。 

過時点で有休取得が「５日」に達していない

職員に対する注意喚起や所属長に対し定期

的にフォローアップを行い、積極的な休暇

取得を促した。定年制職員と任期制職員と

の間の不合理な待遇差を是正すべく、規程

改正を実施し、令和２年度からの雇用契約

に反映した。 

・ 教育研修の実施：研修計画に基づき、令和元

年度に引き続き初任者研修（48名受講）、新

入職員フォローアップ研修（９名受講）、管

理職昇任者講座（18名受講）、ハラスメント

研修（151名受講）及び英語能力検定（42名

受検）を実施するとともに、女性キャリア研

修（26 名参加）を実施した。また、外部機

関主催研修に 30名を受講させるとともに、

海外派遣研修員制度に基づき、海外の研究

機関に２名を派遣した。 

 

＜今後の課題＞ 

・ 女性比率と外国籍の多様性の向上は職員全

体のワークライフバランスの改善にもつな

がる。さらに強化を図られたい。 

・ 多様な生き方の選択にも配慮しつつ、育児

は女性だけの問題でないことを周囲が認識

できるよう、子育て世代全体に対して研修

を行うとともに、50代 60代の意識改革も行

ってほしい。 

 

＜その他の事項＞ 

（部会からの意見） 

・ 女性の管理職への登用、ワークライフバラ

ンス、働き方改革など、取り組みを開始して
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○ 競争的で流動的な環境の創出による研究活動の活性化を図る観点から、外国人研究

者及び若手研究者等を確保するため博士研究員などの任期制研究者 41名（うち外国

人 12名、うち女性５名（外国人３名））の採用を行った。（評価軸①、評価指標①） 

○ 60 歳を超える研究人材の活用に関しては、量研として培った知見等を継承するため

定年退職職員を専門業務員として 10名再雇用した。特に高い専門性を有し、組織マ

ネジメント力を兼ね備えた定年退職予定者について、役員による部門長へのヒアリ

ングを実施した上、令和２年度は 33名をラインポストに配置し、令和３年度に向け

て 39名の配置を内定した。 

○ 研究活動の活性化を促進するため、29名（うち受入 28名）にクロスアポイントメン

ト制度を適用した。（評価軸①、評価指標①） 

〔戦略的な人事：身分〕 

○ 無期転換申込制度に基づき３名からの申込を受理、令和３年度より無期転換職員に

移行するための手続きを進めた。 

○ 優秀な人材を確保するとともに事業の効率的かつ効果的な業務運営を目的に定めた

特定年俸制職員制度を運用した（令和２年度採用者４名）。 

〔戦略的な人事：評価〕 

○ 人事評価制度について、管理者研修により制度の周知及び定着化を図るとともに、適

切に運用し、人事評価の結果については、適切に処遇等へ反映した。 

○ 研究職に対してより細やかで適切な評価を行うための研究業績審査制度に基づき、

研究業績審査会及び同専門部会を設置の上、外部の専門家も含めた審査体制による

評価を実施し、25名の受審者に対して 24名が合格し、令和２年度の昇格人事に反映

した。（評価軸①、評価指標①） 

○ 一定の職位以上の幹部職員の人事評価については、全理事が評価等を実施する仕組

みを継続して実施した。 

○ さらに、適正な評価を実施するため、専門性、能力、適性に見合った職種への変更を

可能とする職種変更制度に基づき、令和２年度は１件の職種変更を実施した。 

〔戦略的な人事：働き方改革の推進〕 

○ 時間外労働の上限規制について、勤務管理システム上で一定の超勤時間を超過した

職員に対するアラート機能や所属長に対し所属員の超勤状況を通知し、超勤の「見え

る化」による管理を継続した。 

○ 年次有給休暇の取得義務化について、４月から半年経過時点で有休取得が「５日」に

達していない職員に対し、勤務管理システム上でアラートメールを送信する機能や

いることは理解できた。成果として客観的

な指標として提示されることを期待する。 

・ 女性研究者の積極的採用を進めていること

を評価する。女性研究者を対象としたダイ

バーシティ推進連携研究助成制度も評価し

たい。 

・ 適切な人事評価、人員配置、教育研修を進め

ている。 
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所属長に対し定期的にフォローアップを行い、積極的な休暇取得を促した。 

○ 労働時間の状況把握義務化について、出退勤の記録等に関する規程等に基づき、勤務

時間の記録の義務付けを継続し、在席時間等の把握を行った。 

○ 同一労働同一賃金については、定年制職員と任期制職員との間の不合理な待遇差を

是正すべく、規程改正を実施し、令和２年度からの雇用契約に反映した。 

○ 令和２年４月から施行開始したテレワーク制度は原則として育児・介護を行う職員

を対象としていたが、テレワークを活用した多様な働き方の推進を図るとともに、新

型コロナウイルスのような感染症流行時や地震等の災害発生時においても事業継続

性の確保に資する制度として運用するため、全職員が実施可能な制度に改正した。 

【モニタリング指標：後期博士課程における女性割合と女性研究者の新規採用割合】 

○ 量研に受け入れている博士後期課程者のうち女性割合：16.7％（42名中７名）  

○ 女性研究者の新規採用割合：10.7％（56名中６名） 

・人事評価制度を適切に運用

し、評価結果を昇進や昇格等

の処遇に適切に反映したか。 

＜人事評価制度の適切な運用＞ 

○ 人事評価制度について、管理者昇進者講座により制度の周知及び定着化を図るとと

もに、適切に運用し、人事評価の結果については、適切に処遇等へ反映した。【再掲】 

○ 研究職に対してより細やかで適切な評価を行うための研究業績審査制度に基づき、

研究業績審査会及び同専門部会を設置の上、外部の専門家も含めた審査体制による

評価を実施し、25 名の受審者に対して 24 名が合格し、 令和２年度の昇格人事に反

映した。（評価軸①、評価指標①）【再掲】 

○ 一定の職位以上の幹部職員の人事評価については、全理事が評価等を実施する仕組

みを継続して実施した。【再掲】 

○ さらに、適正な評価を実施するため、専門性、能力、適性に見合った職種への変更を

可能とする職種変更制度に基づき、令和２年度は１件の職種変更を実施した。【再掲】 

・職員の保有する専門的知見

及び職務経験並びに各部門

の業務の進捗状況等を管理・

把握し、適正な人員配置を行

ったか。 

＜適正な人員配置＞ 

○ 人員の適正配置については、各部門・研究所の事業の進捗状況や人材ニーズを的確に

把握し、職員個人の能力・経験等に基づき、適正な配置に留意した。特に令和２年度

は、量研の新たな事業展開に対応し、量子生命科学研究拠点センター等の新規組織設

置やイノベーションセンターの改組に伴う人員配置を行った。 

○ キャリアパスの観点から組織運営に必要な管理・判断能力の向上に資するため、26名

を中央府省や関係機関（独法、大学、国際機関等）へ出向させた。 

○ 特に高い専門性を有し、組織マネジメント力を兼ね備えた定年退職予定者について、

役員による部門長へのヒアリングを実施した上、令和２年度は 33名をラインポスト
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に配置し、令和３年度に向けて 39名の配置を内定した。【再掲】 

・多様な教育研修や海外機関

等への派遣経験等を積ませ

ることで、職員の能力を高め

たか。 

・再雇用制度を効果的に活用

し、技術伝承等に取り組んだ

か。 

＜多様な教育研修等＞ 

○ 教育研修については、立案した研修計画に基づき、令和元年度に引き続き初任者研修

（48名受講）、新入職員フォローアップ研修（９名受講）、管理職昇任者講座（18名

受講）、ハラスメント研修（151名受講）及び英語能力検定（42名受検）を実施する

とともに、令和元年度から新たに実施している研修として女性キャリア研修（26 名

参加）を実施した。（コロナ禍で中堅職員研修、マネジメント基礎研修は実施を中止

した。）また、外部機関の主催する研修（財務省主催：会計事務職員契約管理研修、

会計事務職員研修、文部科学省主催：研究開発評価人材育成研修、総務省主催：情報

システム統一研修）に 30名を受講させるとともに、海外派遣研修員制度に基づき、

令和２年度に海外の研究機関に２名を派遣した。さらに、資格等取得費用補助及び資

格取得褒賞制度に基づき、令和２年度は延べ 14件の資格等取得費用申請があり、有

資格者の増強を図った。 

○ 再雇用制度に関して、量研として培った知見等を継承するため定年退職職員を専門

業務員として 10名再雇用した。特に高い専門性を有し、組織マネジメント力を兼ね

備えた定年退職予定者について、役員による部門長へのヒアリングを実施した上、令

和２年度は 33 名をラインポストに配置し、令和３年度に向けて 39 名の配置を内定

した。【再掲】 

・クロスアポイントメント制

度等の人事諸制度を整備し、

柔軟かつ適正に運用するこ

とで、効果的・効率的な研究

環境を整備したか。 

＜クロスアポイントメント制度等の人事諸制度の整備等＞ 

○ 研究活動の活性化を促進するため、29名（うち受入 28名）にクロスアポイントメン

ト制度を適用した。【再掲】 

○ 優秀な人材を確保するとともに事業の効率的かつ効果的な業務運営を目的に定めた

特定年俸制職員制度を運用した（令和２年度採用者４名）。【再掲】 

○ 職員の意識の高揚、資質の向上を図るため、理事長表彰制度に基づき令和２年度は 10

件（うち特賞４件）を表彰した。 

○ 策定した無期転換申込制度に基づき３名からの申込を受理、令和３年度より無期転

換職員に移行するための手続きを進めた。【再掲】 

○ 令和２年４月から施行開始したテレワーク制度は原則として育児・介護を行う職員

を対象としていたが、テレワークを活用した多様な働き方の推進を図るとともに、新

型コロナウイルスのような感染症流行時や地震等の災害発生時においても事業継続

性の確保に資する制度として運用するため、全職員が実施可能な制度に改正した。

【再掲】 
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・中長期目標の期間を超える

債務負担を適切に行ってい

るか。 

Ⅳ.4. 中長期目標期間を超える債務負担 

○ 中長期目標期間を超える研究基盤の整備等の債務負担は、当該債務負担行為の必要

性及び資金計画への影響を勘案し合理的と判断されるものについて行っており、令

和２年度末時点においては、国際熱核融合実験炉研究開発費補助金の国庫債務負担

行為で 2,827 百万円、次世代放射光施設整備費補助金の国庫債務負担行為で 100 百

万円となっている。 

○ リース契約等、長期間継続して契約する必要のある案件に関しては、起案部署からの

予算成立前等における購入依頼案件リストの提出を受け、中長期目標期間を超える

債務負担についてはその妥当性等を勘案し適切に対応した。 

・積立金は適切な使途に充当

しているか。 

Ⅳ.5. 積立金の使途 

○ 積立金に関しては、主務大臣の承認に沿って業務の財源に充てた。 

【前年度主務大臣評価にお

ける指摘事項等への対応状

況】 

・ダイバーシティに関して

様々な取組が実施されてい

るものの、女性研究者の採用

比率は依然として十分とは

言えない。外国人研究者の採

用、若手研究者の育成も含め

てさらなる効果的な取組を

期待する。 

【前年度主務大臣評価における指摘事項等への対応状況】 

○ 具体的な取組として、女性学生を対象とした採用説明会の実施やインターンシップ

の説明者に女性職員を起用することで、量研の業務及び職場環境の理解促進を図っ

た。また、令和元年度から新たに女性職員を対象とした「女性キャリア研修」を実施

し、ワークライフバランスを考える場を提供した。引き続き、ダイバーシティに関す

る各種取組を継続し、女性研究者・外国人研究者が働きやすい環境整備、若手研究者

の人材育成等の取組を積極的に実施する。 

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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（別添）中長期目標・中長期計画・年度計画 

 

項目別調

書 No. 

中長期目標 中長期計画 年度計画 

Ｎｏ．１ 

量 子 科 学

技 術 に 関

する萌芽・

創 成 的 研

究開発 

Ⅲ.1.(1) 量子科学技術に関する萌芽・

創成的研究開発 

理事長の明確なビジョンと強いリー

ダーシップの下、我が国の将来の発展

を支える量子科学技術に関する研究開

発機関として、新たな研究領域の創出

及び次世代の研究・技術シーズの発掘

等を目的とした研究開発を積極的かつ

戦略的に行う。 

Ⅰ.1.(1) 量子科学技術に関する萌芽・創成的研究開発 

1) 拠点横断的研究開発 

各拠点が有する放射線医学、量子ビーム、核融合等の科学技術に関するノウ

ハウ・知見や大学等の機構外部の知見等を相互に活用し、拠点横断的な組織等

により融合的な研究開発を実施し、量子科学技術の進歩を牽引する可能性のあ

る戦略的な研究開発を積極的に行う。 

2) その他の萌芽的・創成的研究開発 

新たな発想や独創性に富んだ研究・技術課題の発掘を目指して主に若手を中

心とした萌芽的・創成的研究開発等を行い、将来の研究開発課題の立ち上げや

大型外部資金の獲得を目指す。 

 

なお、上記の研究開発については理事長のリーダーシップのもと、イノベー

ションセンターを中心とした支援体制により実施する。 

Ⅰ.1.(1) 量子科学技術に関する萌芽・創成的研究開発 

1）拠点横断的研究開発 

理事長のリーダーシップにより、引き続き機構内各拠点及び異分野間の交

流を促進し、量子科学技術分野及び放射線に係る医学分野の研究開発を加速

するとともに、新たな融合領域の開拓に資する研究開発を実施する。 

2）その他の萌芽的・創成的研究開発 

量子科学技術分野及び放射線に係る医学分野における将来の新たな研究・

技術シーズの創出を目的として、引き続き若手を中心とした研究者・技術者

を対象に、機構内公募による萌芽的研究開発課題等に対して理事長の裁量に

より資金配分を行う。 

Ｎｏ．２ 

量 子 生 命

科 学 に 関

す る 研 究

開発 

Ⅲ.1.(2) 量子生命科学に関する研究

開発 

多様な量子技術と医学・生命科学に

関する知見を活かし、量子技術・量子論

を基盤として生命現象の根本原理の解

明を目指すとともに、医療・健康分野等

に革新を起こすべく経済・社会的にイ

ンパクトの高い先端的研究開発を行

う。また、これらの分野の研究を促進す

るため、医学・生命科学研究等に用いる

量子センサや量子イメージングなどの

量子技術や生体内の量子効果の解明の

ための最先端の計測技術等の開発を行

う。 

さらに、量子生命科学の中核的な研

Ⅰ.1.(2) 量子生命科学に関する研究開発 

多様な量子技術と医学・生命科学に関する知見を活かし、量子技術・量子論

を基盤として生命現象の根本原理の解明を目指すとともに、医療・健康分野等

に革新を起こすべく経済・社会的にインパクトの高いがん発生メカニズムや脳

機能など複雑な生命現象に関する先端的研究開発を行う。また、これらの分野

の研究を促進するため、医学・生命科学研究等に用いる生きた細胞内部の多様

なパラメータをリアルタイムで計測可能とする量子センサや超偏極 MRIによる

量子イメージングなどの量子技術に加え、生体内の量子効果の解明のための超

短パルスレーザー等を用いた最先端の計測技術等の開発を行う。研究開発の実

施に当たっては、組織横断的な取組を行うことにより、柔軟かつ効率的な運営

を実施する。 

さらに、量子生命科学の中核的な研究開発拠点として、クロスアポイントメ

ント制度等を活用して国内外の大学・研究機関や企業からの参画等を得て研究

開発を行うことに加えて、基礎研究から技術実証、ニーズとシーズのマッチン

グや知財管理、国際感覚豊かな若手リーダーの育成等を一元的に実施し、先駆

Ⅰ.1.(2) 量子生命科学に関する研究開発 

多様な量子技術と医学・生命科学に関する知見を活かし、複雑な生命現象に

関する先端的研究開発に着手する。 

・ ナノ量子センサについては、現段階で実現している温度、磁場、pH等に加

え、計測情報の更なる多項目化を推し進める。具体的には、細胞の粘弾性

を定量化するための３次元回転計測技術を実現するとともに、当該技術を

細胞内相分離現象等の先端的細胞生物学研究や再生医療研究、単一細胞レ

ベルでの薬剤評価等に応用するための条件検討に着手する。また、発がん

機序解明研究のためのナノ量子センサのマウスへの投与法等の最適化を

進める。 

・ 量子イメージングについては、長寿命超偏極・低毒性代謝プローブの候補

物質の探索とその物性評価に必要な計測系を構築するために、MRI/NMR装

置において偏極寿命や代謝反応等を評価する技術を確立する。 

・ 量子論的生命現象の解明については、量子コヒーレンスの観測に必要とな

る超短パルスレーザー計測システムのうち、フェムト秒極短パルスレーザ
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究開発拠点として、国内外の大学・研究

機関や企業からの参画等を得て研究開

発を行うことに加えて、先駆的なイノ

ベーションの創出に向けた取組を行う

ことにより、当該分野の研究において

国際的に主導的な役割を果たす。 

的なイノベーションの創出に向けた取組を行うことにより、当該分野の研究に

おいて国際的に主導的な役割を果たす。 

ー源を利用した広帯域光源の調整を行うとともに、予備的実験で使用する

天然の光合成光捕集タンパク質の調製技術を確立する。また、超精密構造

生物学と量子化学計算による分子論的解析として、電子伝達タンパク質の

反応開始以降の状態にあるタンパク質についての全原子構造解析を達成

するとともに、タンパク質や核酸のシミュレーション計算により、基質結

合や溶媒分子との相互作用様式の変化がもたらす量子状態の変化を定量

的に捉える研究開発を行う。さらに、生命現象の階層横断的解析プラット

フォームの開発として、臨床／心理実験データに基づく神経回路と個体状

態を繋ぐ開発等を行い、量子確率論の脳内処理過程への適用として、意識

と脳の量子ダイナミックモデルの研究を取りまとめる。 

・ 量子から個体に至る放射線生物応答の解明については、局所的にエネルギ

ーが付与された領域間の相互作用を計算するとともに、原子間力顕微鏡を

用いた DNA二本鎖切断末端構造の微視的観測技術、円二色性分光と X線回

折を併用した DNA修復タンパク質の活性化構造の解析技術、X線吸収分光

と光電子分光の併用による DNAの電子状態解析技術等を確立する。 

量子生命科学の中核的な研究開発拠点の形成に向け、クロスアポイントメ

ント制度等の諸制度を活用して国外機関を含む大学・研究機関等からグルー

プリーダークラスを含む研究者を複数名登用し、必要な研究支援体制と研究

環境を整備して外部機関との連携ラボを設置するとともに、外部機関と連携

した研究を開始する。併せて、拠点の共用（オープンプラットフォーム）に

資する研究施設・設備の整備を進めるほか、基礎研究から技術実証、ニーズ

とシーズのマッチングや知財管理、若手リーダーの育成等を一元的に実施す

る体制等の準備を進める。 

Ｎｏ．３ 

放 射 線 の

革 新 的 医

学 利 用 等

の た め の

研究開発 

Ⅲ.1.(3) 放射線の革新的医学利用等

のための研究開発 

放射線による精神・神経疾患やがん

の病態解明・診断・治療等の研究開発を

行う。また、量子ビーム技術の医療応用

として、重粒子線がん治療については、

国民医療への普及・定着のため、保険収

載に向けた取組を重点的に進める。 

1）光・量子イメージング技術を用いた

Ⅰ.1.(3) 放射線の革新的医学利用等のための研究開発 

「医療分野研究開発推進計画（平成 26年 7月健康・医療戦略推進本部）」で

は、放射性薬剤や生体計測装置の開発、病態診断・治療研究などの基礎・基盤

研究を推進するとともに、分子イメージング技術について生体計測装置の開発

の基礎・基盤研究の推進及び疾患に関しては認知症やうつ病等の精神疾患等の

発症に関わる脳神経回路・機能の解明に向けた研究開発及び基盤整備並びにが

んの基礎研究から実用化に向けた研究を進めるとされている。これらも踏ま

え、分子イメージングによる精神・神経疾患やがんの診断と治療に資する研究

を行う。 

Ⅰ.1.(3) 放射線の革新的医学利用等のための研究開発 

1）光・量子イメージング技術を用いた疾患診断研究 

・ 脳内機能タンパク及び脳内に蓄積する複数の毒性タンパクとその修飾因

子の可視化とその特性評価を行い、特に画像病理相関解析と経時的 PETで

PM-PBB3の有用性を実証する。精神・神経疾患の症状発現メカニズムに関

しては、認知・情動機能に関わる脳機能ネットワークの抽出と機能分子と

の関連を検討する。さらに、モデル動物の局所脳活動操作を用いた回路機

能の検証を終えて、多様な回路に応用可能な技術としての確立を目指すと

ともに、ヒトではニューロフィードバックによる脳活動操作と認知・情動
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疾患診断研究 

これまで放医研が取り組んできた分

子イメージング技術を用いた疾患診断

研究について、原子力機構から移管・統

合された荷電粒子、光量子等の量子ビ

ーム技術等を融合し、精神・神経疾患に

おける定量的診断の実現など、国際競

争力の高い将来の医療産業を担う研究

開発を行う。 

2）放射性薬剤を用いた次世代がん治療

研究 

重粒子線を用いたがん治療は限局性

固形がんを対象とした局所治療である

が、多発病変・微小転移のがんにも有効

な放射線治療として、これまで放医研

が取り組んできた分子イメージング技

術を治療に応用し、副作用の少ないが

ん治療用の新規放射性薬剤を開発す

る。 

3）重粒子線を用いたがん治療研究 

保険収載に向けた取組として、重粒

子線がん治療を実施している他機関と

連携し、治療の再現性・信頼性の確保の

ための比較研究を行い、治療の標準化

を進めるとともに、質の高い臨床研究

を実施する能力を有する機関と連携

し、既存治療法との比較研究を行い、重

粒子線がん治療の優位性を示すほか、

原子力機構から移管・統合された技術

等を活用し、照射法の改善等治療装置

の性能の向上に向けた取組など、普及・

定着に向けた研究開発を行う。 

また、「健康・医療戦略（平成 26年 7月 22日閣議決定）」において、最先端

の技術である重粒子線治療について科学的根拠を持った対外発信を目指すと

されており、国民医療への普及・定着のため、保険収載に向けた取組を重点的

に進め、保険収載に係る科学的・合理的判断に寄与する。 

1) 光・量子イメージング技術を用いた疾患診断研究 

・ 高齢化社会において重要性を増している認知症等の精神・神経疾患の病態

の解明と診断の高度化を目的に、脳機能解明、疾患診断及び治療評価等の研

究開発を基礎から臨床まで一貫した体制で行う。特に、精神・神経疾患の症

状の背景にある回路レベルの異常（脳の領域間の連結や神経伝達の異常）と

分子レベルの異常（毒性タンパク蓄積等）の解明に関し、多様なイメージ手

法を用いて統合的に進める。 

・ 我が国における主たる死因であるがんを始めとする疾患の診断の高度化を

目的に、効果的な疾患診断法、治療効果を迅速に評価できる画像法等の研究

を、基礎から臨床まで一貫した体制で行う。 

・ さらに、生体内現象を可視化するプローブライブラリを拡充するため、細胞

から個体まで多彩なスケールで、疾患診断研究や創薬に有用なプローブを

開発する。 

・ 疾患診断計測技術としては、原子力機構から移管・統合された量子ビーム技

術等も融合し、より高度な診断・治療に資する多様な基盤技術・知見を集約

した画像化技術と画像解析技術の研究開発を行うとともに処理技術の高速

化等の臨床的必要性の高い技術も開発する。 

・  大学や企業等と連携し、国民生活に還元できる新薬等の開発につながる脳

機能や薬物評価指標等の開発研究を行う。 

2) 放射性薬剤を用いた次世代がん治療研究 

・ これまで放医研が取り組んできた分子イメージング技術を発展させ、多発

病変・微小転移のがんにも有効な放射線治療として、放射性核種による標的

アイソトープ治療の研究開発を行う。さらに、新しい標的アイソトープ治療

を目指した副作用の少ない放射性薬剤の開発を行うとともに、既存の放射

性薬剤を含め体内輸送システムや生体内反応に関する研究、線量評価方法

の開発、有害事象軽減のための研究等を推進し、標的アイソトープ治療の普

及にも貢献する。その際には、学協会、大学、研究機関の協力も得て、研究

開発を進める。 

機能制御の有効性を検証する。 

・ がんの診断の高度化を目的とした研究の一環として、Translocator 

Protein(TSPO)に結合する標識薬剤[18F]FEDAC PETプローブの臨床研究を

継続するとともに、AI 診断技術である PET 画像テクスチャー解析研究や

重粒子線治療に関わる予後予測や再発診断を可能にする核医学画像診断

研究を継続する。 

・ 生体内現象を可視化できるプローブライブラリを拡充するため、診断用途

の新規候補核種、標識中間体及び新規 PET薬剤の開発を進めるとともに、

炎症等のプローブ開発・研究を行う。また、がん等の新規プローブ候補を

探索し、ハロゲンや金属も含めた放射性核種で標識した診断／治療用放射

性薬剤を種々の動物モデルにより評価し、臨床における有用性の解明を目

指す。 

・ 製作したマカクサル用高磁場 MRI により従来の４倍以上の 3D 高速撮像及

び複数定量画像が取得できる撮像法を開発する。広視野型二光子顕微鏡を

応用して、免疫細胞による病原性タンパクの脳外排出メカニズムの解明・

制御を目指す。さらに、高速生体脳４次元イメージングを実現する技術と

して、三光子顕微鏡を用いたファントム及び生体脳イメージング実験を実

施して、新型レーザー発振器の最適化のための基盤データを収集する。脳

と末梢臓器の関連を測定するために必要な動物全身 PET 装置の開発を継

続するとともに、小動物 PET装置本体の試作を終えて世界最高水準の分解

能を実現した本格的な装置製作を実施する。 

・ 光・量子イメージング技術の開発に資する連携先として複数の大学、企業

との共同研究契約を通じて、治療薬の開発に必要となる評価系の構築やイ

メージング指標開発等の共同研究を継続する。 

2）放射性薬剤を用いた次世代がん治療研究 

・ がんやその微小環境等を標的とする物質をアルファ線放出核種等で標識

し、モデル動物での体内動態と治療効果等の評価を継続し、医師主導治験

の実施に向けて非臨床試験を進めるとともに、先行薬剤の臨床試験の実施

を継続する。 

・ 標的アイソトープ治療の評価研究に資するため、これまでに開発・選定し

た MRI撮像及び画像解析技術を引き続き臨床展開する。ナノ薬剤送達技術

の活用について、ナノ粒子による微小血管 MRIなどがん環境の評価技術を
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・ また、新しい標的アイソトープ治療を可能とする加速器並びに RI製造装置

を含む関連設備の高度化に資する研究開発を実施する。 

3) 重粒子線を用いたがん治療研究 

・ 重粒子線がん治療について、効果的で、患者負担が少なく（副作用低減を含

む）、より短期間、より低コストの治療の実現を目的とした研究開発を行う。 

・ このため、質の高い臨床研究を実施する能力を有する他の機関や施設と連

携し、既存の放射線治療や既存治療法との比較、線量分布の比較等の多施設

共同研究を主導的に推進することにより、信頼性、再現性のある臨床的エビ

デンスを示し、重粒子線がん治療の優位性を示すとともに、保険収載を目指

し、保険収載に係る科学的・合理的判断に寄与する。また、化学療法や手術

等の他の療法との併用による集学的治療により、治療効果の増大と適応の

拡大を目指す。 

・ また、重粒子線がん治療装置のさらなる高度化を目的とした加速器・照射技

術の研究開発、特に画像誘導治療法や回転ガントリーを用いた強度変調重

粒子線照射法の研究開発、さらには生物効果を考慮した治療計画等の研究

開発を進める。また海外への普及に資する技術指導・人材育成・技術移転及

び標準化等の体制強化を、国内及び国際連携をとりつつ進める。さらに超伝

導等の革新的技術を用いた重粒子線治療装置の小型化研究を進める。 

・ 放射線がん治療の臨床研究からのニーズ（難治性がんに対する線質および

薬剤の最適化ならびに正常組織の障害及びリスクの予防等）に応え、様々な

研究分野の知見を集約し、放射線の生物効果とそのメカニズムに関する研

究を実施する。 

・ さらに臨床試料を診療情報と共にバンク化し、がんの基礎生物学研究への

展開と臨床へのフィードバックを図る。 

用いた病態適用を行い、治療と診断の融合技術開発を進める。次世代分子

イメージングシステム WGIを、治療核種を撮像できるようにさらに改良す

る。 

・ 標的アイソトープ治療に係る線量評価手法について、線量分布評価技術の

開発を継続し、がん標的への集積に関する細胞や動物を用いた実験を進め

る。また、既存の臨床データを用いた線量評価を継続する。 

・ 新たな治療用候補核種の製造検討を進めるとともに、中でも利用期待が高

まるアルファ線放出核種について、製造量のスケールアップに関する研究

開発を継続する。同時に作業者の被ばく線量低減に向けた治療用核種製造

工程の自動化装置開発を行う。 

3）重粒子線を用いたがん治療研究 

・ 国内の他重粒子線治療施設との多施設共同臨床研究グループ（J-CROS）の

活動を主導し、千葉大学や群馬大学等と連携して、他放射線治療との比較

を目的とする先進医療 Bの臨床試験を推進し、保険診療報酬の次期見直し

での保険適応の拡大を目的に研究を推進する。保険診療や先進医療 Aでの

治療も継続し、機構内データベースへの国内全例登録の入力の効率化のた

めのツールの開発を進め、重粒子線治療の優位性を示すエビデンスの創出

と重粒子線治療に最適な症例の究明を目指す。国内の重粒子線治療の品質

管理のため線量監査 QA 研究開発も進める。仙骨脊索腫と直腸がんに対す

る国際的マッチドペア試験を進め、結果について協議し成果をまとめる。 

また、韓国延世大学とも直腸癌術後再発に対する重粒子線治療と X線治療

のマッチドペア比較試験を開始する。加えて、適応拡大を目的として、消

化管高度近接例に対する重粒子線治療後のフォローアップに関する研究

を、共同研究機関とともに開始するほか、集学的重粒子線治療法の探索の

ための研究を行う。 

・ 回転ガントリーを用いた重粒子線治療については適応疾患・部位の拡大を

図りつつ、その利用による治療計画の最適化など治療の高度化に関する臨

床的検討を進める。また、量子メスの実現に向け、超伝導電磁石試作機の

製作、性能評価を実施し、その結果を受けて、シンクロトロンの技術設計

の精度を高める。LETと腫瘍制御や正常組織障害の相関に関する動物実験

とマルチイオン治療計画装置の開発を継続する。さらに、開放型 PETによ

る画像誘導治療法の実現に向けて、照射するラットを正常モデルから腫瘍
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モデルに変更し、腫瘍状態と生体内洗い出し速度の相関性の有無を検証す

る。加えて、海外への普及に資する重粒子線治療の標準化へ向けて、膵臓

がんに対する国際的ランダマイズ比較試験の検討を進めるとともに、国内

外の放射線治療施設と連携し、重粒子線治療に係る技術指導・人材育成な

どの活動も行う。また日本人に対するランダマイズ比較試験について、多

施設共同研究としてランダマイズ比較試験を実施可能な病院機関との間

で検討会を開催し、早期の実現を目指す。 

・ マルチイオン照射に向け、生物効果とそのメカニズムに関する研究を進め

るとともに、生物効果の磁場による制御に関する研究を実施する。また、

免疫療法と重粒子線治療の併用に向け、既存臨床データの LET依存性に関

する研究を進める一方、臨床試験の開始に向けて、民間企業とともに臨床

検体資料を用いた基礎データの解析を進める。 

・ ・QST病院において発生する医療情報などを他の部署等においても活用で

きる枠組みであるメディカルデータバンク事業を引き続き進めるととも

に、基礎生物研究者から要望のある治療中、治療後の血液試料収集につい

て、実施体制、手続方法等を検討する。 

Ｎｏ．４ 

放 射 線 影

響・被ばく

医療研究 

Ⅲ.1.(4) 放射線影響・被ばく医療研究 

これまで原子力災害や放射線事故に

対応してきた経験を踏まえ、より高度

な被ばく医療対応に向けた取組を進め

る。また、低線量被ばくに関しては、動

物実験等の基礎研究を通して得た知見

をもとに、放射線防護・規制に貢献する

科 

学的な情報を引き続き創出・発信して

いく。 

1）放射線影響研究 

放射線に対する感受性及び年齢依存

性について、これまで得られた動物実

験等の成果を疫学的知見と統合し、よ

り信頼性の高いリスク評価に役立てる

とともに、放射線の生体影響の仕組み

Ⅰ.1.(4) 放射線影響・被ばく医療研究 

「国立研究開発法人放射線医学総合研究所見直し内容（平成 27 年 9 月 2 日

原子力規制委員会）」において、放射線影響における基盤的研究を引き続き実施

することが期待されている。これも踏まえ、放射線影響研究（特に低線量被ば

く）に関する基礎研究を実施し、放射線影響評価の科学的基盤として必要とさ

れている知見を収集、蓄積することで、放射線防護・規制に貢献する科学的な

情報を創出・発信していく。また、これまで我が国の被ばく医療の中核的な機

関（平成 27年 8月 25日まで 3次被ばく医療機関、平成 27年 8月 26日より高

度被ばく医療支援センター、平成 31 年 4 月 1 日より基幹高度被ばく医療支援

センター）として、牽引的な役割を担うことで得られた線量評価や体内汚染治

療等の成果をもとに、より高度な被ばく医療対応に向けた取組を進める。これ

らの実施に当たっては、放射線の利用と規制に関する利益相反の排除に十分配

慮する。 

1) 放射線影響研究 

・ 年齢や線質、また生活習慣要因を考慮した発がん等の放射線影響の変動に

関する実証研究を行い、動物実験等の成果や疫学的データを説明できるリ

Ⅰ.1.(4) 放射線影響・被ばく医療研究 

1）放射線影響研究 

・ 被ばく時年齢依存性と線質に関する動物実験で得られた腫瘍の病理解析

を行い、リスクモデル構築に必要な年齢ごとの臓器別の生物学的効果比

の評価を進める。また、放射線発がん影響の修飾の効果、生活リズムの

乱れや心理的ストレスの影響を確かめる動物実験を継続し、順次解析す

る。 

・ 次世代ゲノム・エピゲノム技術等により、放射線誘発マウス胸腺リンパ

腫、肝がん、消化管腫瘍、ラット乳がん、肺がんにおける被ばく時年齢

の影響の解析を継続するとともに、リスクモデル構築に必要なラット乳

腺やマウス髄芽腫、胸腺リンパ腫の幹細胞を評価する実験を行い、遺伝

子改変動物の発がん実験を継続し、新たに、がんの起源細胞を捉えるこ

とができる細胞系譜解析実験を開始する。 

・ 国民が受けている被ばく線量の把握に資するため、環境放射線の計測技

術の開発及び調査、職業被ばくに関する調査並びに自然放射性物質によ

る被ばくに関する調査を進める。また、医療法施行規則の一部改正を踏
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を明らかにするなど、当該分野の研究

において、国際的に主導的な役割を果

たす。さらに、環境放射線の水準や医療

被ばく及び職業被ばく等の実態を把握

して、平常時に国民が受けている被ば

く線量を評価し、原子力災害や放射線

事故時に追加された線量の推定に資す

る。 

2）被ばく医療研究 

国の被ばく医療の中核的な機関（平

成 27 年 8 月 25 日まで 3 次被ばく医

療機関、平成 27 年 8 月 26 日より高

度被ばく医療支援センター、平成 31 年

4月 1 日より基幹高度被ばく医療支援

センター）として牽引的役割を担うこ

とで得られた成果（線量評価、体内汚染

治療等）をより発展させ、高度被ばく医

療において、引き続き先端的研究開発

を行う。さらに、緊急時の被ばく線量評

価を行う技術の高度化を進めるため、

高線量から低線量までの放射線作用の

指標となる物理及び生物学的変化の検

出・定量評価に係る研究を行う。 

スクモデルを構築する。実施に当たっては、様々な加速器等を用いた先端

照射技術も活用する。 

・ 特に次世代ゲノム・エピゲノム技術及び幹細胞生物学の手法を取り入れ、

放射線被ばくによる中長期的影響が現れるメカニズムに関する新知見を創

出する。 

・ また、学協会等と連携して環境放射線や医療被ばく及び職業被ばく等の実

態を把握して、国民が受けている被ばく線量を評価し、線量低減化を目的

とした研究開発を行う。 

・ さらに、国内外の研究機関や学協会等と連携して、放射線影響に関する知

見を集約・分析し、取り組むべき課題を抽出するとともに課題解決のため

の活動を推進する体制の構築を目指す。この一環として、国内外の放射線

影響研究に資するアーカイブ共同利用の拠点の構築を図る。 

2) 被ばく医療研究 

・ 放射線事故や放射線治療に伴う正常組織障害の治療及びリスクの低減化に

資する先端的な研究を行う。特に、高線量被ばくや外傷や熱傷を伴った被

ばくの治療に再生医療を適用してより効果的な治療にするため、幹細胞の

高品質化や障害組織への定着等、新たな治療法の提案等について研究開発

を行う。 

・ 大規模な放射線災害時を含む多様な被ばく事故において、被ばく線量の迅

速かつ正確な評価及びこれに必要な最新の技術開発を行う。すなわち、体

内汚染の評価に必要となる体外計測技術の高度化やバイオアッセイの迅速

化、シミュレーション技術の活用による線量評価の高度化、放射線場の画

像化技術の開発、染色体を初めとした様々な生物指標を用いた生物線量評

価手法の高度化等を行う。 

・ さらに、放射性核種による内部被ばくの線量低減を目的として、放射性核

種の体内や臓器への分布と代謝メカニズムに基づく適切な線量評価の研究

を行うとともに､治療薬を含めて効果的な排出方法を研究する。アクチニド

核種の内部被ばくに対処できる技術水準を維持するための体制を確保す

る。 

まえ、医療被ばくの把握のため、透視撮影や一般撮影における患者被ば

く線量の評価システムの開発とデータ収集技術の開発を進める。 

・ 放射線影響や防護に関する課題解決のため、オールジャパンの放射線リ

スク・防護研究基盤運営委員会で具体的な重点研究課題を検討してまと

める。また、動物実験アーカイブの登録を継続して進め、公開用システ

ムでのサンプル検索と画像閲覧の運用を推進する。 

・ 放射性廃棄物による長期被ばく線量評価に資するため、生活圏に放出さ

れた放射性核種の移行挙動の解明を進める。 

2）被ばく医療研究 

・ 放射線障害からの組織再生研究に向け、障害モデル・治療法シーズの探

索を継続するとともに、新規分子の治療効果を実証する。放射線障害治

療等に応用可能な幹細胞の高品質化に向け、前年度に得られた変異低減

化系の機構解析を進めるとともに、様々な変異低減化の可能性を検証す

る。これまでに構築できた in vivoでの相同組換活性測定系を用い、種々

の組織における活性を明らかにし、発がんとの関連を解析する。また、

過酸化水素分解能欠如モデルマウスを用いて組織障害又は障害性因子の

物理化学的計測を継続するとともに、障害性因子と細胞内分子との反応

機構の解析を進める。 

・ 大規模な放射線災害を含む多様な放射線被ばく事故に対応可能な個人被

ばく線量評価手法の整備を行うため、トリアージ線量評価に関する技術

開発を進めるとともに、FISH法を含めた生物及び物理線量評価手法の調

査・開発を進める。 

・ 内部被ばく線量の低減を目的として、放射性核種の効果的な排出促進方

法や除染薬剤剤型の開発に活用するために、放射性遷移金属の体内分布

と代謝の精細定量解析技術の精緻化に向けた研究を継続するとともに、

生体線量評価技術の開発を行う。特に生体内放射性核種の化学形情報の

拡充を図る。さらに、平成 29年６月に国内で発生した核燃料物質による

内部被ばく事故において被ばくした作業員の内部被ばく線量解析を継続

する。バイオアッセイの迅速化及び標準化のための分析手法の改良を進

めるとともに、その有効性を国際間相互比較試験等で確認する。 

Ｎｏ．５ 

量 子 ビ ー

Ⅲ.1.(5) 量子ビームの応用に関する

研究開発 

Ⅰ.1.(5) 量子ビームの応用に関する研究開発（最先端量子ビーム技術開発と

量子ビーム科学研究） 

Ⅰ.1.(5) 量子ビームの応用に関する研究開発 

・最先端量子ビーム技術開発 
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ム の 応 用

に 関 す る

研究開発 

科学技術イノベーションの創出を促

し、科学技術・学術及び産業の振興に貢

献するため、イオン照射研究施設

（TIARA）や高強度レーザー発生装置

（JKAREN）をはじめとする加速器やレ

ーザーなどの保有施設・設備はもちろ

ん、機構内外の量子ビーム施設を活用

し、物質・材料科学、生命科学、産業応

用等にわたる分野の本質的な課題を解

決し革新を起こすべく、量子ビームを

用いた経済・社会的にインパクトの高

い先端的研究を行う。また、これらの分

野における成果の創出を促進するた

め、荷電粒子、光量子等の量子ビームの

発生・制御・利用に係る最先端技術を開

発するとともに量子ビームの優れた機

能を総合的に活用した先導的研究を行

う。 

さらに、新たなサイエンスの創出や

材料科学、触媒化学、生命科学等の幅広

い分野の産業利用等につながる、軟 X 

線に強みを持つ高輝度 3GeV 級放射光

源（以下「次世代放射光施設」という。）

の整備等に係る研究開発を行う。 

第 5期科学技術基本計画や「科学技術イノベーション総合戦略 2015（平成 27

年 6月 19 日閣議決定）」においては、新たな価値創出のコアとなる強みを有す

る基盤技術として「光・量子技術」が位置付けられ、光・量子技術の先導的推

進を図ることが重要とされている。 

これも踏まえ、量子ビームの発生・制御及びこれらを用いた高精度な加工や

観察等に係る最先端技術開発を推進するとともに、量子ビームの優れた機能を

総合的に活用して、物質・材料科学、生命科学等の幅広い分野において本質的

な課題を解決し世界を先導する研究開発を推し進め、革新的成果・シーズを創

出し、産学官の連携等により、科学技術イノベーション創出を促進し、我が国

の科学技術・学術及び産業の振興等に貢献する。 

・ 最先端量子ビーム技術開発 

科学技術イノベーション創出に資する最先端量子ビーム技術を開発してユ

ーザーの多様な要求に応えるため、イオン照射研究施設（TIARA）において高強

度 MeV級クラスターイオンビームの生成・利用等に係る加速器・ビーム技術の

開発を行うとともに、光量子科学研究施設（J-KAREN 等）において高強度化・

高安定化等に係るレーザー技術の開発を行う。施設利用を通じて量子ビームの

更なる利用拡大・普及を進める。 

さらに、新たなサイエンスの創出や材料科学、触媒化学、生命科学等の幅広

い分野の産業利用等につながる、軟 X 線に強みを持つ高輝度 3GeV 級放射光源

（以下「次世代放射光施設」という。）の整備等に係る研究開発を行う。 

・ 量子ビーム科学研究 

荷電粒子・RI等を利用した先端機能材料創製技術や革新的電子デバイスを実

現するスピン情報制御・計測技術等を創出する。高強度レーザー駆動によるイ

オン加速や電子加速等の研究を推進する。また、レーザー及びレーザー駆動の

量子ビームによる物質制御や計測技術の開発、産業利用に向けた物質検知、微

量核種分析、元素分離技術等の高度化を行う。これらの基礎基盤的研究ととも

に、レーザーを用いたイメージング技術のための光源開発を拠点横断的な融合

研究として行う。さらに、放射光と計算科学を活用して、水素貯蔵材料をはじ

めとする環境・エネルギー材料等の構造や品質、機能発現機構等の解析・評価

手法を開発する。これらの研究開発により、省エネルギー・省資源型材料の基

礎科学的理解を与え、クリーンで経済的なエネルギーシステムの構築、持続可

能な循環型社会の実現等を支援する。 

科学技術イノベーション創出に資する最先端量子ビーム技術を開発してユ

ーザーの多様な要求に応えるため、イオン照射研究施設（TIARA）において

世界最高強度の MeV 級クラスターイオンビームを用いた材料や細胞などの

イメージングや分析に向けて、クラスターイオンマイクロビーム形成のため

のビーム光学系の製作に着手する。 

光量子科学研究施設（J-KAREN 等）において高強度レーザーの高強度化・

高安定化に向けて J-KAREN レーザーのパルス波形制御の高度化を行うとと

もに、レーザーを安定に運用するための制御・自動化技術や X線レーザーの

高安定化に向け開発した技術の導入を進める。また、極短パルス発生に向け

た赤外光増幅装置を構築する。 

さらに、軟 X線に強みを持つ高輝度３GeV級放射光源（次世代放射光施設）

の具体化に向けて、加速器の高度化に係る技術開発等を実施するとともに、

運転開始当初に整備するビームラインの要素技術開発を実施する。 

・量子ビーム科学研究 

荷電粒子・RI等を利用して、窒素含有炭素触媒の触媒活性と耐久性の向上

技術、新規電解質膜及び電極用電解質に適したグラフト重合技術の詳細検討

を行う。また、革新的省エネルギー電子デバイスの実現を目指し、単一フォ

トン源集合体による高感度量子センシング技術の開発に着手し、二次元物質

のスピン観測・制御技術の開発、スピン偏極陽電子・ポジトロニウム分光法

による物性解析を進める。また、単一フォトン源と二次元物質を融合させた

スピンフォトニクス材料研究に着手する。再生医療用デバイスの開発を目指

し、複合タンパク質ゲルの作製技術を開発する。レーザーコンプトンガンマ

線発生技術について、原子核物理への利用研究を進める。レーザー照射によ

る元素の分離・分析技術を用いた貴金属回収の実用化に係る要素技術を開発

する。 

J-KARENレーザー等を用いたイオン加速、電子加速では、開発したターゲ

ットを用いた実験データ取得やビーム計測装置の導入を進めるとともに、外

部連携等を活用した高純度イオンビームの開発に着手する。X線レーザーに

よる加工技術の高度化や基板材料等の評価を進めるとともに、強レーザー励

起電子ダイナミクス計測のためのポンプ-プローブ計測の時間分解能を向上

する。拠点横断的な融合研究では、開発した高効率波長変換技術による、三

光子顕微鏡開発に着手する。さらに、次世代材料等の開発への寄与を目的と



156 

 

また、拠点横断的な融合研究として、標的アイソトープ治療を目指し、アル

ファ線放出核種の製造・導入技術を開発する。さらに、有用生物資源の創出や

農林水産業の強化に寄与するため、植物等において量子ビームにより特定の変

異を高頻度に誘発する因子を解明するための手法開発や植物 RI イメージング

による解析・評価手法の体系化を行う。 

 

これらの実施に当たっては、科学的意義、福島復興再生や超スマート社会等

への社会的ニーズ及び出口を意識した経済・社会的インパクトの高い革新に至

る可能性のある研究開発に取り組み、量子ビーム応用研究開発の特性に応じた

研究組織・運営体系の工夫を行いつつ、機構内の各研究組織間の協働を促進し、

国内外の大学、研究機関、産業界等との連携を積極的に図る。こうした連携協

力を軸として、科学技術イノベーション創出を目指す国の公募事業への参画も

目指す。 

し、新発見の X線磁気円偏光発光のスペクトル計算コードの開発や、不均質

材料のナノ構造の計測技術の開発を進める。 

拠点横断的な融合研究として、標的アイソトープ治療を目指し、アルファ

線放出核種[211At]標識母体への標識条件の最適化を行う。また、放射線の生

物作用機構解明のため、細胞やモデル生物に高速で正確な重イオンシングル

ヒットを行う技術を確立する。さらに、有用生物資源の創出等に向け、ゲノ

ム解析技術を用いて、様々な条件下におけるイオンビーム誘発変異の特徴を

解析するとともに、環境に応答する果実内の炭素栄養動態を解析・評価する

技術を確立する。 

福島復興に資するため、吸着動態観察用装置と吸着材フィルターからなる

連続水処理装置を製作し、長期間安定に使用できる集中管理型水処理システ

ムを構築する。 

Ｎｏ．６ 

核 融 合 に

関 す る 研

究開発 

Ⅲ.1.(6) 核融合に関する研究開発 

「第三段階核融合研究開発基本計

画」（平成 4 年 6 月原子力委員会）、「イ

ーター事業の共同による実施のための

イーター国際核融合エネルギー機構の

設立に関する協定」（平成 19 年 10 月

発効。以下「ITER 協定」という。）、「核

融合エネルギーの研究分野におけるよ

り広範な取組を通じた活動の共同によ

る実施に関する日本国政府と欧州原子

力共同体との間の協定」（平成 19 年 6 

月発効。以下「BA 協定」という。）等に

基づき、核融合研究開発を総合的に推

進し、核融合エネルギーの実用化に向

けた国際共同研究を行う。「ITER（国際

熱核融合実験炉）計画」（以下「ITER 計

画」という。）及び「核融合エネルギー

研究分野における幅広いアプローチ活

動」（以下「BA 活動」という。）を国際

Ⅰ.1.(6)核融合に関する研究開発 

核融合エネルギーは、資源量が豊富で偏在がないといった供給安定性、安全

性、環境適合性、核拡散抵抗性、放射性廃棄物の処理処分等の観点で優れた社

会受容性を有し、恒久的な人類のエネルギー源として有力な候補であり、長期

的な視点からエネルギー確保に貢献することが期待されており、早期の実用化

が求められている。このため、「第三段階核融合研究開発基本計画（平成 4年 6

月原子力委員会）」、「イーター事業の共同による実施のためのイーター国際核

融合エネルギー機構の設立に関する協定（平成 19年 10月発効）」（以下「ITER

協定」という。）、「核融合エネルギーの研究分野におけるより広範な取組を通じ

た活動の共同による実施に関する日本国政府と欧州原子力共同体との間の協

定（平成 19年 6月発効）」（以下「BA協定」という。）、「エネルギー基本計画（平

成 26 年 4 月 11 日閣議決定）」等に基づき、核融合エネルギーの実用化に向け

た研究開発を総合的に行う。具体的には、「ITER（国際熱核融合実験炉）計画」

及び「核融合エネルギー研究分野における幅広いアプローチ活動」（以下「BA活

動」という。）を国際約束に基づき、着実に推進しつつ、実験炉 ITERを活用し

た研究開発、JT-60SAを活用した先進プラズマ研究開発、BA活動で整備した施

設を活用・拡充した理工学研究開発へ、相互の連携と人材の流動化を図りつつ、

事業を展開する。これにより、核融合エネルギーの科学的・技術的実現可能性

の実証、及び原型炉建設判断に必要な技術基盤構築を進めるとともに、核融合

Ⅰ.1.(6) 核融合に関する研究開発 

1）ITER計画の推進 

「ITER（国際熱核融合実験炉）計画」における我が国の国内機関として、

国際的に合意した事業計画に基づき、我が国が調達責任を有する機器の設計

や製作を進めるとともに、ITER 国際核融合エネルギー機構（以下「ITER 機

構」という。）が実施する統合作業を支援する。また、ITER機構及び他極国

内機関との調整を集中的に行う共同プロジェクト調整会議（JPC）の活動等

を通して、ITER 計画の円滑な運営に貢献する。さらに、ITER 計画に対する

我が国の人的貢献の窓口及び ITER 機構からの業務委託の連絡窓口としての

役割を果たす。 

a. ITER建設活動 

トロイダル磁場コイルの巻線と構造物の製作を継続するとともに、巻線と

構造物の一体化作業を実施する。また、フルタングステンダイバータ外側垂

直ターゲットのプロトタイプの製作、及び実機製作のための材料調達を継続

する。中性粒子入射加熱装置実機試験施設用電源の最終受入試験である定格

出力試験を進める。実機に向けて、電源高圧部と高電圧ブッシングの調達取

決めを締結するための準備作業を進める。加えて、湿度環境に関する新規要

求に基づき、影響を受ける遠隔保守機器の成立性確認のための基本設計を継

続する。さらには、計測機器の設計及び製作、高周波加熱装置のジャイロト
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約束に基づき、着実に実施しつつ、実験

炉 ITER を活用した研究開発、JT-60SA 

を活用した先進プラズマ研究開発、 BA 

活動で整備した施設を活用・拡充した

理工学研究開発へ事業を展開すること

で、核融合エネルギーの科学的・技術的

実現可能性の実証及び原型炉建設判断

に必要な技術基盤構築を進める。 

大学、研究機関、産業界などの意見や

知識を集約して ITER 計画及び BA 活

動に取り組むことを通じて、国内連携・

協力を推進することにより、国内核融

合研究との成果の相互還流を進め、核

融合エネルギーの実用化に向けた研

究・技術開発を促進する。 

1）ITER 計画の推進 

ITER 協定の下、国際的に合意した事

業計画に基づき、国内機関としての業

務を着実に実施するとともに、実験炉

ITER を活用した研究開発をオールジ

ャパン体制で実施するための準備を進

める。 

2）幅広いアプローチ活動を活用して進

める先進プラズマ研究開発 

BA 協定の下、国際的に合意した事業

計画に基づき、サテライト・トカマク計

画事業を実施機関として着実に実施す

るとともに、国際約束履行に不可欠な

トカマク国内重点化装置計画を推進

し、両計画の合同計画である JT-60SA 

計画を進め運転を開始する。ITER 計画

を支援・補完し原型炉建設判断に必要

技術を活用したイノベーションの創出に貢献する。 

研究開発の実施に当たっては、大学、研究機関、産業界などの研究者・技術

者や各界の有識者などが参加する核融合エネルギーフォーラム活動等を通し

て、国内意見や知識を集約して ITER計画及び BA活動に取り組むことにより国

内連携・協力を推進し、国内核融合研究との成果の相互還流を進め、核融合エ

ネルギーの実用化に向けた研究・技術開発を促進する。 

1) ITER計画の推進 

ITER協定の下、国際的に合意した事業計画に基づき、大学、研究機関、産業

界等との協力の下、国内機関としての業務を着実に実施する。また、実験炉 ITER

を活用した研究開発をオールジャパン体制で実施するための準備を進める。 

a. ITER建設活動 

我が国が調達責任を有する超伝導導体、超伝導コイル及び中性粒子入射加熱

装置実機試験施設用機器の製作を完了するとともに、高周波加熱装置、遠隔保

守装置等の製作を進める。また、ITER建設地（仏国 サン・ポール・レ・デュラ

ンス）でイーター国際核融合エネルギー機構（以下「ITER機構」という。）が実

施する機器の据付・組立等の統合作業を支援する。 

b. ITER計画の運営への貢献 

ITER 建設地への職員等の積極的な派遣などにより ITER 機構及び他極国内機

関との連携を強化し、ITER計画の円滑な運営に貢献する。また、ITER機構への

我が国からの人材提供の窓口としての役割を果たす。 

c. オールジャパン体制の構築 

ITER建設地での統合作業（据付・組立・試験・検査）や完成後の運転・保守

を見据えて、実験炉 ITER を活用した研究開発をオールジャパン体制で実施す

るための準備を進める。 

2) 幅広いアプローチ活動を活用して進める先進プラズマ研究開発 

BA協定の下、国際的に合意した事業計画に基づき、BA活動におけるサテライ

ト・トカマク計画事業を実施機関として着実に実施するとともに、国際約束履

行に不可欠なトカマク国内重点化装置計画（国内計画）を推進し、両計画の合

同計画である JT-60SA計画を進め運転を開始する。ITER計画を支援・補完し原

型炉建設判断に必要な技術基盤を構築するため、炉心プラズマ研究開発を進

め、JT-60SA を活用した先進プラズマ研究開発へ展開する。さらに、国際的に

研究開発を主導できる人材の育成に取り組む。 

ロンの製作と性能確認試験、トリチウム除去系の性能確証試験を継続する。 

ITERの据付・組立等の詳細化とそれらの工程の高確度化を進めるため、職

員等の派遣などにより、ITER機構が実施する統合作業を支援する。 

b. ITER計画の運営への貢献 

ITER機構への職員等の積極的な派遣により ITER機構及び他極国内機関と

の連携を強化し、ITER機構と全国内機関が一体となった ITER計画の推進に

貢献する。また、ITER機構での JPC活動に職員等を長期派遣するとともに、

ITERプロジェクト・アソシエイツ制度（IPA）を活用し、ITER機構と国内機

関との共同作業を促進する。さらに、ITER計画に対する我が国の人的貢献の

窓口及び ITER機構からの業務委託の連絡窓口としての役割を果たす。 

c. オールジャパン体制の構築 

ITER を活用した研究開発をオールジャパン体制で実施するための準備と

して、調達活動を通じて、統合作業に関する情報・経験の蓄積について産業

界と議論を継続する。また、核融合エネルギーフォーラムを活用し、ITER事

業に関する我が国の意見の集約を行う。 

2）幅広いアプローチ活動を活用して進める先進プラズマ研究開発 

サテライト・トカマク計画事業の作業計画に基づき、実施機関としての活

動を行うとともに、国際約束履行に不可欠なトカマク国内重点化装置計画

（国内計画）を推進し、両計画の合同計画である JT-60SA計画等を進める。 

a. JT-60SA計画 

① JT-60SAの機器製作及び組立 

欧州との会合や製作現場での調整の下、JT-60SA本体付帯設備の整備を完

了するとともに、実験運転に向けた装置増強のための調達機器の設計・協議

を進め、整備に着手する。 

② JT-60SA運転のための保守・整備及び調整 

JT-60SAで再使用する JT-60既存設備の点検・保守・改修を実施する。統

合試験運転を実施するために必要な、再利用機器の保守・整備を実施する。

また、加熱及び計測機器等を JT-60SAに適合させるための開発・整備を行う。 

③ JT-60SAの運転 

JT-60SAの、初プラズマ生成を含む統合試験運転を実施する。日欧研究者

による研究協力を進めるとともに、日欧研究者で構成される実験チームの発

足準備を進める。 
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な技術基盤を構築するため、JT-60SA 

を活用した先進プラズマ研究開発へ展

開する。さらに、国際的に研究開発を主

導できる人材育成に取り組む。 

3）幅広いアプローチ活動等による核融

合理工学研究開発 

BA 協定の下、国際的に合意した事業

計画に基づき、BA 活動として進める国

際核融合エネルギー研究センター事業

等を実施機関として着実に推進すると

ともに、原型炉建設判断に必要な技術

基盤構築に向けて、推進体制の構築及

び人材の育成を進めつつ、BA 活動で整

備した施設を活用・拡充し、技術の蓄積

を行う。 

a. JT-60SA 計画 

BA 活動で進めるサテライト･トカマク事業計画及び国内計画の合同計画であ

る JT-60SA 計画を着実に推進し、JT-60SAの運転を開始する。 

① JT-60SA の機器製作及び組立 

JT-60SA 超伝導コイル等の我が国が調達責任を有する機器の製作を進める

とともに、日欧が製作する機器の組立を行う。 

② JT-60SA 運転のための保守・整備及び調整 

JT-60SA で再使用する JT-60 既存設備の保守・改修、装置技術開発・整備を

進めるとともに、各機器の運転調整を実施して JT-60SAの運転に必要な総合調

整を実施する。 

③ JT-60SA の運転 

①及び②の着実な実施を踏まえ、JT-60SAの運転を開始する。 

b. 炉心プラズマ研究開発 

ITER 計画に必要な燃焼プラズマ制御研究や JT-60SA の中心的課題の解決に

必要な定常高ベータ化研究を進めるとともに、統合予測コードの改良を進め、

精度の高い両装置の総合性能の予測を行う。また、運転を開始する JT-60SAに

おいて、ITER をはじめとする超伝導トカマク装置において初期に取り組むべき

プラズマ着火等の炉心プラズマ研究開発を進める。 

c. 国際的に研究開発を主導できる人材の育成 

国際協力や大学等との共同研究等を推進し、ITER計画や JT-60SA計画を主導

できる人材の育成を行う。 

3) 幅広いアプローチ活動等による核融合理工学研究開発 

BA協定の下、国際的に合意した事業計画に基づき、BA活動における国際核融

合エネルギー研究センター事業等を実施機関として着実に推進する。また、原

型炉建設判断に必要な技術基盤構築に向けて、国際協力及び国内協力の下、推

進体制の構築及び人材の育成を進めつつ、BA活動で整備した施設を活用・拡充

し、技術の蓄積を行う。 

a. 国際核融合エネルギー研究センター（IFERC）事業並びに国際核融合材料照

射施設（IFMIF）に関する工学実証及び工学設計活動（EVEDA）事業 

① IFERC 事業 

予備的な原型炉設計活動と研究開発活動を完了するとともに、計算機シミュ

レーションセンターの運用及び ITER遠隔実験センターの構築を完了する。 

b. 炉心プラズマ研究開発 

JT-60 の実験データ解析や DⅢ-D（米）、JET（英）等への実験参加・デー

タ解析を行う。JT-60等の実験データを用いた検証や物理モデルの精緻化及

びコードの改良を進めることにより、プラズマ内部からダイバータ領域まで

を含んだ統合コードの予測精度を向上させる。また、プラズマの安定性や輸

送を制御する手法、JT-60SAにおけるプラズマ着火や制御等の研究開発を進

める。これらにより、ITERの燃焼プラズマ実現や JT-60SAの定常高ベータ化

に必要な輸送特性や安定性、原型炉に向けたプラズマ最適化の研究を実施す

る。 

c. 人材育成 

大学等との連携・協力を継続して推進し、国際協力等を活用して国際的に

研究開発を主導できる人材の育成に貢献する。 

3）幅広いアプローチ活動等による核融合理工学研究開発 

BA 協定の下、国際的に合意した事業計画に基づき、BA 活動における実施機

関として着実に事業を推進する。また、原型炉建設判断に必要な技術基盤構

築に向けて、技術の蓄積を行う。 

a. 国際核融合エネルギー研究センター（IFERC）事業並びに国際核融合材料

照射施設（IFMIF）に関する工学実証及び工学設計活動（EVEDA）事業 

① IFERC事業 

IFERC事業では、原型炉設計対応の材料データベース、材料特性ハンドブ

ックの整備（照射、腐食データを含む。）、核融合中性子照射効果予測技術の

基盤構築を進める。原型炉設計活動としては、安全性解析、炉内機器や加熱・

電流駆動システムの検討等を実施する。ITER遠隔実験センターでは、他の BA

事業や ITER 機構との協力を進める。また、欧州実施機関と大型計算機に係

る技術情報や関連する研究活動等に関する情報交換、日欧共同研究プロジェ

クト等への計算資源の提供を行うとともに、シミュレーション研究を推進す

る。 

② IFMIF-EVEDA事業 

IFMIF-EVEDA事業では、高周波四重極加速器（RFQ）と大電力ビームダンプ

を組み合わせ、長パルス重陽子ビーム試験を実施する。また小型リチウムル

ープの設計を行い、純化系・純度監視系の R＆Dを開始する。 

③ 実施機関活動 
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② IFMIF-EVEDA事業 

IFMIF原型加速器の実証試験を完了する。 

③ 実施機関活動 

理解増進、六ヶ所サイト管理等を BA活動のホスト国として実施する。 

b. BA活動で整備した施設を活用・拡充した研究開発 

① 原型炉設計研究開発活動 

原型炉建設判断に必要な技術基盤構築のため、概念設計活動、低放射化フェ

ライト鋼等の構造材料重照射データベース整備活動、増殖ブランケット機能材

料の製造技術や先進機能材料の開発、トリチウム取扱技術開発を拡充して推進

する。 

② テストブランケット計画 

ITERでの増殖ブランケット試験に向けて、試験モジュールの評価試験・設計・

製作を進める。 

③ 理論・シミュレーション研究及び情報集約拠点活動 

計算機シミュレーションセンターを活用し、核燃焼プラズマの動特性を中心

としたプラズマ予測確度の向上のためのシミュレーション研究を進める。ま

た、ITER 遠隔実験センターを国際的情報集約拠点として活用する。 

④ 核融合中性子源開発 

六ヶ所中性子源の開発として、IFMIF 原型加速器の安定な運転・性能向上を

行うとともに、リチウムループの建設、照射後試験設備及びトリチウム除去シ

ステムの整備、ビーム・ターゲット試験の準備を開始する。 

BA活動及び核融合についての理解促進を図るため、引き続き、一般見学者

等の受入れや各種イベントへの参加、施設公開等を行う。また、六ヶ所核融

合研究所の維持・管理業務を継続する。 

b. BA活動で整備した施設を活用・拡充した研究開発 

① 原型炉設計研究開発活動 

原型炉概念の基本設計を継続し第一回中間 C&Rに向けて、これまでの設計

検討を報告書案にまとめる。低放射化フェライト鋼等の炉内構造物材料の中

性子重照射後の材料試験及び評価を継続する。これらの活動を強化するた

め、核融合科学研究所と連携して大学等との共同研究を継続する。さらに、

アライアンス事業等を含めリチウム回収技術開発を継続する。 

② テストブランケット計画 

ITERに設置し試験を行うテストブランケット・システムの詳細設計（予備

設計）を進める。また、詳細設計レビュー（PDR）に向けた準備を継続する。

さらに、最終設計承認に必要と考える安全実証試験データの取得のための装

置の製作設計を完了し、製作を開始するとともに、同装置を設置するブラン

ケット工学試験棟の建設を進める。 

③ 理論・シミュレーション研究及び情報集約拠点活動 

核燃焼プラズマ予測確度の向上のためのモデルの高度化を継続するとと

もに、開発したコードによる実験予測を実施する。核融合研究専用スパコン

JFRS-1の運用を継続し、原型炉を見据えつつ ITER計画等への貢献を踏まえ

た計算資源の配分を行う。 

④ 核融合中性子源開発 

概念設計書に基づき、核融合中性子源 A-FNSの工学設計活動計画の検討を

行う。また、欧州における核融合中性子源開発の動向について情報収集・情

報交換を行う。 

Ｎｏ．７ 

研 究 開 発

成 果 の わ

か り や す

い 普 及 及

び 成 果 活

用の促進、

Ⅲ.2. 研究成果のわかりやすい普及及

び成果活用の促進 

量子科学技術について、研究開発を行

う意義の国民的理解を深めるため、当

該研究開発によって期待される成果や

社会還元の内容等について、適切かつ

わかりやすい情報発信を行う。 

2. 研究開発成果のわかりやすい普及及び成果活用の促進 

・ 量子科学技術及び放射線に係る医学（以下、「量子科学技術等」という。）に

ついて、研究開発を行う意義の国民的理解を深めるため、当該研究開発に

よって期待される成果や社会還元の内容等について、適切かつわかりやす

い情報発信を行う。特に、低線量放射線の影響等に関しては、国民目線に立

って、わかりやすい情報発信と双方向のコミュニケーションに取り組む。 

・ 機構の研究開発成果について、その実用化及びこれによるイノベーション

Ⅰ.2. 研究開発成果のわかりやすい普及及び成果活用の促進 

・ イベント、講演会等の開催・参加、学校等への出張授業、施設公開等を

実施するとともに、広報誌やウェブサイトでの公開、プレス発表など多

様な媒体を通じた情報発信を行う。また、展示施設「きっづ光科学館ふ

ぉとん」の運営等により見学者を積極的に受け入れ、量子科学技術を含

む科学研究に対する国民の理解増進を図る。 

・ イノベーションの創出を図るため、研究開発成果の権利化及び社会実装
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国 際 協 力

や 産 学 官

連 携 の 推

進、公的研

究 機 関 と

し て 担 う

べき機能 

また、機構の研究開発成果について、

その実用化及びこれによるイノベーシ

ョンの創出を図る。具体的には、特許に

ついては、国内出願時の市場性、実用可

能性等の審査などを含めた出願から、

特許権の取得及び保有までのガイドラ

インを策定し、特許権の国内外での効

果的な実施許諾等の促進に取り組む。

加えて、機構の研究開発の成果を事業

活動において活用し、又は活用しよう

とする者に対する出資並びに人的及び

技術的援助を適時適切に行う。 

の創出を図る。まず、特許等の知的財産権については、国内出願時の市場

性、実用可能性等の審査などを含めた出願から、特許権の取得・保有及び活

用までのガイドラインを策定し、特許権の国内外での効果的かつインパク

トの高い実施許諾等の促進に取り組むとともに、ガイドラインの不断の見

直しを行う。加えて、機構の研究開発の成果を事業活動において活用し、又

は活用しようとする者に対し、外部有識者の知見を活用した厳正な審査を

経て、担当部署を通じた出資並びに人的及び技術的援助を適時適切に行う。 

を促進するための基本方針である「知的財産利活用ガイドライン」を基

に活動する。市場性、実用可能性等の検討を通じて、質の高い知的財産

の権利化と維持、そして活用促進に取り組む。また、機構の研究開発成

果を事業活動において活用し、又は活用しようとする者に対し、出資並

びに人的及び技術的な援助を適時適切に行う体制として、外部有識者を

中心とした検討部会を設置し、出資先の選定条件、援助の方針等の検討

を進める。 

Ⅲ.3. 国際協力や産学官の連携による

研究開発の推進 

関係行政機関の要請を受けて、放射

線に関わる安全管理や規制あるいは研

究に携わる国際機関に積極的に協力す

る。具体的には、原子放射線の影響に関

する国連科学委員会（UNSCEAR）などの

国際機関等とのネットワークの強化に

向けた取組を行う。 

さらに、量子科学技術分野の研究開

発を効果的かつ効率的に実施し、その

成果を社会に還元するため、機構自ら

が中核となることを含め、産業界、大学

を含む研究機関及び関係行政機関との

産学官連携活動を本格化し、共創を誘

発する「場」を形成する。また社会ニー

ズを的確に把握し、研究開発に反映し

て、共同研究を効果的に進めること等

により、その「場」の活用を促進する。

その際、必要に応じクロスアポイント

3. 国際協力や産学官の連携による研究開発の推進 

(1) 産学官との連携 

・ 研究成果の最大化を目標に、産学官の連携拠点として、保有する施設、設備

等を一定の条件のもとに提供するとともに、国内外の研究機関と連携し、

国内外の人材を結集して、機構が中核となる体制を構築する。これにより、

外部意見も取り入れて全体及び分野ごとの研究推進方策若しくは方針を策

定しつつ、研究開発を推進する。 

・ また社会ニーズを的確に把握し、研究開発に反映して、共同研究等を効果

的に進めること等により、産学官の共創を誘発する場の形成・活用及びイ

ンパクトの高い企業との共同研究を促進する。 

(2) 国際展開・国際連携 

・ 関係行政機関の要請を受けて、放射線に関わる安全管理、規制、被ばく医療

対応あるいは研究に携わる UNSCEAR、ICRP、IAEA、WHO等、国際的専門組織

に、協力・人的貢献を行い、国際的なプレゼンスを高め、成果普及やネット

ワークの強化に向けた取組を行う。さらに、IAEA-CCや WHO-CC機関として、

放射線医科学研究の推進を行う。 

・ 国際連携の実施に当たっては、国外の研究機関や国際機関との間で、個々

の協力内容に相応しい協力取決めの締結等により効果的・効率的に進める。 

Ⅰ.3. 国際協力や産学官の連携による研究開発の推進 

Ⅰ.3.(1) 産学官との連携 

・ 産学官の連携拠点及び国内外の人材が結集する研究開発拠点を目指し、

国や大学、民間企業等との情報交換を通じ、他法人等の産学連携の状況

を収集し社会ニーズの把握に努めるとともに、民間企業等との共同研究

などを戦略的に展開し、国内外の意見や知識を集約して国内外での連携・

協力を推進する。また、機構が保有する施設・設備の利用者に対して安

全教育や役務提供等を行うことで、利用者支援の充実を図る。 

・ 量子科学技術に係る研究成果創出を円滑に進めるため、国内外の研究機

関等との間で協定に基づく相互の連携協力を引き続き進める。 

・ 戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）において、機構が管理法人

として指定された課題について、総合科学技術・イノベーション会議が

策定する実施方針に沿って、プログラムディレクター（PD）の方針に従

い研究開発マネジメントを行う。 

Ⅰ.3.(2) 国際展開・国際連携 

・ 原子放射線の影響に関する国連科学委員会（UNSCEAR）を始めとする国際

機関等との連携を強化するとともに、国際放射線防護委員会（ICRP）等

の放射線安全や被ばく医療分野、技術標準に関わる国際機関における議

論等に我が国を代表する専門家として派遣・参画し、国際協力を遂行す

る。さらに、国際原子力機関（IAEA）等と協力して研修会を開催するほ
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メント制度を活用する。 か、IAEAや世界保健機関（WHO）の協働センターとしての活動や、アジア

原子力協力フォーラム（FNCA）のプロジェクトやアジア放射線腫瘍学連

盟（FARO）への参画等を通じて、我が国を代表する放射線科学の研究機

関である機構の研究成果の発信、及び人材交流等、機構の国際的プレゼ

ンス向上に向けた取組みを引き続き行う。 

・ 国際連携の実施に当たり協力協定等を締結する際は、協定の枠組みを最

大限活用できるよう、その意義や内容を精査し、これを延長する場合に

あっても、当該活動状況等、情勢を考慮した検討により、効果的・効率

的に運用する。 

Ⅲ.4. 公的研究機関として担うべき機

能 

Ⅲ.4.(1) 原子力災害対策・放射線防護

等における中核機関としての機能 

原子力規制委員会の原子力災害対

策・放射線防護のニーズに応える技術

支援機関及び災害対策基本法や国民保

護法等に位置付けられている指定公共

機関並びに基幹高度被ばく医療支援セ

ンターとしての機能を確実に確保す

る。原子力災害や放射線事故等は、発生

した場合には影響が甚大であるため、

専門人材の育成が極めて重要である。

そのため、専門的・技術的な研究水準の

向上や組織体制の整備を図るととも

に、我が国において中核的な役割を担

うことのできる専門人材を機構内で確

保することを継続的かつ計画的に進め

る。また、大学を含む研究機関と連携

し、このような専門人材の育成も継続

的かつ計画的に進める。 

具体的には、原子力災害医療体制に

おける基幹高度被ばく医療支援センタ

4. 公的研究機関として担うべき機能 

(1) 原子力災害対策・放射線防護等における中核機関としての機能 

・ 「災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）」及び「武力攻撃事態等及び

存立危機事態における我が国の平和と独立並びに国及び国民の安全の確保

に関する法律（平成 15年法律第 79号）」に基づく指定公共機関及び原子力

規制委員会の原子力災害対策・放射線防護のニーズに応える技術支援機関

として、関係行政機関や地方公共団体からの要請に応じて、原子力事故時

等における各拠点からの機材の提供や、専門的な人的・技術的支援を行う

ため、組織体制の整備及び専門的・技術的な水準の向上を図る。国の委託事

業等の外部資金も活用して、我が国において中核的な役割を担うことので

きる専門人材を機構内に確保するように努める。また、原子力災害のほか、

放射線事故、放射線/放射性物質を使用した武力攻撃事態等に対応できるよ

う、国等の訓練・研修に参加するとともに、自らも訓練・研修を実施する。

さらに、医療、放射線計測や線量評価に関する機能の維持・整備によって支

援体制を強化し、健康調査・健康相談を適切に行う観点から、公衆の被ばく

線量評価を迅速に行えるよう、線量評価チームの確保等、公衆の被ばく線

量評価体制を整備する。 

・ 国外で放射線事故が発生した際には IAEA/RANET等の要請に基づき、あるい

は国内の放射線事故等に際し、人材の派遣を含む支援を行うため、高度被

ばく医療センターを中心に対応体制を整備する。 

・ 原子力規制委員会により指定された基幹高度被ばく医療支援センターとし

て、他の高度被ばく医療支援センターを先導し、国、立地道府県及び大学を

含む研究機関等と協力・連携して、我が国の被ばく医療体制の強化に貢献

Ⅰ.4. 公的研究機関として担うべき機能 

Ⅰ.4.(1) 原子力災害対策・放射線防護等における中核機関としての機能 

・ 原子力災害等に対応可能な線量評価手法の整備を図るとともに、実用的

で信頼性のある手法を引き続き開発し、関連機関への展開を行う。原子

力災害等が発生した場合に対応できるよう、機構全体として、要員、資

機材維持管理等の体制の整備を引き続き進めるとともに、国や自治体の

訓練に積極的に協力・参加し、さらに機構独自の訓練を実施する。これ

ら機構内外の訓練・研修を通じ、職員の専門能力の維持・向上を図る。

また、国の要請に応じて、緊急時被ばく医療の準備・対応に協力する。 

・ 原子力規制委員会の技術支援機関として、放射線安全規制研究戦略的推

進事業等を活用し、放射線源規制・放射線防護による安全確保のための

根拠となる調査・研究を継続するとともに、放射線防護研究関連機関に

よるネットワークを放射線安全規制研究の推進、放射線防護人材の確保・

育成並びに放射線審議会の調査機能強化に活用する。 

・ 研修等により職員の能力向上を図り、対応体制を引き続き整備する。 

・ 基幹高度被ばく医療支援センターとして診療及び支援機能の整備を行

う。基幹及び高度被ばく医療支援センター間での情報交換を行うための

機器類を引き続き維持するとともに、オールジャパンでの被ばく医療連

携を主導し、教育訓練機能を強化する。また、被ばく医療分野の人材育

成のため、体系化された新たな枠組みでの原子力災害医療等の研修を開

始するとともに、研修履歴等の情報の一元的な管理運用を開始する。 

・ UNSCEAR が実施するグローバルサーベイのため、国内情報の集約を継続

するとともに、UNSCEAR の東電福島第一原発事故の報告書の完成や普及
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ーとして、原子力災害時の被ばく医療

体制に貢献するため、他の高度被ばく

医療支援センターを先導する中核的な

役割を担い、地域の原子力災害拠点病

院等では対応できない緊急時の被ばく

線量評価、高度専門的な診療及び支援

並びに高度専門研修等を行う。 

さらに、放射線の影響、被ばく医療や

線量評価等に関するデータを継続的に

収集整理・解析し、UNSCEAR、IAEA、WHO、

ICRP などの国際機関等へ積極的に情

報提供などを行うとともに、放射線被

ばく、特に、人と環境に対する低線量被

ばくの影響について正確な情報を国民

に広く発信する。 

する。このため、高度な被ばく線量評価、高度専門的な診療及びその支援を

行う。また、高度専門研修を行うとともに、被ばく医療の研修内容の標準

化、必要な知識・技能の体系化、専門人材のデータベースの整備等を行うこ

とにより、専門人材の育成等を進める。さらに、被ばく医療、救急・災害医

療、その他の専門医療拠点等の全国的な連携体制において、被ばく医療の

中核機関として主導的な役割を果たす。 

・ 放射線医科学分野の研究情報や被ばく線量データを集約するシステム開発

やネットワーク構築を学協会等と連携して行い、収集した情報を、UNSCEAR、

IAEA、WHO、ICRP や ICRU 等の国際的専門組織の報告書等に反映させる。ま

た我が国における放射線防護に携わる人材の状況を把握するとともに、放

射線作業者の実態を調査し、ファクトシート（科学的知見に基づく概要書）

としてまとめる。さらに放射線医科学研究の専門機関として、国、地方公共

団体、学会等、社会からのニーズに応えて、放射線被ばくに関する正確な情

報を発信するとともに、放射線による被ばくの影響、健康障害、あるいは人

体を防護するために必要となる科学的知見を得るための調査・解析等を行

う。 

に貢献する。放射線影響・防護に関する情報発信のための Web システム

の運用やコンテンツの充実化を行い、国民目線に立ったわかりやすい低

線量放射線影響に関する情報発信に努める。また、国内学術コミュニテ

ィとの連携により、線量・リスク評価研究の高度化や行政ニーズへの対

応を進めるとともに、国際機関への貢献を図る。過去の被ばく患者に対

しての健康診断等を通じ、健康障害についての科学的知見を得るための

追跡調査を継続する。 

Ⅲ.4.(2) 福島復興再生への貢献 

住民や作業員等の放射線による健康

上の不安の軽減、その他安心して暮ら

すことが出来る生活環境の実現、更に

原子力災害対応に貢献できるよう、東

京電力福島第一原子力発電所事故に対

応することで得られた経験を基に、被

災地再生支援に向けた放射線の人や環

境への影響に関する調査研究等に取り

組む。 

4.(2) 福島復興再生への貢献 

・ 「福島復興再生基本方針（平成 24年 7月 13日閣議決定）」において、被ば

く線量を正確に評価するための調査研究、低線量被ばくによる健康影響に

係る調査研究、沿岸域を含めた放射性物質の環境動態に対する共同研究を

行うとされている。 

また、「避難解除等区域復興再生計画（平成 26 年 6 月改定 復興庁）」にお

いて、復旧作業員等の被ばくと健康との関連の評価に関する体制の整備、

県民健康調査の適切かつ着実な実施に関し必要な取組を行うとされてい

る。 

これらを受けて、国や福島県等からの要請に基づき、東電福島第一原子力

発電所事故後の福島復興再生への支援に向けた調査・研究を包括的、かつ

他の研究機関とも連携して行うとともに、それらの成果を国民はもとより、

国、福島県、UNSCEAR等の国際的専門組織に対して、正確な科学的情報とし

て発信する。 

・ 特に、国民の安全と安心を科学的に支援するための、住民や原発作業員の

被ばく線量と健康への影響に関する調査・研究、低線量・低線量率被ばくに

Ⅰ.4.(2) 福島復興再生への貢献 

・ 前年度に引き続き、福島県が実施する住民の事故初期における外部被ば

く線量推計を支援する。また、内部被ばく線量の推計について得られた

成果を取りまとめ、適宜公表する。 

・ 独立行政法人労働安全衛生研究所からの委託に基づく緊急時作業員の疫

学的研究において、引き続き被ばく線量評価を実施する。一部の作業員

については、染色体異常解析による遡及的外部被ばく線量評価を継続す

る。 

・ 前年度に引き続き、環境試料中のウラン迅速分析法の高度化及び新たな

手法をネプツニウムに応用した技術開発を進める。引き続き環境試料に

ついて調査を行い、食品に係る放射性物質濃度データを用いて環境移行

パラメータを導出し、平均的な値を示す。ストロンチウム同位体につい

ては、表面電離型質量分析計（TIMS）を用いた高精度分析法により、食

品中におけるストロンチウムの濃度について調査を行う。住民の長期被

ばく線量評価モデル（システム）について、外部・内部被ばくの検証を

行いつつ、さらにシステムの改修を進める。また、環境省研究調査事業
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よる影響の評価とそのリスク予防に関する研究、放射性物質の環境中の動

態とそれによる人や生態系への影響などの調査・研究を行う。 

において、実験動物を用いた不溶性セシウム粒子の体内分布と病理解析

を進める。 

・ 放射線が環境中の生物に与える影響を明らかにするため、新たに開発し

た影響評価手法による解析を継続するとともに、各種環境生物での低線

量率長期照射実験及び解析を継続する。 

・ 福島研究分室における研究環境の整備及び関係機関との連携を進めると

ともに、得られた成果を、福島県を始め国や国際機関に発信する。次期

計画について、福島県立医科大と協議を進める。 

Ⅲ.4.(3) 人材育成業務 

量子科学技術の推進を担う機関とし

て、国内外の当該分野の次世代を担う

人材の育成に取り組む。また、東京電力

福島第一原子力発電所事故後の放射線

に関する社会の関心の高まりを踏ま

え、放射線に係る専門機関として、放射

線防護や放射線の安全取扱い等に関係

する人材や幅広く放射線の知識を国民

に伝えるための人材の育成に取り組

む。 

4.(3)人材育成業務 

・ 「第 5 期科学技術基本計画」に示されているように、イノベーションの芽

を生み出すために、産学官の協力を得て、量子科学技術等の次世代を担う

研究・技術人材の育成を実施する。 

・ 放射線に係る専門機関として、放射線影響研究、被ばく医療研究及び線量

評価研究等に関わる国内外専門人材の連携を強化し、知見や技術の継承と

向上に務める。 

・ 研修事業を通して、放射線防護や放射線の安全取扱い及び放射線事故対応

や放射線利用等に関係する国内外の人材や、幅広く放射線の知識を国民に

伝えるための人材の育成に取り組む。 

・ 国際機関や大学・研究機関との協力を深めて、連携大学院制度の活用を推

進する等、研究者・技術者や医療人材等も積極的に受け入れ、座学のみなら

ず OJT等実践的な人材育成により資質の向上を図る。 

・ 研究成果普及活動や理科教育支援等を通じて量子科学技術等に対する理解

促進を図り、将来における当該分野の人材確保にも貢献する。 

Ⅰ.4.(3) 人材育成業務 

・ 量子科学技術や放射線に係る医学分野における次世代を担う人材を育成

するため、連携協定締結大学等に対する客員教員等の派遣を行うととも

に、連携大学院生や実習生等の若手研究者及び技術者等を受け入れる。

また、機構各部門において大学のニーズに合った人材育成を行うために、

機構における受入れ等を重層的、多角的に展開する。 

・ 将来における当該分野の人材確保にも貢献するために、引き続き量子科

学技術の理解促進に係る取組みを行う。 

・ 引き続き放射線防護や放射線の安全な取扱い等に関係する人材及び幅広

く放射線の知識を国民に伝える人材等を育成するための研修を実施する

とともに、社会的ニーズに応え、放射線事故等に対応する医療関係者や

初動対応者に対して被ばく医療に関連する研修を実施する。 

・ 国内外の研究機関等との協力により、研究者、技術者、医学物理士を目

指す理工学系出身者を含む医療関係者等を受け入れ、実務訓練（OJT）等

を通して人材の資質向上を図る。 

Ⅲ.4.(4) 施設及び設備等の活用促進 

機構が保有する先端的な施設、設備

及び専門的な技術を活用し、幅広い分

野の多数の外部利用者への共用あるい

は提供を行う。その際、外部利用者の利

便性の向上に努める。これにより、量子

科学技術の中核として、我が国の研究

基盤の強化と、多種多様な人材が交流

することによる科学技術イノベーショ

4.(4) 施設及び設備等の活用促進 

・ 「第 5 期科学技術基本計画」においても示されたように、先端的な研究施

設・設備を幅広く、産学官による共用に積極的に提供するため、先端研究基

盤共用・プラットフォームとして、利用者の利便性を高める安定的な運転

時間の確保や技術支援者の配置等の支援体制を充実・強化する。 

・ 特に、HIMAC、TIARA、SPring-8 専用 BL、J-KAREN 等、世界にも類を見ない

貴重な量子ビーム・放射線源について、施設の共用あるいは共同研究・共同

利用研究として国内外の研究者・技術者による活用を広く促進し、研究成

果の最大化に貢献する。 

Ⅰ.4.(4) 施設及び設備等の活用促進 

・ 運転維持管理体制を維持し、加速器や放射線源等の各種の量子ビームや

実験装置等の利用状況を把握するとともに、所内外で開催される展示会

等を通じて外部への周知を行い、利活用を促進する。 

・ 研究成果の最大化を図るために、加速器施設等を利用する研究課題につ

いて、施設共用課題審査委員会等において、利用課題の公募、選定、利

用時間の配分などを審査し決定する。さらに各共用施設の状況や問題点

の把握に努め、機構全体としての共同研究や共同利用研究を含めた外部

利用の推進方策について検討を行う。また、研究成果等の広報活動を行
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ンの持続的な創出や加速に貢献する。 ・ 先端的な施設と技術を活用し質の高い実験動物の生産・飼育を行って研究

に供給する。 

・ 保有する施設、設備及び技術を活用し、薬剤や装置の品質管理と保証やそ

れに基づく臨床試験の信頼性保証、並びに、放射線等の分析・測定精度の校

正や保証に貢献する。 

・ 機構内外の研究に利用を促進し、当該分野の研究成果の最大化を図るため

に、各種装置開発、基盤技術の提供、研究の支援を行う。 

って外部への利用を推進する。 

・ 施設の最適環境の維持や研究に必要な質の高い実験動物の供給を行い、

動物実験の適正な実施を支援する。 

・ 薬剤製造や装置利用に関する品質管理体制構築の助言や監査を通じて、

臨床研究や先進医療の信頼性保証活動を実施する。 

・ ホームページ等を活用し、各施設における各種の量子ビーム性能、実験

装置等の仕様及び計測手法等の技術情報について、機構内外に向けて幅

広く発信する。 

Ⅲ.4.(5) 官民地域パートナーシップ

による次世代放射光施設の整備等 

官民地域パートナーシップにより、

新たなサイエンスの創出や材料科学、

触媒化学、生命科学等の幅広い分野の

産業利用等につながる次世代放射光施

設の整備等に取り組む。※ 

※加入金全額の確実なコミットメン

トが得られた上で、整備に着手するも

のとする。 

4.(5) 官民地域パートナーシップによる次世代放射光施設の整備等 

・ パートナー機関と連携協力しながら、官民地域パートナーシップにより、

新たなサイエンスの創出や材料科学、触媒化学、生命科学等の幅広い分野

の産業利用等につながる次世代放射光施設の整備等に取り組む。※ 

※加入金全額の確実なコミットメントが得られた上で、整備に着手するも

のとする。 

Ⅰ.4.(5) 官民地域パートナーシップによる次世代放射光施設の整備等 

・ パートナー機関と連携協力しながら、官民地域パートナーシップによる

次世代放射光施設の整備等における加速器の機器製作等を着実に進める

とともに、運転開始当初に整備するビームラインの設計検討等を開始す

る。また、施設の整備等に係る人員体制の強化を図るとともに、パート

ナー機関等との連携・調整やウェブサイト等を通じた施設整備に係る情

報発信等を推進する。 

Ｎｏ．８ 

業 務 運 営

の 効 率 化

に 関 す る

事項 

Ⅳ.1. 効果的、効率的なマネジメント

体制の確立 

1）効果的、効率的な組織運営 

機構は、自らの社会的責任と役割を

認識し、理事長の強いリーダーシップ

の下、研究開発成果の最大化を図るた

め、2）以下の組織編成及び業務運営の

基本方針に基づき、業務に取り組むも

のとする。また、独立行政法人を対象と

した横断的な見直し等については、随

時適切に対応する。 

なお、取組を進めるに当たっては、業

務や組織の合理化及び効率化が、研究

開発能力を損なわないように十分に配

Ⅱ.業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき事項 

1.効果的、効率的なマネジメント体制の確立 

(1)効果的、効率的な組織運営 

理事長のリーダーシップの下、量子科学技術分野における研究成果の最大化

を図るために、国の中核研究機関として経営戦略の企画・立案やリスク管理等

の理事長のマネジメントの支援機能を強化し、柔軟かつ効果的な組織運営を行

う。具体的には、次に掲げる事項を行う。 

 機動的な資源（資金、人材）配分により、各部署の研究業務の効率を高め、

研究成果の最大化も図る。 

 複数の拠点に対するマネジメントを適切に機能させるため、役員と拠点幹部

が経営課題等について共有・議論する会議体を設置し、ICTを活用しつつ定期

的に運用する。 

 機構が有する技術的なシーズを開発研究や事業化へと展開し、イノベーショ

ンを推進していくため、産学官の連携も戦略的に主導するイノベーションセ

Ⅱ.1. 効率的、効果的なマネジメント体制の確立 

Ⅱ.1.(1) 柔軟かつ効果的な組織運営 

 理事長のリーダーシップの下、機動的な資源配分により研究業務の効率を

高める。また、令和元年度に研究開発等成果の最大化を目指して実施した

組織改革を踏まえつつ、引き続き、組織体制の不断の見直し等、適時適切

な取組みを通じて柔軟かつ効果的な組織運営を行う。 

 役員と各拠点幹部とが経営課題等について定期的に議論する会議体によ

り、良好事例の共有等、ICT を活用しながら複数拠点への適切なマネジメ

ントを図る。 

 イノベーションセンターが中心となり、機構が保有する技術シーズの活用、

戦略的な産学官の連携に取り組む。 

 外部有識者の知見を最大限に活用した評価を実施するとともに、理事長に

よる PDCAサイクルを通じた業務運営体制の改善・充実を図る。 

 原子力安全規制及び防災等への技術的支援に係る業務については、業務の
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慮する。 

2）内部統制の強化 

適正かつ効果的・効率的な内部統制

を強化するために、コンプライアンス

の徹底、経営層による意思決定、内部規

程整備・運用、リスクマネジメント等を

含めた内部統制環境を機構発足当初か

ら整備・運用するとともに不断の見直

しを行う。また、研究開発活動の信頼性

の確保、科学技術の健全性の観点から、

研究不正に適切に対応するため、組織

として研究不正を事前に防止する取組

を強化するとともに、管理責任を明確

化する。さらに、万が一研究不正が発生

した際の対応のための体制を強化す

る。 

また、「独立行政法人の業務の適正を

確保するための体制等の整備」（平成 26 

年 11 月総務省行政管理局長通知）等

の事項を参考にしつつ、必要な取組を

進めることとする。 

3）研究組織間の連携、研究開発評価等

による研究開発成果の最大化 

今回の移管・統合により機構は複数

拠点を擁することとなることから、拠

点間の連携が密に行われるよう、ICT 

の活用等により連携体制を確保するな

ど、拠点を越えた組織融合の仕組みを

導入するほか、組織内の研究インフラ

の有効活用、随時の組織体制の見直し

等により、機構全体としての研究成果

の最大化につなげる取組を強化する。 

ンターを設置する。 

 外部有識者を中心とした評価に基づく PDCA サイクルを通じた業務運営体制

の改善・充実を図る。特に、原子力安全規制及び防災等への技術的支援に係

る業務については、機構内に設置した外部有識者から成る規制支援審議会の

意見を尊重し、当該業務の実効性、中立性及び透明性を確保する。 

 法人全体のリスクについて課題の抽出、解決等を図るために、理事長の下に

各拠点の長を構成員とする「リスク管理会議」を設置するとともに、各拠点

にもそれと連動するリスク管理に係る会議を設置することによって、危機管

理を含めた総合的なリスク管理システムを整備・運用する。 

(2) 内部統制の強化 

 理事長のリーダーシップの下、理事長が定める「基本理念と行動規範」を軸

に統制環境を充実・強化させ、業務の有効性・効率性、事業活動に関わる法

令等の遵守、規程及びマニュアル類の整備、資産の保全及び財務報告等の信

頼性確保の達成に取り組む。 

 経営環境の変化に対応し、意思決定の迅速化や業務の効率化を図るため、権

限・責任体制の整備を行うとともに、経営に関する重要事項については定期

的に理事会議において審議・報告し、適切なガバナンスを確保する。また、

理事長の指示及び機構の重要決定事項が職員に周知徹底される仕組みを構築

する。 

 監事を補佐する体制整備を行うとともに、監事監査や内部監査等のモニタリ

ングを通じて内部統制の機能状況を点検し、その結果を踏まえて必要な措置

を講じる。 

 全職員を対象とした教育・啓発の実施により、コンプライアンス、透明性、

健全性、安全管理の確保を図る。 

 研究不正に適切に対応するため、機構として研究不正を事前に防止する取組

を強化するとともに、管理責任の明確化を図る。また、万が一研究不正が発

生した際の対応のための体制の強化を図る。 

 中長期目標の達成を阻害する重要なリスクの把握に組織として取り組むとと

もに研究不正に適切に対応するための体制を整備する。また、各部門は、リ

スクマネジメント教育の実施等により、組織的なリスクマネジメント機能の

向上を図る。 

 緊急時・大規模災害発生時等の対応について、危機管理体制の向上を図る。 

実効性、中立性及び透明性を確保する。 

Ⅱ.1.(2) 内部統制の充実・強化 

・ 理事長が定めた「基本理念と行動規範」を軸に統制環境の充実に努め、

規程及びマニュアル類の必要に応じた見直し、情報の的確な伝達と共有

を図る。 

・ 意思決定の迅速化や業務の効率化を図るため、権限・責任体制を明確に

する体制を維持するとともに、定期的に理事会議、運営連絡会議等を開

催し、重要事項を審議・報告し適切なガバナンスを確保する。また、ICT

を活用して決定事項の周知徹底を図る。 

・ 監事監査が適切に行われるよう補佐するとともに、監事監査や内部監査

等のモニタリングを通じて、内部統制ポリシーを踏まえた内部統制の機

能状況を点検し、必要な措置を講じる。 

・ 各種研修会や講演会を通じて、コンプライアンス、透明性、健全性、安

全管理等に関する重要な情報の確実な伝達と共有を図る。 

・ 研究不正については、「研究活動の不正行為の防止及び対応に関する規

程」及び関係諸規程等に従い、適切な対応及び措置を講じる。 

・ 研究開発活動等における不正の防止に向けて、体制が有効に機能してい

るか内部監査を通じて状況を点検するとともに、自立した研究活動の遂

行を支えるよう、コンプライアンス教育の実施や助言等が得られる環境

の維持・充実を図る。 

・ 理事長を議長としたリスク管理会議のほか、研究所長を議長とする各研

究所内のリスク管理会議により、機構全体が連動してリスクを管理する

体制をもって運用する。また、機構としての社会的責任、法令遵守及び

情報セキュリティなどに関するリスク管理について研修等も活用して職

員の意識の向上を図る。「リスクレベルに応じた PDCA運用方針」に従い、

リスク対応状況を確認するとともに、特に取り組むべき重点対応リスク

の対応計画を作成し改善等を図る。 

・ 緊急時・大規模災害に備え災害対応資材及び食料等の計画的整備・備蓄

に努めるとともに、緊急時連絡及び災害対応等について訓練等を実施し、

緊急時・大規模災害に備えた体制の向上を図る。 

・ RI 法及び労働安全衛生法等の各種法令及び関係諸規程等に従い安全管

理を確実に実施するとともに、ヒヤリハット運動など安全に係る活動に
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「独立行政法人の評価に関する指

針」（平成 26 年 9 月総務大臣決定）や

「研究開発成果の最大化に向けた国立

研究開発法人の中長期目標の策定及び

評価に関する指針」（平成 26 年 7 月総

合科学技術・イノベーション会議）等に

基づき、自己評価を行い、その成果を研

究計画や資源配分等に反映させること

で研究開発成果の最大化と効果的かつ

効率的な研究開発を行う。また、自己評

価は、客観的で信頼性の高いものとす

ることに十分留意するとともに、外部

評価による評価結果等を適切に活用す

る。 

4）情報技術の活用等 

政府機関における情報セキュリティ

対策を踏まえ、機構の情報システムに

係るセキュリティポリシーや対策規律

の見直し等を行うとともに、これらに

対応した情報ネットワークや共通サー

バなどを含めた情報技術基盤を維持、

強化する。併せて、職員に対するトレー

ニングの実施やその結果を踏まえた研

修会の開催等の取組を行う。また、取組

の実施状況を毎年度把握し、PDCAサイ

クルにより情報セキュリティ対策の改

善を図る。 

Ⅳ.2. 業務の合理化・効率化 

機構は、管理部門の組織の見直し、調

達の合理化、効率的な運営体制の確保

等に引き続き取り組むことにより、経

費の合理化・効率化を図る。 

 「「独立行政法人の業務の適正を確保するための体制等の整備」について（平

成 26 年 11 月 28 日総務省行政管理局長通知）」に基づき業務方法書に定めた

事項について、その運用を確実に図る。 

(3) 研究組織間の連携、研究開発評価等による研究開発成果の最大化 

機構が複数拠点を擁する観点から、次に掲げる取組を実施・強化することに

より、機構全体として研究成果の最大化に繋げる。 

 拠点間を結ぶ広域 LAN を整備・維持することにより、各拠点において本部等

に設置される各種 ICT システムを利用可能にし、効率的な業務を実施する。

加えて、多拠点間テレビ会議システムを活用し、拠点間で円滑な情報共有、

意見交換を行い、融合的な研究を活性化する。さらに、イントラネットを活

用し、経営方針等重要な情報を速やかに各拠点の職員へ伝達する。 

 組織内の研究インフラを有効に活用するため、共有可能な研究施設・設備を

リスト化するとともに、イントラネット等でそのリストを機構内で共有し、

機構内における施設・設備の共用化を促進する。これにより機構全体の施設・

設備の最適化を図る。 

 種々の要因を総合的に勘案し、統合の効果を最大にするために、常に最適な

人員配置を担保できるよう随時組織体制を見直す。 

「独立行政法人の評価に関する指針」（平成 26年 9月総務大臣決定）や「研

究開発成果の最大化に向けた国立研究開発法人の中長期目標の策定及び評価

に関する指針」（平成 26年 7月総合科学技術・イノベーション会議）等に基づ

き、客観的で信頼性の高い自己評価を行い、その成果を研究計画や資源配分等

に反映させることで研究開発成果の最大化と効果的かつ効率的な研究開発を

行う。具体的には、次に掲げる事項を行う。 

 自己評価に当たっては、評価軸に対応するように評価要素を定め、その評価

要素には可能な限り定量的な実績を含めることとし、研究分野の特性に配慮

しつつも、統一的な評価システムを整備・運用する。 

 自己評価は、不断の PDCAサイクルの一部と位置づけ、自己評価において明ら

かとなった課題等が適切に研究計画等に反映されたかを管理する仕組みを構

築するとともに、予算等の資源配分に適切に反映させる。 

 より客観的な観点から研究開発の実績を見直し、有益な知見を得ることも目

的として、外部有識者による評価委員会を組織し運用するとともに、評価結

果を研究計画や資源の配分に活用する。 

取り組む。 

・ 理事長が定めた「業務方法書」に記載した内部統制システムの整備に関

する事項について、必要に応じて見直しを行い、適切に執行する。 

Ⅱ.1.(3) 研究組織間の連携、研究開発評価等による研究開発成果の最大化 

・ 拠点間を結ぶ情報網を維持するとともに各種 ICT システムを活用し、融

合的な研究の活性化や重要情報の速やかな周知及び伝達を図る。 

・ 施設利用委員会や機構共用施設等運用責任者連絡会議等を効果的に運用

し、機構内の研究インフラについて、機構全体で有効活用を図る。 

・ 限られた人的資源でも組織横断的な課題に対応できるよう、統合の効果

を発揮するための組織体制の変更について必要に応じて検討を行う。 

・ 外部有識者からなる評価委員会及び評価軸に対応して設定した評価要素

により、PDCAサイクルが円滑に機能するよう評価を実施するとともに、

評価結果を資源配分の際に適切に反映させる。 

Ⅱ.1.(4) 情報技術の活用等 

・ 機構全体をカバーする情報通信インフラを安定稼働させるとともに、政

府の方針を踏まえた、適切な情報セキュリティ対策を順次実施する。 

・ 学術情報の調査・収集・整理・提供、適切な学術情報利用の推進及び機

構全体の図書館運営を通じて、研究開発業務を支援する。また機構内各

種業務システムについて、必要に応じて改修等を行い、業務運営の効率

化を図る。 

・ 研究成果の最大化のための情報技術基盤維持・強化に資するため、高度

計算環境の円滑な利用支援及び整備を行う。 

Ⅱ.2. 業務の合理化・効率化 

Ⅱ.2.(1) 経費の合理化・効率化 

・ 一般管理費（法人運営を行う上で各種法令等の定めにより発生する義務

的経費等の特殊要因経費を除く。）について、研究成果の最大化を図るた

めに必要となる効率的で効果的な運営に努めつつ、的確な管理により不

要不急な支出を抑え支出の削減に努める。 

・ 新たな業務の追加又は業務の拡充を行う場合にあっても、中長期計画に

掲げる水準と同様の効率化を図るものとし、人件費の効率化については、

合理化・効率化の検証と併せて適正な給与水準を維持する。 

・ 当初から計画されている業務も含め、経費の合理化・効率化を進めるに
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運営費交付金を充当して行う事業

は、新規に追加されるもの、拡充分は除

外した上で、法人運営を行う上で各種

法令等の定めにより発生する義務的経

費等の特殊要因経費を除き、平成 28 年

度を基準として、一般管理費（租税公課

を除く。）については毎年度平均で前年

度比 3％以上、業務経費については毎年

度平均で前年度比 1％以上の効率化を

図る。新規に追加されるものや拡充さ

れる分は翌年度から効率化を図ること

とする。ただし、人件費の効率化につい

ては、次項に基づいて取り組む。 

なお、経費の合理化・効率化を進める

に当たっては、研究開発の進捗状況に

合わせた柔軟な経営資源の管理を行う

こととする。その際、研究開発成果の最

大化との整合にも留意する。 

契約については、「独立行政法人にお

ける調達等合理化の取組の推進につい

て」（平成 27 年 5 月 25 日総務大臣決

定）に基づく取組を着実に実施するこ

ととし、契約の公正性、透明性の確保等

を推進し、業務運営の効率化を図るこ 

ととする。 

Ⅳ.3. 人件費管理の適正化 

給与水準については、国家公務員の

給与水準を十分配慮し、手当を含め役

職員給与の在り方について厳しく検証

した上で、機構の業務の特殊性を踏ま

えた適正な水準を維持するとともに、

検証結果や取組状況を公表するものと

(4) 情報技術の活用等 

政府機関における情報セキュリティ対策を踏まえた情報セキュリティの確

保を行うとともに、研究開発成果の最大化と業務運営の効率化のための情報技

術基盤の継続的な維持・強化に努める。 

2. 業務の合理化・効率化 

(1) 経費の合理化・効率化 

機構の行う業務について既存事業の徹底した見直し、次に掲げる効率化を進

める。 

 運営費交付金を充当して行う事業は、新規に追加されるもの、拡充分は除外

した上で、法人運営を行う上で各種法令等の定めにより発生する義務的経費

等の特殊要因経費を除き、平成 28年度を基準として、一般管理費（租税公課

を除く。）については毎年度平均で前年度比 3％以上、業務経費については毎

年度平均で前年度比 1％以上の効率化を図る。 

 ただし、新規に追加されるものや拡充される分は翌年度から効率化を図るこ

ととする。 

 また、人件費の効率化については、Ⅱ．３の項に基づいて取り組むこととす

る。 

 なお、経費の合理化・効率化を進めるに当たっては、次の点に配慮する。 

 機構が放射性物質等を取り扱う法人であるという特殊性から、安全の確保を

最優先とする。 

 契約については、「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について

（平成 27 年 5 月 25 日、総務大臣決定）」に基づき、事務・事業の特性を踏

まえ、PDCA サイクルにより、公正性・透明性を確保しつつ、自律的かつ継続

的に調達等の合理化に取り組むため、調達等合理化計画を定めて業務運営の

効率化を図る。 

 「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」の趣旨に従い、長期性の観点

からの将来を見越した先行投資、あるいは予見不可能性の観点から、研究上

のブレイクスルーに伴う緊急的な集中投資等、研究開発の特性を踏まえた支

出を行う。 

 研究開発の成果の最大化に向けた取組との整合性を図る。 

(2) 契約の適正化 

 機構が策定する「調達等合理化計画」及び「契約監視委員会」による点検等

当たっては、安全の確保、公正性・透明性の確保、研究開発の特性及び

研究開発成果の最大化に向けた取組みとの整合性に配慮する。 

Ⅱ.2.(2) 契約の適正化 

・ 令和元年度国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構調達等合理化計

画の自己評価を実施するとともに、契約監視委員会において、自己評価

の点検を受け、透明性、公正性のためその結果を公表する。 

・ 公平性、透明性を確保しつつ公正な調達手続とするため、調達に関する

情報のホームページでの公開や業者への提供等を引き続き実施してい

く。 

・ 令和２年度国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構の調達等合理化

計画を策定し、契約監視委員会の点検を受け、文部科学大臣へ提出し、

ホームページでの公開を行う。 

Ⅱ.3. 人件費管理の適正化 

・ 人件費の合理化・効率化を図るとともに、総人件費については政府の方

針を踏まえ、厳しく見直しをするものとする。 

・ 給与水準については、国家公務員の給与水準や関連の深い業種の民間企

業の給与水準等を十分考慮し、役職員給与の在り方について検証した上

で、業務の特殊性を踏まえた適正な水準を維持するとともに、検証結果

や取組状況を公表するものとする。また、適切な人材の確保のために必

要に応じて弾力的な給与を設定できるものとし、その際には、国民に対

して納得が得られる説明をする。 

Ⅱ.4. 情報公開に関する事項 

独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成 13年法律第 140

号）に基づき、情報公開を行う。また、独立行政法人等の保有する個人情報

の保護に関する法律（平成 15年法律第 59号）に基づき、個人情報を適切に

取り扱う。 
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する。また、適切な人材の確保のために

必要に応じて弾力的な給与を設定でき

るものとし、その際には、国民に対して

納得が得られる説明をする。 

Ⅳ.4. 情報公開に関する事項 

独立行政法人等の保有する情報の公

開に関する法律（平成 13 年法律第 140

号）に基づき、情報公開を行う。また、

独立行政法人等の保有する個人情報の

保護に関する法律（平成 15 年法律第

59 号）に基づき、個人情報を適切に取

り扱う。 

を通じ、契約の適正化を推進し、業務運営の効率化を図る。 

 機構が締結する契約については、国からの閣議決定等の主旨に沿って、研究

成果の最大化を目指すために、一般競争入札を原則としつつも、真にやむを

得ない場合においては、研究開発業務をはじめ機構の事務・事業の特性を踏

まえ、その他合理的な調達を検討する。その際、随意契約を行う場合にあっ

ても、公表の徹底等により透明性、公正性を図る。 

 調達等合理化計画の実施状況を含む契約の適正な実施については、契約監視

委員会の事後点検等を受け、その結果をウェブサイトにて公表する。 

3. 人件費管理の適正化 

 職員の給与については、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針（平成 25

年 12月 24日閣議決定）」を踏まえ、引き続き人件費の合理化・効率化を図る

とともに、総人件費については政府の方針を踏まえ、厳しく見直しをするも

のとする。 

 給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考慮し、役職員給与の在

り方について検証した上で、業務の特殊性を踏まえた適正な水準を維持する

とともに、検証結果や取組状況を公表するものとする。また、適切な人材の

確保のために必要に応じて弾力的な給与を設定できるものとし、その際には、

国民に対して納得が得られる説明をする。 

4. 情報公開に関する事項 

適正な業務運営及び国民からの信頼を確保するため、適切かつ積極的に情報

の公開を行うとともに、個人情報の適切な保護を図る取り組みを推進する。具

体的には、独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成 13年法律

第 140号）及び独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（平成

15 年法律第 59 号）に基づき、適切に対応するとともに、職員への周知徹底を

行う。 

Ｎｏ．９ 

財 務 内 容

の 改 善 に

関 す る 事

項 

Ⅴ. 財務内容の改善に関する事項 

共同研究収入、競争的研究資金、受託

収入、施設利用料収入、民間からの寄付

や協賛等の自己収入の増加に努め、よ

り健全な財務内容とする。 

また、運営費交付金の債務残高につ

いても勘案しつつ予算を計画的に執行

Ⅲ. 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

1. 予算、収支計画及び資金計画 

(1) 予算 

（別紙１）のとおり 

(2) 収支計画 

（別紙２）のとおり 

(3) 資金計画 

Ⅲ.予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

Ⅲ.1. 予算、収支計画及び資金計画 

Ⅲ.1.(1) 予算 

 

Ⅲ.1.(2) 収支計画 

 

Ⅲ.1.(3) 資金計画 
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するとともに、「「独立行政法人会計基

準」及び「独立行政法人会計基準注解」」

（平成 27 年 1 月改訂）を踏まえ、中

長期目標期間の当初から運営費交付金

の収益化基準を見直し、適切な管理を

行う。必要性がなくなったと認められ

る保有財産については適切に処分する

とともに、重要な財産を譲渡する場合

は計画的に進める。 

（別紙３）のとおり 

(4) 自己収入の確保 

 競争的研究資金等の外部資金を獲得して得られた成果も合わせて、運営費交

付金による研究開発等を推進し、我が国全体の研究成果の最大化を図る。こ

のために、大型の外部資金を中長期的かつ戦略的に獲得し執行するための体

制を整備する。 

  附属病院について、研究病院である特性を常に念頭に置きつつ、研究開発し

た診断・治療法を新たに保険収載あるいは先進医療へ導入させるためエビデ

ンスの蓄積と他の治療方法との比較を国内外の他施設と協力して、進めて行

く。その過程において、先進医療等の枠組みの中で、適切な範囲における収

入の確保を図り機構の安定的運営に貢献する。 

2. 短期借入金の限度額 

短期借入金の限度額は、37億円とする。 

短期借入金が想定される事態としては、運営費交付金の受入れの遅延、補助

事業や受託業務に係る経費の暫時立替等がある。 

3. 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、その

処分に関する計画 

保有財産について、将来にわたり業務を確実に実施する上で必要か否かにつ

いて検証を実施し、必要性がなくなったと認められる場合は、独立行政法人通

則法の手続にのっとり処分する。 

4. 前号に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとす

るときは、その計画 

群馬県が実施する県道 13 号線（前橋長瀞線）及び県道 142 号線（綿貫篠

塚線）の道路改築事業に伴い、群馬県高崎市の雑種地の一部について、群馬県

に売却する。 

5. 剰余金の使途 

決算における剰余金が生じた場合の使途は以下のとおりとする。 

 臨床医学事業収益等自己収入を増加させるために必要な投資 

 重点研究開発業務や国の中核研究機関としての活動に必要とされる業務の経

費 

 研究環境の整備や知的財産管理・技術移転に係る経費等 

 職員の資質の向上に係る経費 

 

Ⅲ.1.(4) 自己収入の確保 

 機構全体として受託研究や競争的資金を増加させるために、大型外部資金

の獲得・執行に引き続き組織横断的に取り組む。 

 国内外の多施設と協力して臨床研究を行うことで、エビデンスの蓄積と他

の治療方法との比較を進めつつ、適切な範囲における収入の確保を図る。 

Ⅲ.2. 短期借入金の限度額 

短期借入金の限度額は、37億円とする。短期借入金が想定される事態とし

ては、運営費交付金の受入れの遅延、補助事業や受託事業に係る経費の暫時

立替等がある。 

Ⅲ.3. 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、

その処分に関する計画 

保有資産の必要性について適宜検証を行い、必要性がないと認められる資

産については、独立行政法人通則法の手続に従って適切に処分する。 

また、資産の有効利用等を進めるとともに、適切な研究スペースの配分に

努める。 

Ⅲ.4. 前号に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しよう

とするときは、その計画 

重要な財産の譲渡、又は担保に供する計画はない。 

Ⅲ.5. 剰余金の使途 

決算における剰余金が生じた場合の使途は以下のとおりとする。 

・ 臨床医学事業収益等自己収入を増加させるために必要な投資 

・ 重点研究開発業務や国の中核研究機関としての活動に必要とされる業務

の経費 

・ 研究環境の整備や知的財産管理・技術移転に係る経費等 

・ 職員の資質の向上に係る経費 
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Ｎｏ．１０ 

そ の 他 業

務 運 営 に

関 す る 重

要事項 

Ⅵ. その他業務運営に関する重要事項 

Ⅵ.1. 施設及び設備に関する事項 

業務の遂行に必要な施設や設備につ

いては、重点的かつ効率的に、更新及び

整備を実施する。 

Ⅵ.2. 国際約束の誠実な履行に関する

事項 

機構の業務運営に当たっては、我が

国が締結した条約その他の国際約束を

誠実に履行する。 

Ⅵ.3. 人事に関する事項 

研究開発成果の最大化と効果的かつ

効率的に業務を遂行するために、女性

の活躍や研究者の多様性も含めた人事

に関する計画を策定し戦略的に取り組

む。また、役職員の能力と業務実績を適

切かつ厳格に評価し、その結果を処遇

に反映させることにより、意欲及び資

質の向上を図るとともに、責任を明確

化させ、また、適材適所の人事配置を行

い、職員の能力の向上を図る。 

なお、機構の人材確保・育成について

は、「科学技術・イノベーション創出の

活性化に関する法律」（平成 20 年法律

第 63 号）第 24 条に基づき策定された

「人材活用等に関する方針」に基づい

て取組を進める。 

Ⅳ. その他業務運営に関する重要事項 

1. 施設及び設備に関する計画 

・ 機構内の老朽化した施設・設備について、そこで行われている研究・業務

計画及び安全性も十分に勘案、検討し、順次廃止又は更新する。 

・ 平成 28年度から令和４年度内に整備・更新する施設・設備は次のとおりで

ある。 

（単位：百万円） 

施設・設備の内容 予定額 財源 

放射線医学総合研究所施

設の整備  

３，６０７  施設整備費補助金  

ＢＡ関連施設の整備  ３１，４５１  施設整備費補助金  

ＢＡ関連設備の整備  ２，００３  設備整備費補助金  

高崎量子応用研究所施設

の整備  

１，０４５  施設整備費補助金  

関西光科学研究所施設の

整備  

７７４  施設整備費補助金 

次世代放射光施設の整備  １５，９００  次世代放射光施設整備費補助

金 

基幹高度被ばく医療支援

センター施設の整備  

２，１４９  原子力災害対策事業費補助金 

量子生命科学研究拠点施

設の整備  

５，０５０  施設整備費補助金 

［注］金額については見込みである。 

・ なお、上記のほか、中長期目標を達成するために必要な施設の整備が追加

されることが有り得る。また、施設・設備の老朽化度合等を勘案した改修

（更新）等が追加される見込みである。 

2. 国際約束の誠実な履行に関する事項 

機構の業務運営に当たっては、ITER計画、BA活動等の国際約束について、他

国の状況を踏まえつつ誠実に履行する。 

3. 人事に関する計画 

役職員の能力を最大限に引き出し、効率的かつ効果的な職場環境を実現する

ため、計画的かつ戦略的に優秀な人材を確保するとともに確保した職員の資質

Ⅳ.その他の業務運営に関する重要事項 

Ⅳ.1. 施設及び設備に関する計画 

・ 機構内の老朽化した施設・設備について、当該施設・設備に関連する研

究・業務計画、耐震診断の結果及び施設・設備の老朽化度合等、並びに

費用対効果を踏まえ、廃止又は改修（更新）の検討を進める。 

また、検討の結果、継続使用が決定した施設については、改修（更新）

の実施に向け対応を進める。 

Ⅳ.2. 国際約束の誠実な履行に関する事項 

機構の業務運営に当たっては、ITER計画、BA活動等の国際約束について、

他国の状況を踏まえつつ誠実に履行する。 

Ⅳ.3. 人事に関する計画 

役職員の能力を最大限に引き出し、効率的かつ効果的な職場環境を整備す

るため、優秀な人材を確保し、確保した職員の資質向上を図る観点から、次

の具体的施策に取り組む。 

・ 女性の採用促進及び管理職への登用を進めるとともに、ワークライフバ

ランス実現に向けた施策に積極的に取り組む。また、外国人研究者及び

若手研究者が活躍しやすい職場環境を整える。 

・ 働き方改革を推進するための労働時間管理や有給休暇取得及び同一労働

同一賃金に関する諸施策を着実に実施する。 

・ 人事評価制度を適切に運用し、設定した目標に対する業務実績や発揮能

力を厳格に評価するとともに、これらを昇進や昇格等の処遇に適切に反

映する。 

・ 職員の保有する専門的知見及び職務経験、並びに各部門の業務の進捗状

況等を管理・把握しつつ、これらを総合的に評価の上、適正な人員配置

に努める。 

・ 行政ニーズや研究・業務の動向に応じた多様な教育研修を実施し、また、

海外機関等への派遣経験等を積ませることで、職員の能力を高め、もっ

て研究・業務の効率性を向上させる。また、若手職員の育成の観点から、

再雇用制度を効果的に活用し技術伝承等に取り組む。 

・ 「クロスアポイントメント制度」等の人事諸制度を柔軟かつ適正に運用

することで、効果的・効率的な研究環境を整備する。 

Ⅳ.4. 中長期目標期間を超える債務負担 
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向上の観点から、「科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律」（平

成 20年法律第 63号）第 24条に基づいて策定した「人材活用等に関する方針」

に則って次の具体的施策に取り組む。 

・ 男女共同参画の観点から、女性の採用促進、女性の管理職への登用、ワー

クライフバランス推進に係る目標を定めて、それらを実現する施策を行う。

また、外国人研究者及び若手研究者が活躍し易い職場環境を整える。 

・ 人事評価制度を適切に運用し、所属長との協議を経て個人単位で設定する

目標を基礎として、行動や発揮能力及び達成度合いを厳格に評価するとと

もに、昇進や昇格等の処遇に適切に反映しつつ、能力開発、意欲向上及び

業務の改善に役立てる。 

・ 職員の保有する専門的技術及び職務経験、並びに各部門の業務の特性や業

務量を系統的に管理・把握しつつ、これらの要素を総合的に評価の上、業

務と人員の最適化を図るため、適時に人員の再配置を行う体制を整える。 

・ 高度化する行政ニーズや研究・業務の動向に応じて、多様な教育研修を実

施するとともに、資格取得の奨励や海外機関等への派遣等を行うことを通

じて、職員の能力を高め、もって研究・業務の効率性を向上させる。また、

若手職員の育成の観点から、再雇用制度を効果的に活用し技術伝承等に取

り組む。 

・ 他機関から卓越した研究者を受け入れ、両機関で柔軟に研究活動を担うこ

とにより、研究の強化・発展、及び産学連携の推進等の効果が期待でき、研

究開発成果の最大化に大きく寄与するための「クロスアポイントメント制

度」を整備・運用する。 

4. 中長期目標期間を超える債務負担 

中長期目標期間を超える債務負担については、研究基盤の整備等が中長期目

標期間を超える場合で、当該債務負担行為の必要性及び資金計画への影響を勘

案し合理的と判断されるものについて行う。 

5. 積立金の使途 

前中期目標期間の最終年度における積立金残高のうち、主務大臣の承認を受

けた金額については、国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構法に定める

業務の財源に充てる。 

中長期目標期間を超える債務負担については、研究基盤の整備等が中長期

目標期間を超える場合で、当該債務負担行為の必要性及び資金計画への影響

を勘案し合理的と判断されるものについて行う。 

Ⅳ.5. 積立金の使途 

前中期目標期間の最終年度における積立金残高のうち、主務大臣の承認を

受けた金額については、国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構法（平

成 11年法律第 176号）に定める業務の財源に充てる。 
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別紙１ 

（１） 予算 

①中長期計画 

平成 28 年度～平成４年度 予算 

 
［注１］上記予算額は運営費交付金の算定ルールに基づき、一定の仮定の下に試算されたもの。各事業年度の予算については、事業の進展により必要経費が大幅に変わること等を勘案し、各事業年度の予算編成過程

において、再計算の上決定される。一般管理費のうち公租公課については、所用見込額を試算しているが、具体的な額は各事業年度の予算編成過程において再計算の上決定される。 

［注２］各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

  

萌芽・創成的
研究開発

量子生命科学
研究開発

放射線医学利用
研究開発

放射線影響・
被ばく医療研究

量子ビーム応用
研究開発

核融合研究開発
研究成果・
外部連携・

公的研究機関
法人共通 合計

収入

　運営費交付金 528 842 37,342 10,886 33,597 42,018 7,460 22,994 155,667

　施設整備費補助金 0 5,050 2,241 1,171 1,819 31,451 195 0 41,927

　設備整備費補助金 0 0 0 0 0 2,003 0 0 2,003

　国際熱核融合実験炉研究開発費補助金 0 0 0 0 0 77,216 0 0 77,216

　先進的核融合研究開発費補助金 0 0 0 0 0 25,763 0 0 25,763

　高輝度放射光源共通基盤技術研究開発費補助金 0 0 0 0 120 0 487 0 607

 次世代放射光施設整備費補助金 0 0 0 0 0 0 15,900 0 15,900

　原子力災害対策事業費補助金 0 0 0 0 0 0 2,149 0 2,149

　自己収入 0 0 16,899 0 512 0 131 182 17,724

　その他の収入 0 0 0 0 0 10,474 0 0 10,474

　計 528 5,892 56,481 12,058 36,049 188,925 26,322 23,176 349,430

支出

運営事業費 528 842 54,241 10,886 34,109 42,018 7,591 23,176 173,391

　一般管理費 0 0 0 0 0 0 0 15,724 15,724

　　うち、人件費（管理系） 0 0 0 0 0 0 0 6,638 6,638

　　　　　物件費 0 0 0 0 0 0 0 3,641 3,641

　　　　　公租公課 0 0 0 0 0 0 0 5,444 5,444

　業務経費 522 833 53,265 10,590 33,152 39,378 7,430 5,131 150,300

　　うち、人件費（業務系） 134 214 13,252 4,023 18,099 18,172 2,402 0 56,296

　　　　　物件費 388 619 40,013 6,567 15,053 21,205 5,029 5,131 94,005

　退職手当等 6 9 976 296 957 2,641 161 747 5,792

　特殊要因経費 0 0 0 0 0 0 0 1,575 1,575

施設整備費補助金 0 5,050 2,241 1,171 1,819 31,451 195 0 41,927

設備整備費補助金 0 0 0 0 0 2,003 0 0 2,003

国際熱核融合実験炉研究開発費補助金 0 0 0 0 0 87,690 0 0 87,690

先進的核融合研究開発費補助金 0 0 0 0 0 25,763 0 0 25,763

高輝度放射光源共通基盤技術研究開発費補助金 0 0 0 0 120 0 487 0 607

次世代放射光施設整備費補助金 0 0 0 0 0 0 15,900 0 15,900

原子力災害対策事業費補助金 0 0 0 0 0 0 2,149 0 2,149

　計 528 5,892 56,481 12,058 36,049 188,925 26,322 23,176 349,430

（単位：百万円）
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②年度計画 

 

令和２年度 予算 

 

［注］各種積算と合計欄との数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

  

（単位：百万円）

萌芽・創成的
研究開発

量子生命科学
研究開発

放射線医学利用
研究開発

放射線影響・
被ばく医療研究

量子ビーム応用
研究開発

核融合研究開発
研究成果・
外部連携・

公的研究機関
法人共通 合計

収入

運営費交付金 325 592 5,569 1,238 4,578 5,980 3,465 2,518 24,264

施設整備費補助金 0 0 0 0 0 631 0 0 631

国際熱核融合実験炉研究開発費補助金 0 0 0 0 0 10,842 0 0 10,842

先進的核融合研究開発費補助金 0 0 0 0 0 4,663 0 0 4,663

高輝度放射光源共通基盤技術研究開発費補助金 0 0 0 0 23 0 350 0 373

次世代放射光施設整備費補助金 0 0 0 0 0 0 1,358 0 1,358

自己収入 0 0 2,414 0 91 8 19 0 2,532

その他の収入 0 0 0 0 0 1,435 0 0 1,435

計 325 592 7,983 1,238 4,692 23,560 5,192 2,518 46,099

支出

運営事業費 325 592 7,983 1,238 4,668 5,988 3,484 2,518 26,796

一般管理費 0 0 0 0 217 514 0 2,252 2,983

うち、人件費（管理系） 0 0 0 0 0 0 0 1,058 1,058

うち、物件費 0 0 0 0 0 0 0 1,190 1,190

うち、公租公課 0 0 0 0 217 514 0 4 735

業務経費 292 592 7,889 1,201 4,332 5,260 977 0 20,543

うち、人件費（業務系） 81 294 1,931 416 2,280 2,421 572 0 7,995

うち、物件費 211 298 5,958 785 2,053 2,838 405 0 12,548

退職手当等 33 0 93 37 119 215 113 266 877

戦略的イノベーション創造プログラム業務経費 0 0 0 0 0 0 2,394 0 2,394

施設整備費補助金 0 0 0 0 0 631 0 0 631

国際熱核融合実験炉研究開発費補助金 0 0 0 0 0 12,277 0 0 12,277

先進的核融合研究開発費補助金 0 0 0 0 0 4,663 0 0 4,663

高輝度放射光源共通基盤技術研究開発費補助金 0 0 0 0 23 0 350 0 373

次世代放射光施設整備費補助金 0 0 0 0 0 0 1,358 0 1,358

計 325 592 7,983 1,238 4,692 23,560 5,192 2,518 46,099

区分
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③実績 

 

令和２年度 予算 

 

  

（単位：百万円）

予算額 決算額 差　額 備 考 予算額 決算額 差　額 備 考 予算額 決算額 差　額 備 考 予算額 決算額 差　額 備　考 予算額 決算額 差　額 備　考 予算額 決算額 差　額 備　考 予算額 決算額 差　額 備　考 予算額 決算額 差　額 備　考 予算額 決算額 差　額

収入

運営費交付金 325 322 △3  592 1,087 495 (注1) 5,569 5,328 △240  1,238 1,477 239 (注1) 4,578 4,701 123  5,980 6,013 33  3,465 3,589 124  2,518 2,199 △318 (注1) 24,264 24,716 452 

施設整備費補助金 - - -  - 3,073 3,073 (注2) - 195 195 (注2) - 485 485 (注2) - 145 145 (注2) 631 3,108 2,476 (注2) - - -  - - -  631 7,006 6,374 

国際熱核融合実験炉研究開発費補助金 - - -  - - -  - - -  - - -  - - -  10,842 10,514 △328  - - -  - - -  10,842 10,514 △328 

先進的核融合研究開発費補助金 - - -  - - -  - - -  - - -  - - -  4,663 4,535 △128  - - -  - - -  4,663 4,535 △128 

高輝度放射光源共通基盤技術研究開発費補助金 - - -  - - -  - - -  - - -  23 99 75 (注4) - - -  350 275 △75 (注4) - - -  373 373 - 

次世代放射光施設整備費補助金 - - -  - - -  - - -  - - -  - - -  - - -  1,358 2,309 951 (注2) - - -  1,358 2,309 951 

原子力災害対策事業費補助金 - - -  - - -  - - -  - - -  - - -  - - -  - 2,058 2,058 (注2) - - -  - 2,058 2,058 

自己収入 - 6 6 (注5) - 1 1 (注5) 2,414 2,467 53  - 40 40 (注5) 91 107 16 (注5) 8 87 79 (注5) 19 95 76 (注5) 0 199 199 (注5) 2,532 3,002 470 

その他の収入 - 131 131 (注6) - 422 422 (注6) - 651 651 (注6) - 206 206 (注6) - 290 290 (注6) 1,435 11,340 9,905 (注6) - 264 264 (注6) - 1 1 (注6) 1,435 13,304 11,869 

325 459 134 592 4,582 3,990 7,983 8,642 659 1,238 2,207 969  4,692 5,341 649 23,560 35,596 12,036 5,192 8,589 3,397 2,518 2,399 △119 46,099 67,816 21,717 

支出

運営事業費 325 496 171 592 1,353 761 7,983 8,015 32 1,238 1,750 512 4,668 5,343 674 5,988 6,971 983 3,484 4,167 684 2,518 2,256 △262 26,796 30,351 3,555 

一般管理費 - 2 2 - 0 0 0 8 8 0 7 7 217 203 △14 514 478 △35 0 1 1 2,252 2,163 △88 2,983 2,863 △119 

うち、人件費（管理系） - - -  - - -  - - -  - - -  - - -  - - -  - - -  1,058 977 △81  1,058 977 △81 

うち、物件費 - - -  - - -  - - -  - - -  - - -  - - -  - - -  1,190 1,103 △87  1,190 1,103 △87 

うち、公租公課 - 2 2 (注7) - 0 0 (注7) 0 8 8 (注7) 0 7 7 (注7) 217 203 △14  514 478 △35  0 1 1 (注7) 4 83 79 (注7) 735 783 48 

業務経費 292 457 165 592 1,353 761 7,889 7,869 △20 1,201 1,743 542 4,332 5,028 695 5,260 6,284 1,025 977 1,550 573 - - - 20,543 24,283 3,740 

うち、人件費（業務系） 81 67 △14 (注8) 294 382 87 (注8) 1,931 1,816 △114  416 435 18  2,280 2,288 9  2,421 2,435 14  572 610 39  - - -  7,995 8,033 38 

うち、物件費 211 390 179 (注9) 298 971 673 (注9) 5,958 6,053 94  785 1,308 523 (注9) 2,053 2,739 686 (注9) 2,838 3,849 1,011 (注9) 405 939 535 (注9) - - -  12,548 16,250 3,702 

退職手当等 33 37 4 (注10) - - -  93 137 44 (注10) 37 - △37 (注10) 119 113 △6  215 209 △7  113 134 20 (注10) 266 93 △173 (注10) 877 722 △155 

- - -  - - -  - - -  - - -  - - -  - - -  2,394 2,483 89  - - -  2,394 2,483 89 

施設整備費補助金 - - -  - 2,811 2,811 (注2) - 191 191 (注2) - 476 476 (注2) - 145 145 (注2) 631 3,093 2,461 (注2) - - -  - - -  631 6,715 6,084 

国際熱核融合実験炉研究開発費補助金 - - -  - - -  - - -  - - -  - - -  12,277 20,355 8,078 (注3) - - -  - - -  12,277 20,355 8,078 

先進的核融合研究開発費補助金 - - -  - - -  - - -  - - -  - - -  4,663 4,432 △231  - - -  - - -  4,663 4,432 △231 

高輝度放射光源共通基盤技術研究開発費補助金 - - -  - - -  - - -  - - -  23 99 75 (注4) - - -  350 275 △75 (注4) - - -  373 373 △0 

次世代放射光施設整備費補助金 - - -  - - -  - - -  - - -  - - -  - - -  1,358 2,292 934 (注2) - - -  1,358 2,292 934 

原子力災害対策事業費補助金 - - -  - - -  - - -  - - -  - - -  - - -  - 2,058 2,058 (注2) - - -  - 2,058 2,058 

325 496 171 592 4,164 3,572 7,983 8,205 222 1,238 2,226 988 4,692 5,587 895 23,560 34,850 11,291 5,192 8,791 3,599 2,518 2,256 △262 46,099 66,576 20,477 

（注１）　運営費交付金の収入については、予算配分額の見直しを行ったため、「量子生命科学に関する研究開発」及び「放射線影響・被ばく医療研究」では、予算額に比して多額となっております。また、「法人共通」では、予算額に比して少額となっております。

（注２）　施設整備費補助金、次世代放射光施設整備費補助金及び原子力災害対策事業費補助金については、前年度から繰越した予算が含まれていることにより、収入及び支出ともに予算額に比して多額となっております。

（注３）　国際熱核融合実験炉研究開発費補助金の支出については、前年度から繰越した予算が含まれていることにより、予算額に比して多額となっております。

（注４）　高輝度放射光源共通基盤技術研究開発費補助金については、予算配分額の見直しを行ったため、「量子ビームの応用に関する研究開発」では、収入及び支出ともに予算額に比して多額となっております。

　　　　　また、「研究成果の普及活用、国際協力や産学連携の推進及び公的研究機関として担うべき機能」では、収入及び支出ともに予算額に比して少額となっております。

（注５）　自己収入については、共同研究事業収入等の事業収入が増加したため、予算額に比して多額となっております。

（注６）　その他の収入については、受託収入等が増加したため、予算額に比して多額となっております。

（注７）　運営事業費のうち、一般管理費の公租公課については、共通部門の費用を関係するセグメントに配分を行ったこと等により、「量子科学技術に関する萌芽・創成的研究開発」、「量子生命科学に関する研究開発」、「放射線の革新的医学利用等のための研究開発」、「放射線影響・被ばく医療研究」、

　　　　　「研究開発成果の普及活用、国際協力や産学官連携の推進及び公的研究機関として担うべき機能」及び「法人共通」では、予算額に比して多額となっております。

　　　　　なお、損益計算書では、法人共通以外のセグメントは研究業務費に計上しているため、決算報告書と差異が生じております。

（注８）　運営事業費のうち、業務経費の人件費（業務系）については、支出額が予定より減少したことにより、「量子科学技術に関する萌芽・創成的研究開発」では、予算額に比して少額となっております。

　　　　　また、「量子生命科学に関する研究開発」では、支出額が予定より増加したことにより、予算額に比して多額となっております。

（注９）　運営事業費のうち、業務経費の物件費については、自己収入及びその他の収入が増加したことにより、予算配分額の見直しを行ったため、予算額に比して多額となっております。 

（注１０）運営事業費のうち、退職手当等については、支出額が予定より増額したことにより、「量子科学技術に関する萌芽・創成的研究開発」、「放射線の革新的医学利用等のための研究開発」及び「研究開発成果の普及活用、国際協力や産学官連携の推進及び公的研究機関として担うべき機能」では、予算額に比して多額となっております。

　　　 　 また、「放射線影響・被ばく医療研究」及び「法人共通」では、支出額が予定より減額したことにより、予算額に比して少額となっております。

計

戦略的イノベーション創造プログラム業務経費

計

区　　　分

量子科学技術に関する萌芽・創成的研
究開発

量子生命科学に関する研究開発
放射線の革新的医学利用等の

ための研究開発
放射線影響・被ばく医療研究 量子ビームの応用に関する研究開発 核融合に関する研究開発

研究開発成果の普及活用、国際協力や
産学官連携の推進及び公的研究機関と

して担うべき機能
法人共通 合計
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別紙２ 

（２）収支計画 

 ①中長期計画 

 

平成 28 年度～令和４年度 収支計画 

 
［注］各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

  

区分
萌芽・創成的

研究開発
量子生命科学

研究開発
放射線医学利用

研究開発
放射線影響・

被ばく医療研究
量子ビーム応用

研究開発
核融合研究開発

研究成果・
外部連携・

公的研究機関
法人共通 合計

費用の部 512 1,708 58,723 11,520 36,058 163,173 8,660 23,508 303,861

　　経常経費 512 1,708 58,723 11,520 36,058 163,173 8,660 23,508 303,861

　　　　一般管理費 0 0 0 0 0 0 0 15,313 15,313

　　　　　　うち人件費（管理系） 0 0 0 0 0 0 0 6,638 6,638

　　　　　　うち物件費 0 0 0 0 0 0 0 3,231 3,231

　　　　　　うち公租公課 0 0 0 0 0 0 0 5,444 5,444

　　　　業務経費 386 617 44,447 9,625 30,181 150,887 5,616 3,661 245,420

　　　　　　うち人件費（業務系） 134 214 13,252 4,023 18,099 18,172 2,402 0 56,296

　　　　　　うち物件費 252 403 31,195 5,602 12,082 132,715 3,215 3,661 189,125

　　　　退職手当等 6 9 976 296 957 2,641 161 747 5,792

　　　　特殊要因経費 0 0 0 0 0 0 0 1,575 1,575

　　　　減価償却費 91 1,082 11,557 1,069 3,132 5,191 2,593 929 25,644

　　　　財務費用 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　　　臨時損失 29 0 1,744 529 1,788 4,454 290 1,282 10,116

収益の部 512 1,708 58,723 11,520 36,058 163,173 8,660 23,508 303,861

　　運営費交付金収益 381 608 27,170 9,511 28,872 35,552 4,923 20,289 127,305

　　補助金収益 0 0 0 0 120 104,901 487 0 105,508

　　自己収入 0 0 16,899 0 512 0 131 182 17,724

　　その他の収入 0 0 0 0 0 10,474 0 0 10,474

　　引当金見返に係る収益 11 18 1,353 411 1,634 2,600 236 826 7,090

　　資産見返負債戻入 91 1,082 11,557 1,069 3,132 5,191 2,593 929 25,644

　　臨時収益 29 0 1,744 529 1,788 4,454 290 1,282 10,116

　　純利益 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　目的積立金取崩額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　総利益 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（単位：百万円）
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 ②年度計画 

 

令和２年度 収支計画 

 
［注］各欄積算と合計欄との数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

  

（単位：百万円）

萌芽・創成的
研究開発

量子生命科学
研究開発

放射線医学利用
研究開発

放射線影響・
被ばく医療研究

量子ビーム応用
研究開発

核融合研究開発
研究成果・
外部連携・

公的研究機関
法人共通 合計

325 525 8,169 1,379 4,512 22,758 3,647 2,379 43,694

経常費用 325 525 8,164 1,379 4,512 22,758 3,647 2,379 43,689

一般管理費 0 0 0 0 217 514 0 1,966 2,697

うち、人件費（管理系） 0 0 0 0 0 0 0 1,058 1,058

うち、物件費 0 0 0 0 0 0 0 904 904

うち、公租公課 0 0 0 0 217 514 0 4 735

業務経費 255 525 7,252 1,061 3,836 20,298 3,327 0 36,553

うち、人件費（業務系） 81 294 1,931 416 2,280 2,421 572 0 7,995

うち、物件費 174 230 5,321 644 1,556 17,876 2,755 0 28,558

退職手当等 33 0 93 37 119 215 113 266 877

減価償却費 37 0 818 282 340 1,732 207 147 3,563

財務費用 0 0 5 0 0 0 0 0 5

臨時損失 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　

325 525 8,169 1,379 4,512 22,758 3,647 2,379 43,694

運営費交付金収益 247 494 4,640 1,017 3,699 4,831 2,898 1,854 19,679

補助金収益 0 0 0 0 23 14,282 350 0 14,655

自己収入 0 0 2,414 0 91 8 19 0 2,532

その他の収入 0 0 0 0 0 1,435 0 0 1,435

引当金見返に係る収益 41 31 297 81 359 470 173 378 1,830

資産見返負債戻入 37 0 818 282 340 1,732 207 147 3,563

臨時利益 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

　

費用の部

区分

収益の部

純利益

目的積立金取崩額

総利益
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 ③実績 

 

令和２年度 収支計画 

 

［注］各欄積算と合計欄との数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

  

計画額 実績額 差　額 計画額 実績額 差　額 計画額 実績額 差　額 計画額 実績額 差　額 計画額 実績額 差　額 計画額 実績額 差　額 計画額 実績額 差　額 計画額 実績額 差　額 計画額 実績額 差　額

費用の部 325 592 267 525 1,300 775 8,169 8,163 △6 1,379 1,982 603 4,512 5,435 923 22,758 42,165 19,407 3,647 4,366 719 2,379 2,051 △328 43,694 66,053 22,359 

経常費用 325 591 266 525 1,298 773 8,164 8,137 △27 1,379 1,980 601 4,512 5,433 921 22,758 42,165 19,407 3,647 4,364 717 2,379 2,051 △328 43,689 66,019 22,330 

財務費用 - - - - - - 5 5 △0 - - - - - - - 0 0 - - - - - - 5 5 △0 

臨時損失 - 1 1 - 2 2 - 21 21 - 2 2 - 2 2 - 0 0 - 1 1 - 0 0 - 29 29 

収益の部 325 484 159 525 1,340 815 8,169 8,463 294 1,380 1,948 568 4,512 5,348 836 22,758 42,058 19,300 3,647 4,207 560 2,379 2,180 △199 43,695 66,028 22,333 

運営費交付金収益 247 181 △66 494 780 286 4,640 4,420 △220 1,017 1,318 301 3,699 4,123 424 4,831 5,172 341 2,898 2,900 2 1,854 1,806 △48 19,680 20,699 1,019 

補助金収益 - 0 0 - 22 22 - 24 24 - 178 178 23 36 13 14,282 32,827 18,545 350 502 152 - - - 14,655 33,590 18,935 

自己収入 - 8 8 - 19 19 2,414 2,469 55 - 61 61 91 162 71 8 93 85 19 99 80 - 100 100 2,532 3,011 479 

その他の収入 - 120 120 - 404 404 - 534 534 - 170 170 - 162 162 1,435 204 △1,231 - 67 67 - - - 1,435 1,661 226 

引当金見返に係る収益 41 18 △23 31 81 50 297 347 50 81 85 4 359 462 103 470 469 △1 173 123 △50 378 154 △224 1,830 1,738 △92 

資産見返負債戻入 37 157 120 - 34 34 818 656 △162 282 134 △148 340 401 61 1,732 3,293 1,561 207 515 308 147 120 △27 3,563 5,311 1,748 

臨時収益 - 1 1 - 1 1 - 13 13 - 1 1 - 1 1 - 0 0 - 1 1 - 0 0 - 18 18 

純利益 - △108 △108 - 41 41 - 300 300 1 △34 △35 - △87 △87 - △107 △107 - △159 △159 - 129 129 1 △26 △27 

目的積立金取崩額 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 0 0 - - - - 0 0 

総利益 - △108 △108 - 41 41 - 300 300 1 △34 △35 - △87 △87 - △107 △107 - △159 △159 - 129 129 1 △26 △27 

 合　　　計

（単位：百万円）

区　　　分

 萌芽・創成的
研究開発

 量子生命科学
研究開発

 放射線医学利用
研究開発

 放射線影響・
被ばく医療研究

 量子ビーム応用
研究開発

 核融合研究開発
 研究成果・外部連携

・公的研究機関
 法人共通
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別紙３ 

（３）資金計画 

 ①中長期計画 

 

平成 28 年度～令和４年度 資金計画 

 

［注］各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

  

区分
萌芽・創成的

研究開発
量子生命科学

研究開発
放射線医学利用

研究開発
放射線影響・

被ばく医療研究
量子ビーム応用

研究開発
核融合研究開発

研究成果・
外部連携・

公的研究機関
法人共通 合計

資金支出 528 5,892 56,481 12,058 36,049 188,925 26,322 23,176 349,430

　　業務活動による支出 392 626 46,658 9,921 31,138 153,528 5,777 21,284 269,325

　　投資活動による支出 135 5,266 9,823 2,136 4,910 35,397 20,546 1,892 80,106

　　財務活動による支出 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　翌年度への繰越金 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資金収入 528 5,892 56,481 12,058 36,049 188,925 26,322 23,176 349,430

　　業務活動による収入 528 842 54,241 10,886 34,229 157,474 10,227 23,176 291,603

　　　　運営費交付金による収入 528 842 37,342 10,886 33,597 42,018 7,460 22,994 155,667

　　　　補助金収入 0 0 0 0 120 104,981 2,636 0 107,738

　　　　自己収入 0 0 16,899 0 512 0 131 182 17,724

　　　　その他の収入 0 0 0 0 0 10,474 0 0 10,474

　　投資活動による収入 0 5,050 2,241 1,171 1,819 31,451 16,095 0 57,827

　　　　施設整備費による収入 0 5,050 2,241 1,171 1,819 31,451 16,095 0 57,827

　　財務活動による収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　前年度よりの繰越金 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（単位：百万円）
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 ②年度計画 

 

令和２年度 資金計画 

 
［注］各欄積算と合計欄との数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

  

（単位：百万円）

萌芽・創成的
研究開発

量子生命科学
研究開発

放射線医学利用
研究開発

放射線影響・
被ばく医療研究

量子ビーム応用
研究開発

核融合研究開発
研究成果・
外部連携・

公的研究機関
法人共通 合計

資金支出 325 592 7,983 1,238 4,692 23,560 5,192 2,518 46,099

業務活動による支出 288 525 7,346 1,097 4,172 21,026 3,440 2,232 40,127

投資活動による支出 26 67 409 126 516 2,400 1,751 194 5,489

財務活動による支出 11 0 228 15 4 133 1 91 483

次年度への繰越金 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資金収入 325 592 7,983 1,238 4,692 23,560 5,192 2,518 46,099

業務活動による収入 325 592 7,983 1,238 4,692 22,928 3,834 2,518 44,109

運営費交付金による収入 325 592 5,569 1,238 4,578 5,980 3,465 2,518 24,264

補助金収入 0 0 0 0 23 15,505 350 0 15,878

自己収入 0 0 2,414 0 91 8 19 0 2,532

その他の収入 0 0 0 0 0 1,435 0 0 1,435

投資活動による収入 0 0 0 0 0 631 1,358 0 1,990

施設整備費による収入 0 0 0 0 0 631 1,358 0 1,990

財務活動による収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0

前年度からの繰越金 0 0 0 0 0 0 0 0 0

区分
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 ③実績 

 

令和２年度 資金計画 

 

［注］各欄積算と合計欄との数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

 

計画額 実績額 差　額 計画額 実績額 差　額 計画額 実績額 差　額 計画額 実績額 差　額 計画額 実績額 差　額 計画額 実績額 差　額 計画額 実績額 差　額 計画額 実績額 差　額 計画額 実績額 差　額

資金支出 325 438 113 592 2,181 1,589 7,983 5,981 △2,002 1,238 1,385 147 4,692 3,323 △1,369 23,559 38,113 14,554 5,192 5,863 671 2,517 14,191 11,674 46,098 71,475 25,377 

業務活動による支出 288 245 △43 525 693 168 7,346 3,960 △3,386 1,097 1,082 △15 4,172 2,406 △1,766 21,026 31,773 10,747 3,440 2,841 △599 2,232 13,896 11,664 40,126 56,897 16,771 

投資活動による支出 26 193 167 67 1,476 1,409 409 1,822 1,413 126 298 172 516 907 391 2,400 5,744 3,344 1,751 3,020 1,269 194 201 7 5,489 13,661 8,172 

財務活動による支出 11 0 △11 - 11 11 228 200 △28 15 4 △11 4 11 7 133 595 462 1 1 0 91 95 4 483 917 434 

翌年度への繰越金 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 

資金収入 325 146 △179 592 3,495 2,903 7,983 3,422 △4,561 1,238 742 △496 4,692 1,381 △3,311 23,560 29,579 6,019 5,192 5,438 246 2,518 22,363 19,845 46,099 66,566 20,467 

業務活動による収入 325 146 △179 592 423 △169 7,983 3,226 △4,757 1,238 257 △981 4,692 1,235 △3,457 22,928 26,472 3,544 3,834 3,130 △704 2,518 22,362 19,844 44,109 57,251 13,142 

投資活動による収入 - - - - 3,073 3,073 - 195 195 - 485 485 - 146 146 631 3,108 2,477 1,358 2,309 951 - 0 0 1,990 9,316 7,326 

財務活動による収入 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 

前年度よりの繰越金 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 

 合　　　計

（単位：百万円）

区　　　分

 萌芽・創成的
研究開発

 量子生命科学に
関する研究開発

 放射線医学利用
研究開発

 放射線影響・
被ばく医療研究

 量子ビーム応用
研究開発

 核融合研究開発
 研究成果・外部連携

・公的研究機関
 法人共通


